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第１章 発達障害児における行動問題への行動論 
     的アプローチの現状と課題 
 
第１節 行動問題の定義と類型化 
 
 １．行動問題の定義 
 本論文における発達障害は、発達障害者支援法に基づいたものを扱う。つまり、発達障
害とは、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動
性障害、その他これに類する脳機能の障害であって、その症状が通常低年齢において発現
するものとして政令で定めるものとする。 
 「行動問題」とは「問題となる行動を引き起こしている当事者自身と、周囲の環境との
不適切な相互作用の結果」(加藤，2008)と定義されている。これに対して、わが国でおも
に用いられる「問題行動」は、「問題性を有している行動自体を症状論的に捉えている用
語」(加藤，2000)と考える。また、問題行動と類似した用語に不適切行動や逸脱行動など
の用語があるが、これらの用語を使い分けて記述することはほとんどなく、それぞれの時
代や学問的背景の違いによって使われている。 
 問題行動と行動問題の例として、難しい課題が提示されると自分の頭を叩く発達障害児
を考えてみる。課題を提示した教師は、「頭を叩くのは障害特性だから仕方がない」とい
う見方をして、今後も難しい課題を提示するかも知れない。すると、この児童の頭を叩く
行動は今後も維持されたり強度が増していったりする可能性がある。この場合の頭を叩く
行動の捉え方は、問題行動(加藤，2000)に該当する。これに対して行動問題(加藤，2008)
は、難しい課題から現在の児童のスキルに合った課題に変更(周囲の環境の変化)したもの
を提示すると、頭を叩く行動を生起させずに課題に従事するかも知れないという児童本人
と環境との相互作用という捉え方をする。このように、問題となる行動を「障害があるか
ら適切な行動ができない」という症状論的に捉えるのではなく、加藤(2008)の定義で捉え
ることにより指導・支援につながると思われる。 
 ２．行動問題の類型化 
 肥後(2010)は行動問題を、「行動の型による分類」「行動の強度と頻度による分類」「行
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動の機能による分類」の 3 つに分類ができることを指摘している。以下に、3 つの類型に
ついて述べる。 
 （１）行動の型による分類 
 行動の「型」とは行動の形態のことで、その行動を形成する要素の動作順序(軌跡)、動
作部位、身体の他の部分との相対的位置によって定義される。国内の知的障害児者を対象
にした「問題行動」に関する 6 つの調査研究(江草・末光・河野・山口・村中，1972；肥
後・小林，1990；飯田，1989；飯田・岩坂・平尾・田原・橋野・松村・木寺・井川，1993；
三好・白井・宮野，1993；篠崎・古川，1993)では、調査項目のうち共通して多かった行
動の型として、「自傷」「異食」「他傷(害)」「奇声」「多動」「偏食」「マスターベー
ション」が挙げられた。一方で、「粗暴」「集中困難」などは、6 つの調査研究のうちの
1 つの調査研究のみに見られた項目であった。肥後(2010)は、これらの項目の差異はそれ
ぞれの研究目的や各研究者の「問題行動」の捉え方の差が影響すると指摘している。 
 また、Sigafoos，Arthur, and O’Reilly(2003)は、行動問題の出現率や行動の型について、
海外で行われた行動問題に関する複数の調査研究を紹介している。その 1 つにイギリスの
研究者グループにより、1988 年と 1995 年の 2 回にわたって行われたものがある。1988
年の調査では、北西イングランドにある 7 つの保健管理圏で知的障害サービスを受ける知
的障害者 4,200 名が対象とされた。1995 年には、7 つのうち 2 つの地域で再調査とフォロ
ーアップが実施された。1988 年の調査結果では、行動問題の出現率は 16.5％(4,200 名中
694 名)であった。行動問題を示した 694 名中の 72％が、対応が困難な行動、周囲の人が
困る行動、あるいは社会的に受け入れられない行動を示した。次いで、他傷行動(42％)、
物壊し(30％)、自傷行動(27％)の順であった。1995 年の調査(行動問題を示す 264 名が対
象)では、他傷行動は手で叩く(75％)、罵声を浴びせる(60％)の順であった。自傷行動では、
手や他の身体部位を使って頭を叩く(47％)、噛む(45％)であった。その他では、指示に従
わない(69％)、かんしゃく(54％)であった。また、Sigafoos et al. (2003)は、1992 年にオ
ーストラリアのクイーンズランドで、発達障害のある 2,412 名を対象に他傷行動の調査を
行った。11％(2,412 名中 261 名)に 1 つ以上の他傷行動の行動の型が見られ、1995 年のイ
ギリス調査と重複する行動の型があった。さらに、Kamio(2002)では、特別支援学校(12
歳～18 歳の児童生徒)に在籍する自閉症児 165 名と知的障害児 492 名を対象にして、行動
問題の比較を行った。その結果、攻撃行動は知的障害の程度に依存して、知的障害が重度
になるほど攻撃行動は激しくなり、自傷行動(Machalicek, Sigafoos, ＆ O’Reilly, 2005)は
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自閉症の有無に依存して、自閉症がある場合に自傷行動が生起しやすい傾向が示唆された。 
 これらの複数の調査から、発達障害児者、知的障害児者の中には自傷行動(頭を叩く、噛
む)や他傷行動(手で叩く、罵声を浴びせる)などの行動問題を示すものが存在することが明
らかにされた。 
 （２）行動の強度と頻度による分類 
 行動の「強度」は行動の強さを表し、「頻度」は一定時間における行動生起の回数を指
す。強度行動障害特別処遇事業の「強度行動障害の内容と内容例」と「強度行動障害判定
基準表」(厚生省，1993；奥田，2001)では、「ひどい自傷」「強い他傷」「激しいこだわ
り」「激しいもの壊し」「睡眠の大きな乱れ」「食事関係の強い障害」「排泄関係の強い
障害」「著しい多動」「著しい騒がしさ」「パニックがひどく指導困難」「粗暴で恐怖感
を与え、指導困難」の 11 項目が示され、行動問題の「強度」と「頻度」による分類が行
われている。例えば「ひどい自傷」は、肉が見えたり、頭部が変形に至るような叩きをし
たり、つめをはぐなどを指す。「頻度」では、「週に 1、2 回」「1 日に 1、2 回」「一日
中」に区分されている。「強い他傷」は、噛みつき、蹴り、なぐり、髪ひき、頭突きなど、
相手が怪我をしかねないような行動などを指す。「頻度」では、「月に 1、2 回」「週に 1、
2 回」「1 日に何度も」に区分されている。奥田(2001)は、強度行動障害特別処遇事業の
対象の多くが青年期・成人期の自閉症児者であることや、自閉症にトゥレット症候群が合
併した場合に示される行動問題に対する処遇困難を指摘している。 
 （３）行動の機能による分類 
 行動の「機能」とは、行動の果たす役割(なぜ、その行動が生起するのか)を指す。
Durand(1990)は、行動問題の機能に基づいて行動を類型化する方法を提案している。
Durand は、行動問題には「注目の獲得」「場面からの逃避・回避」「物・活動の獲得」
「感覚刺激の獲得」の 4 つの機能を明らかにした。彼は、ある人が示す行動問題の機能や、
機能間の相対的な重みの違いを明らかにするために、動機づけ評定尺度(MAS：Motivation 
Assessment Scale)を開発している。この分類によると、行動の型が同じであっても行動
の機能が異なることが考えられる。例えば、泣き叫ぶという行動問題がある場合、A さん
はジュースが飲みたい(要求)ために行動問題が生起し、B さんは課題から逃避するために
行動問題が生起する。また、同じ A さんの泣き叫ぶという行動問題であっても、場面や時
間帯によって行動問題の機能が異なる場合もある(肥後，2010)。このように、行動問題へ
の適切な指導・支援方法を検討する上で、行動問題の機能の理解が重要である。 
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 以上、行動問題の 3 つの類型が示された。行動の型による分類では、発達障害児者に生
起しやすい行動問題の特徴が示された。行動の強度や頻度による分類では「強度行動障害
判定基準表」を基に、行動問題の程度が示された。しかしながら、これらの情報だけでは
行動問題が生起しても、どのように指導・支援を行えば良いかは明らかにされにくい。こ
れらに比べて行動問題の機能が推定され、何の目的で行動問題が生起しているのかが理解
されれば、具体的な指導・支援につながりやすい。したがって、指導・支援につなげるた
めに、行動の機能を検討する視点が重要である。 
  
第２節 学校場面で行動問題を示す児童生徒の現状 
 
 本節では、学校場面で行動問題を示す児童生徒に対する国内での調査研究を概観する。
通常学級を対象にした全国的な調査として、文部科学省(2012)の「通常の学級に在籍する
発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査」がある。
この調査では、全国(岩手県、宮城県及び福島県の 3 県を除く)の公立の小・中学校の通常
学級に在籍する児童生徒 52,272 名に関する回答が得られた。担任が回答した内容から、
知的発達に遅れはないものの行動面で著しい困難を示すとされた児童生徒の割合は 3.6％
であった。行動面で著しい困難を示すとは、「不注意」「多動性－衝動性」あるいは「対
人関係やこだわり等」について 1 つ又は複数で問題を著しく示す場合を指した。宮本(2013)
は、この調査結果と学習障害(以下、LD とする)、注意欠陥多動性障害(以下、ADHD とす
る)、自閉症スペクトラムの一般的に指摘される有病率の検討から、わが国の通常学級にお
ける発達障害の実情を正確に捉えていると判断して良いと指摘している。 
 県や市の通常学級を対象の研究として、平澤・神野・廣嶌(2006)、竹村(2009)が挙げら
れる。平澤ら(2006)は、G 市公立小学校 48 校を対象にして、通常学級に在籍する発達障
害児で、担任教師にとって気になる・困った行動を示す児童を抽出した。気になる・困っ
た行動は、担任が年齢や場面にそぐわない「気になる」あるいは「困る」行動とした(平澤・
藤原・山根，2005)。分析対象は 414 名で、男子児童が 80％を占めた。学年別では、3 年
生が 22％(414 名中 92 名)と最も多く、6 年生は最も少なかった。診断のある児童は 29％
(414 名中 118 名)で、LD が 6％(118 名中 7 名)、ADHD が 29％(118 名中 34 名)、自閉症
が 45％(118 名中 53 名)、知的障害が 17％(118 名中 20 名)で自閉症児が約半数であった。
最も気になる行動は多い順に、「不適切な会話」「取り組まない」「かかわり」などが挙
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げられた。「不適切な会話」とは、大声での独り言や状況に無関係な発言であった。「取
り組まない」とは、興味・関心のないことや面倒な課題に従事しないことであった。「か
かわり」とは、仲間との活動でのトラブルなどであった。 
 竹村(2009)は、茨城県内の市立小学校 39 校の通常学級担任 413 名を対象に、気になる
児童に対する意識調査を行った。375 名から回答が得られ、気になる行動は、「授業や課
題に取り組めない」が 121 事例と最も多く、次いで「暴力・他児へのちょっかい」が 67
事例、「集団行動ができない」が 37 事例、「習癖」が 28 事例などであった。この結果か
ら、竹村は通常学級では、授業や課題、集団行動といった活動への参加を妨げる児童の行
動が教師に問題とされやすく、次いで他児や他児との関係に悪影響を及ぼす児童の行動が
問題とされやすいと指摘している。 
 特別支援学級を対象にした研究として、国立特別支援教育総合研究所(2014)では、自閉
症・情緒障害特別支援学級に在籍する自閉症児の算数科・数学科に関する調査を行った。
対象児は、小学校 1～6 年までの 397 名及び、中学校 1～3 年までの 139 名であった。小
学生の 83.1％(397 名中 330 名)は当該学年の指導内容を適用したが、すべて、あるいは、
おもに特別支援学級で学習している自閉症児は 80.9％(397 名中 321 名)であった。この理
由として、自閉症児の心理面や行動面などの問題に配慮するためと回答した割合が 77.3％
(321 名中 248 名)であった。中学生では、69.8％(139 名中 97 名)は当該学年の指導内容を
適用したが、すべて、あるいは、おもに特別支援学級で学習している自閉症児は 70.5％(139
名中 98 名)であった。この理由として、自閉症児の心理面や行動面などの問題に配慮する
ためと回答した割合が 54.1％(98 名中 53 名)であった。この調査結果から、当該学年の学
習を習得する能力があっても、行動問題に配慮して特別支援学級で学習している可能性が
示唆された。 
 次に、特別支援学校を対象にした研究を示す。熊地・佐藤・齋藤・武田(2012)は、全国
の知的障害を主とする特別支援学校と知肢併設の特別支援学校の合計 600 校を対象に、知
的発達に遅れのない(知能指数が 70 以上)発達障害児の実態調査を行った。有効回答は 313
校で、対象児が在籍している学校の割合は 45.0％(313 校中 141 校)であった。また、313
校の児童生徒数に占める対象児の人数の割合は 1.7％(39,813 名中 689 名)であった。対象
児の障害種は、自閉症スペクトラム(自閉症、アスペルガー症候群、広汎性発達障害)が
59.1％(689 名中 407 名)で最も多かった。学校や家庭における行動問題として、小・中学
部、高等部のすべてで上位に挙げられたのは、「不適切なコミュニケーション」「情緒不
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安定」「対人関係の不適切行動」などであった。 
 鈴木・武田・金子(2008)は、全国の病弱特別支援学校の中学部・高等部に在籍し、LD、
ADHD 等で適応障害のある生徒の実態調査を行った。対象児の在籍する学校の割合は
60.5％(76 校中 46 校)であり、障害種ではアスペルガー症候群が 39.2％(217 名中 85 名)と
最も多く、次いで ADHD が 24.9％(217 名中 54 名)、高機能自閉症が 14.7％(217 名中 32
名)であった。転入時の指導上の問題として、「対人関係の問題」が最も多く 78％(168 名
中 131 名)で、次いで「情緒の安定に関する問題」(62.5％；168 名中 105 名)、「集団参加
の問題」(60.1％；168 名中 101 名)などが挙げられた。 
 清水・橋本・霜田・菅野(2006)は、知的障害の特別支援学校中学部に在籍する生徒の実
態調査を行った。回答のあった 171 校の総生徒数 5,070 名において、1 校あたりの平均生
徒数は 29.6 名で、そのうち知的障害が 18.0 名、自閉症が 8.3 名であった。また、著しい
行動問題を示す生徒について、自傷行動が 63.2％(171 校中 108 校)で総生徒数の 6.2％
(5,070 名中 314 名)、他傷行動が 55％(171 校中 94 校)で総生徒数の 5.3％(5,070 名中 269
名)、粗暴な行動が 37.4％(171 校中 64 校)で 2.6％(5,070 名中 134 名)であった。行動問題
の初発時期は、幼児期で 41.8％(141 事例中 59 事例)が最も高い割合であった。同様に再発
生時期(行動問題が一度おさまった後、再び著しくなった時期)は中学部全体で 74.4％(39
事例中 29 事例)と高率であった。この結果から、清水ら(2006)は思春期に行動問題の変化
が起こりやすいことや、中学部においては幼児期から行動問題が継続している場合と、思
春期に入り行動問題が再発する場合の 2 つの可能性を示唆している。 
 霜田・清水・橋本・菅野(2006)は、知的障害の特別支援学校中学部に在籍する生徒 176
名の実態調査を行った。対象生徒の主障害は、自閉症が 73％(176 名中 128 名)、知的障害
が 24％(176 名中 42 名)、ADHD が 2％(176 名中 4 名)であった。教師の困り感として、行
動問題を有することにより、「有益だと思われる活動への参加が制限される(74％)」「他
人の身体を傷つける(74％)」「周囲の者に動揺や恐怖を与える(65％)」などの回答が得ら
れた。また、霜田ら(2006)は、着替えや排泄など基本的な生活習慣に関しては自立してい
る生徒の割合が高いが、それ以外の部分では教師による部分的または全面的な支援がなけ
れば授業や活動への参加が難しいことを示唆している。特に、運動会や卒業式などの行事
的な活動では部分的または全面的な支援を必要とした。さらに、対象生徒の嫌いな活動と
して、机上学習やマラソンなどの一定時間以上の課題従事を求められる活動が挙げられた。 
 小笠原・守屋(2005)は、東京都の知的障害養護学校に在籍する児童生徒の示す行動問題
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の出現率、行動の型による年齢別の出現率、コミュニケーション手段との関係などに関す
る調査を行った。行動問題の出現率は、小学部低学年では 68.5％(149 名中 102 名)、高学
年では 65.8％(79 名中 52 名)、中学部では 75.3％(93 名中 70 名)と高い数値に対して、高
等部では 38.4％(271 名中 104 名)と他の年齢群の約半分であった。行動問題を高頻度で示
す児童生徒の主たるコミュニケーション手段はジェスチャーであり、多語文を用いる場合
は期待値より有意に少ないことが示された。小笠原・守屋(2005)は、行動問題の出現には
他者に対して明確に伝えたいことが伝わらないといった伝達性の問題が関係することを指
摘している。また行動問題の型として、「奇声」「他傷」「自傷」「物壊し」「逸脱」な
どが挙げられた。Machalicek et al. (2005) は、複数の先行研究の結果から行動問題の要
因として、小笠原・守屋(2005)の指摘と同様に、対象児は十分なコミュニケーションスキ
ルを持っていなかったことを指摘した。 
 平澤・藤原(2012)は、知的障害特別支援学校の学級担任への質問紙調査をもとに、自閉
症児童生徒のコミュニケーション手段と行動問題との関連を検討した。対象は、岐阜県立
の小・中学部及び高等部のあるすべての知的障害特別支援学校 9 校に在籍する自閉症、広
汎性発達障害、アスペルガー症候群などの診断のある 511 名であった。その結果、行動問
題は 70.8％(511 名中 362 名)に見られた。行動問題の型としては、大声・奇声(82.9％；362
名中 300 名)、他人を叩く・噛みつく・押すなど(70.7％；362 名中 256 名)が見られ、言語
表現を主とする児童生徒では行動問題の非生起が多く、発声動作による表現や明確な表現
のない児童生徒では、行動問題の生起する割合が高頻度であった。 
 以上のことから、通常学級、特別支援学級や特別支援学校を対象とした複数の国内の調
査研究では、行動問題を示す児童生徒の中に自閉症や ADHD などの発達障害児が存在す
ることが明らかになった。発達障害児の学齢期には、先に挙げた海外での調査研究の結果
と同様に、自傷行動、他傷行動、課題への不従事行動などの行動問題を示すことや、行動
問題を伴うことにより、有益と思われる活動への参加が阻まれていることが示唆された。
行動問題はコミュニケーションのスキルに関連し、相手に伝わりやすいスキルを獲得して
いる場合は、そうでない場合に比べて行動問題が生起しにくいことが示唆された。また、
行動問題は幼児期や思春期に生起しやすいことが示唆された。村本・園山(2008)は、自閉
症をはじめとした発達障害のある人の中には、ここに挙げた行動問題を学校や地域、家庭
において示す人も少なくないと指摘する。結果として、上述したような行動問題により発
達障害児の学習活動や家庭生活が制限されたり、生命の危険性を伴ったりすることがある。 
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第３節 行動論的アプローチの変遷 
 
 １．嫌悪的技法から機能的アセスメントへ 
 1960 年代から 1970 年代にかけて、行動問題の生起直後に電気ショックやアンモニアを
随伴させるといった嫌悪的な技法が中心に適用されたが、治療場面以外では般化が困難で
あることや、他の行動問題が増加するなど多くの弊害を伴うことが報告された。嫌悪的な
技法のもう 1 つの欠点は、その技法のみでは行動問題にかわる適切な行動を生起させるに
は限界があるという点である(下山・園山，2005)。 
 その後、電気ショックなどよりも嫌悪性が低く、社会的に妥当な技法として過剰修正法
(行動問題によって起きた環境の変化を過剰に修復させる方法)や積極的練習法(行動問題を
止め、その後すぐに適切な行動を何度も練習させ行動問題を低減させる方法)が開発され
た。また、社会的強化によって維持されている行動問題の減少に有効で、学校でも用いら
れる方法としてタイムアウトが使用された。これは、行動問題が生起した直後に行動問題
を示した人が一定時間、正の強化子に接触できないようにする手続きである。これら以外
の技法として、行動問題を維持してきた強化子を撤去することで当該行動の頻度が低減す
る消去手続きが、知的障害児の攻撃行動やかんしゃくの低減に使用された。 
 しかし、罰の随伴や消去手続きなどの嫌悪的な技法のみでは、行動問題にかわる適切な
行動が生起しにくい欠点があった。その後、より嫌悪性の低い技法の開発がなされ、行動
問題以外の行動や適切な行動を積極的に形成する分化強化が使用された。しかしながら、
行動問題の機能が十分にアセスメントされず、この技法を用いても行動問題は低減されず、
適切な行動の維持が困難であったことが指摘されている(下山・園山，2005)。 
 ２．機能的アセスメントと先行事象 
 1980 年代に入ると、機能的アセスメントにより行動問題の生起に関係する諸変数を査定
し、その結果に基づいて介入方法の立案が検討されるようになった。機能的アセスメント
は、応用行動分析学から発展してきた方法論の 1 つである。機能的アセスメントは、①イ
ンタビュー、②直接観察による記述的分析、③環境条件の操作による実験的分析の 3 つの
方法により行動問題の生起に関する情報収集が行われる。①インタビューは、対象児に関
わる人に、行動問題がどのような場面で生起し、どのような環境の変化が起こっているか
を聴取する方法である。②直接観察では、行動問題を直接観察することを通して、行動問
題が生起する場面や、行動問題が何によって維持しているかを査定し、仮説を立てる。③
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実験的分析では、仮説に基づいた環境操作を行い、行動問題の機能を実証する手続きであ
る。これらの分析によって、行動問題がどのような強化随伴性により維持されているかが
分析され、その情報をもとに有効性の高い支援方法が考案され、より社会的に適切な行動
を形成することに主眼が置かれるようになった(下山・園山，2005 を参考)。 
 さらに、その後も機能的アセスメントが適用され、行動問題に及ぼす結果事象の効果だ
けではなく、先行事象の効果も注目されるようになってきた(Carr, Carlson, Langdon, 
Magito-McLaughlin,＆Yarbrough, 1998)。先行事象とは、当該の行動の生起前にある諸
条件であり、「確立操作」と「弁別刺激」の 2 つの種類がある。「確立操作」は、結果事
象の強化効力を一時的に変化させ、その結果事象によって強化されたことのある行動の生
起頻度を一時的に変化させる働きをもつ。行動問題の生起に影響する確立操作として、身
体の痛み、睡眠不足、嫌な出来事などがある。「弁別刺激」は、行動の生起に強化的な結
果が後続する際にそこに存在している先行事象である。難しい課題が提示されると自傷行
動が生起する障害児の場合、難しい課題が弁別刺激に該当する。この場合には、例えばカ
リキュラムの修正や課題の選択機会などの先行事象の操作により、行動問題が低減する可
能性が考えられる。  
 これらの先行事象を操作した研究は 1990 年代から増加傾向にあり、行動問題の生起の
予防に加え、適切な代替行動(行動問題と機能的に等価な適応行動(行動問題と同じ機能を
果たす適応行動(注 1))の形成が促進されることが示されている。先行事象への着目により、
行動問題が生起しにくい環境を設定することが可能になり、機能的アセスメントによって
行動問題に関係する先行事象や結果事象を同定した上で介入方法が立案され、近年ではそ
の効果が数多くの研究で証明されている。 
 ３．PBS(Positive Behavioral Support) 
 1990 年代までの研究では、対象児者の行動問題の低減に焦点が置かれ、対象児者の生活
がどのように改善されたかに焦点を当てたものは少なかった。しかし、機能的アセスメン
トの発展に伴い、近年では個人を取り巻く幅広い環境への介入、及びサービスへの在り方
を見直すことで、行動問題の低減だけではなく対象児者の生活全体を改善し、再構築する
方法によるアプローチが開発されてきている。このような動向の軸として、PBS(Positive 
Behavioral Support)(Koegel, Koegel, ＆ Dunlap, 1996)が挙げられ、欧米を中心に発展し
てきている。 
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 （１）PBSの特徴 
 PBS は、「発達、認知、情緒、行動上の障害のある人々の発達や適応的で社会的に望ま
しい行動への従事を助け、問題となるような反応パターンを克服する幅広い取組」(Koegel 
et al., 1996)である。その具体的な特徴として、次の 7 つが挙げられる(Bambara ＆ 
Knoster, 1998)。①行動問題の生起要因をアセスメントし、仮説に基づいて指導・支援計
画を立案する。②指導・支援計画には、多様な介入が含まれ包括的である。③スキルの教
授や環境の修正という前向きな介入を用いる。④インクルーシブな環境におけるライフス
タイルの向上を強調する。⑤個人の好みや尊厳を尊重した人中心(person-centered)の価値
観を反映している。⑥通常利用できる資源を用いて日常場面で行うために計画される。⑦
指導・支援の効果は、行動問題に代わる適応行動の増加、行動問題の減少、ライフスタイ
ルの改善から評価される。 
 （２）PBSの方法論 
  １）技術的基準と文脈的基準：PBS の方法論の特徴は、本質的に次の 2 つの基準から
示される(平澤，2003)。1 つは、指導・支援計画が機能的アセスメントと行動分析学の基
礎原理に論理的に一致しているかという科学的論理性に関する技術的基準(technically 
sound)である。もう 1 つは、指導・支援計画が対象児者、支援者を含む関係者の価値観、
技能やその適応場面に内包される操作可能な資源に適合するかという文脈的基準
(contextually sound)である。この文脈とは、指導・支援計画の実行に関わる対象者、支援
実行者、支援が適用される環境のそれぞれがもつ特徴を指す。Albin, Lucyshyn, Horner, 
and Flannery(1996)は、次のような文脈適合性(contextually fit)を指摘する。①指導・支
援計画が機能的アセスメントに基づくことを前提として、指導・支援計画が対象者の好み、
強さ、ニーズを考慮している。②指導・支援計画が支援実行者の価値観、技能などに一致
し、指導・支援の実行に関わるストレスを配慮している。③それが適用される現状の体制
に無理なく埋め込まれており、利用できる資源やサポートを考慮している。 
  ２）指導・支援計画立案までのプロセス：技術的基準に関して行動問題の生起要因に
関する情報収集と、その分析結果から得られる要因仮説の推定と、それに基づいて環境を
修正し、適応行動を形成する介入を計画立案する。その上で、指導・支援計画の文脈適合
性を検討し、環境や人々に適合した達成されやすい介入を特定する。この 2 つの基準の組
み合わせから PBS に基づく実践の成果を予測すると、①高技術的基準・高文脈的基準、
②低技術的基準・高文脈的基準、③高技術的基準・低文脈的基準、④低技術的基準・低文
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脈的基準の 4 つが考えられる。  
 高技術的基準と高文脈的基準の例として、Benazzi, Horner, and Good(2006)の研究があ
る。Benazzi et al. (2006) は、教師などの学校関係者から構成されるチーム、応用行動分
析学の専門家、教師などの学校関係者に応用行動分析学の専門家を含めたチームで、それ
ぞれ行動問題を示す児童生徒の指導・支援計画を立案した。その結果、技術的基準の観点
からは、応用行動分析学の専門家が単独で立案した指導・支援計画の評価点が最も高かっ
た。しかし、文脈的基準の観点からは、教師などの学校関係者から構成されるチーム、あ
るいは、そこに応用行動分析学の専門家を含めた場合の評価点が高かった。これらのこと
から、Benazzi et al. (2006) は、支援チームには児童生徒をよく知る支援者、学校の環境
をよく知る支援者及び応用行動分析学の専門家を含めることの重要性を指摘した。 
  ３）欧米における PBS 研究： PBS は、自閉症(Clarke, Worcester, Dunlap, Murray, 
＆ Bradley-Klug, 2002；Murray, Clarke ＆ Worcester, 2002)、アスペルガー症候群
(Sansosti, 2012)、トゥレット症候群を伴う広汎性発達障害(Colo ＆ Levinson, 2002)、知
的障害(Mcclean ＆ Grey, 2012a)、ADHD(Stahr, Cushing, Lane, ＆ Fox, 2006)、情緒
障害(Gage, Lewis ＆Stichter, 2012)など様々な障害のある幼児(Dunlap ＆ Fox, 2011；
Lucyshyn, Albin, Horner, Mann, Mann ＆ Wadsworth, 2007)、児童生徒(Clarke et al., 
2002；Murray et al., 2002；Sansosti, 2012)や成人(Mcclean ＆ Grey, 2012b；West ＆ 
Patton, 2010)のように幅広い年齢段階を対象にしている。また、自傷行動や攻撃行動(Colo 
＆ Levinson, 2002)、課題不従事(Stahr et al., 2006)、金切り声(Lucyshyn et al., 2007)な
ど様々な行動の型に対して、学校、病院、家庭や地域など(Snell, Voorhees, ＆ Chen, 2005）
の場面で展開されている。さらに、LaVigna and Willis(2012)は、PBS に関する研究論文
の分析を行い、PBS に基づいた指導・支援は、激しい行動問題や、高頻度で生起する行動
問題に対して効果的であることを指摘した。 
 具体的な実践例を、以下に示す。Schall(2010)の研究では、対象者のおもな行動問題は
職場場面で大声を出すことであった。この行動は、対象者がいらいらした時などに多く見
られた。このような場合、対象者がジョブコーチにカードを提示すると、数分間の休憩が
与えられた。この支援の他にも、行動問題の予防や強化の観点から支援が検討され、複数
の支援を実施した結果、対象者の行動問題が低減したことが示唆された。Mcclean and 
Grey(2012b)では、自傷行動や他害行動を示す 4 名の自閉症児・者(15 歳～23 歳)に対して
支援を行った。この 4 名は、機能的アセスメントを実施した結果、いずれも逃避機能を有
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した。興奮を低減する支援、支援者との信頼関係の構築、機能的スキル訓練、DRA や DRO
など複数の支援を実施した結果、4 名の行動問題は低減し、質問紙などの結果から QOL
の向上が示唆された。これらのことから、様々な行動の型を示す障害児者に先行事象や結
果事象への指導・支援が行われ、行動問題の低減に止まらず対象児者本人の QOL の向上
が示される。 
 さらに、長期的な指導・支援の効果を評価した研究として、Kern, Gallagher, Starosta, 
Hickman, and George (2006)では、ダウン症候群、ADHD 及び ODD を併せもつ 13 歳の
男児に対して 3 年間の支援を行った結果、攻撃行動が低減し、適応行動が増加したことを
示唆した。Jensen, McConnachie, and Pierson(2001)では、複数の行動問題を示す 35 歳
の自閉症者を対象に支援を 63 か月間行い、行動問題が低減したことを示唆した。 
 以上のように、欧米における PBS は 1990 年代後半から現在まで発展を続けている。激
しい行動問題や高頻度で生起する様々な行動問題の型を示す対象児者に対して、学校、病
院、グループホームや職場での研究が行われ、いずれも行動問題の低減だけではなく対象
児者の QOL 向上が示されている。また、長期的な指導・支援の効果も示唆された研究も
ある。1997 年の個別障害者教育法(individual with Disabilities Education Act：IDEA)
の改正では、IEP に関する項目において、行動問題に対して環境の修正や適応行動の教授
を行う PBS が明記された。さらに、平澤(2009a)は、PBS が適切な公教育を保障するため
の IEP に位置付けられたことを指摘した。これらのことから、PBS は行動問題を示す発
達障害児の指導・支援に重要な役割を果たしていることが指摘できる。 
 （３）SWPBS（School Wide PBS）  
 近年では、PBS は個に対してだけでなく、学校のすべての児童生徒を対象にした School 
Wide PBS(SWPBS)(Hawken ＆ O’Neill, 2006)が発展されている。SWPBS は、発達障害
児を含むすべての児童生徒の学業や社会的能力、安全の促進に向けて、児童生徒が見通し
を持って活動ができ、一貫した結果が得られる学校環境を形成し、それによって行動問題
を予防する階層的なアプローチである。これは、①すべての児童生徒に対して適応行動を
支援する第一次システム(全体の 80～85％を対象)(例えば、幼稚園における学業スキルの獲
得(Carter ＆ Norman, 2010)；小学校における tootling(児童生徒の適切な行動に対する学
級の仲間からの報告)の活用(Cihak, Kirk, ＆ Boon, 2009))、②リスクのある行動を示す児
童生徒に対して特別なグループ支援を行う第二次システム(全体の 10～15％を対象)、③リ
スクの高い行動を示す児童生徒に対して機能的アセスメントに基づいた特別な個別の支援
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を行う第三次システム(全体の 5％近くを対象)(例えば、小学校の Check In-Check Out の
活用(対象児に 1 日の活動の手がかりなどを示す行動レポートカードを作成し、適切な行動
にフィードバックを与える方法；Todd, Cambell, Meyer, ＆ Horner, 2008)から構成され
る。平澤・小笠原(2010)は、最近では発達障害児者の行動問題の解決に向けた個人に対す
る支援だけでなく、学校における行動問題の予防に向けた組織的アプローチ(SWPBS)も取
り組まれるようになってきたことを指摘している。武藤(2007)は、SWPBS の定義する構
成要素を、①明確に特定化された学業的あるいは社会的行動の成果、②その成果を最大限
にするエビデンスに基づいた実践、③そのエビデンスに基づいた実践を学校規模で使用し
続けることをサポートする様々なシステム、④学校に関する行動的な成果、実践、システ
ムを特定化するデータであると指摘している。 
 以上のように欧米における PBS は、1990 年代後半から現在まで発展を続け、障害のあ
る個人が示す行動問題だけではなく、近年では学校におけるすべての児童生徒を対象とし
た SWPBS も発展していることが示された。次節では、わが国における個人と集団を対象
にした PBS の動向を見ていく。 
 
第４節 わが国における PBSの動向 
 
 １．個人に対する PBS研究 
 Table 1 に、近年のわが国で個人を焦点にした PBS の研究を示した。以下、PBS の「指
導場面」「対象児者の特徴」「技術的基準」「文脈的基準」の観点から、それぞれの特徴
を述べる。 
 （１）指導場面 
 指導場面は、保育園(平澤・藤原，2001)、幼稚園(野呂・吉村・秋元・小松，2005)、学
校(藤田，2009；福原・古田島・加藤，2008；Gomi ＆ Noro，2010；五味・大久保・野
呂，2009；平澤，2010；平澤・藤原，2000；平澤・藤原・山本・佐囲東・織田，2003；
古田島・長澤・松岡，2006；長澤・福田，2009；野口・飯島・野呂，2008；野口・野呂，
2006；野呂・藤村，2002；大久保・高橋・野呂，2011；及川・宮崎，2008；興津・関戸，
2007；奥原・高畑，2010；佐囲東・加藤，2013；関原，2008；塩見・戸ヶ崎，2012)、学
校と職場(高畑，2004)、学校とコミュニティセンター(Hirasawa, Fujiwara, ＆ Yamane，
2009)、学校と家庭(武蔵・高畑，2003)、福祉施設(村田・村中，2011；小笠原・唐岩・近
14 
 
藤・櫻井，2004；岡村・藤田・井澤，2007；冨田・村本，2013)、大学(平澤・馬場，2011)
などであった。このことから、近年は学校で多くの研究が展開されていることが指摘でき
る。なお、家庭場面における研究も行われているが、これは第 2 章で詳述する。 
 （２）対象児者 
  １）障害種：知的障害(平澤・藤原，2001；村田・村中，2011；武蔵・高畑，2003；
及川・宮崎，2008；塩見・戸ヶ崎，2012)、自閉症(平澤・馬場，2011；平澤・藤原，2000；
平澤ら，2003；Hirasawa et al.，2009；小笠原・唐岩ら，2004；岡村ら，2007；奥原・
高畑，2010；高畑，2004；冨田・村本，2013)、高機能自閉症(福原ら，2008)、アスペル
ガー障害(Gomi ＆ Noro，2010；五味ら，2009)、広汎性発達障害(興津・関戸，2007)、
ADHD(古田島ら，2006；長澤・福田，2009；野口・野呂，2006；野呂・藤村，2002；野
呂ら，2005；佐囲東・加藤，2013；関原，2008)、特定不能の広汎性発達障害(野口ら，2008)、
水痘脳炎後遺症(塩見・戸ヶ崎，2012)、行動障害(多動症候群、他害行為)(及川・宮崎，2008)、
行為障害(藤田，2009)、診断なし(平澤，2010；大久保・高橋ら，2011)であった。以上の
ことから、近年では、広汎性発達障害(自閉症、高機能自閉症、アスペルガー障害、特定不
能の広汎性発達障害を含む)を対象にした研究が最も多く、次いで ADHD や知的障害が多
い傾向にあった。 
  ２）所属：保育園(平澤・藤原，2001)、幼稚園(野呂ら，2005)、小学校(福原ら，2008；
Gomi ＆ Noro，2010；五味ら，2009；平澤，2010；平澤・馬場，2011；古田島ら，2006；
興津・関戸，2007；野口・野呂，2006；野呂・藤村，2002；野口・飯島・野呂，2008；
大久保・高橋ら，2011；佐囲東・加藤，2013；関原，2008)、中学校(長澤・福田，2009)、
特別支援学校中学部(奥原・高畑，2010；塩見・戸ヶ崎，2012)、特別支援学校高等部(藤田，
2009；平澤・藤原，2000；平澤ら，2003；Hirasawa et al.，2009；武蔵・高畑，2003；
高畑，2004)で、小学生を対象にしたものが多い傾向にあった。学校卒業後の事例として、
19 歳(小笠原・唐岩ら，2004；岡村ら，2007)や成人(村田・村中，2011；冨田・村本，2013)
があった。以上のように対象児の所属は小学校が最も多く、次いで、特別支援学校(中学部・
高等部)が多い傾向にあった。それらに比べて保育園、幼稚園、中学校を対象にした研究は
少なかった。 
  ３）行動問題：他傷行動(平澤・藤原，2001；平澤ら，2003；村田・村中，2011；小
笠原・広野・加藤，2013；大久保・高橋ら，2011；冨田・村本，2013)、儀式的行動(小笠
原・唐岩ら，2004)、攻撃行動(藤田，2009；平澤・藤原，2000；野口ら，2008；野呂ら，  
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2005；岡村ら，2007)、大声(藤田，2009；武蔵・高畑，2003)、乱暴な言葉(武蔵・高畑， 
2003)、離席(Gomi ＆ Noro，2010；五味ら，2009；古田島ら，2006；長澤・福田，2009；
佐囲東・加藤，2013；関原，2008；塩見・戸ヶ崎，2012)、私語(古田島ら，2006；長澤・
福田，2009；佐囲東・加藤，2013；関原，2008)、床に寝転ぶ行動(五味ら，2009)、落書
き行動(興津・関戸，2007)、つば吐き(平澤ら，2003；興津・関戸，2007)、奇声(平澤，2010)、
物投げ(平澤・藤原，2001)、けんか(野口・野呂，2006)、挑発行動(野呂・藤村，2002)、
校内外への飛び出し行動(高畑，2004)、手を噛む行動(Hirasawa et al.，2009)、近くにい
る教師や友達の服やズボンを引っ張る行動(塩見・戸ヶ崎，2012)、教室移動の拒否(奥原・
高畑，2010)、便こね(冨田・村本，2013)、教師の指示への不服従(野呂ら，2005)、こだわ
り行動(平澤・馬場，2011)、女子への不適切な関わり行動(福原ら，2008)、他児のものを
とる行動(大久保・高橋ら，2011)があった。以上のことから、他児への不適切な関わり行
動(他傷行動、攻撃行動など)、授業を妨害する行動(離席、私語など)など、授業中や他児と
関わる場面での行動問題が多く挙げられる傾向が見られた。 
（３）技術的基準 
  １）機能的アセスメントの実施者：教師(藤田，2009；平澤・藤原，2000；奥原・高
畑，2010；佐囲東・加藤，2013)、大学院で学んだ経験のある教師(関原，2008)、大学ス
タッフ(Gomi ＆ Noro，2010；五味ら，2009；平澤，2010；平澤・馬場，2011；平澤・
藤原，2001；Hirasawa et al，2009；古田島ら，2006；武蔵・高畑，2003；長澤・福田，
2009；野口ら，2008；野口・野呂，2006；野呂・藤村，2002；野呂ら，2005；小笠原・
唐岩ら，2004；大久保・高橋ら，2011；岡村ら，2007；興津・関戸，2007；高畑，2004)
のように、多くは大学スタッフであった。 
２）先行事象：学習スケジュール表や対象児との約束(長澤・福田，2009)、柔らかい
口調による話しかけ(冨田・村山，2013)、職員による行動問題の予防(村田・村中，2011)、
絵や実物などを用いた課題の提示(平澤・藤原，2001)、日常的な会話の開始(小笠原・唐岩
ら，2004)、タイマー(塩見・戸ヶ崎，2012)、トークン表(小笠原ら，2013)、物理的な環境
設定(Hirasawa et al.，2009)、他の生徒と関わる機会の設定(平澤・藤原，2000)、支援ツ
ール(興津・関戸，2007；高畑，2004)、許可カード(Gomi ＆ Noro，2010)、「支援ツー
ル、作業エリア、始まりと終わりカード」(奥原・高畑，2010)、ソーシャルストーリーや
学級ルールブック(古田島ら，2006)、遂行しやすい課題(五味ら，2009)、課題の工夫(穴埋
め式、短時間で完了する課題など)(及川・宮崎，2008)、課題の選択(岡村ら，2007)、見通
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しを持ちやすい指示や刺激の少ない環境設定(野呂ら，2005)、対象児に必要とされる明確
な行動のステップ(大久保・高橋ら，2011)、行動問題の生起予防と適切な行動の促進(平澤・
馬場，2011)、張り紙(黒板に「教科書・ノート・筆箱」を張る)と授業準備に関する指示(野
呂・藤村，2002)、「絵カード」を使用したルール提示や指示の前の注意喚起(関原，2008)、
座席の配慮(福原ら，2008)があった。 
 以上のように先行事象では、「活動の見通し」「環境設定」「遂行すべき活動の量・時
間などの提示」「話しかけ方の工夫」「約束」「適応行動を自発させる機会の設定」など
行動問題を予防し、適応行動を自発させるための手がかりが提示される傾向にあった。 
  ３）結果事象：結果事象の操作として、強化手続き(平澤・馬場，2011；平澤・藤原，
2000，2001；村田・村中，2011；武蔵・高畑，2003；野呂・藤村，2002；野呂ら，2005；
小笠原・唐岩ら，2004；大久保・高橋ら，2011；及川・宮崎，2008；岡村ら，2007；興
津・関戸，2007；奥原・高畑，2010；佐囲東・加藤，2013；塩見・戸ヶ崎，2012；高畑，
2004；冨田・村本，2013)が多く、その例として「賞賛、肯定的なコメント、グラフ化し
てフィードバック」(福原ら，2008)、トークンシステム(古田島ら，2006)、シール(野口・
野呂，2006)、バックアップ強化子(武蔵・高畑，2003；長澤・福田，2009；興津・関戸，
2007；佐囲東・加藤，2013)などがあった。強化以外には、消去手続き(五味ら，2009)、
正の弱化(古田島ら，2006)、タイムアウト(野口ら，2008)などがあった。 
 以上のように、結果事象の特徴として、適応行動の自発後に賞賛、バックアップ強化子
などの強化手続きが多く提示される傾向にあった。 
 （４）文脈適合性 
 文脈適合性に関する記述として、以下が挙げられた。対象者の好みを考慮した指導・支
援計画として、対象児が好きな缶つぶし作業(奥原・高畑，2010)、好みの音楽テープ(武蔵・
高畑，2003)、CD レンタル(高畑，2004)、読書(五味ら，2009)、段ボール工作(古田島ら，
2006)が取り入れられた。対象児の教育的ニーズを考慮した支援計画として、塩見・戸ヶ
崎(2012)では、行動問題の優先順位を選定するために、①本人の生活をおびやかす行動か、
②本人の身体状況をおびやかす行動か、③他人に危害を及ぼす行動か、④本人の教育的な
進歩を妨げる行動か、⑤周囲の教育的な進歩を妨げる行動か、⑥教材等を破壊する行動か、
⑦将来問題が深刻化すると予想される行動か、⑧障害のない友達からの受容を妨げる行動
かという 8 観点から、学級担任が評定した。野呂・藤村(2002)では、対象児が授業の準備
をスムーズにできないことが、授業参加を困難にしている要因であると考え、授業準備行
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動を標的行動とした。村田・村中(2011)では、対象者のライフスタイルの変容を評価し、
対象者の活動参加の機会を設定する視点が重要であり、職員が対象者の活動参加の観察が
ライフスタイルの肯定的な変化につながることを指摘した。 
 支援実行者の「技能」「価値観」「負担」「ストレス」などに配慮した実行条件に関す
る記述として、以下のものがあった。野呂・藤村(2002)では、指導・支援手続きの厳密性
が 100％を記録したことから、支援実施者である教師にとって実行可能な指導・支援手続
きであったと考察している。この要因として、教師のニーズの高い行動が選定されたこと
と、指導・支援手続きが比較的容易であったことを指摘している。平澤・藤原(2001)は、
大学など専門機関の指導・支援の仕方として、当該場面でおもに指導・支援を実行する人
及びその対象となる人が確実に実行できること、できないことを明確にすることが不可欠
であると指摘した。野口・野呂(2006)では、介入内容を作成する段階で、できるだけ簡略
な方法にすることを心がけ、介入を実施する前に担任教師に実現可能かを確認した。岡村
ら(2007)では、対象者が容易にできる作業があること、対象者の行動問題が生起しにくく、
支援者にストレスがかかりにくい観点から実行条件が検討された。村田・村中(2011)では、
大学スタッフが支援計画を立案し、支援を行う施設職員と協議を行い支援実行の容易さや
負担などの観点から支援計画の妥当性を検討した。野呂ら(2005)では、幼稚園でトークン・
エコノミー法を年度途中から導入した。これは、幼稚園における一般的な指導・支援方法
を用いたい教師の要望に基づいて段階的に導入された。指導・支援に関するアンケートで
は、教師から肯定的な評価が得られた。平澤(2010)では、対象児と共に指導・支援を実行
する教師の行動随伴性を踏まえて、双方の取組が可能な指導・支援目標を設定することが
重要であると指摘した。小笠原・唐岩ら(2004)では、施設職員と大学スタッフが協議を行
い施設職員が支援プログラムを立案した。施設職員が計画を立案したため、必然的に支援
者の考え方やスキル、支援体制などが反映されていたことが示唆された。塩見・戸ヶ崎
(2012)は、研究に参加した支援者の「対象児への介入プログラムは機能したが、他の生徒
への指導にはまだ自信がない」という感想から、機能的アセスメントが多くの教育現場で
広く活用されるために、文脈適合性の問題に対する配慮が不可欠であると指摘している。
野口ら(2008)では、支援者がタイムアウトを実施することに対して、周囲の児童に何らか
のネガティブな影響が及ぶ可能性を懸念していることを明らかにした。長澤・福田(2009)
は、COMPAS マニュアルの項目や内容を検討し、多くの教師が容易に取り組める内容・
書式のチェックリストやマニュアルの開発の必要性を指摘している。 
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 指導・支援体制や活用可能な資源に関する記述として、平澤・藤原(2000)では、学級担
任が指導・支援計画を立案した。教科担任制や指導の形態や教師間の協力体制など、学級
担任の指導に関わる条件を明らかにして実行条件を検討した。冨田・村本(2013)では、対
象児に対する支援を実施する上で支援員同士のチームアプローチ(支援や記録方法の統一)
が成功したことを指摘している。佐囲東・加藤(2013)では、指導・支援計画に基づいて、
担任が通常学級に在籍する対象児に指導・支援を実施したが指導・支援計画の実行度が高
まらなかった。そのため、その立案者である通級指導教室の担当者が授業を行った結果、
指導・支援計画の実行度が高まり、対象児以外の児童の行動問題が減少したことが報告さ
れた。古田島ら(2006)では、個別の指導計画の作成を通して保護者、教師、介助員、大学
スタッフの役割分担が明確化され、定例会を通して全職員と指導に関する情報交換ができ
た。また、トラブル対応マニュアル等の指導方法について確認がされ、担任以外の職員の
指導に例外がなくなり、指導の一貫性が保たれたことが示唆された。藤田(2009)では、対
象児の担任が指導・支援計画を立案し、それをもとに対象児に関わる教師 5 名と定期的に
会議を開くことで情報共有できたことが示唆された。一方で、複数の支援者が指導・支援
手続きの共有を行うことの困難さが指摘されている。平澤ら(2003)では大学スタッフが指
導・支援計画を立案した結果、かかわる教師が少人数で環境整備が容易な日常生活の指導
場面では成果が得られた一方で、かかわる教師が多数で、広範囲な環境整備が必要な作業
学習場面では十分な成果が得られなかったことが示唆された。Gomi and Noro(2010)では、
大学スタッフが消去手続きに関する指導・支援計画を立案したが、複数の支援者間で指導・
支援手続きの情報共有が図れなかったことが示唆された。 
 以上のように、指導・支援計画立案の際は、文脈適合性として対象児者の好みを取り入
れ、支援対象の行動問題の優先順位を選定するために様々な観点から検討された。指導・
支援手続きが実行されるためには、支援者が確実に遂行できる内容で、指導・支援手続き
が容易で支援者の価値観を尊重し、ストレスがかからないことが重要とされた。多くの教
師が応用行動分析学に基づいた指導・支援を行うために、さらに文脈適合性の検討が必要
と指摘された。複数の指導者が情報共有を行うために、教師の実行条件の検討、記録方法
の統一、個別の指導計画での役割分担の明確化、定期的な会議の開催が重要であった。一
方、多くの教師がかかわる場面や指導・支援手続きによって情報共有が困難になることが
示唆された。 
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 ２．SWPBS研究 
 平澤・小笠原(2010)は、1999 年から 2008 年までの 10 年間に雑誌 Journal of Positive 
Behavior Interventions に掲載された論文は、80％近くが第一次システムを検討したもので、
学校の教室や廊下、運動場などで児童生徒に求められるルールに沿う行動や適応行動、学
業反応、出席などが標的行動にされていることを指摘した。わが国では、小学校の通常学
級(遠藤・大久保・五味・野口・高橋・竹井・高橋・野呂，2008；福森，2011；Noda ＆ 
Tanaka-matsumi, 2014；大久保・高橋・野呂・井上，2006；小野寺・野呂，2008；関戸・
田中，2010；田中・鈴木・嶋崎・松見，2010；鶴見・五味・野呂，2012)や高等学校(若林・
加藤，2012；2013)で展開されている。対象学級に、課題遂行に問題の見られる児童生徒
や発達障害児が在籍する場合もあった。標的行動は、清掃活動への従事(遠藤ら，2008)、
係活動・作文課題・発表活動(福森，2011)、宿題提出行動(大久保ら，2006)、給食準備行
動(鶴見ら，2012)、算数科の学習(Noda ＆ Tanaka-matsumi, 2014)などの適応行動の他、
離席・大声・手遊び・よそ見(田中ら，2010)などの行動問題があった。 
 行動問題を対象にした研究として、関戸・田中(2010)では、小学校通常学級 3 年に在籍
し、授業中に離席などの行動問題を示すアスペルガー障害が疑われる対象児に対して、最
初に対象児が所属する学級全体に指導・支援を行った。その結果、対象児に追随する児童
が見られなくなった。次に、対象児に個別支援を導入した結果、行動問題が改善し、さら
に対象児の家庭や学校での望ましい行動変容が見られた。このことから、関戸・田中は、
全体への支援を基盤にした上で個別支援を導入する支援の方向性が妥当であることを指摘
した。小野寺・野呂(2008)では、小学校通常学級 4 年の児童の授業開始・終了時の私語を
支援対象の行動問題として、折れ線グラフのフィードバックによる効果を検討した。その
結果、学級全体が静かになるまでの時間が短縮され、折れ線グラフのフィードバックの効
果が示唆された。田中ら(2010)では、小学校通常学級 3 年の児童の授業妨害行動(不適切な
発言)と、その代替行動(適切な発言)を支援対象として、班や学級全体の集団随伴性を用い
た「いかりをおろそう(Lohrmann ＆ Talerico, 2004)」の手続きを含む介入パッケージを
実施した。その結果、不適切な発言の低減にはルールの掲示、聞く準備の合図、担任の対
応と「いかりをおろそう」の手続きが必要であり、適切な発言の増加にはルールの掲示、
聞く準備の合図、担任の対応が必要であることが示唆された。 
 これらのことから、学級集団に見られる行動問題を対象にした研究では、学級をグルー
プに分けて指導・支援を行う場合、学級全体への指導・支援を行う前に個別支援を実施す
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る場合、全体への指導・支援を行った上で個別支援を行う場合など、事例によって様々な
工夫が示唆された。また、これらの過程で指導・支援を行うことにより、構成員全体の標
的行動の促進が示唆されている。 
 以上のように、わが国では近年、個を対象とした PBS 研究では、学校現場で授業妨害
行動、他者への不適切なかかわり行動を示す広汎性発達障害児を対象にした研究が多く行
われていた。機能的アセスメントの実施者の多くは、大学スタッフであった。適応行動が
自発して、行動問題を予防する先行子操作が行われ、結果操作としておもに強化手続きが
用いられた。文脈的基準では、指導・支援計画の立案の際のポイントとして、支援対象の
行動問題を選定するための観点、対象児者の好みの反映が挙げられた。また、指導・支援
手続きの実行条件や、複数の支援者で検討する際の情報共有のポイントが検討された。集
団に対する予防的アプローチである SWPBS は、おもに小学校の通常学級で適用され、適
応行動の増加を試みた研究が展開されていたことが示唆された。 
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第２章 行動問題を示す発達障害児をもつ保護 
    者と教師の効果的な連携方法の現状と 
    課題 
 
第１節 家族支援の現状と課題 
 
 １．発達障害児をもつ保護者のストレス 
 行動問題を示す発達障害児の場合も、自閉症児の場合(Sears, Blair, Iovannone, ＆ 
Crosland, 2013)と同様に、家庭場面で家族と多くの時間を過ごしていると考えられる。そ
のために、対象児の QOL を向上させるためには、保護者の関与が重要である。しかし、
様々な行動問題を示すが故に、保護者や家族は対象児への関わり方がわからなかったり 
(Sears et al., 2013)、行動問題からストレス(Lecavalier, Leone, ＆ Wiltz, 2006)を受けた
りすることが予想される。中島・岡田・松岡・谷・大西・辻井(2012)は、発達障害児をも
つ保護者の養育スタイルを検討し、発達障害児をもつ保護者は定型発達児をもつ保護者に
比べて肯定的な関わり方が少なく、叱責を多く行うことを指摘した。また、育てにくさや
対応の難しさがあり、発達障害児の行動問題が重篤化するほど、それらが顕著になること
を示唆していると思われる。 
 わが国における障害児者の家族に関する問題は、1970 年代前半まで障害児者の背後の問
題としてしか論じられてこなかった(有川，2002)。しかし、それ以降、稲浪・西・小椋(1980)
が Holroyd and McArther の作成した質問紙(QRS：Questionaire on Resources and 
Stress)を翻訳し、障害児者をもつ親のストレスに関する調査を行い、障害児を育てる母親
の心的ストレスの構造を明らかにした。また、その後も新美・植村(1980；1984)、植村・
新美(1982)は、ストレス尺度を作成し、それを用いてストレスの類型化を行った。新美・
植村(1985)は、その尺度を用いて学童期にある障害児の属性要因(学年、性別、障害種別)、
親の属性要因(年齢、居住環境、家族構成など)の他に、生活、地域社会への態度要因がス
トレスになることを示唆した。また、北川・七木田・今塩屋(1995)は、障害のある子ども
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を養育する母親のストレスは健常児をもつ母親に比べて高いことを示した。とりわけ、発
達障害児者をもつ家族のストレスが高いことが示されている(今川・古川・伊藤・南，1993；
稲浪ら，1980 など)。 
 この例として、坂口・別府(2007)、眞野・宇野(2007)の研究が挙げられる。坂口・別府
(2007)は、就学前の知的障害児通園施設に在籍する児童 230 名の母親を、自閉症児をもつ
母親(自閉症群)115 名とそれ以外の母親(非自閉症群)115 名に分けて質問紙調査を実施し、
ストレッサーについて検討を行った。その結果、自閉症群には「行動問題」「サポート不
足」「愛着困難」「否定的感情」の 4 因子が見出され、「行動問題」「愛着困難」が非自
閉症群に比べて有意に高いことが示唆された。眞野・宇野(2007)は、ADHD 児をもつ母親
36 名と障害のない子どもの母親 36 名を対象に心理的プロセスを検討した。その結果、
ADHD 群の方が障害のない群と比較して、育児ストレスが有意に高く、否定的な養育態度
(不満、非難、厳格、干渉、矛盾、不一致)をとる傾向が有意に高かった。さらに ADHD 群
では、ADHD の特徴的な行動(親を喜ばせる反応が少ない、不注意や多動)が、母親の子ど
もに対する愛着を減少させ、さらに厳格で非難的な養育態度と結びつくことが示唆された。 
 以上のように、発達障害児をもつ家族は他の障害種に比べてストレスが高いことが示さ
れ、吉利・林・大谷・来見(2009)は自閉症児や ADHD 児の特徴的な行動、母親から見た
夫の育児責任や育児参加、母親の趣味に費やす時間、育児相談の相手人数などが母親のス
トレスを高める要因になると指摘する。 
 ２．家族支援の現状１ 
 障害のある子どもをもつ家族のストレスの高いことが明らかにされるにつれて、家族全
体を視野に入れた援助の必要性が認識され、「家族支援(family support)」という概念が注
目されるようになった(渡辺，1999)。発達障害児者の家族支援として、親訓練、発達障害
者支援センター、親の会、レスパイトサービスなどが挙げられる。これらの現状を以下に
整理していく。 
 （１）親訓練(ペアレントトレーニング) 
 親訓練は 1960 年代から米国で開発され始め、行動問題を示す子どもの親を対象に、親
の日常の養育行動を適正化することにより、子どもの行動問題の改善を目指すトレーニン
グである。また親訓練は、「親は、自分の子どもの最良の治療者になれる」という考えに
基づいた親に子どもの養育技術を獲得させるトレーニングである(大隈・免田・伊藤，2001)。 
 免田(2011)は、親訓練の特徴を年代ごとに以下のようにまとめている。1970 年代には、
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単一事例に対する親訓練に加えてグループを構成する集団親訓練のアプローチが登場し
た。また、1980 年代以降は、親訓練プログラムではその大部分が親の集団に対して実施さ
れるようになった。1970 年代及び 1980 年代は、子どもの行動問題を解決するために有効
な親訓練の研究が行われ、どのような方式が最も効果があるか、比較研究が行われた年代
であった。さらに 1990 年代以降には、親訓練研究でエビデンスに基づいた実証的な検討
に重点が置かれるようになった。 
 親訓練の支援形態は、個別支援、集団への支援、個別支援と集団への支援の組み合わせ
た支援の 3 つある(原口・上野・丹治・野呂，2013)。個別支援における研究では、機能的
アセスメントを実施した研究とそうでないものに分けられるが、機能的アセスメントを実
施したものは次項で扱い、本節では実施されていない研究を扱った。 
 個別支援では、自閉症児や知的障害児に対する写真カード提示による日常生活スキルの
獲得を標的行動にした親訓練(青木・山本，1996)、自閉症児に対する PECS による要求行
動の獲得を標的行動にした親訓練(飯島・高橋・野呂，2008；小井田・園山，2004)、母親
のチェックリスト使用による自閉症児の着替え行動の獲得を標的行動にした親訓練(竹
内・島宗・橋本，2002)、おもに面接や記録による母親と自閉症児の相互作用の確立を標
的行動にした親訓練(境・杉山，1996)、家族との協議により自閉症児の行動問題の改善を
標的行動にした親訓練(永田・野澤・藤原・長峯・久津・安部・吉井・高橋・神田・野村，
2013；中野・松岡，2012)、精神科の勤務経験のある看護師が ADHD 児をもつ母親の家庭
を訪問して行われた親訓練(奥野・荒木田・永井・奥野，2012)、自閉症児に対するビデオ
フィードバックによる親訓練(上野・野呂，2010)、発達障害児に対する親同士の相互ビデ
オフィードバックによる親訓練(上野・高浜・野呂，2012)などがある。  
 集団への支援でプログラム化されたものとして、国立肥前療養所が開発した知的障害児
の親を対象とした肥前方式プログラム(免田・伊藤・大隈・中野・陣内・温泉・福田・山上，
1995)、ADHD 児の親訓練プログラム(岩坂・清水・飯田・川端・近池・大西・岸本，2002)、
発達障害児をもつ親を対象とした新潟大学方式親のスキル訓練プログラム(NIP-SKIP)(長
澤・谷崎，2006)などがある。親訓練の実施者は、大学スタッフ(福田・中藤・本多・興津，
2005；武蔵，2004；2007)、保健師や家庭児童相談員(高階・内田・犬飼・井上，2008)、
教育センターのスタッフ(安部・深澤，2011)、特別支援学校の教師と大学スタッフ(長澤，
2011；島宗・竹田，2010)、大学院生(藤原・大野・日上・佐田久，2012)などであった。
対象は、広汎性発達障害や ADHD を含めた多様な障害種であった。中には、障害種に執
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着せず親の困難さを出発点にしている事例もあった。標的行動は、生活スキル、身辺自立
など家庭で保護者が子どもに指導する必要性の高いスキルであった。教授内容は、複数回
の連続プログラムになっており、おもに講義、グループワーク、宿題から構成されていた。
個別支援と集団への支援の組み合わせた支援では、集団支援を行うことが難しい個々のニ
ーズに応じた支援が個別の面接を組み合わせるなどによって行われた。 
 このように、1990 年代中頃から個別、集団、個別と集団の組み合わせた親訓練がさかん
に行われており、いずれの形態も多様な障害種を対象として、保護者が家庭で指導する必
要性の高いスキルが選定されていた。 
 （２）発達障害者支援センター 
 2004 年 12 月に発達障害者支援法が制定された。この法の制定により、その役割の 1 つ
として「発達障害の早期発見、早期の発達支援等に資するように、発達障害者および家族
に対して、専門的にその相談に応じ、又は助言を行うこと」(第 14 条)と記されている。以
下に示すように、各地の発達障害者支援センターの特色ある取組が紹介されている。 
 例えば、仙台市発達相談支援センター(アーチル)(矢本・今田，2007)では小・中学校と
連携し、発達障害児を中心にした保護者、保育所、学校、アーチルの 4 者による会議を開
催した。学校は、保護者からの悩みを聞いて、保護者の願いを実現できるように主体的に
地域に呼びかけを行い、保育所から学校へスムーズな移行ができたことが示唆された。千
葉県発達障害者支援センター(土屋・與那嶺，2007)における研修会では、発達障害に関わ
る保護者、保育士、教師たちが顔を合わせて情報交換をして、ネットワーク作りができる
ようにしている。例えば、休み時間を長めにとって、名刺交換、他機関との情報交換がで
きるように工夫されていた。石川県の発達障害者支援センターPATH(中島，2010)では、
母親同士の支え合いや関係者との情報共有のために、SNS システムを利用したPWC(Path 
Webnet Club)を導入した。これによって、母親が悩みを打ち明けたり、冗談を言ったりす
る機会が増え、家族間の連携に貢献していることが示唆されている。浜松市発達相談セン
タールピロ(内山，2012)では、関係機関との連携事業として保育所・幼稚園に巡回相談を
行っている。具体的には、ルピロのスタッフが園からの依頼により園を訪問し、園全体や
クラスの物的・人的環境を見つつ、幼児の対応や保護者とのかかわり方についての助言を
行っている。鳥取県発達障がい者支援センターエールの支援の内容は、相談・助言が中心
であり、三矢・井口・生田・池口・日詰(2012)は家族を含めた関係機関との調整会議の数
が年々増加していることを示唆している。 
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 このように、発達障害者支援センターが主催する各地の研修会や相談会では、家族の意
見が反映されたり、悩みが解決されたりする工夫がされている。また近年の相談者は、本
人や保護者(石橋，2006；厚生労働科学研究障害者対策総合研究事業(身体・知的等障害分
野)，2011)だけではなく、祖父母(今野，2009)からも増加していることが指摘されている。 
 （３）レスパイトサービス 
 障害児者の家族を直接支援する在宅福祉サービスの一環としてレスパイトサービスがあ
る。レスパイトサービスとは、障害児者をもつ親・家族を、一時的に一定期間、障害児(者)
の介護から解放することによって、日頃の心身の疲れを回復し、ほっと一息つけるように
する援助である。田村(2006)は、東京近郊の T 市に在住し、障害児者の保護者たちが立ち
上げ運営している事業所を利用する父母 53 名を対象として、レスパイトサービスの現状
と課題を検討した。その結果、45 名から回答が得られた。利用者の障害は重度・重複化し
ており、コミュニケーションをとる上で多くの困難をもっていた。利用者の年齢層は学齢
期にある者が多いことから、保護者は利用者本人の兄弟姉妹の学校行事関係に参加するた
めにサービスを利用することが多かった。また同時に、保護者の社会的活動・冠婚葬祭・
保護者の疲労回復・保護者の病気治療のため等保護者自身の事由と、本人自身の社会参加
や余暇活動の 1 つのサービスの場を位置づける利用も多かった。 
 このことから、保護者の要件を優先しようとする利用ばかりではなく、障害児本人以外
の兄弟姉妹にも養育上の積極的な関わりをもつため、あるいは、障害児本人に社会参加を
意図した様々な生活体験の場をもたせるためにレスパイトサービスを活用しようとしてい
ることが示唆された。また自由記述から利用者側では、「レスパイトサービスは、保護者
にも本人にとっても、地域生活を営む上で重要かつ有効な方策である」との期待が示され
た。保護者は、緊急時の短期の生活の場として、地域の中にあって自宅から近い距離の所
で、家庭的な雰囲気をもつことなどが信頼できる点であるとされた。さらに、スタッフと
は日常的に顔なじみであり、スタッフが家庭の状況や、利用者本人の身体状況・医療対応・
性格などの状態をよく把握していることや、利用したい時に煩雑な手続きを要することが
なく依頼できることを高く評価していることが示された。 
 田村(2006)は、本調査から家族は障害児者の地域生活を前提とし、日常の小さな緊急の
場合や息抜きのための対応策として公的なものではないが、お互いが連携し工夫しあって
取り組んでいることや、サービスの内容や形態、利用の事由等が従来の枠に縛られず柔軟
に広がってきていることを示唆した。また、現在は民間の地域生活支援機関によるショー
27 
 
トステイサービス、保護者組織のデイサービス・ショートステイ事業など、民間の力で実
施されているものが増えていることを示唆した。 
 （４）親の会 
 嶋崎(1998)は、親の会の役割を「子どもの障害の受容」に至る葛藤を同じ立場にいるメ
ンバーが共有することにより、相互に自己のアイデンティティを確立するための自助グル
ープと位置づけている。嶋崎は、知的障害児・者の親の会の歴史的な変化を追うことで、
親の会の志向の変化を考察し、セルフヘルプの機能としての親の会の役割を検討した。
1970 年代には、知的障害への偏見により子どもを恥とする時代的な状況で、親が運動のた
めに立ち上がり結束し、制度変革の側面において障害児として認められることを志向した。
その後、地域福祉施設へと転換し、地域で家族と共に暮らす生活の基盤を志向する中で、
養護学校卒業後の進路に悩んだ親たちが各地で作業所をつくる活動を展開した。さらに、
1990 年代以降は、ノーマライゼーションの思想とともに、障害も個性であるという視点を
持ち、障害者としてではなく一人の市民として運動展開がなされるようになってきた。 
 このような志向の変化に伴い、嶋崎は、親の会に求められる役割は画一的要求運動型か
ら、個別の問題を共有しその解放へと向かうセルフヘルプグループとしての機能により重
心が移動していると指摘する。井上(2008)は、過去 10 年間の親の会に関する国内の文献
研究を行った。この調査によって、肢体不自由児の親の会は長年にわたって活動が継続さ
れていることに加え、他障害の親の会が増加した。例えば、発達障害に関わる親の会とし
て、日本自閉症協会、全国 LD 親の会、アスペ・エルデの会などがある。これらの親の会
では、上記（1）でも述べたように専門家や関係機関と連携して親訓練を行い子どもへの
適切な関わり方を学ぶ機会の設定、書籍物を出版して障害の理解啓発活動等がさかんに行
われている。このような取組から、親の会への入会によって障害の理解を深め、子どもの
理解ができ、望ましい対応ができるようになっていることや、進路選択や就労準備につい
ても見学会などが役に立っていることが示される。これらのことから、近年の親の会の役
割としてセルフヘルプグループとしての機能を有し、発達障害の親の会も増加しているこ
とが示された。 
 ３．家族支援の現状２：行動問題を示す障害児をもつ家族と専門家による協働的アプロ 
   ーチ   
 家族支援には本節２．で挙げたもの以外に、行動問題を示す障害児をもつ家族と専門家
による協働的アプローチが挙げられる。この協働的アプローチは、行動問題を示す発達障
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害児をもつ家族に対して、次の①から⑤のプロセスを提供している。①専門家は行動問題
の機能的アセスメントと家族の価値観や好みなどを収集して、さらに、②専門家がこれら
の情報を統合した支援計画(注 2)を家族や関係者に提示し、③家族と専門家との協議により、
④家庭や地域で実行可能なプログラムを作成し、支援手続きを家族に教授し、⑤そのプロ
グラムを実行結果に基づいて修正する(藤原・平澤，2001)。これまでは、欧米を中心に家
族と専門家による協働的アプローチの研究(Marshall ＆ Mirenda, 2002； Woods ＆ 
Goldstein, 2003) が行われたが、近年ではわが国においても報告されている。 
 欧米での取組として、例えば、Duda, Clarke, Fox and Dunlap (2008)の研究がある。こ
の研究では、家庭場面で物投げや泣き叫びなどの行動問題を示す 3 名の幼児を持つ母親を
対象に上記①～⑤のプロセスを踏まえた協働的アプローチを実施した。対象児の行動問題
は母親からの注目の機能を有した。遊び場面や掃除場面などが設定され、対象児に適切な
行動が自発した場合は賞賛されたり、バッジ(強化子)が与えられたりした。支援の結果、
対象児 3 名の行動問題は低減して、適応行動が増加したことが示された。 
 Vaughn, Wilson, and Dunlap(2002)では、ファーストフードでの食事中に複数の行動問
題を示す自閉症児を持つ母親を対象に協働的アプローチを実施した。ファーストフードの
注文時、食事時、帰り時の行動問題では、それぞれ待ち時間の対応、不適切な注目の獲得、
遊び場での遊びの要求の機能が考えられた。これら 3 場面で支援が行われ、待ち時間への
対応では、対象児の好きなソーダを提示したり、事前に注文内容を決定したりした。注目
の機能に対しては、食事中、母親は対象児の好きなおもちゃで対象児と遊んだり話したり
した。要求の機能に対しては、遊び場へ行く機会を減らすように、遊び場から遠い場所に
座るようにして最後まで着席して食事ができる機会を増やした。支援の結果、3 場面にお
ける対象児の行動問題は低減し、適応行動の増加が示唆された。 
Buschbacher, Fox, and Clarke(2004)では、自閉症と Landau-Kleffner 症候群を併せも
つ児童の母親を対象に協働的アプローチを実施した。破壊行動や攻撃行動などの行動問題
は夕食場面、テレビ場面、就寝場面の 3 場面に生起しており、要求、注目や逃避の機能が
推定された。それぞれの場面で写真やソーシャルストーリーの提示、食べ物や飲み物の選
択ボードの提示などを行い、正反応が生起したら強化子を提示するなどの手続きを行った。
その結果、対象児の行動問題は低減し、適応行動が増加した。さらに 20 か月後のフォロ
ーアップでも、同様の結果が示唆された。 
 Lucyshyn, Albin, and Nixon(1997)では、激しい自傷行動や攻撃、破壊行動を起こす 14
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歳で重度重複障害のある女児と両親を対象に、協働的アプローチを実施した。対象児の行
動問題は、注目、逃避、要求の機能が推定された。専門家が、両親に行動問題の機能に対
応した支援手続きを教授した。行動問題により阻害されていた夕食、レストランへの外食、
余暇、買い物の 4 場面で支援手続きが実施された結果、対象児の行動問題が低減するだけ
ではなく、家族活動は改善したことが示された。 
 長期的な支援行動の維持を検討した研究として、Lucyshyn et al. (2007)が挙げられる。
Lucyshyn et al. (2007) では、激しい行動問題を示す自閉症女児をもつ家族を対象に協働
的アプローチを実施した。対象児の行動問題は、逃避などの機能が推定された。専門家が、
夕食、就寝、レストランでの食事、買い物の 4 場面で家族にモデリング、親のセルフモニ
タリング、行動リハーサルなどの支援を行った。その結果、対象児の 4 場面における行動
問題は低減し、86 か月後も家族の支援行動は維持されたことが示唆された。 
 これらのように欧米の研究では、様々な行動の型を示す障害児をもつ家族と専門家によ
る協働的アプローチ(藤原・平澤，2001)により、対象児の行動問題の低減に止まらず、適
応行動の増加や家族の QOL が向上することが示唆されている(Dunlap ＆ Fox，1999； 
Smith-bird ＆ Turnbull，2005)。さらに、家族による長期的な支援行動も維持すること
が示唆されている。Keen and Knox(2004)は PBS の研究は個人に焦点を当てたものから
家族にシフトしたことを指摘している。 
 以下に、わが国における研究を紹介する。竹井・五味・野呂(2009)では、家庭内で行動
問題を示す自閉症幼児とその母親を対象に協働的アプローチを実施した。対象児の行動問
題は母親からの注目の機能を有していたため、幼児の適応行動(掃除活動)に正の強化を随
伴させるなどの支援手続きを実施した結果、対象児の家庭内における行動問題は低減し、
母親との適切な相互作用が増加したことが示唆された。 
 森弘・松岡(2007)では、食事時間に離席行動のある高機能自閉症男児とその母親を対象
に協働的アプローチを実施した。「ごちそうさま」まで着席して食事ができたら正の強化
が随伴されるという支援手続きが実施されると、対象児の離席行動が低減し、母親からは
支援手続きの取り組みやすさが報告された。 
 榎本(2011)では、妹を怒鳴ったり頭を叩いたりする広汎性発達障害児とその母親を対象
に協働的アプローチを実施した。対象児の行動問題は母親からの注目の機能を有したため、
対象児が一人でできるお手伝い活動が終わったら母親が言語賞賛する支援手続きを実施し
た。その結果、対象児の行動問題は低減し、母親の行動問題の捉え方に変化が見られた。 
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 井澤・竹澤(2007)では、自傷行動を示す視覚障害のある自閉症者とその母親を対象に協
働的アプローチを実施した。対象者の行動問題は、逃避・自己刺激・注目・要求の 4 つの
機能が推定されたため、各機能の代替行動の獲得を目指す支援方略が検討された。具体的
には、太鼓の打楽器に従事する行動などが支援目標とされた。支援の結果、自傷行動は低
減し、太鼓活動に従事できる時間が増加したことが示唆された。 
 上野・野呂(2011)では、特別支援学校小学部に在籍する自閉症児とその母親を対象に協
働的アプローチを実施した。対象児の行動問題は、物の要求と母親からの注目の機能が推
定され、支援計画には、適応行動の機会設定、適応行動に随伴したトークンシステムの利
用が含まれた。支援の結果、対象児の家庭内における行動問題は低減し、母親との適切な
相互作用の増加が示唆された。 
 末永・小笠原(2012)では、特別支援学校中学部に在籍する広汎性発達障害児とその母親
を対象に協働的アプローチを実施した。対象児の行動問題は悪口や母親への身体接触で、
注目の機能が推定された。支援計画には、対立行動分化強化(DRI)の手続きを導入し、対
象児の既存のレパートリーにある望ましい行動の強化を図ることにより、不適切な会話を
通した相互交渉が低減すると考えた。支援の結果、適応行動は達成基準に応じて増加し、
行動問題の低減が示唆された。  
 これらのように、行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と専門家が上記のプロセスに
沿った協働的アプローチにより、対象児の行動問題の低減だけでなく、保護者による対象
児への関わり方に変化がもたらされる事例が複数報告された。 
 一方で、教師と保護者が協働しない例として松村・岩崎(1998)が挙げられる。松村・岩
崎は、障害児をもつ保護者が教師に相談を持ちかけても、ある教師に「家は過保護だ」「少々
嫌がってもさせればできる」と言われ、保護者も最初は努力するが理解してもらえず、最
後は相談意欲を失うと報告している。この場合、対象児の行動問題及び適応行動の改善が
見られないばかりでなく、保護者は教師や対象児の行動問題から受けるストレスを高めて
しまうことが予想される。 
 本節では、行動問題を示す発達障害児をもつ保護者や家族に対する国内における支援の
現状を概観した。障害のある子どもをもつ家族のストレスの高いことが明らかにされるに
つれて、「家族支援(family support)」という概念が注目され、家族支援として親訓練、発
達障害者支援センター、レスパイトサービス、親の会及び、家族と専門家による協働的ア
プローチが挙げられた。親訓練では個別・集団・集団と個別の組み合わせにより行われ、
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保護者が家庭で指導する必要性の高いスキルが選定されていることが示された。発達障害
者支援センターの研修会や相談会では、保護者の意見が反映される取り組みが行われてい
ることが示された。レスパイトサービスでは、保護者のニーズだけではなく障害児者の余
暇活動など QOL の向上の目的として活用されていることが示された。親の会では、子ど
もとの適切な関わりをもつための研修会をしたり、障害理解の啓発活動を行ったりしてい
ることが示された。さらに、家族と専門家による協働的アプローチでは、対象児の行動問
題が低減し保護者の対象児への関わりに変化が示された。 
 これらの中で教師という立場からは、親訓練、レスパイトサービスや親の会の情報を保
護者や家族に提供したり、発達障害者支援センターや親の会と連携したりすることは可能
であると思われる。また、行動問題を示す発達障害児をもつ保護者は、行動問題からスト
レスを受けていることが示唆された。協働的アプローチ実施により、対象児の行動問題が
低減するだけではなく、適応行動も増加することから、保護者の対象児から受けるストレ
スの低減にも寄与することが予想される。これらのことから協働的アプローチでは、教師
は保護者と関わる機会があり、協働的アプローチの実施により保護者のストレス低減にも
貢献する可能性があることからも、有効な家族支援になると考えられる。 
 
第２節 行動問題を示す発達障害児の指導・支援における連携方法の 
現状 
 
 １．はじめに 
 第 1 章第 2 節では複数の調査研究により、発達障害児は学齢期に行動問題を示しやすい
ことが示唆された。行動問題が生起するために、発達障害児の学習活動が阻害され、発達
障害児の QOL の低下につながることが予想される。文部科学省(2009)の『学習指導要領』
によれば、小学校・中学校では、障害のある児童生徒に対する指導内容や指導方法の工夫
を計画的、組織的に行うことや、特別支援学校では自立活動の指導のみならず、各教科等
にわたり個別の指導計画の作成が求められるようになった。また、特別支援学級又は通級
による指導では、教師間の連携に努め、効果的な指導を行うことと記されている。さらに
保護者も、障害のある児童生徒の重要な支援者の一員とされており、教師と保護者の連携
の重要性が指摘されている。 
 行動問題を示す発達障害児に対しても、関係者が連携を図りながら問題を解決していく
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ことが求められる。そのため、教師は学校内外の関係者と連携を図りながら、これまで以
上に充実した個別の指導計画を作成して、行動問題を示す発達障害児に活用して、発達障
害児の学習活動を保障して QOL を高めることが求められる。個別の指導計画作成の手順
は、文部科学省(2009)の『特別支援学校学習指導要領解説 総則等編』(pp. 182-183)を参
考にすると、次の①～⑤のように考えられる。①児童生徒の実態把握、②実態把握に応じ
た目標の設定、③目標を達成するための指導・支援計画の作成、④指導・支援計画に基づ
く実践、⑤指導・支援計画と実践に基づく評価を行った見直しをして、以下、①から⑤を
繰り返す。対象児に関わる関係者の「連携方法」は、対象児の実態把握、指導目標の選定、
指導・支援の選定及び実施、指導・支援の評価までの各過程における関係者の役割とする。 
 しかし平澤(2003)は、異なる立場のもの同士が連携を図ることの難しさを指摘する。そ
のため、関係者と連携を図る際には、上記の①～⑤で誰がどのような連携をとって実態把
握から評価までを行うかを検討する必要がある。発達障害児の行動問題の改善を試みた指
導・支援研究を概観することにより、行動問題を低減し適応行動を増加する目的による指
導・支援につなげていくための連携のポイントを整理することが可能と思われる。 
 一方、関係者との連携を促進させるものとして、個別の指導計画などのツールの活用が
有効と思われる。例えば、加藤・里見・浅沼・千田・柳本(2005)は、特別支援学校に在籍
する児童の給食場面に対して教師と作業療法士がどのような手続きで、児童の実態に関す
る情報や目標の共通理解を促進させるかを検討した。評価表を一緒に作成・活用して、そ
れを基にして協議が繰り返し行われた結果、共通理解が得られ、対象児の行動の変容が示
唆された。この評価表は、行動が要素で分けられて段階で評価できるようになっていた。 
 以上のことから本節では、学校で行動問題を示す発達障害児に対して、指導・支援を行
うために、誰が実態把握から評価までに関与し、対象児に関わる支援者同士がどのような
目的で、どのような特徴を持つツールを活用しているのかを、近年に発表された学校で行
動問題を示す発達障害児を対象にした研究論文を概観して、現状を分析した。  
 以下の観点から、現状を分析した。研究論文の分析項目は、対象児の「障害種」「学校
種・学年」と、個別の指導計画の手順を参考にして、「実態把握：誰が、対象児の行動問
題に関する情報収集に関与したか。誰が誰から情報を収集したか」「目標の選定：誰が、
対象児の目標を選定したか」「指導・支援計画の立案：対象児の目標を達成するために、
誰が指導・支援計画を立案したか」「指導・支援から評価までの実施：実際の指導・支援
にあたり、どのような関係者が、どのような目的でどのような様式の特徴を持つツールを
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用いて連携を行ったか。誰が主体者(関係者の招集や助言を行う人物)になって連携を行っ
たか」とした。  
 ２．行動問題を示す発達障害児の関係者による連携方法 
 Table 2-1 から Table 2-3 に、行動問題を示す発達障害児の実態把握から指導・支援計画
の結果までの連携方法に関する研究論文を挙げた。以下、対象児の属性、対象児の実態把
握から指導・支援計画までの連携方法を述べる。 
 （１）対象児の属性 
 以下に、対象児の障害種を示す。障害種別では、自閉症あるいは自閉症スペクトラム
(Butler ＆ Luiselli, 2007；Clarke et al., 2002；Crozier ＆ Tincani, 2005；Devlin, Healy, 
Leader, ＆  Hughes, 2011；遠藤，2008；Hawkins, Kingsdorf, Charnock, Szabo, 
Middleton, Phillips, ＆ Gautreaux, 2011；平澤・藤原，2000；Hirasawa et al., 2009；
廣瀬・加藤・小林，2003；本田・村中，2010；梶・藤田，2006；Lee, Odom, ＆ Loftin, 
2007；Mancina, Tankersley, Kamps, Kravits, ＆ Parrett, 2000；Murray et al., 2002；
高畑，2004；高畑・牧野，2004；大久保・福永・井上，2007；大谷，2005；小笠原ら，
2013；佐藤・武田・内海，2007；関戸，2004；清水・小田，2001；下山・園山，2010；
Tincani ＆ Crozier, 2007；若杉・藤野，2009)、広汎性発達障害(Cole ＆ Levinson, 2002；
梶・藤田，2006；竹村・杉山，2003；興津・関戸，2007；関戸・安田，2011)、高機能自
閉症(福原ら，2008)、アスペルガー症候群(Gomi ＆ Noro，2010；五味ら，2009；Sansosti, 
2012；関戸・田中，2010；式部・井澤，2009)、特定不能の広汎性発達障害(野口ら，2008)、
ADHD(Cihak et al., 2009；本田・佐々木，2008；梶・藤田，2006；河田・森・一門・緒
方，2005；Kern et al., 2006；近藤・光真坊，2006；古田島ら，2006；長尾，2003；長
澤・福田，2009；野口・野呂，2006；野呂・藤村，2002；及川・宮崎，2008；Radford ＆ 
Ervin, 2002；関原，2008；Stahr et al., 2006)、LD(Cihak et al., 2009；近藤・光真坊，
2006；近藤・氏家・松木，2002；長澤，2002)など広汎性発達障害(自閉症、アスペルガー
症候群など)や ADHD を対象にしたものが多かった。また、対象児の年齢層は小学校の段
階で、所属学校は小学校の通常学級が多い傾向にあった。 
 （２）対象児の実態把握から指導・支援計画まで 
 以下に、行動問題を示す発達障害児の実態把握に関与した人物を示す。以下に示す「教
師」とはおもに担任、教科担任、補助教員で、中には管理職が含まれることもあった。「大
学スタッフ」とは、大学教員、内地留学中の教師、大学院生、大学生であった。「教育委 
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メ
ン
ト
支
援
チ
ー
ム
個
別
の
指
導
計
画
情
報
共
有
対
象
児
の
学
習
や
生
活
ス
キ
ル
に
関
し
て
セ
ル
フ
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
を
4か
月
間
適
用
し
た
と
こ
ろ
，
い
ず
れ
の
対
象
児
に
も
短
期
目
標
が
達
成
し
た
野
呂
・藤
村
（2
00
2）
A
D
H
D
小
4
大
学
教
師
大
学
・教
師
の
希
望
・対
象
児
の
実
態
大
学
F
A
①
FA
に
基
づ
い
た
支
援
②
ト
ー
ク
ン
シ
ス
テ
ム
③
張
り
紙
な
ど
教
師
大
学
保
護
者
①
ト
ー
ク
ン
表
の
記
録
②
ト
ー
ク
ン
表
（バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
強
化
子
）
①
張
り
紙
，
準
備
の
指
示
な
ど
に
よ
り
，
対
象
児
の
適
応
行
動
の
増
加
②
対
象
児
へ
の
賞
賛
機
会
確
保
A
D
H
D
児
が
教
室
内
で
示
す
行
動
問
題
に
対
し
て
，
FA
の
有
効
性
が
示
唆
さ
れ
た
R
ad
fo
rd
 ＆
 E
rv
in
（2
00
2）
A
D
H
D
1
3
大
学
教
師
大
学
対
象
児
の
実
態
大
学
教
師
F
A
FA
に
基
づ
い
た
支
援
①
A
du
lt 
P
ro
xi
m
ity
　
②
P
ee
r　
B
ud
dy
大
学
教
師
介
入
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
介
入
の
厳
密
性
pe
er
 b
ud
dy
　
手
続
き
は
，
対
象
児
の
仲
間
と
の
不
適
切
な
関
わ
り
行
動
を
低
減
す
る
の
に
有
効
で
あ
っ
た
廣
瀬
・加
藤
・小
林
（2
00
3）
A
ut
，
M
R
小
　
特
学
5
教
師
教
師
・学
級
の
ニ
ー
ズ
・教
師
の
希
望
教
師
先
行
研
究
①
ビ
デ
オ
に
よ
る
弁
別
訓
練
②
言
行
一
致
訓
練
教
師
記
載
な
し
ビ
デ
オ
録
画
弁
別
訓
練
で
は
テ
ー
プ
レ
コ
ー
ダ
ー
が
効
果
的
で
，
言
行
一
致
訓
練
の
指
導
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
有
効
で
あ
っ
た
長
尾
（2
00
3）
A
D
H
D
小
　
特
学
4
大
学
教
師
大
学
対
象
児
の
実
態
大
学
教
師
実
態
①
対
象
児
に
合
っ
た
教
科
書
作
り
②
興
味
・関
心
や
認
知
特
性
に
合
っ
た
関
わ
り
大
学
教
師
記
述
な
し
授
業
計
画
の
協
議
対
象
児
と
大
学
生
の
信
頼
関
係
が
成
立
す
る
と
，
級
友
と
対
象
児
も
良
好
な
関
係
に
発
展
し
た
竹
村
・杉
山
（2
00
3）
P
D
D
小
3
大
学
教
師
大
学
対
象
児
の
実
態
（行
動
問
題
の
要
因
に
な
っ
て
い
る
行
動
）
大
学
先
行
研
究
フ
リ
ー
オ
ペ
ラ
ン
ト
法
記
載
な
し
記
載
な
し
記
載
な
し
個
別
指
導
場
面
で
の
行
動
変
化
に
伴
い
，
授
業
場
面
で
の
行
動
問
題
が
低
減
し
，
担
任
へ
の
視
線
が
増
加
し
た
関
戸
（2
00
4）
A
ut
，
M
R
小
5
大
学
教
師
大
学
・担
任
の
希
望
・対
象
児
の
実
態
大
学
先
行
研
究
①
個
別
的
支
援
②
全
校
教
師
の
対
象
児
に
対
す
る
理
解
促
進
③
学
級
の
他
児
童
へ
の
理
解
促
進
大
学
教
師
学
級
の
他
児
童
①
A
4プ
リ
ン
ト
1枚
（支
援
上
の
留
意
点
な
ど
）②
A
４
プ
リ
ン
ト
２
枚
（行
動
問
題
へ
の
対
応
）
①
情
報
共
有
，
助
言
②
情
報
共
有
③
対
象
児
へ
の
関
わ
り
方
教
授
対
象
児
と
支
援
者
の
間
で
交
渉
的
な
や
り
と
り
や
役
割
交
代
が
成
立
し
，
学
習
態
度
の
形
成
に
つ
な
が
っ
た
高
畑
（2
00
4）
A
ut
，
M
R
特
支
高
1
教
師
教
師
・対
象
児
の
実
態
（作
業
学
習
時
に
お
け
る
機
能
的
に
等
価
な
行
動
）
教
師
F
A
①
FA
に
基
づ
い
た
支
援
②
支
援
ツ
ー
ル
教
師
保
護
者
福
祉
機
関
①
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
②
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
③
支
援
ツ
ー
ル
①
②
賞
賛
依
頼
③
支
援
ツ
ー
ル
の
メ
リ
ッ
ト
の
説
明
・活
用
依
頼
対
象
児
は
支
援
ツ
ー
ル
の
活
用
に
よ
り
，
比
較
的
安
定
し
て
校
内
作
業
に
従
事
し
，
行
動
問
題
も
低
減
し
た
高
畑
・牧
野
（2
00
4）
A
ut
，
M
R
特
支
高
3
教
師
教
師
対
象
児
の
実
態
教
師
記
載
な
し
支
援
ツ
ー
ル
教
師
対
象
児
保
護
者
外
部
機
関
大
学
①
記
載
な
し
②
個
別
の
指
導
計
画
③
対
象
児
サ
ポ
ー
ト
ブ
ッ
ク
①
ジ
ョ
ブ
コ
ー
チ
②
個
別
の
移
行
会
議
③
対
象
児
の
理
解
と
支
援
の
手
が
か
り
お
む
つ
た
た
み
は
安
定
し
て
取
り
組
め
た
が
，
洗
濯
機
業
務
は
A
社
の
要
求
水
準
を
満
た
せ
な
か
っ
た
C
ro
zi
er
 ＆
 T
in
ca
ni
（2
00
5）
A
u
t
8
大
学
教
師
大
学
対
象
児
の
実
態
大
学
F
A
①
Ｆ
Ａ
に
基
づ
い
た
支
援
　
②
Ｓ
Ｓ
大
学
教
師
Ｓ
Ｓ
情
報
共
有
Ｓ
Ｓ
と
言
語
プ
ロ
ン
プ
ト
に
よ
っ
て
，
行
動
問
題
（思
い
の
ま
ま
に
話
す
）は
低
減
し
た
河
田
・森
・
一
門
・緒
方
（2
00
5）
A
　
A
D
H
D
，
O
D
D
B
　
A
D
H
D
，
O
D
D
小
1
小
5
大
学
教
師
記
載
な
し
記
載
な
し
記
載
な
し
記
載
な
し
個
別
支
援
大
学
記
載
な
し
記
載
な
し
通
常
学
級
で
の
学
生
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
用
は
有
効
で
あ
っ
た
大
谷
（2
00
5）
A
u
t
特
支
高
2
教
師
教
師
対
象
児
の
実
態
教
師
実
態
A
A
C
（写
真
・P
C
S
カ
ー
ド
・V
O
C
A
）
記
載
な
し
記
述
な
し
記
載
な
し
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
拡
大
し
，
行
動
問
題
は
低
減
し
た
T
ab
le
 2
-1
　
行
動
問
題
を
示
す
発
達
障
害
児
の
指
導
・支
援
に
関
す
る
連
携
方
法
論
文
目
標
の
設
定
指
導
・支
援
計
画
の
作
成
指
導
・支
援
計
画
に
基
づ
い
た
実
践
を
促
進
さ
せ
る
た
め
の
連
携
対
象
児
指
導
・支
援
結
果
35 
 
 
 
実
態
把
握
障
害
種
学
年
・
年
齢
誰
が
誰
が
ど
の
よ
う
に
選
定
誰
が
ど
の
よ
う
に
主
な
指
導
・支
援
誰
が
誰
に
（誰
と
誰
が
）
活
用
し
た
ツ
ー
ル
目
的
や
内
容
梶
・藤
田
（2
00
6）
C
１
：疑
A
D
H
D
C
2：
P
D
D
，
疑
A
D
H
D
C
3：
A
ut
，
疑
LD
小
大
学
教
師
大
学
・教
師
の
希
望
・対
象
児
の
実
態
大
学
A
B
C
分
析
Ⅰ
期
：適
切
な
行
動
に
強
化
子
随
伴
．
Ⅱ
期
：
Tへ
記
録
ビ
デ
オ
視
聴
と
Tの
行
動
の
セ
ル
フ
チ
ェ
ッ
ク
大
学
教
師
記
録
，
ビ
デ
オ
指
導
手
続
き
の
共
有
対
象
児
の
学
習
活
動
を
評
価
す
る
教
師
の
行
動
（褒
め
る
・ほ
ほ
え
む
な
ど
）が
増
加
し
，
行
動
問
題
が
低
減
し
た
K
e
rn
, G
al
la
gh
e
r,
S
ta
ro
st
a,
 H
ic
km
an
, ＆
G
eo
rg
e（
20
06
）
D
ow
n，
A
D
H
D
，
O
D
D
1
0
支
援
チ
ー
ム
記
載
な
し
対
象
児
の
実
態
支
援
チ
ー
ム
F
A
FA
に
基
づ
い
た
支
援
支
援
チ
ー
ム
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
介
入
の
厳
密
性
FA
に
基
づ
い
た
支
援
に
よ
っ
て
長
期
的
な
支
援
を
試
み
た
結
果
，
対
象
児
の
攻
撃
行
動
は
低
減
し
，
従
事
行
動
が
増
加
し
た
近
藤
・光
真
坊
（2
00
6）
A
D
H
D
，
疑
LD
高
（通
信
制
）
教
師
教
師
・対
象
児
の
希
望
・保
護
者
の
希
望
教
師
・希
望
・保
護
者
の
希
望
個
別
指
導
（生
活
面
に
お
け
る
自
己
評
価
な
ど
）
対
象
児
保
護
者
教
師
外
部
機
関
職
業
評
価
（精
神
的
・社
会
的
・
職
業
的
側
面
）
職
業
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
計
画
立
案
の
共
有
障
害
受
容
へ
の
支
援
，
職
業
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
の
活
用
，
精
神
的
サ
ポ
ー
ト
，
職
業
体
験
の
重
要
性
が
示
唆
さ
れ
た
古
田
島
ら
（2
00
6）
A
D
H
D
2名
小
2，
小
4
支
援
チ
ー
ム
支
援
チ
ー
ム
・対
象
児
の
実
態
・教
師
の
希
望
・保
護
者
の
希
望
支
援
チ
ー
ム
F
A
C
O
M
P
A
S
（F
A
な
ど
）
支
援
チ
ー
ム
①
ト
ラ
ブ
ル
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
②
個
別
の
指
導
計
画
①
情
報
共
有
②
個
別
の
指
導
計
画
の
作
成
・実
施
・評
価
ト
ラ
ブ
ル
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の
指
導
方
法
の
確
認
が
行
わ
れ
，
担
任
以
外
の
指
導
に
例
外
が
な
くな
っ
た
野
口
・野
呂
（2
00
6）
A
D
H
D
小
3
大
学
教
師
大
学
・対
象
児
の
実
態
・保
護
者
の
希
望
大
学
F
A
FA
に
基
づ
い
た
支
援
大
学
シ
ー
ル
，
き
ら
き
ら
シ
ー
ル
対
象
児
の
賞
賛
機
会
の
確
保
FA
に
基
づ
い
た
支
援
は
け
ん
か
低
減
に
効
果
が
あ
っ
た
S
ta
h
r,
 C
u
sh
in
g,
 L
an
e
,
＆
 F
ox
 （
20
06
）
A
D
H
D
9
大
学
教
師
教
師
・教
師
の
希
望
・対
象
児
の
実
態
大
学
教
師
F
A
FA
に
基
づ
い
た
支
援
大
学
教
師
de
c
is
io
n
 t
re
e
（フ
ロ
ー
チ
ャ
ー
ト
）
情
報
共
有
FA
に
基
づ
い
た
指
導
に
よ
り
，
対
象
児
の
国
語
，
算
数
の
課
題
従
事
の
割
合
が
増
加
し
た
B
ut
le
r 
＆
 L
ui
se
lli
（2
00
7）
A
u
t
1
3
大
学
教
師
記
載
な
し
対
象
児
の
実
態
大
学
F
A
FA
に
基
づ
い
た
支
援
大
学
教
師
記
載
な
し
記
載
な
し
FA
に
基
づ
い
た
指
導
に
よ
り
，
対
象
児
の
行
動
問
題
は
低
減
し
，
適
切
な
要
求
行
動
が
自
発
し
た
L
e
e
,
O
do
m
,
＆
L
o
ft
in
（2
00
7）
J
as
o
n
 A
u
t
P
e
te
r 
 A
u
t
V
ic
to
r 
A
u
t
8 7 9
大
学
教
師
大
学
対
象
児
の
実
態
大
学
先
行
研
究
ソ
ー
シ
ャ
ル
ス
キ
ル
の
教
示
大
学
教
師
記
載
な
し
記
載
な
し
pe
e
r-
m
e
di
at
e
d
in
te
rv
e
n
ti
o
n
が
遂
行
さ
れ
た
と
き
に
，
対
象
児
の
ス
テ
レ
オ
タ
イ
プ
行
動
が
低
減
し
た
。
ま
た
，
社
会
手
相
互
作
用
の
増
加
に
伴
い
，
ス
テ
レ
オ
タ
イ
プ
行
動
は
大
久
保
・福
永
・井
上
（2
00
7）
A
u
t
小
2
大
学
教
師
保
護
者
大
学
対
象
児
の
実
態
大
学
A
B
C
分
析
①
適
切
な
授
業
参
加
を
促
す
先
行
子
操
作
と
結
果
操
作
②
課
題
従
事
行
動
を
増
加
さ
せ
る
結
果
操
作
③
レ
ス
ポ
ン
ス
コ
ス
ト
教
師
大
学
保
護
者
教
育
委
員
会
①
行
動
記
録
（授
業
参
加
率
の
増
加
）②
大
学
が
ま
と
め
た
記
録
③
記
載
な
し
①
支
援
計
画
の
継
続
と
修
正
に
関
す
る
協
議
②
支
援
に
関
す
る
報
告
③
情
報
の
共
有
化
と
支
援
に
関
す
る
方
向
性
対
象
児
の
適
切
な
授
業
参
加
や
課
題
従
事
行
動
が
増
加
し
，
行
動
問
題
が
減
少
し
た
．
ま
た
，
大
学
と
保
護
者
の
個
別
的
支
援
を
実
施
す
る
役
割
を
学
校
へ
の
移
行
が
可
能
に
な
っ
た
興
津
・関
戸
（2
00
7）
疑
P
D
D
小
3
大
学
教
師
大
学
対
象
児
の
実
態
大
学
・担
任
の
実
行
条
件
①
FA
に
基
づ
い
た
支
援
②
ト
ー
ク
ン
シ
ス
テ
ム
③
C
W
S
S
T
教
師
大
学
保
護
者
支
援
ツ
ー
ル
①
情
報
共
有
②
情
報
共
有
（支
援
方
法
の
変
更
時
）③
情
報
共
有
・対
象
児
の
賞
賛
機
会
の
確
保
9か
月
間
の
支
援
の
結
果
，
授
業
中
の
対
象
児
の
行
動
問
題
は
低
減
し
た
．
し
か
し
，
グ
ル
ー
プ
学
習
や
行
事
の
よ
う
な
見
通
し
の
持
ち
に
くい
場
面
で
は
，
行
動
問
題
が
生
起
す
る
こ
と
も
あ
っ
た
佐
藤
・武
田
・内
海
（2
00
7）
A
u
t,
M
R
特
支
高
2
教
師
保
護
者
福
祉
記
載
な
し
記
載
な
し
教
師
保
護
者
福
祉
対
象
児
の
実
態
家
庭
訪
問
等
・校
内
支
援
チ
ー
ム
・個
別
の
支
援
チ
ー
ム
個
別
の
教
育
支
援
計
画
情
報
共
有
特
別
支
援
教
育
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が
中
心
に
な
り
関
係
機
関
と
連
携
し
て
，
個
別
の
教
育
支
援
計
画
を
策
定
し
た
。
そ
の
結
果
，
家
庭
内
の
協
力
体
制
が
整
い
行
動
問
題
は
低
減
し
た
遠
藤
（2
00
8）
A
u
t
中
　
特
学
3
大
学
教
師
・教
師
・大
学
・対
象
児
の
実
態
・保
護
者
の
希
望
大
学
心
理
検
査
書
面
，
ビ
デ
オ
に
よ
る
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
大
学
教
師
ビ
デ
オ
授
業
改
善
の
た
め
の
協
議
ビ
デ
オ
に
よ
る
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
の
導
入
後
，
担
任
の
指
導
行
動
が
肯
定
的
に
変
容
し
た
福
原
・古
田
島
・加
藤
（2
00
8）
H
F
A
小
2
大
学
教
師
保
護
者
対
象
児
大
学
対
象
児
の
実
態
支
援
チ
ー
ム
F
A
①
FA
に
基
づ
い
た
支
援
②
セ
ル
フ
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
支
援
会
議
個
別
の
指
導
計
画
対
象
児
に
対
す
る
支
援
方
針
と
支
援
方
法
の
検
討
担
任
，
保
護
者
，
対
象
児
が
願
い
と
し
て
も
っ
て
い
た
男
子
と
の
か
か
わ
り
を
増
や
す
と
い
う
目
標
が
達
成
さ
れ
た
本
田
・佐
々
木
（2
00
8）
A
D
H
D
小
　
特
学
１
大
学
（教
師
）
大
学
（教
師
）
対
象
児
の
実
態
大
学
（教
師
）
先
行
研
究
機
会
利
用
型
指
導
法
教
師
記
載
な
し
記
載
な
し
担
任
の
複
数
カ
テ
ゴ
リ
ー
の
介
入
に
よ
り
行
動
問
題
は
減
少
し
た
野
口
・飯
島
・野
呂
（2
00
8）
P
D
D
-
N
O
S
小
　
特
学
1
大
学
教
師
保
護
者
大
学
・対
象
児
の
実
態
・教
師
の
希
望
大
学
F
A
FA
に
基
づ
い
た
支
援
大
学
教
師
厳
密
性
の
評
価
支
援
方
法
の
教
授
攻
撃
的
行
動
を
示
す
特
定
不
能
の
広
汎
性
発
達
障
害
児
に
対
し
て
FA
に
基
づ
い
た
介
入
が
有
効
で
あ
っ
た
及
川
・宮
崎
（2
00
8）
A
　
行
動
障
害
（A
D
H
D
）
特
支
中
1
大
学
教
師
大
学
（教
師
）
・対
象
児
の
実
態
・教
師
の
希
望
大
学
（教
師
）
F
A
①
FA
に
基
づ
い
た
支
援
②
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
介
入
記
載
な
し
記
載
な
し
記
載
な
し
FA
に
基
づ
い
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
介
入
は
一
定
の
有
効
性
を
示
し
た
関
原
（2
00
8）
A
D
H
D
小
１
大
学
教
師
保
護
者
支
援
チ
ー
ム
対
象
児
の
実
態
支
援
チ
ー
ム
F
A
①
FA
に
基
づ
い
た
支
援
②
S
S
T③
絵
カ
ー
ド
と
評
価
シ
ー
ト
支
援
チ
ー
ム
①
個
別
の
指
導
計
画
②
支
援
手
続
き
の
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
に
よ
る
文
面
化
①
個
別
の
指
導
計
画
の
作
成
・
実
施
・評
価
②
支
援
手
続
き
の
厳
密
性
の
評
価
依
頼
早
い
段
階
で
対
象
児
の
行
動
変
容
が
見
ら
れ
た
．
FA
は
，
チ
ー
ム
で
検
討
す
る
際
に
共
通
理
解
を
す
る
た
め
に
有
効
で
あ
っ
た
Ti
nc
an
i ＆
 C
ro
zi
er
（2
00
8）
A
u
t
7
教
師
教
師
対
象
児
の
実
態
教
師
先
行
研
究
遅
延
時
間
手
続
き
記
載
な
し
記
載
な
し
記
載
な
し
遅
延
時
間
は
長
い
と
き
短
い
と
き
の
方
が
，
対
象
児
の
学
業
に
関
す
る
行
動
が
高
くな
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
た
C
ih
ak
, K
irk
, ＆
 B
oo
n
（2
00
9）
LD
　
2名
LD
，
A
D
H
D
　
1名
A
D
H
D
　
1名
小
３
大
学
記
載
な
し
大
学
先
行
研
究
学
級
で
の
to
ot
le
sの
活
用
大
学
教
師
to
o
tl
e
s
支
援
結
果
の
検
討
い
ず
れ
の
対
象
児
も
to
ot
le
sを
活
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
，
行
動
問
題
は
低
減
し
た
藤
田
（2
00
9）
A
u
t,
C
D
特
支
高
2
教
師
教
師
対
象
児
の
実
態
教
師
F
A
FA
に
基
づ
い
た
支
援
教
師
６
名
・ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
・ビ
デ
オ
・ロ
ー
ル
プ
レ
イ
・い
つ
・だ
れ
が
・ど
こ
で
・ど
の
支
援
を
行
う
か
を
共
有
・週
1回
の
評
価
支
援
開
始
後
，
約
2か
月
で
行
動
問
題
が
低
減
し
，
サ
イ
ン
な
ど
を
用
い
た
要
求
行
動
が
自
発
し
た
T
ab
le
 2
-2
　
行
動
問
題
を
示
す
発
達
障
害
児
の
指
導
・支
援
に
関
す
る
連
携
方
法
論
文
対
象
児
目
標
の
設
定
指
導
・支
援
計
画
の
作
成
指
導
・支
援
計
画
に
基
づ
い
た
実
践
を
促
進
さ
せ
る
た
め
の
連
携
指
導
・支
援
結
果
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実
態
把
握
障
害
種
学
年
・
年
齢
誰
が
誰
が
ど
の
よ
う
に
選
定
誰
が
ど
の
よ
う
に
主
な
指
導
・支
援
誰
が
誰
に
（誰
と
誰
が
）
活
用
し
た
ツ
ー
ル
目
的
や
内
容
五
味
・大
久
保
・野
呂
（2
00
9）
A
s
小
5
大
学
教
師
大
学
教
師
対
象
児
の
実
態
大
学
F
A
FA
に
基
づ
い
た
支
援
教
師
保
護
者
自
己
記
録
用
紙
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
強
化
子
情
報
共
有
自
己
管
理
手
続
き
を
導
入
す
る
こ
と
に
よ
り
，
離
席
行
動
が
低
減
し
た
。
さ
ら
に
，
個
別
課
題
の
正
答
数
を
自
己
記
録
す
る
こ
と
に
よ
り
，
正
答
数
だ
け
で
は
な
く，
正
答
に
至
る
た
め
に
必
要
な
課
題
従
事
も
増
加
し
た
H
ir
as
aw
a,
Fu
jiw
ar
a 
＆
Ya
m
an
e
（2
00
9）
A
ut
，
M
R
特
支
高
大
学
教
師
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
大
学
対
象
児
の
実
態
大
学
F
A
①
FA
に
基
づ
い
た
支
援
　
②
物
理
的
環
境
設
定
記
載
な
し
記
載
な
し
記
載
な
し
3場
面
で
，
FA
に
基
づ
い
た
ス
タ
ッ
フ
の
物
理
的
環
境
設
定
は
効
果
的
で
あ
っ
た
長
澤
・福
田
（2
00
9）
A
D
H
D
中
2
教
師
大
学
教
師
対
象
児
の
実
態
大
学
教
師
F
A
FA
に
基
づ
い
た
支
援
大
学
教
師
保
護
者
C
O
M
P
A
S
マ
ニ
ュ
ア
ル
情
報
共
有
大
学
，
教
師
の
複
数
関
係
者
に
よ
っ
て
C
O
M
P
A
S
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
，
対
象
児
の
行
動
問
題
は
低
減
し
，
授
業
の
学
習
に
対
す
る
自
己
評
価
が
高
ま
っ
た
式
部
・井
澤
（2
00
9）
A
s
小
2
大
学
教
師
保
護
者
大
学
対
象
児
の
実
態
（適
応
行
動
の
増
加
）
大
学
・対
象
児
に
か
か
る
３
つ
の
負
荷
・対
象
児
の
ス
キ
ル
向
上
①
保
護
者
へ
の
行
動
論
的
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
②
対
象
児
と
兄
へ
の
社
会
的
ス
キ
ル
訓
練
な
ど
の
実
施
大
学
保
護
者
教
師
対
象
児
と
兄
①
②
③
記
載
な
し
①
対
象
児
へ
の
関
わ
り
方
・保
護
者
へ
の
賞
賛
な
ど
②
協
議
③
社
会
的
ス
キ
ル
訓
練
対
象
児
の
特
性
を
理
解
し
，
家
庭
や
学
校
と
連
携
，
さ
ら
に
保
護
者
が
主
体
的
な
支
援
者
と
し
て
機
能
す
る
こ
と
が
登
校
行
動
の
促
進
・維
持
の
要
因
と
し
て
考
え
ら
れ
た
若
杉
・藤
野
（2
00
9）
A
u
t
特
支
小
2
大
学
教
師
保
護
者
大
学
対
象
児
の
実
態
大
学
対
象
児
の
実
態
P
E
C
S
記
載
な
し
記
載
な
し
記
載
な
し
P
EC
S
指
導
は
カ
ー
ド
に
よ
る
要
求
伝
達
行
動
の
獲
得
と
と
も
に
，
音
声
言
語
の
促
進
と
非
言
語
的
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
行
動
の
拡
大
に
有
効
で
あ
っ
た
G
om
i ＆
N
or
o（
20
10
）
A
s
小
　
特
学
6
大
学
教
師
大
学
教
師
の
希
望
大
学
F
A
FA
に
基
づ
い
た
支
援
大
学
教
師
許
可
カ
ー
ド
支
援
方
法
の
情
報
共
有
許
可
カ
ー
ド
は
対
象
児
の
行
動
問
題
を
低
減
さ
せ
，
学
校
ス
タ
ッ
フ
に
よ
る
遂
行
を
促
進
さ
せ
た
本
田
・村
中
（2
01
0）
A
　
A
ut
B
　
A
ut
小
　
特
学
2
小
　
特
学
4
大
学
教
師
記
載
な
し
記
載
な
し
大
学
先
行
研
究
①
時
間
遅
延
法
　
②
「行
っ
て
き
ま
し
た
カ
ー
ド
」の
活
用
大
学
教
師
記
載
な
し
大
学
が
指
導
計
画
を
立
案
，
担
任
，
介
助
員
の
実
行
可
能
な
も
の
に
修
正
報
告
言
語
行
動
に
お
け
る
接
近
行
動
の
重
要
性
と
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
指
導
を
行
う
授
業
場
面
の
生
起
条
件
の
分
析
と
し
て
の
役
割
が
示
唆
さ
れ
た
関
戸
・田
中
（2
01
0）
疑
A
s
小
3
大
学
教
師
・大
学
・教
師
・教
師
の
希
望
・学
級
の
ニ
ー
ズ
大
学
F
A
FA
に
基
づ
い
た
支
援
大
学
教
師
保
護
者
①
で
き
た
か
な
カ
ー
ド
②
記
述
な
し
①
賞
賛
の
機
会
確
保
と
三
者
懇
談
②
打
ち
合
わ
せ
（放
課
後
：週
1回
）
ク
ラ
ス
全
員
へ
の
支
援
を
基
盤
と
し
た
上
で
，
個
別
支
援
を
導
入
す
る
支
援
の
有
効
性
が
示
唆
さ
れ
た
下
山
・園
山
（2
01
0）
A
u
t
小
　
特
学
大
学
教
師
保
護
者
大
学
対
象
児
の
実
態
大
学
A
B
C
分
析
①
前
兆
行
動
を
利
用
し
た
代
替
行
動
分
化
強
化
　
②
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
修
正
大
学
保
護
者
記
載
な
し
支
援
方
法
に
関
す
る
情
報
共
有
左
の
手
続
き
に
よ
り
，
自
傷
行
動
を
低
減
さ
せ
，
代
替
行
動
が
促
進
し
た
D
e
vl
in
, H
e
al
y,
 L
e
ad
e
r,
＆
 H
ug
he
s（
20
11
）
P
１
　
A
S
D
P
2　
A
S
D
P
3　
A
S
D
P
4　
A
S
D
6
:7
1
1
1
0
:1
9
:1
1
大
学
教
師
大
学
対
象
児
の
実
態
大
学
Ｆ
Ａ
①
FA
に
基
づ
い
た
支
援
②
S
IT
（感
覚
統
合
療
法
）
大
学
作
業
療
法
士
記
載
な
し
記
載
な
し
い
ず
れ
の
参
加
者
に
と
っ
て
も
，
行
動
問
題
の
低
減
に
は
，
行
動
支
援
が
S
IT
よ
り
貢
献
す
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
た
H
aw
ki
n
s,
 K
in
gs
do
rf
,
C
h
ar
n
o
c
k,
 S
za
bo
,
M
id
dl
et
on
, P
hi
llip
s,
 ＆
G
au
tr
ea
ux
 （
20
11
）
B
ria
n：
A
S
D
N
ei
l：
A
S
D
M
at
th
ew
：A
S
D
Ju
st
in
：A
S
D
1
2
1
2
8 1
3
大
学
教
師
保
護
者
記
載
な
し
対
象
児
の
実
態
大
学
教
師
保
護
者
先
行
研
究
行
動
契
約
大
学
教
師
保
護
者
行
動
契
約
書
情
報
共
有
学
校
と
家
庭
場
面
の
協
力
の
も
と
，
行
動
契
約
に
よ
っ
て
，
対
象
児
の
非
社
会
的
行
動
は
低
減
し
た
（た
だ
し
，
Ju
st
in
は
，
学
校
場
面
で
は
問
題
が
挙
げ
ら
れ
な
か
っ
た
た
め
，
家
庭
場
面
の
み
）
関
戸
・安
田
（2
01
1）
Ｃ
・Ｄ
・Ｅ
　
疑
Ｐ
Ｄ
Ｄ
小
4
大
学
教
師
大
学
教
師
教
師
の
希
望
（円
滑
な
授
業
進
行
）
大
学
先
行
研
究
①
Ｃ
Ｓ
Ｓ
Ｔ
②
が
ん
ば
り
カ
ー
ド
③
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
強
化
子
記
載
な
し
記
載
な
し
記
載
な
し
ク
ラ
ス
ワ
イ
ド
な
支
援
を
基
盤
に
し
た
う
え
で
個
別
支
援
を
導
入
し
た
支
援
方
法
は
担
任
に
負
担
を
か
け
る
こ
と
な
く複
数
の
児
童
が
対
象
で
あ
っ
て
も
行
動
問
題
の
改
善
を
可
能
に
し
た
S
an
so
st
i（
20
12
）
A
s
1
2
:0
7
大
学
教
師
記
載
な
し
対
象
児
の
実
態
大
学
A
B
C
分
析
①
ス
ト
レ
ス
カ
ー
ド
の
提
示
　
②
ト
ー
ク
ン
シ
ス
テ
ム
　
③
小
グ
ル
ー
プ
Ｓ
Ｓ
Ｔ
大
学
教
師
ス
ト
レ
ス
カ
ー
ド
Ａ
Ｂ
Ｃ
記
録
記
録
の
検
討
①
ス
ト
レ
ス
カ
ー
ド
の
提
示
，
②
ト
ー
ク
ン
シ
ス
テ
ム
，
③
小
グ
ル
ー
プ
Ｓ
Ｓ
Ｔ
に
よ
り
，
対
象
児
の
不
適
切
な
発
言
な
ど
は
低
減
し
，
学
業
時
間
の
増
加
が
示
唆
さ
れ
た
小
笠
原
・広
野
・加
藤
（2
01
3）
A
u
t
特
支
中
1
大
学
教
師
大
学
教
師
対
象
児
の
実
態
教
師
の
希
望
大
学
F
A
①
FA
に
基
づ
い
た
支
援
　
②
ト
ー
ク
ン
・エ
コ
ノ
ミ
ー
法
大
学
教
師
ト
ー
ク
ン
表
介
入
の
厳
密
性
行
動
問
題
が
生
起
す
る
環
境
に
，
ト
ー
ク
ン
・エ
コ
ノ
ミ
ー
法
を
用
い
て
課
題
従
事
す
れ
ば
対
象
児
の
要
求
が
満
た
さ
れ
る
よ
う
な
随
伴
性
を
組
み
込
ん
だ
。
そ
の
結
果
，
課
題
の
従
事
率
は
80
％
を
超
え
た
が
，
行
動
問
題
は
半
減
に
と
ど
ま
っ
た
指
導
・支
援
結
果
論
文
対
象
児
目
標
の
設
定
指
導
・支
援
計
画
の
作
成
指
導
・支
援
計
画
に
基
づ
い
た
実
践
を
促
進
さ
せ
る
た
め
の
連
携
T
ab
le
 2
-3
　
行
動
問
題
を
示
す
発
達
障
害
児
の
指
導
・支
援
に
関
す
る
連
携
方
法
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員会」とは、教育委員会から派遣された学校相談室担当者や指導主事であった。 
 実態把握について、教師はすべての研究に関与して、他教師から情報収集を行ったり、
保護者を含む支援チームの一員として情報提供を行ったりした。大学スタッフが実態把握
に関与した研究(Butler ＆ Luiselli, 2007；Clarke et al., 2002；Cole ＆ Levinson, 2002；
Crozier ＆ Tincani, 2005；Devlin et al., 2011；遠藤，2008；福原ら，2008；Gomi ＆ 
Noro ，2010；五味ら，2009；Hirasawa et al.，2009；本田・村中，2010；河田ら，2005；
古田島ら，2006；Mancina et al., 2000；長尾，2003；長澤，2002；長澤・福田，2009；
野口ら，2008；野口・野呂，2006；野呂・藤村，2002；小笠原ら，2013；大久保ら，2007；
興津・関戸，2007；Radford ＆ Ervin, 2002；Sansosti, 2012；関戸，2004；関戸・田中，
2010；関戸・安田，2011；式部・井澤，2009；下山・園山，2010； Stahr et al., 2006；
竹村・杉山，2003；若杉・藤野，2009)では、教師や保護者から情報収集を行っていた。
教育委員会が実態把握に関与した研究(近藤ら，2002)では、教師や保護者から情報収集を
行った。保護者は、大学スタッフに情報提供を行うことが多い傾向にあった。 
 次に、目標の選定者と観点を示す。目標の選定者として、教師が関与した研究が多く、
次いで大学スタッフが関与した研究であった。教育委員会や保護者が関与した研究は、こ
れらに比べて少なかった。目標選定の観点として、対象児の教育的ニーズの他に、教師、
保護者のニーズ(注 3)が挙げられた。対象児の教育的ニーズとして、平澤・藤原(2000)では、
①仲間と共にできる活動、②学校教育目標に沿った活動、③既存の教育構造を利用してで
きる活動、④行動問題と拮抗する活動の4観点から検討された。Crozier and Tincani(2005)
では、対象児の能力を最も妨害する行動問題という観点から選定された。福原ら(2008)で
は、行動問題のうち、①頻度が多く、②改善の必要性の高いもの(Mancina et al., 2000)か
ら選定された。野呂・藤村(2002)は、教師が挙げた行動問題(授業の準備がスムーズにでき
ないこと)が授業参加を困難にしているひとつの要因であるとして選定し、竹村・杉山
(2003)では人が強化的な役割を果たせば攻撃行動が低減するとして、支援者とのやりとり
行動の選定を行った。教師のニーズとして、関戸・田中(2010)では、対象児だけではなく、
学級のすべての児童が学級で必要とされる行動という観点から選定された。Radford and 
Ervin(2002)では、対象児の攻撃行動のために、対象児が学校の活動への参加が困難にあ
ったために選定された。保護者のニーズとして、対象児と友人とのトラブルの改善(野口・
野呂，2006)、対象児が家庭内で暴れるため手に負えない(佐藤ら，2007)が挙げられた。ま
た、大久保ら(2007)では、教師は対象児の他害行動の改善をニーズとして挙げ、他害行動
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の指導・支援に苦慮していた。対象児は他児に他害行動で危害を加えたため、他児の保護
者から対象児の保護者に苦情が寄せられ、保護者は他害行動の改善をニーズとして挙げた。  
 次に指導・支援計画の立案の関係者と、立案の根拠を示す。指導・支援計画の立案につ
いて、大学スタッフが関与した研究が多く、次いで教師が関与した研究であった。教育委
員会、保護者、労働機関や福祉機関が関与した研究は、これらに比べて少なかった。 
 行動問題の低減あるいは適応行動の増加を試みるための指導・支援計画の立案理由が記
述された研究では、機能的アセスメントを適用して指導・支援計画を立てた研究(Butler ＆ 
Luiselli, 2007；Clarke et al., 2002；Crozier ＆ Tincani, 2005；遠藤，2008；藤田，2009；
福原ら，2008；Gomi ＆ Noro，2010；五味ら，2009；平澤・藤原，2000； Hirasawa et 
al.，2009；廣瀬ら，2003；古田島ら，2006；Murray et al., 2002；長澤・福田，2009；
野口ら，2008；野口・野呂，2006；野呂・藤村，2002；小笠原ら，2013；及川・宮崎，
2008；興津・関戸，2007；Radford ＆ Ervin, 2002；Sansosti, 2012；関戸・田中，2010；
関原，2008；Stahr et al., 2006；高畑，2004)、ABC 分析(注 4)を適用した研究(梶・藤田，
2006；大久保ら，2007；下山・園山，2010)、行動観察により対象児の行動問題に関する
実態把握を行い、その情報を基に先行研究を検討した研究(Cihak et al., 2009；本田・村中，
2010；Lee et al., 2007；Mancina et al., 2000；大谷，2005；関戸，2004；関戸・安田，
2011；清水・小田，2001；高畑・牧野，2004；竹村・杉山，2003；Tincani ＆ Crozier, 
2007；若杉・藤野，2009)、心理検査などの諸検査結果を分析した研究(遠藤，2008；近藤・
光真坊，2006；古田島ら，2006；関原，2008)、行動観察により対象児の行動問題に関す
る実態把握を行い、実態に合わせた対応を検討した研究(佐藤ら，2007；式部・井澤，2009)
があった。このように、機能的アセスメントに基づいて指導・支援計画を立案している研
究が多い傾向が示された。  
 以上のことから、近年に発表された学校場面で行動問題を示す発達障害児の指導・支援
を対象にした研究では、対象児の多くは小学校の通常学級に在籍する広汎性発達障害児や
ADHD 児であった。対象児の実態把握は、大学スタッフと教師、あるいは、大学スタッフ、
教師、保護者などの支援チームで検討される傾向が示された。教師は情報収集や情報提供
を行い、保護者はおもに情報提供を行った。目標の選定者は、教師や大学スタッフが関与
した研究が多く見られたが、保護者が関与する研究はこれらに比べて少ない傾向にあった。
目標の観点として、対象児の教育的ニーズや教師、保護者のニーズから選定される研究が
見られた。中には、教師及び保護者の双方からみて優先順位の高い行動問題が支援対象に
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される研究もあった。指導・支援計画の立案者について、多くは大学スタッフや教師で、
保護者が関与した研究が少ない傾向にあった。指導・支援計画の立案根拠には、機能的ア
セスメントを適用する研究が多く見られる傾向が示された。 
 （３）指導・支援及び評価時 
指導・支援時に関係する支援者として、教師が主体者になった研究を以下に示す。平澤・
藤原(2000)では、担任が対象児の所属学部に指導経過を報告し、学年主任が全校の教師に
報告しながら指導を行った。高畑(2004)では、進路担当者が担任や保護者に対象児の賞賛
機会を依頼し、実習が遂行されるように現場実習先に働きかけた。清水・小田(2001)では、
担任が保護者と情報共有しながら、動作法の効果を検討した。高畑・牧野(2004)では、進
路担当者が担任や障害者職業センター職員などと個別の移行会議を行い、工場長にサポー
トブックを提示し対象児の特徴を説明した。梶・藤田(2006)では、特別支援学校の教師が
小学校の教師にビデオ視聴や指導・支援時のセルフチェックを行わせ、適切な行動後に強
化子を随伴する指導・支援手続きを助言した。近藤・光真坊(2006)では、担任は就労を希
望する対象児を支援する教師や外部関係者などと、職業リハビリテーション計画を立案し
た。藤田(2009)では、対象児の担任である特別支援学校の教師が指導・支援計画を立案し、
対象児に関わる 5 名の教師と定期的に会議を設定して情報共有を行った。佐藤ら(2007)で
は、特別支援教育コーディネーターが対象児の情報収集と個別の教育支援計画を作成し、
福祉担当者、保健師、施設指導係長を含めた個別の支援チームを組織して支援を行った。
Hawkins et al. (2011)では、教師が行動問題を示す自閉症児と、最初の段階で学校場面で
行動契約を行った。さらに、次の段階では家庭で保護者と行動契約を行った結果、対象児
の行動問題が低減したことが示唆された。Tincani and Crozier(2007)では、教師(特別支援
教育に関する博士号を所持)が、対象児に遅延時間手続きを遂行した。 
 次に、大学スタッフが主体者になった研究を示す。野呂・藤村(2002)では、大学スタッ
フが教師に対象児の授業準備行動が促進されるように、張り紙、準備の指示、トークン提
示の 3 つの指導・支援手続きを助言した。関戸(2004)では、対象児を直接指導・支援する
大学スタッフが担任に助言を行い、全教師に対しても情報共有の機会をもち校内支援体制
を構築した。野口・野呂(2006)では、大学スタッフが指導仮説を立て、最初は対象児に直
接、指導・支援を行い、その後、教師による指導・支援が行われた。大久保ら(2007)では、
大学スタッフが直接、対象児の指導・支援を行い、担任など関係者と協議を行った。さら
に、保護者や教育委員会などを含めた会議を持ち、情報共有を行った。また、保護者には
40 
 
指導・支援方法の変更の際に説明を行った。野口ら(2008)では、大学スタッフが担任や補
助員に介入の厳密性を高めるために、タイムアウトの指導・支援手続きを助言した。遠藤
(2008)では、大学スタッフが教師に放課後支援の様子を録画したビデオを視聴させること
により、教師の授業改善がなされた。式部・井澤(2009)では、大学スタッフが対象児の保
護者に対象児の関わり方を助言したり、保護者を賞賛したりした。また、保護者や担任と
協議を行い、対象児とその兄に対して社会的スキル訓練を行った。Gomi and Noro(2010)
や Stahr et al.(2006)では、大学スタッフが、担任を含めた複数の支援者を招集し、実際に
指導・支援手続きを提示して支援方法の共有化を図った。Sansosti(2012)では、大学スタ
ッフが指導仮説を立て、教師にストレスカードの活用や、小グループによるソーシャルス
キルトレーニングなどを助言した。下山・園山(2010)では、大学スタッフが保護者に行動
問題への適切な対応ができるように助言を行った。五味ら(2009)、本田・村中(2010)では、
大学スタッフが指導・支援計画を立案し、担任らと協議を行い実行可能なものに変更した。
小笠原ら(2013)では、大学スタッフが行動観察の様子をまとめたものを教師に提示し、必
要に応じて指導・支援手続きの修正を行った。Butler and Luiselli(2007)や Devlin et al. 
(2011)では、大学スタッフが中心になって機能分析を行い、Butler and Luiselli(2007)で
は大学スタッフが教師に指導・支援計画を助言した。Crozier and Tincani(2005)では、大
学スタッフが対象児の行動問題に関するソーシャルストーリーを作成して、対象児に直接
的な指導・支援を行い、維持期では教師がその役割を担った。Mancina et al. (2000)では、
研究 1 で大学スタッフが対象児にセルフマネージメント手続きを教授した。研究 2 では、
大学スタッフの役割を教師に移行させた。 
 また大学スタッフが、通常学級でティームティーチングを行うアシスタントティーチャ
ーという立場で、教師の補助を行いながら研究を進めたものとして、興津・関戸(2007)、
関戸・田中(2010)、関戸・安田(2011)が挙げられる。これらの研究では、対象児の指導・
支援を直接行う大学スタッフが、放課後に担任と打ち合わせを行い、興津・関戸(2007)、
関戸・田中(2010)では、保護者に指導・支援に関する情報提供を行った。 
最後に、支援チームが主体者になった研究を以下に示す。支援チームは、特別な配慮を
要する対象児のために構成された組織で、管理職、担任、対象児の保護者、大学スタッフ
が含まれていた(Clarke et al. 2002；Kern et al, 2006；Murray et al., 2002)。古田島ら
(2006)、関原(2008)、福原ら(2008)、長澤・福田(2009)では、大学スタッフや大学院での
研修機会をもつ教師が支援チームに所属して、他の支援者と個別の指導計画の作成から評
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価までを行った。長澤(2002)では、親の会が主催する検討会議を開き、個別の指導計画の
作成と評価を行った。教育委員会が主体の研究として、近藤ら(2002)は学校相談室担当が
保護者との面接や、担任らと指導・支援の進捗に関わる協議を行った。保護者は支援チー
ムの一員として支援計画の立案について大学スタッフや教師と協議を行ったり、実践を行
ったりした。 
 以上のことから、指導・支援計画の実践から評価までを整理すると、特定の支援者が、
①複数の支援者を招集して関係者に働きかけを行った研究、②支援チームに所属して指
導・支援手続きの検討を行った研究、③特定の支援者に指導・支援手続きの情報共有や教
授を行った研究に分けられた。教師が主体者として指導・支援を行う場合は、教師が指導・
支援計画を立案して、対象児に関わる支援者を招集する研究が多く見られた。大学スタッ
フが主体の研究では、大学スタッフが指導・支援仮説を立て、教師に指導・助言を行った
研究が多く見られた。中には、大学スタッフが TT で直接的に対象児の指導・支援を行い、
教師や保護者に指導・助言を行う研究も見られた。支援チームが主体の研究では、支援チ
ームで個別の指導計画を立案して評価までを行う研究が多く見られた。保護者は、支援会
議に参加して、指導計画についての協議や実践をしたり、指導・支援に関する説明を受け
たりする研究が見られた。 
 ３．評価時に活用されたツールの用途と様式の特徴 
 連携時に活用されたツールには、2 つの用途が考えられた。用途の 1 つとして、対象児
の支援者間に関して、指導・支援手続きや結果の共有、介入の厳密性、記録の検討、外部
との連携が挙げられる。 
 指導・支援手続きに対する共有化について、平澤・藤原(2000)では、実態把握から評価
までの全般的な手続きの手順図が活用された。関戸(2004)では A4 用紙 1～2 枚に、対象児
への授業での関わり方(課題の目標・活動時間・手続き・支援上の留意点)をまとめた。行
動問題への対応方法をまとめたものとして、関戸(2004)、古田島ら(2006)がある。古田島
ら(2006)では、トラブル対応マニュアルが図式化された。長澤(2002)では、対象児の実態・
願い、目標、指導方法、指導場面、指導者などが記載された個別の指導計画を用いて情報
共有を行った。Stahr et al. (2006)では、指導・支援手続きの選定のために、機能的アセス
メントに基づいた decision tree(フローチャート)を活用した。  
 指導・支援手続きの介入の厳密性を高めるために指導・支援手続きに関するチェックリ
ストを活用した研究(Kern et al., 2006；野口ら，2008；関原，2008)では、質問紙による
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評価を行った。野口ら(2008)、関原(2008)では、支援者に指導・支援が適切に「できた」
から「できなかった」まで段階評価を求めるものであった。Kern et al. (2006)では、指導・
支援の 15 分間、該当する指導・支援手続きの実施有無(スケジュールの使用、コミュニケ
ーションブックの活用など)をチェックした。 
 指導・支援結果の記録を検討するために、記録用紙やビデオを活用した研究について、
清水・小田(2001)では行動問題の程度が教師と保護者によって記録用紙に記入された。
Tincani and Crozier(2008)では、教師と大学スタッフがビデオを観察しながら、標的行動
に関する協議を行った。梶・藤田(2006)では、対象児の行動問題と教師の適切な関わり方
が記録用紙に記録された。大久保ら(2007)では、対象児の授業参加時間と行動問題のエピ
ソード数が記録用紙に記録された。梶・藤田(2006)、遠藤(2008)では、支援者にビデオを
視聴させることにより教師の適切な支援行動が増加した。Cihak et al. (2009)では、教師
と複数の大学スタッフが、対象児たちの tootles(仲間に対する社会的行動に関するコメン
トを記述したカード)を見ながら、その内容の基準を検討した。 
 外部関係者との連携を図るためにツールが活用された研究として、高畑・牧野(2004)で
は対象児のサポートブックが活用された。これには、対象児の「プロフィール」「パニッ
ク時の対応方法」「支援ツールの活用方法」などが記載された。近藤・光真坊(2006)では
職業評価を用いて、外部関係者などを含めて職業リハビリテーション計画を立案した。職
業評価は、精神的・社会的・職業的な側面が記述された。佐藤ら(2007)では、家庭、学校、
余暇などに生活場面を分けて、それぞれに支援目標、支援内容、担当者などが記載された。 
 ツールの用途の 2 つ目として、ツールを用いて対象児に直接的な指導・支援を行い、そ
れをもとに支援者が情報共有を行っているものがあった。対象児にトークンを与えた研究
として、五味ら(2009)、興津・関戸(2007)、野呂・藤村(2002)、野口・野呂(2006)、大久
保ら(2007)、関戸・田中(2010)、高畑(2004)、長澤・福田(2009)、小笠原ら(2013)、Stahr 
et al. (2006)がある。高畑(2004)では、チェックリストにより対象児の作業態度が評価され、
担任や保護者から賞賛機会が得られた。さらに、校外の工場でも支援ツール(校内の作業時
に活用)の適用を依頼した。興津・関戸(2007)では、行動問題が生起しなかった場合にスタ
ンプが押印された。Gomi and Noro(2010)では、許可カードが活用され、対象児のみなら
ず、複数の支援者にとって対象児の活動参加・不参加を示す弁別刺激として機能したこと
が示唆されている。Hawkins et al. (2011) では、学校と家庭の両場面で行動契約書が用い
られ、対象児の適切な行動を生起させる弁別刺激として機能したことが示されている。
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Crozier and Tincani(2005)では、ソーシャルストーリーが用いられた。 
 次に、活用されたツールの様式の特徴として、①行動問題の生起・非生起時の対応方法
が明確で、②A4 用紙数枚に指導・支援手続きやその結果が示されていた。①では、行動
問題の生起時の対応方法がツールに記述された研究として、関戸(2004)、古田島ら(2006)、
野口ら(2008)、関原(2008)、福原ら(2008)が挙げられる。福原ら(2008)、五味ら(2009)、平
澤・藤原(2000)、興津・関戸(2007)、関戸・田中(2010)、関原(2008)、高畑(2004)は、O’Neill，
Horner，Albin，Sprague，Storey，and Newton (1997)の様式を用いていた。特に、福
原ら(2008)では、個別の指導計画に担任や保護者の役割が記載された。適応行動の生起時
に許可カードの提示(Gomi ＆ Noro，2010)、トークンの提示(野口・野呂，2006；野呂・
藤村，2002；小笠原ら，2013；興津・関戸，2007；関戸・田中，2010)、自己記録用紙へ
の記入(五味ら，2009)があった。上記②は、指導・支援手続きでは、全般的な手続き(平澤・
藤原，2000)、対象児の関わり方(関戸，2004)、個別の指導計画(福原ら，2008；古田島ら，
2006；関原，2008)、介入の厳密性のためのチェックリスト(野口ら，2008；関原，2008)
があった。指導・支援の結果では、行動問題の記録(清水・小田，2001)、ABC 記録(Sansosti, 
2012)、行動問題と授業参加率の記録(大久保ら，2007)があった。 
 以上のことから、連携に活用されたツールの用途として、対象児の支援者間の手続きや
結果の共有、外部関係者との連携、対象児への直接的な指導・支援及び情報共有が挙げら
れた。また、ツールの様式の特徴として、行動問題の生起・非生起時の対応方法が明確で
あることや、A4 用紙数枚に指導・支援手続きやその結果が示される傾向にあったことが
明らかになった。 
 本節では、行動問題を示す発達障害児に対して、効果的な指導・支援を行うために、誰
が実態把握から評価までに関与し、対象児に関わる支援者同士がどのような目的で、どの
ような特徴を持つツールを活用しているかを、近年に発表された研究論文を概観して、現
状を分析した。その結果、対象児の多くは小学校の通常学級に在籍する広汎性発達障害児
や ADHD 児であった。対象児の実態把握は、大学スタッフと教師、あるいは、大学スタ
ッフ、教師、保護者などで検討される傾向が示された。教師は情報収集や情報提供を行い、
保護者はおもに情報提供を行った。目標の選定者は、教師や大学スタッフが関与した研究
が多く見られたが、保護者が関与する研究は少ない傾向にあった。目標の観点として、対
象児の教育的ニーズや教師、保護者のニーズから選定される研究が見られた。中には、教
師及び保護者の双方からみて優先順位の高い行動問題が支援対象にされる研究もあった。
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指導・支援計画の立案者の多くは大学スタッフや教師で、保護者が関与した研究が少ない
傾向にあった。実態把握や指導・支援計画の立案には、機能的アセスメントを適用する研
究が多く見られる傾向が示された。指導・支援計画の実践から評価までについて、大学ス
タッフが主体の研究では、大学スタッフが指導・支援仮説を立て、教師に指導・助言を行
った研究が多く見られた。支援チームが主体の研究では、支援チームで個別の指導計画を
立案して評価までを行う研究が多く見られた。教師が主体の研究では、教師が指導・支援
計画を立案して対象児に関わる支援者を招集する研究が多く見られた。保護者の役割は、
支援会議に参加して、指導計画についての協議や実践をしたり、指導・支援に関する説明
を受けたりすることが多かった。 
 連携に活用されたツールの用途として、対象児の支援者間の手続きや結果の共有、外部
関係者との連携、対象児への直接的な指導・支援及び情報共有が挙げられた。ツールの様
式の特徴として、行動問題の生起・非生起時の対応方法が明確であることや、A4 用紙数
枚に指導・支援手続きやその結果が示される傾向にあった。 
 
第３節 行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師の連携方法に 
関する課題 
 
 １．効果的な連携方法を行う上での課題 
 学校場面で行動問題を示す発達障害児の指導・支援を行う支援者の連携方法を検討した
結果、教師と大学スタッフ、あるいは教師、保護者と大学スタッフが連携している傾向が
示された。保護者は、教師や大学スタッフと発達障害児の行動問題に関する協議を行った
り、支援会議の一員として参加したりしているケースの多いことが明らかになった。さら
に、保護者自身が学校に赴き、発達障害児の指導・支援に直接的に関与することにより、
教師との情報を共有しやすくなることが示唆された。このように、教師が学校で直接的に
指導・支援を行うだけではなく、保護者も発達障害児の行動問題の低減を喫緊の課題と判
断した場合、つまり、保護者と教師の行動問題に対するニーズが一致している場合には、
上記のような連携方法により支援者の一員として参加して指導・支援が行われることが想
定される。 
 一方、保護者と教師の連携の難しさが指摘されている(池田・安藤，2012；井坂・中井・
増田，2009；Minke ＆ Anderson，2005；岡村，2014；瀬戸，2013)。この要因として、
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保護者と教師で、子どもの行動の捉え方(馬場・田中・船橋・冨田・藤尾，2007；Handen, 
Feldman, ＆ Honigman, 1987；Lane, Stanton-Chapman, Jamison, ＆ Phillips, 2007；
三田村，2011；Murray, Ruble, Willis, ＆ Molloy, 2009；上村・石隈，2010)の違いが考
えられている。このことから、支援対象とする行動問題の優先順位が双方で異なることが
想定される。また別の要因として、子どもに問題があった際に保護者が学校側の指導力の
問題にしたり、学校に過剰・理不尽な要求を行ったりするなど、保護者の学校に示す否定
的な態度が挙げられる(平田，2015)。教師や学校側の問題として、子どもの行動問題など
を親の躾や養育態度の問題にしがちなことや、教師自身が発達障害の指導の仕方がわから
ないこと、否定的な情報のみを保護者に提供することなどが指摘されている(平田，2015)。
これらの保護者や教師の問題として取り上げられる共通点は、互いに子どもの行動問題を
正しく捉えずに相手に責任転嫁し、解決には至らないと考えられる点である。これら以外
には、教師と保護者では役割・立場が違うこと(安藤・上村，2012)や、保護者は家庭での
困ったことを教師に話しにくいことが指摘されている(安藤・上村，2012)。 
 これらのことから、保護者と教師の連携を困難にする一つの要因として、双方では支援
対象の行動問題の優先順位(支援のニーズ)が異なることや、互いが子どもの行動問題を正
しく捉えずに解決にまで至らないことなどが考えられる。 
 上記のことから、教師と保護者の連携の現状では、保護者と教師の行動問題に対する支
援のニーズは一致している場合と一致しない場合とが考えられるが、いずれの場合も保護
者と教師の効果的な連携方法は示されなかった。文部科学省(2009)の指摘からも、今後、
教師と保護者の連携による重要性は増すことから、教師と保護者の連携方法を明らかにす
る意義があり、重要な検討課題であると思われる。対象児の生活全体を改善という視点か
ら考えると、対象児の行動問題は学校場面だけで低減すれば良いのではなく、家庭場面で
も低減する必要がある。また、適応行動の増加に関しても同様である。このことから、行
動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師による「効果的な連携方法」とは、教師と保
護者の連携方法をとった結果、対象児の行動問題が低減、あるいは、適応行動が増加し、
及び、保護者が教師の実施する指導・支援に対して肯定的な評価を行った場合と捉える。 
 ２．行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師の連携時におけるツールの検討  
前節では、行動問題を示す発達障害児の指導・支援の連携時のツールの用途や様式の特
徴が示された。ツールの活用によって、関係者の指導・支援手続きの共有(Gomi ＆ Noro，
2010；Hawkins et al. ，2011；関戸，2004)や役割の明確化(福原ら，2008)などが示され
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たことから、連携を行う上で必要であると考えられる。教師と保護者が連携時に活用した
ツールとして、記録用紙(清水・小田，2001)、個別の指導計画(福原ら，2008)、個別の教
育支援計画(佐藤ら，2007)が挙げられた。清水・小田(2001)では、学校と家庭での行動問
題の変容を検討するために両場面で共通した記録用紙を用いた。福原ら(2008)では、個別
の指導計画に教師や保護者の指導・支援で遂行する役割が明記された。佐藤ら(2007)では、
個別の教育支援計画に学校生活や家庭生活での支援目標や担当者が明記された。以上のよ
うに先行研究では、行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師の連携のツールは、お
もに指導・支援の遂行時に活用されたことが示された。 
 しかし、指導・支援の遂行時以外の実態把握、指導目標の選定、指導・支援の選定及び
評価の各過程では、教師と保護者のそれぞれが何をどのように遂行すれば、対象児の行動
問題が低減、あるいは、適応行動が増加するか、また、保護者が教師の実施する指導・支
援に対して肯定的な評価を行うかは明らかにされなかった。姉崎(2003)は、個別の指導計
画を作成する目的の 1 つに、保護者と教師の連携を挙げている。また、金・園山(2007)は、
保護者が個別の指導計画の作成や評価に積極的に参加し、保護者との連携を深めていくた
めの工夫の必要性を指摘している。しかし、井坂ら(2009)は、個別の指導計画の作成の効
果として、「保護者との連携が深められた」とする項目は他の項目に比べて高くはなかっ
たと指摘している。さらに、池田・安藤(2012)は、個別の指導計画の作成の聞き取り調査
を実施し、保護者との連携を図る上での課題として、「作るのはいいけど、どういうふう
に了解して機能させていくのかに壁がある」「親御さんとの関係が難しい」を挙げている。 
 以上のように、教師と保護者の連携方法を検討する上で、個別の指導計画の活用は重要
である一方で、本節の 1．の理由から教師と保護者の連携に困難を示すことが想定される。
発達障害児の実態把握、指導目標の選定、指導・支援の選定及び実施、指導・支援の評価
までの各過程における教師と保護者の役割、すなわち、行動問題を示す発達障害児をもつ
保護者と教師の連携方法が明示され、行動問題を示す発達障害児の保護者と教師のそれぞ
れが具体的にどの場面で何を遂行すれば良いかが明確になるツールが存在すれば、行動問
題を示す発達障害児をもつ保護者と教師との効果的な連携が促進される可能性があり、そ
のようなツールを開発する意義がある。 
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第３章 本研究の目的と構成 
 
第１節 本研究の目的 
 
 前章より、教師と保護者の連携による重要性は今まで以上に増し、双方の効果的な連携
方法の重要性が示唆された。しかしながら、効果的な連携のポイントは示されていない。
一方、行動問題を示す発達障害児と教師のそれぞれが具体的にどの場面で何を遂行すれば
良いのかが明確になるツールが存在すれば、行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教
師との効果的な連携が促進される可能性があり、ツールを開発する意義がある。 
 そこで本研究では、行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師による効果的な連携
方法と、連携に必要なツールを作成し、その効果を検討することを主要な目的とした。 
 
第２節 本研究の構成 
 
 本研究は、以下に示す研究 1-1 及び研究 1-2 から研究 5 までの 6 つの研究で構成された
(Fig. 3)。研究 1-1 では、学校場面と家庭場面において、ほぼ同様な行動問題を示した知的
障害を伴う自閉症生徒が対象とされた。自閉症生徒は 1 つの活動に滞ったり、こだわった
りする行動問題があった。行動問題を示す発達障害児をもつ保護者、教師のニーズ(本研究
における保護者、教師のニーズは、対象児の改善したい行動問題あるいは増加させたい適
応行動とする)は、これらの行動問題を低減させることであった。自閉症生徒の実態把握を
行い、学校で支援を開始した結果、学校だけではなく家庭においても行動問題が低減した。
この事例では、教師と保護者のニーズがほぼ一致した場合の効果的な連携方法を検討した。
研究 1-2 では、学校では学習意欲の低下や他者のものを勝手にとるなどの行動問題が見ら
れた ADHD のある生徒とその保護者への支援を行った。研究 1-2 は、ADHD 児をもつ保
護者と教師のニーズが異なる事例として挙げられた。この事例では、研究 1-1 と同様な連
携方法に加え、定期的に「個別の指導計画」を用いて協議を行った。この事例を通して、
行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師のニーズが異なる場合の効果的な連携方法
を検討した。 
 研究 1-1 及び研究 1-2 の結果から、教師と保護者が効果的な連携を行うために、行動問
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題を示す発達障害児の実態把握を行い、保護者の願いを反映させ、個別の指導計画をもと
に定期的な協議を行うことが必要であると考えられた。しかしながら検討課題として、行
動問題を示す自閉症児をもつ母親と大学スタッフの願いが一致した事例で、指導場面では
標的行動が自発しても家庭場面には般化しない事例があった。この事例から、連携する際
には保護者の負担やストレスなどの観点から、学校場面だけではなく家庭における対応を
考慮する必要性が考えられた。また、教師と保護者の協働的アプローチにおける協議が重
要なポイントと考えられた。 
 そのため、研究 2 では家庭場面で実施された研究論文をもとにメタ分析を行い、保護者
と協議を効果的に進める上でのポイントを検討した。研究 3 では、研究 2 で得られた知見
をもとに、連携の際に必要と思われる「協議ツール」を作成し、大学の相談機関に来所す
る行動問題を示す自閉症児の保護者に適応して、効果を検討した。研究 4 では、特別支援
学校に在籍する自閉症児をもつ保護者と教師が、「協議ツール」を用いた連携を行い、そ
の効果と「協議ツール」の活用した連携終了後における保護者の支援行動の維持を検討し
た。研究 5 では、行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と著者以外の教師 3 組が助言を
受けながらマニュアルブックを活用して、その効果を検討した。マニュアルブックは、「協
議ツール」を含み、連携のための一連の手順が示されたものであった。 
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第４章 行動問題を示す発達障害児をもつ保護者 
      との連携方法の検討（研究 1-1 及び 1-2） 
 
第１節 問題と目的 
 
 第 2 章第 2 節で述べたように、教師が児童生徒に指導・支援を行う場合、①児童生徒の
実態把握を行い、②実態把握に応じた目標を設定し、③目標を達成するための指導・支援
計画を作成し、④指導・支援計画に基づく実践を行い、⑤指導・支援計画と実践に基づく
評価を行った見直しをして、⑥前記①から⑤の繰り返しを行う。教師は、このような過程
で児童生徒への指導・支援を行いながら、保護者と効果的な連携を図ることが求められる。
教師と保護者の連携を促進させるために、個別の指導計画、連絡帳、電話、メール、家庭
訪問、定期懇談会などの活用が考えられる。その 1 例として、学校での指導・支援の内容
を連絡帳に書き込んで保護者に渡したり、定期懇談会時に個別の指導計画を提示して情報
共有したりすることが挙げられる。 
 ところで、第 2 章第 3 節で、行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師のニーズは、
一致している場合と一致していない場合があることが示唆された。ニーズが一致している
場合は、児童生徒への指導・支援目標(上記の指導・支援過程の②)が一致すると考えられ
る。教師は、指導・支援を実施し、対象児童生徒の行動問題が低減したり、適応行動が増
加したりした状況を想定する。教師は指導・支援結果を、連絡帳などをもとに保護者に説
明し、保護者はその指導・支援手続きを参考にして、家庭でも実施して学校と同様な結果
が得られれば、効果的な連携が図られる。このようにニーズが一致している場合は、教師
が上記の指導・支援過程①～⑥を実施し、日常的に学校と家庭で行われるやりとりで、効
果的な連携が図られるのではないかと予想される。 
 これに対して、双方のニーズが異なる場合には、両者から捉えた対象児童生徒の目標が
異なり、教師が保護者に指導・支援結果を提示しても、情報の共有がなされない可能性が
考えられる。このような場合には、第 2 章第 3 節で述べたように、保護者と教師のニーズ
のずれを最小限にする工夫の 1 つとして、個別の指導計画(文部科学省，2009)の活用が有
効と思われる。その際には、対象児のニーズだけではなく、保護者のニーズを反映させて
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いくことが重要であると指摘されている。しかし、それをどのように実際に反映させてい
くことで、保護者と教師の効果的な連携が行われるかは明らかにされていない。 
 このように、教師と保護者の効果的な連携を検討する際には、双方のニーズが一致する
場合と一致しない場合とで連携方法が異なる場合が予想され、これらを 2 つの場合に分け
て検討を行うことが妥当であると考える。 
 そこで、研究 1-1 では行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師のニーズが一致し
ている事例、研究 1-2 では双方のニーズが一致していない事例を取り上げ、保護者と教師
の効果的な連携、すなわち、対象児の行動問題が低減、あるいは、適応行動が増加し、保
護者による教師の指導・支援への肯定的な評価が得られるか検討することを目的とした。 
 
第２節 研究１-１：行動問題を示す発達障害児をもつ保護者との効果的な 
     連携方法の検討(１)－保護者と教師のニーズがほぼ一致している 
     場合－ 
 
  １．はじめに 
研究 1-1 では、行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師のニーズがほぼ一致して
いる代表的な事例として取り上げた。研究 1-1 における教師と保護者の連携方法は、教師
が保護者に後述する対象児 A に対する指導・支援の結果を含めた学校での様子を連絡帳や
電話で伝え、学期に 1 度開催される懇談会では個別の指導計画を提示して協議が持たれる
ものであった。これは、学校で教師が日常的に無理なく行える連携方法と考えられた。ま
た、A は学校と家庭の両場面でほぼ同様の行動問題が生起したため、学校では、A に対し
て指導・支援を実施し、行動問題の改善や適応行動が見られた場合、随時、保護者にその
様子を連絡帳や電話で伝えた。しかし、学校での取組を家庭で実施する要請はしなかった。
これは、母親が A 以外の弟への対応に時間を要し、父親も仕事の都合で不在になることが
あったためであった。 
 支援開始前の A は、教師からの問いかけにエコラリアを示したり、全く応答がなかった
りすることが多く、バス乗降や排泄に時間を要することもしばしばあり、学校生活への参
加を苦手としていた。家庭でも 1 つのことにこだわると、次の行動までに相当な時間を要
することがあり、その場合は声かけで次の行動を促すことが多かった。  
 このような行動を示す A に対して、適切な行動が自発するまで「待つ」(佐々木，1998)
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対応をし、要求があったら即時的に充足(奥田・井上，1999)することにより、A のかかわ
り行動を増加させることができると考えられる。さらに平澤・藤原(2002)、Rispoli, Lang, 
Neely, Camargo, Hutchins, Dauvenport, and Goodwyn (2013) は選択機会の設定によっ
て、行動問題の減少と課題遂行意欲の向上が示されたという考察をしており、意思表示が
しにくい A にも選択機会を与えることで、行動問題が低減し相対的に意思表示がしやすく
なると考えられる。選択機会を与えることに加えて、支援者から提案し A の要求を認める
ことも重要であると考えられる。 
 したがって、これらのことから支援者がAに問いかけたり提案したりすることに対して、
A に「する」「しない」を自分で選択させ、支援者は A の選択した行動が出現するまで待
ち、その通りに対応することで A の意思を表現する場面が増加し、行動問題が低減するの
ではないかと考えた。本研究では、このように支援者から問いかけたり提案したりして、
A に選択する機会を与え、その選択した行動が出るまで待つ対応を「意思を尊重した支援」
と定義した。 
 ところで、門田・柳沢・平澤(2003)は行動問題における問題の所在は、その行動を起こ
している人ではなく周囲の人との関わりの中にあり、問題解決に向けてその人だけではな
く周囲の人が共に挑戦すべきであると述べている。さらに下山・園山(2005)は、本人と環
境の双方向によるアプローチが重要であると主張している。その具体例として、黒木・納
富(2005)は、服濡らし、放尿の行動問題を示す知的障害者に対して、本人へのアプローチ
として濡らした衣服を着替えられるように衣装ケースの提示を行い、環境へのアプローチ
としてスケジュールの調整、好み・特性を生かした療育の導入を行った結果、行動問題は
改善し 1 年半維持された事例を報告している。 
 以上のことから、知的障害を伴う自閉症児に対して、本人の意思を尊重して本人と環境
へアプローチする方針で実践に望むことが有効と考えられる。そこで本研究では、保護者
と教師のニーズがほぼ一致した事例を取り上げ、学校で日常的に行っている連携方法、す
なわち、保護者に対しては連絡帳、電話、定期的な懇談会、対象児に対しては実態把握に
基づいた指導・支援(本研究では、意思を尊重した支援)の展開により、保護者と教師の効
果的な連携が可能かを検討することを目的とした。 
  ２．方法 
（１）対象 
 対象は、特別支援学校の中学部 2 年生に在籍し、知的障害を伴う自閉的傾向がある男子
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生徒 A とその保護者であった。A は、学校生活全般にわたって活動に参加することが困難
であった。療育手帳は A1 級であった。また、A の家族は父親、母親、弟 2 人、祖父母の
7 人であった。平日の朝は母親に促されて起きることが多かった。帰宅後や休日は、母親
と家の中で過ごすことが多かった。母親は明るく父親は優しい性格で、両親とも学校から
依頼があれば協力的に応じていた。 
 １）対象児の検査結果：遠城寺式乳幼児分析的発達検査(小学部 5 年生 12 月実施)は、
手の運動 3 歳 10 ケ月、基本的習慣 4 歳 2 ケ月、対人関係 0 歳 10 ケ月～0 歳 11 ケ月、発
語 1 歳 9 ケ月～1 歳 10 ケ月、言語理解 1 歳 5 ケ月であった。 
 ２）対象児のこれまでの学校生活の状況：中学部 1 年の頃は、こだわりに対して本人
が納得するまで次の行動に移れなかった。人の多い所にはあまり行きたがらなかった。い
ろいろな物の音を聞くのが好きであった。まれにバスの乗降車に時間を要する時があった
(小学部の頃からバスの乗降にも時間を要したことを、以前に担任した教師から聴取した)。
1、2 学期はコミュニケーションカードと言葉による指示で動くことができた。しかし、3
学期頃よりこだわりが強くなって活動に参加できにくく、2 学期以降は行事にも活動が滞
る場面が見られるようになってきていた。 
 本指導・支援が開始される直前の中学部 2 年当初は、学校生活全般に支障が生じるよう
になってきた。①活動の切り替え：場面の切り替わりが特に苦手で、1 つ 1 つの活動に区
切りをつけることは難しかった。もともと日常生活は一人でできることが多いが、何かに
こだわり出すとできなくなった。一旦 1 つの活動を行うと、その活動に終わりをつけるの
が苦手で、次の活動になかなか移れないという課題があった。②意思表示・やりとり：教
師から声をかけられると「おはよう」「はい」などと返事をし、課題をする時は「プリン
ト」とか「国語する」(2 語文)などと言い、排尿の前には「おちっこ」と言うことがあった。
また、③バス降車、④バス乗車、⑤排尿では相当な時間を要したり抵抗を示したりするこ
とがあった。さらに排便後は自分ではまだ拭けないので、教師が拭くようにしていた。ク
ーピーで絵を描いたり、ペットボトルのおもちゃ(ペットボトルに水、ビーズをたくさん入
れてあるもの)で遊んだりするのが好きであった。 
（２）支援期間・支援場所・支援者 
 指導・支援期間は A が中学部 2 年生の時で、200X 年 4 月 10 日～200X＋1 年 3 月 22
日までの 1 年間であった。指導・支援及び観察の場所は、特別支援学校であった。ベース
ライン(以下、BL とする)は 4 月 10 日～4 月 20 日であった。指導・支援期間は、5 期(1 期：
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4 月 21 日～5 月 31 日、2 期：6 月 2 日～7 月 20 日、3 期：9 月 1 日～10 月 20 日、4 期：
10 月 23 日～12 月 22 日、5 期：1 月 9 日～3 月 22 日)であった。支援者は中学部の教師で
A の学級を担当する教師 4 名で、A の様子を行動観察しながら実態の変化に応じて協議を
行った。著者は 200X 年度、A の所属学級の副担任で、A の自立活動の時間における指導
を担当し、それ以外にも日常生活の指導、生活単元学習の時間など A に関わる時間が多か
った。ある指導・支援を行った結果、十分な変容が見られず、別の行動問題が見られるよ
うになった時も別途、会議を開いた結果、支援期間が上記の期間となった。 
 （３）教師と保護者のニーズ 
 保護者は、家庭でのニーズとして、「活動の切り替えに時間を要すること」「排尿を漏
らすこと」「意思表示が不十分であること」などを持っているようであった。教師のニー
ズは、学校での様子から、後述する「活動の切り替えが困難」「意思表示、やりとりが困
難」「バスの乗降車に時間を要すること」「排尿を漏らすこと」であった。このように、
学校でも家庭でも同様な行動問題を示しており、教師と保護者のニーズはそれぞれが挙げ
た行動問題を低減することであった。 
（４）保護者との連携方法 
 Table 4-1 に、保護者との連携の内容を示した。おもに学級担任が、後述する A に対す
る指導・支援手続きの結果を含めた学校生活の様子を連絡帳や電話で伝え、余裕があれば
家庭での様子を連絡帳に書いてもらっていた。研究 1-1 が行われた特別支援学校における
懇談会は年度初め(4 月)、1 学期末(7 月)、2 学期末(12 月)、3 学期末(3 月)の合計 4 回実施
された。また、それ以外に体育大会(9 月)や学校祭(11 月)で保護者が学校を訪問することが
あった。各学期末には、学級担任が保護者に「個別の指導計画」「個別の教育支援計画」
を提示して、学校での様子を説明した。家庭訪問について、支援 2 期に A が昼夜逆転の生
活をすることが多くなり、A が登校の意思表示をしても、保護者は仕事の関係上、学校ま
で送ってくることが困難であった。そのため、A に登校の意思表示があり、保護者が A を
学校まで送ることが難しい場合に限って、登校時間帯に教師が家庭訪問を行い、A の登校
を促した(3 期以降では、母親が自動車免許を取得したため、上記の問題は解消した)。 
「個別の指導計画」は、A の実態把握図、中心課題や指導内容などから構成された。実
態把握図とは、どのように A の実態を把握したかを示す図で、行動問題の関係性がわかる
ように示されたものであった。また中心課題は、A の実態把握から導かれた 1 年間で達成
可能な目標を示し、さらには、それに基づいた自立活動の時間における指導目標や指導内 
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容が記述された。 
 「個別の教育支援計画」には、基本情報(住所、家族構成など)、A・保護者の願い、医療・
福祉・労働など関係機関との連携(A が具体的に利用しているサービス)、各学年における
生活や学習に関する評価の概要などが記述された。 
 （５）指導・支援仮説及び指導・支援方針 
全くバスに乗降車する気配がなく数名の教師により強制されて乗降車したり、尿を漏ら
したり、1 つの活動を終えるまでに相当な時間を要したり、行動問題が頻繁に見られるよ
うになってきたので、学級で指導・支援仮説を立てた。①掲示してあるカードは、今は見
通しを持たせるものではなく、指示になっているのではないか。②わかってはいるけれど、
なかなか体を動かすことができないのではないか。③同じことを繰り返し言われれば言わ
れるほど、できないのではないか。④A の「したい」「したくない」の意思を尊重せずに、
時間割に沿うように声をかけることでやらなければならないという気持ちが強くなって、
したくないけれども、しなければならないと感じるのではないかと考えた。 
提示頻度 具体内容
ツール
連絡帳 毎日
・Ａの適応行動や行動問題に関する状況を記述した
（例：〇限目の〇〇の授業では，教師とモップがけ
を行うことができました）
電話 随時
・欠席が続いたときに，家庭での様子を聞いた
・行事等に必要な持ち物などの確認を行うととも
に，学校での様子を伝えた
個別の指導計画 学期に１度
・実態把握図や自立活動の時間における指導の目標
などを提示して，実態の捉え方の説明を行ったり，
学期におけるＡの行動変容について説明したりした
・家庭でのＡの様子を聴取した
個別の教育支援計画 学期に１度
・将来のＡへの願いを聴取した
・前年度からの変更点などを聴取した
場
家庭訪問 随時
・Ａに登校の意思のある場合，家庭訪問を行い登校
を促した
懇談会など 年６回
・「個別の指導計画」「個別の教育支援計画」及び
通知票を提示して説明を行った（定期懇談会）
・普段取り組んでいる授業の様子を参観してもら
い，取り組みの情報交換を行った（体育大会，学校
祭）
連携時に用いられたツールや場
Table 4-1　Aに関する連携方法の内容　
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 そこで、次の 2 点を基本的な指導・支援方針とした。 
①本人の意思を尊重する。すなわち、教師が A に問いかけたり、提案したりして、A に
選択する機会を与え、その選択した行動が出るまで待って対応する。 
 ②教育課程を工夫し(坂本，2002 を参考)、興味の持てそうな内容に自分から参加できる
ようにして、できる場面を増やしていく。 
（６）指導・支援目標 
 指導・支援方針①より、A が「する」「しない」の意思表示ができれば、教師は A の意
思を理解し、それがバス乗降車、排尿時の意思にもつながり、結果的にバス乗降車、排尿
に要する時間が短縮され、行動問題が低減していくと考えた。また支援方針②より、興味
の持てる活動を遂行することにより、興味の持ちにくい活動が提案されても「しない」が
表出されるようになり、これまでのように提示された活動は絶対にしなければならないと 
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いう思いが減少し、自発性が出ていくと考え、活動の目標を「自分のしたい、したくない
気持ちを教師に伝えたり、興味のある活動には自分から参加したりする」とした。 
 （７）支援手続き 
１）教室場面の設定：A の教室の配置は、Fig. 4-1 のようであった。A は登校後、カ
バンをロッカーに片付け、課題遂行時、椅子だけを持って X へ移動した。また、おやつを
食べたりコーヒーを飲んだりする時は長テーブル Y へ移動した。さらに、ウォーキング、
掃除(モップがけ)は教室前廊下を何周かした。A が自分の席に座っている時、教師は A の
近くにいて、X、Y まで移動した時、教師は○か×の所に座った。A が中学部 1 年の時と
教室は変わらず、もともと課題遂行時は椅子を持って X へ移動していた。               
  ２）指導・支援手続き：BL 期：200X－1 年度の A の様子を参考にした行動観察(4 月
10 日～4 月 20 日)：①A が教室に入ってからスケジュールボードを提示し、決められた(週
時程に基づいた)課題をこなせるように声をかけた。スケジュールボードは、長方形の厚紙
に挨拶、着替え、トレーニングなどの絵や写真を載せた複数枚のカード(大きさ 1 辺約 5cm)
を課題の順番にクリップで止めたものをいう。②1 つの課題が終わるとカードを裏返し、
次の活動に取り組むように声かけで促した。1 枚のスケジュールボードにあるカードがす
べて裏返されると、次のスケジュールボードの課題をこなすように声をかけた。声をかけ
ても活動が進まない場合は、A が取り組むまで何度も声かけを行った。 
 支援 1 期：教育課程の工夫、意思を尊重した支援(4 月 21 日～5 月 31 日)：BL 期のスケ
ジュールボードは提示しなかった。①A の登校後、教師が従来の授業には参加しなくて良
いことを口頭で伝えた。ただし、バスの乗降車時のように必要な活動ては口頭で何度も促
すようにした。②A から発語があったり行動したりした時は、教師は A が選択した活動を
A と行った。5～10 分程度待っても反応が見られない時は、教師から「～しますか」と口
頭で提案や声かけを行った。反応が見られた時は A が選択した活動を行い、反応がない時
は再度、教師から「～しますか」と口頭で提案や声かけを行った。  
支援 2 期：選択活動(6 月 1 日～7 月 20 日)：①支援 1 期の①と同じであった。②教師が
活動カードをボード(大きさ 20cm×30cm)に 10 種類程度貼った。ここで、活動カード(大き
さ 4.5cm×4.5cm)とはプリント、ビーズ、貼り絵、ホットケーキ、チョコレートなど A の
興味の持てそうな内容のものを 30 種類程度取り上げ絵、写真、文字をつけたものを指す。
A にボードを提示して、自分のしたいことを選ばせた。③A から発語があったり活動カー
ドへの指さしがあったりした時には、教師は A が選択した活動を A と行った。5～10 分程
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度待っても反応が見られない時は、教師から「～しますか」と口頭で提案や声かけを行っ
た。反応がみられた時は A が選択した活動を行い、反応がない時は再度、教師から「～し
ますか」と口頭で提案や声かけを行った。 
 支援 3 期：トークンシステムの導入(9 月 1 日～10 月 20 日)：A の机上に「□□□おや
つ」と書いたプリントを提示した。活動カードから選択し、1 つの課題が終わったら□に
シールを貼らせた。これを 3 回繰り返し、3 つシールが貼られたら、教師が「3 つ課題が
できたからおやつですよ」と言い A の好きなおやつを 3 種類用意し、その中から 1 つ選ば
せた。これを 2～4 回程度繰り返し、学校行事のある前には、練習などがあることを口頭
で伝え参加することを提案し、参加すると意思表示のある時は、活動場所まで移動し、参
加しないと意思表示した時は再び活動カードを繰り返した。それら以外は支援 2 期と同様
であった。 
 支援 4 期：余暇活動(10 月 23 日～12 月 22 日)：活動カードに余暇(コーヒーを入れて飲
む、ビデオを観る、買い物をするなど)につながる活動を付け加えた。A が自分で選択した
活動に取り組めない時は、教師が「したくないなら別の活動をしても良い」ことを口頭で
伝え、別の課題を選ばせた。それら以外は、支援 2 期と同様であった。 
 支援 5 期：体を動かす活動、飲み物の代金の提示(1 月 9 日～3 月 22 日)：支援 4 期の活
動カードにウォーキング、掃除(モップがけ)、ゴミ捨て、腹筋など体を動かす内容のもの
を加えて、A に活動カードの中から課題を選択させた。また、掃除やゴミ捨てができた時
は「がんばったので、お金を渡します」と伝えて、飲み物の代金を渡すようにした。それ
ら以外は、支援 2 期と同様であった。 
 （８）記録方法とデータの整理 
 記録方法は、4 月 10 日～6 月 23 日までは著者が学校で観察した様子をエピソードとし
て記述した。それ以降は毎時間の行動の記録をAに関わる教師が記録用紙(A4用紙に日付、
天候、登校後から下校までの教師の関わり方、A の様子を記述できるようにした)に詳しく
記載した。活動は、授業場面を取り上げ、①場面の切り替えができたか、②自分の言葉で
意思表示ができたかを記述した。また 4 月当初は、学校生活全般に渡って活動に参加する
ことに困難を示していたため、記録をもとに、③バス降車、④バス乗車、⑤排尿の各項目
を次のように分類した。バスの乗降車について、登校時はバスが学校に着いてから降りる
までの時間、下校時は玄関からバスに乗車するまでの時間を「0～10 分」「11 分～20 分」
「それよりかかったか降りない場合は教師が乗降車させる」の 3 つに分けて記録した。 
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      　支援期 ①活動の切り替え ②意思表示、やりとり ③バス降車 ④バス乗車 ⑤排尿
BL 期   ： 4/10～ 4/20 ・終われず，次の活動に
移せないことがしばしば
あった．
・エコラリア
・したくなくても「する」と
いうことがあった．
・強制的に降車させられ
た．
・強制的に乗車させられ
た．
・漏らした．
・相当な時間を要した．
支援１期： 4/21～ 5/31 ・着替えまでは止まらず
できた．
・一日中，玄関で過ごす
ことがあった．
・課題遂行の意思表示
をして遂行した．
・課題が終わらず強制
的に乗車させられた．
支援２期： 6/ 2 ～ 7/20 ・課題を選択して，遂行
した．
・教師の交代時，相当な
時間を要した．
・「しない」「する」の両
方の意思表示があり，遂
行しなかった．
・声かけ，促しで降車し
た．
・短時間で漏らさず排尿
した．
支援３期： 9/ 1～10/20 ・何度もやり直した．
・つばこすりが目立っ
た．
・「する」の意思表示をし
て，遂行できた．
・強制的に降車させられ
た（９月末まで）．
・タイミングで降車した
（10月以降）．
・短時間で乗車，乗車し
てから靴を履き替えた．
支援４期：10/23～12/22 ・買い物，コーヒーを入
れて飲むなど余暇活動
に参加，学校祭に参加
した．
・「コーヒー」「おたとう」
などの言葉による要求
が増加した．
・したいとき「する」，した
くないとき「いや」「しな
い」の意思表示があっ
た．
支援５期： 1/ 9～ 3/22 ・提案された活動に積
極的に取り組んだ．
・教師と言葉のやりとり
が増加した．
Table 4-2　支援した活動の変化
時期＼時間 ０～10分
（％）
11～20分
（％）
それよりか
かった（％）
総数
BL期 25 0 75 4
支援１期 40 0 60 10
支援２期 78.6 7.1 14.3 14
支援３期 51.9 7.4 40.7 27
支援４期 89.3 3.6 7.1 28
支援５期 79.2 20.8 0 24
各期の日数は，保護者が送る，欠席などの理由から総数が
異なった．
Table 4-3　バス降車の各支援期の結果
時期＼時間 ０～10分
（％）
11～20分
（％）
それよりか
かった（％）
総数
BL期 0 0 100 4
支援１期 58.3 8.3 33.3 12
支援２期 61.1 16.7 22.2 18
支援３期 65.4 7.7 26.9 26
支援４期 100 0 0 37
支援５期 88.1 4.8 7.1 42
各期の日数は，保護者が迎えに来る，欠席などの理由から
総数が異なった．
Table 4-4　バス乗車の各支援期の結果
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排尿について、A が「おしっこ」と言ってから排尿するまでの時間を「0～10 分」「11 分
～20 分」「それよりかかった」「漏らした」の 4 つに分けて記録した。  
 ３．結果 
 各期の概要を Table 4-2 に示し、バス降車、バス乗車、排尿の各支援期の結果は、それ 
ぞれ Table 4-3、Table 4-4、Table 4-5 に示した。Table 4-3 において、例えば BL の総数
4 とは BL の期間中に 4 回のバス降車があり、「0～10 分」が 1 回、「11～20 分」が 0 回、
「それよりかかった」が 3 回あったことを示し、他の支援や Table 4-4、Table 4-5 も同様
である。Table 4-6 に保護者との連携内容を示した。 
 （１）BL期 
１）A の結果：200X－1 年度の A の様子を参考にした行動観察を行った。①活動の切
り替え：生活単元学習の時間には、活動に参加できる時もあった。作業の時間は、終わる
時間が来ても終われず、いつまでも鍋敷きに使う材料を持ったまま、長時間放せなかった。
あと 1 つひもにビーズを通せば活動が終わりだったが、活動を終われないことがあった。
ペットボトルの活動など、活動が始まると終わることができず、次の活動に移せないこと
がしばしばあった。②意思表示・やりとり：数分後にはバスに乗車することを伝えても「す
る」とは言うものの終われない状況だったので、作業室から数名の教師が、抵抗して力を
入れる A を生徒玄関まで引きずって乗車させることがあった。③バス降車：登校時、数名
の教師でバスより降ろした。その後、玄関で靴を脱げず、1 日活動には参加せずに終わっ
た(4/11)。④バス乗車：バスには教師 4 人で抱えて乗せた。一人で乗降できなかったので、
教師が数名がかりで強制的に乗降車させた(4/17 以外)。⑤排尿：自分から「おしっこ」と
言ってトイレに行ったが、中に入ってもすぐにはせずズボンが濡れていた。しばらくして
からズボンを下げ便器に排尿した。その後もズボンを上げるのに時間がかかった(4/12)。 
時期＼時間
０～10分
（％）
11～20分
（％）
それよりか
かった（％）
漏らした
（％）
総数
BL期 20 20 0 60 5
支援１期 37.5 0 12.5 50 8
支援２期 86.7 13.3 0 0 15
支援３期 81.8 18.2 0 0 22
支援４期 100 0 0 0 24
支援５期 97.5 0 2.5 0 40
Table 4-5　排尿の各支援期の結果
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登校後、玄関から中に入らず漏らした(4/20)。 
   ２）保護者との連携内容：電話などで、家庭でも学校と同様に漏らすことがあったと
の報告を受けた。また、1 つの活動から活動への移行時に滞ることがあった。 
 （２）支援 1期 
１）A の結果：教育課程の工夫を行い、意思を尊重した支援を開始した。①場面の切
り替え：一日中生徒玄関で過ごす日も見られた。登校後、着替えまで途中で止まらずにで
きることが 6 回あった。全校集会には参加せず、教室でペットボトルのおもちゃで遊ぶこ
ともあった。教師の手を引っ張って、ぐるぐる回る行動が見られた。②意思表示・やりと
り：着替えの後、「数学する」と自分から言ってプリント学習をした時もあった。健康観
察で「元気」と答えることもあった。③バス降車：登校時、時間が経っても動かないため、
教師が数名がかりでバスから降ろすことが多かった。④バス乗車：ビーズの色分けやパズ
ルの課題(その日の最後の課題)をしたが、最後の 1 個を置けずに下校時刻が来て、教師が
数名で対応する日があった。「バス乗ります」と何度も促すと、教室からゆっくりと階段
おもな連携方法
BL期 4/10-4/20 電話，連絡帳，懇談会 ・ 家庭でも，突然動けなくなり，漏らすことがあった
支援１期 4/21-5/31
電話，連絡帳，保護者による送迎時での会
話
・ 家庭では，昼夜逆転の生活が続いていた
支援２期 6/2-7/20 電話，連絡帳，家庭訪問，懇談会 ・
Aが登校の意思表示があっても保護者の仕事の関係で，
Aが登校できないことがあった
・
Aに登校の意思が確認された時，教師は家庭訪問を行
い，保護者と協力してAの登校を促した
支援３期 9/1-10/20 電話，連絡帳，体育大会時の参観 ・ Aが体調を崩して，欠席することがあった
支援４期 10/23-12/22
電話，連絡帳，保護者による送迎時での会
話，学校祭時の参観，懇談会
・
学校でコーヒーを飲む機会が増えたことに伴い，家庭で
は不眠が増加した
・ 家庭での要求言語が増加した
・ 買い物機会が増加した
支援５期 1/9-3/22 電話，連絡帳，懇談会 ・ 言葉によるやりとりの増加した
・
次年度も同じ支援方針で継続してほしいとの要望があっ
た
Table 4-6 　保護者との各期における連携内容
支援期 Aの様子及び保護者のニーズ
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を下りて玄関まで行くが、そこで止まり玄関周辺をぐるぐる回ることもあった。乗車時、
両手に一人ずつ教師と手を強くつないでバスに乗車することがあった。⑤排尿：「おしっ
こ」と言い出してする素振りがあっても、トイレまでは行けずに漏らすこともあった。 
２）保護者との連携内容：電話でのやりとりでは、5 月に入ってから A は昼夜逆転の
生活をしていることが明らかになった。そのため、5 月は、A はバスには乗車できず、父
親が乗車させて登校したり、欠席したりすることがあった。また、BL 期と同様、家庭で
も学校と同様に漏らすことがあったとの報告を受けた。 
 （３）支援 2期 
  １）A の結果：選択活動を行った。①場面の切り替え：登校後、靴を履き替え、着替
え、朝の会にも参加し、プリント、ビーズ、貼り絵、ホットケーキづくり、なべしきなど
の課題を合わせて 1 日 10 個以上行うことができたのは 8 回あった。１つの課題は 5 分～
10 分程度でできた。一方、靴を上履きに履き替えた後、下駄箱で長時間寝そべったり、ベ
ンチに座ったりすることもあった。授業の担当者が入れ替わる時、交代するのに相当な時
間を要し、交代した後で教師を追いかけてきた時もあった。②意思表示・やりとり：自分
から「マッチング」と言ってプリント学習をした。「プールはどうしますか」と尋ねると、
「いや」「行く」と両方を答え、「しますか。しませんか」と尋ねると「どっち」と答え
る時もあった。③バス降車：１学期の終わりまでは「降りるよ」などの声かけをしたり促
したりすると、自分から降りられる日が多かった。 
  ２）保護者との連携内容：連絡帳に、「ビーズやなべしきの作業を頑張って取り組ん
でいること」を報告すると、保護者からは「とても嬉しい」などの感想があった。6 月に
入ると、昼夜逆転の状況はさらに増えた。父親の仕事は天候に左右されるため、晴天の場
合には朝、A を乗車させることはできないことが報告された。校長、保護者と協議を行い、
A に登校の意思があるのに保護者の都合で欠席しなければならないのは、教育上問題があ
ると判断された。そこで、A に登校の意思表示があるがバス乗車時刻に間に合わない状況
で、保護者の送りが無理な場合に限って、教師が朝、家庭訪問を行って登校を促し、教師
が所有する車に乗せることが決定された。教師は、全部で 3 回の家庭訪問を実施した。訪
問時は 2 名の教師が同行し、1 名が運転し、1 名が A の横に座った。家庭訪問時、母親が
A に「トイレ行くよ」など何度か声かけをすると、それに応じた行動が生起した。登校準
備ができた後に、教師が A に声をかけ乗車させることができた。 
 （４）支援 3期 
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  １）A の結果：トークンシステムを導入した。①場面の切り替え：朝の会後、体育館
に移動して始業式に参加したが、式後もその場に座り込んでしばらくは動こうとしなかっ
た。下校直前になると、玄関まで走った。登校後、長時間玄関周辺で過ごすことがあった。
またビーズやはさみにこだわり、最後の課題が終わらない時もあった。登校後、ロッカー
の戸を閉められず、ものに当たる様子が見られた。その日は朝着替えの途中で止まり、下
校直前まで着替え途中のままだった(9/20、9/22）。9 月下旬から机上、黒板、窓、床など
を、指につばをつけて長時間こする姿が目立った。また、プリントなどの活動に取り組ん
でいる途中で動きが止まり、何度もやり直しをすることも見られた。秋季遠足は、全くつ
ばでこすりが見られず、バターづくり、パンの試食などができた。続けてスムーズに活動
できることが多かった(10/16～10/20)。この時期、自分で活動を選んでも、それをしない
ことが目立つようになった。②意思表示・やりとり：自分で選んだ課題を終えると、「(で
き)ました」と言うことがあった。「次はどうしますか」と尋ねると、「する」と答えてま
た別の課題を選び、次の活動をする場面があった。3 つシールが貯まったらおやつを選ん
で食べたが、9 月下旬からはおやつを選んでも食べないことがあった。体育大会の練習に
も参加できる日があった。③バス降車：9 月下旬までは教師が挨拶をすると「おはよう」
とは言うが降車せず、教師 3～4 名で引っ張って降ろすことがしばしばあった。到着後、
誰かが乗っている間は人のいる方を見ることが多く、その後は全員が降りた直後に自分か
ら降り、まだ数名残っていても自分から降りる日が多かった(10/5 以降)。④バス乗車：A
が座席に座ったのを確認してから、教師が「靴替えます」と声をかけると「靴」と言って
片方ずつ替えることができた。また、早めに玄関で帰りのバスを待ち、待つ時間が長すぎ
ると逆に動きが止まり、教師が乗車させる日もまれにあった。 
  ２）保護者との連携内容：体育大会の日は母親が参観し、最近、A が風邪をひいて体
調が悪いとの報告を受けた。そのため、大玉送りに参加した後は、母親と一緒に過ごして
教室で休むことになった。A が休んでいる間は、母親に学校での取り組みの状況(支援 3 期
の A の結果)などについての報告を行った。 
 （５）支援 4期 
  １）A の結果：余暇活動を行った。①場面の切り替え：買い物学習では、出かける時
は教師の車にすばやく乗り、店に着くとすぐに降りて A の好きな麦チョコなどを自分で選
択できた。千円札をレジで出すように言うと、店員に渡しておつりと商品を受け取ること
ができた。教室に戻ると、「食べる」と言って袋を開けて食べた。また、その後の教師が
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提案する活動にも積極的に参加できた。11 月下旬の学校祭に向けた体操の練習を教師と 2
人で行うことができた。その時に流れる曲のフレーズを覚えて、笑いながらいろいろな場
面で口ずさんでいた。一方で全校児童生徒が体育館で学校祭の練習時、体育館入り口まで
は行けるが、中まではなかなか入れなかった。②意思表示・やりとり：教師が「コーヒー
飲みますか」と尋ねると「はい、コーヒー」と言い、自分から「コーヒー」と言って要求
する場面が多く見られた。慣れてくると、自分でポットに水を入れてから、インスタント
コーヒーの粉をコップに入れた。「おたとう」(砂糖)、「クリープ」、「お湯」などと言
って、要求することがほぼ毎日あった。また自分から「国語する」「プリント」「数字書
く」「マッチングする」「おやつ」「せんべい」などと要求し、実際その通りにそれぞれ
を遂行できた。また、教師が「本を読むのをおしまいにしますか」と尋ねると A は「読む」
と言ったので、「ももたろうは」と聞くと「いや」と答え、「おむすびころりんは」と聞
くと「する」と答え、教師が読み聞かせをするとその話を聞いていた(12/20)。③バス降車：
11 月以降は、車いす用のリフトの扉が閉まった直後に降りることが急激に増えた。バス降
車後は、バスが車庫に入る様子や保護者が乗る車を、しばらく眺める様子が伺えた。 
２）保護者との連携内容：遅刻して保護者が送ってくる際に、上記の支援 4 期の A の
結果にあるように、コーヒーを自分で入れて飲むようになった結果、帰宅後の夜、A は寝
つきが悪くなったことが報告された。このため、これ以降はコーヒーを飲む機会を制限し
た。学校祭当日は保護者が声を何度もかけた後、教室から体育館へ動き出し自分の出番が
来ると、母親と手をつないでステージに上がり、練習の成果を十分に発揮できた。2 学期
の懇談会では、母親より次のようなことを聴取した。朝ご飯の時、以前はあまり話さなか
ったが、自分から食べたいものを言うことが増えた。また、休日 A がテレビを観ていて、
画面を見ながら「(ラーメン)おいしそうね」と母親に話しかける様子が見られた。また、
買い物にも好んで一緒に出かける回数が増えた。以前、家庭で買い物に行っても A は行く
のを嫌がっていたが、この時期から喜んで母親たちと一緒に行く機会が増えたという報告
を受けた。 
 （６）支援 5期 
  １）A の結果：体を動かす活動、飲み物の代金の提示を行った。①場面の切り替え：
3 学期が始まって最初の 2 週間近くはウォーキング、廊下のモップがけ、ゴミ捨てなど体
を動かす活動を教師から提案されると、「する」と言って取り組んだ。廊下を一生懸命に
10 周近く歩いたり、教室にあるゴミを集め、ゴミ袋にまとめる作業をしたりした。一方、
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同じような活動を教師から提案されてもウォーキング途中で長時間止まり、つばこすりを
する日もあった(1/23 以降)。しかし 2 学期に見られた 1 日中教室に入らず、ベンチに座っ
てつばこすりをする行動は見られなかった。3 学期初めは、教師が提案する活動を受け入
れていくつか続けて行うことができた。これは 2 学期の初めの時も同様であった。1 週間
ほど経った後は、それまで行っていた活動を遂行することが十分できなかった。②意思表
示・やりとり：一緒に歩きながら「まだ歩きますか」と尋ねると、「はい」と返事をして
そのまま歩いたり、教室近くに来ると「いやの」と教師の顔を覗いたりすることがあった。
その際、教師に「はい、じゃ終わりにしましょう」と告げられると、そのまま教室に入っ
た。モップがけやゴミ捨てができた時には「しっかりできましたね」「しっかりできたの
でお金を渡します」「これでジュースを買いに行きましょう」と伝えた。「はい、ジュー
ス」と答えて、そのまま自動販売機のあるところまで歩いて買いに行ける時もあった。ま
た支援 4 期の時と同様に、「コーヒー」「プリント」「チョコレート」「読む」などと言
って要求することがあった。要求に加え、次のように教師とのやりとりが増えた。教師が
「音楽は」と聞くと、A は「いや」「プリントするの」と言ったが、時間がなくてできな
いことを伝えると A は「本読むの」と要求した(1/15)。教師が「美術室に行きますか」と
尋ねると、A は「いや」と言ったが、「中に入らなくて良い」と伝えると「はい」と言っ
て美術室前まで移動できた(2/1)。教師が「掃除をしますか」と尋ねると A は「いや」と答
え、「勉強は」と尋ねると「する、プリント」と答えプリント学習を行った(2/21)。④バ
ス乗車：最後の課題が終わるとゆっくりと玄関へ向かう日や走って玄関まで行く日があっ
た。玄関でいつまでも止まっていることはなく、そのままバスに向かって乗車できること
が多くなった。⑤排尿：排尿までに 20 分程度時間を要する時が 1 度だけあったが、それ
以外は全く問題なく、「おしっこ」と言った後はすぐにトイレで排尿できた。 
  ２）保護者との連携内容：学年末の母親との懇談会では「今年度のような支援方針で
来年度も行ってほしい」「4 月当初に比べて、随分と言葉のやりとりができるようになっ
てきた」など涙ながらに話していた。また、普段は学校のことをあまり話さない父親から
も後日、母親と同様な内容の電話があった。 
４．考察 
 学校生活全般に参加することが困難な知的障害を伴う自閉的傾向のあるAの保護者との
連携方法は、おもに指導・支援の結果などを含めた学校の様子を連絡帳、電話や定期懇談
会で伝えることであった。A は 4 月当初、活動遂行、バス乗降車、排尿など様々な場面に
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おいて滞る行動が見られ、1 つの活動を終えて次に移すまでに相当な時間を要したが、A
の意思を尊重し、A と環境にアプローチをした結果、言葉による意思表示や要求、教師と
のやりとり、興味を示す活動が増え、バス乗降車、排尿などの行動問題が低減した。さら
に、保護者からは指導・支援手続きに対する肯定的な評価が得られた。 
（１）Aの行動問題と支援手続きの関係 
 BL 期では、一度活動を開始すると、すぐにそれを終えることができなかった。支援 1
期では着替えまではできる日が増えたが、何度も同じ行動を繰り返す様子が見られた。支
援 2 期では、選択した活動を遂行する様子が見られたが、選択した活動に対して「する」
と言いながらも活動が進まなかった。支援 3 期では、自分で課題を選択してスムーズに活
動に取り組む様子が見られた一方で、選択しても長時間つばこすりをする日もあった。支
援 4 期では、自分からコーヒーや砂糖などを言葉で要求する行動が目立った。買い物学習
では、自分の好きな食べ物を選び、教室に戻るとすぐに食べる様子が見られた。また、家
庭でも保護者に言葉で自分の思いを伝え、以前は嫌がっていた買い物に喜んで出かけるよ
うになったことなどから、自分の思いを相手に伝えることや興味を持つ活動が増えた。支
援 5 期では、教師から提案される事柄に対して「はい」「いや」をはっきりと言う場面が
増加してきた。家庭においても、学校での様子と同様に言葉でのやりとりができるように
なったという評価があった。 
 支援開始前、支援開始直後は、教師から活動を提案されると、したくないことでも「す
る」と言うことが多く、次の活動に移るまでに相当な時間を要していたが、支援 4 期以降、
自分から欲しいものやしたいことを言葉で要求し、意思表示を言葉ではっきり伝えること
が増加した。支援 5 期では教師とのやりとりが増加した。 
 支援 2 期以降は選択機会を設け、基本的な支援手続きは大きな変更はなく、選択肢を拡
大させたことにより、A が選択の意味を理解し、意思表示につながったと推察される。ま
た、もう 1 つの要因として、教師が A 児の興味の持てる活動を提示し、A から要求があっ
た時に即時に満たすことで(奥田・井上，1999)、要求が増えたとも考えられる。支援 3 期
では、おやつに対して飽食が考えられたが、支援 4、5 期のコーヒー、買い物学習、掃除
などはいくつかの工程を経ることによって、ほしいものが入手できるという共通点があっ
た。家庭において何でも自分でやろうとする行動が増えたという報告から、単に選択する
のではなく、選択したものを実際に自分で遂行することに興味を示すようになってきたの
かも知れない。坂本(2002)、黒木・納富(2005)の事例のように興味のある活動を取り入れ
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ることが有効であったと同時にどのようなものが強化子になるか、また、興味を示すかを
十分吟味しなければならないだろう。 
 さらに、A がつばこすりをして、すぐに動けない時、教育課程に沿った活動をさせるの
ではなく、「待つ」対応をして A のペースで対応できた、すなわち、従来の教育課程を工
夫したことも有効であった。実際、支援 4 期以降は、興味の持てる活動には自分から進ん
で取り組む様子が見られたが、そうでない時はつばこすりをしている状態を見ながら「～
しましょうか」と提案し、活動の様子が見られない場合は、しばらく「待つ」対応をする
ことで、A が自発的に動き出すことがわかった。教師から見れば行動問題ととれる行動は、
A にとって何もしていない状態ではなく、今はしたくない、と解釈することで拒否の意思
表示をしていることがわかった。このことは、松村・牧野(1997)、牧野・松村(1998)が主
張するように、教師は子どもの視点で対応することにより、A を理解する手がかりになる
と考えられる。以上のことから、A の意思を尊重した上で、A と環境、特に教育課程の工
夫を行い、興味の示すものを提示したことで、行動問題が低減したと考えられる。 
（２）保護者との効果的な連携方法 
本研究では、基本的に学校における A への指導・支援を継続して行い、保護者には、そ
の様子を連絡帳や電話で伝えた。また、支援 2 期では A の登校への意思表示に合わせて家
庭訪問を行い、登校支援を行った。さらに、学期ごとに開催された個人懇談会で個別の指
導計画などを提示して、電話連絡などで日々の様子を知らせた。その結果、支援 4 期、5
期の保護者のコメント(Table 4-6)から、学校での支援方法に満足していると受け取ること
ができる。Table 4-2～Table 4-5 より、2 学期途中から学校では行動問題が低減し、買い
物に出かけることや要求行動が増加した。 
 Table 4-6 より家庭でもこれに伴い、支援 4 期以降は学校と同様に適応行動が増加した
と考えられる。つまり、家庭にも場面般化したと考えられる。この要因として、学校・家
庭の両場面で、おもに食べることに関わる強化刺激の随伴がこれらの適応行動に貢献した
と考えられる。また、要求言語が家庭で増加した要因として、家庭でおもに関わる母親が
A の言葉に応答していたことが考えられる。 
 本研究では、A の実態把握を行って定期的に支援の見直しを行い、その時々の A の行動
問題に合わせて指導・支援を追加させた。さらに、この事例における保護者との連携方法
は、定期的に開催される懇談会における個別の指導計画などの提示、日常的に連絡帳や電
話連絡などによるやりとりであった。これは、比較的どの学校でも保護者と連携する際に
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実行可能な方法と言えるだろう。 
 しかしながら、BL 期やⅠ期で A は排尿をトイレ以外の場所で漏らし、家庭でも同様な
出来事があった(Table 4-6)。さらに、夜はなかなか眠らず(この一因として、支援 4 期に学
校で頻繁に飲んだコーヒーが考えられた)、日常生活を過ごす上で家族にとって負担であっ
たと考えられた。このことから、指導・支援開始当初の段階から「一緒に考えて問題を解
決していきましょう」「今学校では、このような目的で取り組んでいます」というメッセ
ージを伝えることにより、保護者の A に関わる負担が低減し、保護者の願いに合致した連
携につながったと思われる。 
 本研究では、学校における支援が家庭場面にも般化し、家庭における適応行動の増加が
示唆された(要求語、買い物、やりとりなど)。また、A の行動問題は保護者が家庭で困っ
ていた行動とも推察され、A と保護者の両者のニーズがほぼ合致していた事例であった。
学校での行動問題が低減して家庭でも同様の様子が見られたために、保護者から肯定的な
評価が得られたと分析できる。しかし、学校では生起しても家庭では問題になっていない
場合や、教師と保護者のニーズが異なる場合も考えられる。そのような事例においても、
連携方法を検討することが課題として挙げられたため、研究 1-2 で検討を行った。 
 
第３節 研究 1-２：行動問題を示す発達障害児をもつ保護者との連携方 
      法の検討(２)―保護者と教師のニーズが一致していない場合― 
 
 １．はじめに 
 本研究では、保護者と教師の発達障害児に対するニーズが異なる場合 (Minke ＆ 
Anderson，2005)を取り上げた。このような場合は、第 2 章第 3 節で述べたように保護者
と教師のニーズのずれを最小限にする工夫の 1 つとして、個別の指導計画(文部科学省，
2009)の活用が有効と思われる。その際、対象児のニーズだけでなく、保護者のニーズを
反映させることが重要と指摘される。しかし、それをどのように実際に反映させれば、保
護者と教師の効果的な連携が行われるかは明らかにされていない。 
 以上から、本研究では行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師のニーズが異なる
事例を取り上げ、研究 1-1 で行った保護者と教師の日常的な連携と対象児と保護者のニー
ズを個別の指導計画に反映させて活用を試みることにより、保護者と教師の効果的な連携、
すなわち、対象児の行動問題が低減、あるいは、適応行動が増加し保護者による教師の
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指導・支援に対する肯定的な評価が得られるか検討することを目的とした。 
 ２．方法 
 （１）対象 
公立中学校の情緒障害特別支援学級(以下、特別支援学級)に在籍する難聴と不注意優勢
型の ADHD のある 2 年生男子 B と保護者であった。B は、医師から MPH(メチルフェニ
デート)の服用をすすめられた。学級には B が中学 1 年生の時に 6 名、中学 2 年生の時に 7
名が在籍した。保護者は B が中学校入学前から、B を通常学級で学ばせたいと考えていた。
B の学校での行動問題に関する報告を受けた時、注意や叱責する対応をとっていた。 
  １）対象児の検査結果：中学 1 年 2 月にスクールカウンセラーが実施した WISC-Ⅲの
結果を Table 4-7 に示した。動作性下位検査では、ばらつきが見られた。絵画完成や絵画
配列の高さに比べて、符号は低かった。 
  ２）対象児のこれまでの学校生活の状況：B は 1 歳前から喃語が少なかった。難聴(60
～65dB)と診断され、2 歳から補聴器を装用し保育所に通っていた。3 歳頃から 2 語文が出
て、会話ができるようになった。小学校(通常学級)入学後、授業中、常に手遊びをして話
を聞いていないかと思うと、自分の知っていることや興味のあることには挙手して答える
こともあった。落ち着きのなさなどを指摘され、療育センター受診を勧められた。小学 2
年時、ADHD と診断され MPH を服用していた。保護者や小学校の教師からは、服用中は
字が丁寧で、授業中も服用していない時に比べて集中できる場面が多かったという報告が
あった。一方 B から、効いているかはわからないという回答があった。小学校 5 年生時、
保護者は服薬の副作用を心配し、薬を飲まず受診しなくなった。また、小学校の担任から、
次のようなことが報告として挙がった。 
①生活面・行動面：嫌いなことは、全くしようとしなかった。ゲームであれば何時間で
も集中してできた。人のものを勝手にさわったり、取ったりすることがあった。 
VIQ 70 知識 6 絵画完成 15
PIQ 107 類似 10 符号 4
FIQ 86 算数 7 絵画配列 16
VC 68 単語 3 積木模様 9
PO 118 理解 5 組合せ 11
FD 79 数唱 6 記号探し 9
PS 80 迷路 1
Table 4-7 　WISC-Ⅲの結果
IQ/群指数 言語性検査 動作性検査
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 ②対人関係：人と関わるのが好きで、関わりが持てそうな人には自分から抱きつくこと
があった。相手の嫌がる発言がしばしばあった。気に入らないことがあると、対友達、教
師でも相手の気持ちを考えずに傷つける発言があった。 
 ③学習面：小学校 6 年時、特別支援学級で個別に国語・算数の指導を受けるようになっ
た。主語・述語・助詞の使い方が正確でない時があった。語尾が早口で、何を言っている
か聞こえづらい時があった。個別に話しかけたり、視覚的な情報を与えたりすると指示が
理解できた。書字は原稿用紙からはみ出した。5 年以上の分数、小数は理解していなかっ
た。授業中、手遊びが絶えなかった。説明書を見なくても、複雑な形の折り紙を折ること
ができた。釣りや工作が好きであった。  
 （２）支援期間・支援場所・支援者 
 期間は、200X 年 4 月から 200X+2 年 3 月までの 2 年間であった。B と保護者との協議
に基づき指導・支援の方針を変更したためⅠ期からⅢ期に分けられ、Ⅰ期は B が中学 1 年
4 月、Ⅱ期は 1 年 5 月から 2 年 7 月、Ⅲ期は 2 年 8 月から 3 月までとされた。 
 Ⅰ期は、おもに①B の交流学級の活動における全職員への共通理解を図る、②著者など
が TT の形態で交流学級に入るなどの配慮がなされる時期であった。Ⅱ期は、①適応行動
への賞賛、②持ち物への記名、③特別支援学級における指導(課題量の調整、トークンシス
テム、生活単元学習への参加)などが行われた。Ⅲ期は、Ⅱ期に加えて、①個別の指導計画
を用いて B、保護者との協議、②約束事をカードなどで提示するなどが行われた。 
 指導・支援期間中も B は補聴器を装用し、補聴器は大学病院で管理された。しかし、静
かな環境で補聴器を装用しても、話しかけられると「え、何」と聞き返され、聞こえてい
なくても「はい」と頷くことがあった。指導・支援場所は、公立中学校の特別支援学級や
B の交流学級であった。支援者は、特別支援学級担任の著者であった。 
 （３）教師と保護者のニーズ 
 中学校に入学直前の 2 月に、B の保護者、B の通う中学校の生徒指導主事、著者の 4 者
が中学校の一室で面談を行った。両親から「B は通常学級でみんなと楽しく学習したいと
思っている」「勉強をできるようにしてほしいが、本当はなるべく特別支援学級には入れ
たくない」との意見があり、保護者のニーズは、学力保障や集団での学習といった適応行
動の増加と捉えていた。教師は B のニーズを、学習意欲の低下や物を取る行動といった行
動問題の低減と捉えていた。家庭では物を取る行動は確認されておらず、教師と保護者の
行動問題の捉え方が異なっていた。 
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 （４）保護者との連携方法 
 Table 4-8 に、保護者との連携方法を示した。研究 1-1 と同様に、以下に示す B の指導・
支援手続きの結果などを含めた学校生活での様子を、連絡帳や電話を通じて知らせると共
に随時、家庭訪問も行った。これは、交流学級から特別支援学級を中心にした学校生活に
変更する必要があった時などは、電話などではなく、家庭訪問を行って直接話をした方が
良いと考えたためであった(Ⅰ期からⅡ期への移行時)。毎日の学校における様子は連絡帳
を用いて知らせ、必要に応じて電話連絡を行った。 
 Ⅱ期(2 年 7 月)までの各学期の懇談会は、通知表や Table 4-9 の教科ごとの個別の指導計
画を提示して学習の評価や進度を説明した。Ⅲ期(2 年 8 月以降)は、Table 4-10 の個別の
指導計画を B と母親に提示した。月に 1 度の割合で懇談会を開き、これをもとに教科ごと
の目標、指導結果、今後の課題を伝えた。必要に応じて、B も参加するように伝えた。 
 （５）指導・支援仮説及び指導・支援方針 
 ①B と保護者のニーズとして、交流学級で生活を過ごすことが挙げられた。B と保護者
のニーズを受け入れることで、B の学習への自発性や動機づけが高まると考えた。②Table 
頻度 具体内容
ツール
連絡帳 毎日 ・Bの適応行動や行動問題に関する状況を記述した
電話 随時 ・Bの適応行動や行動問題に関する状況を知らせた
個別の指導計画
学期に１度（Ⅱ期ま
で）
月に１度（Ⅲ期）
・懇談会では，個別の指導計画（Table 7-9）の内容を
口頭で報告した（Ⅱ期）
・懇談会では，個別の指導計画（Table 7-10）を提示
して内容を確認した（Ⅲ期）
場
家庭訪問 随時 ・授業中の行動問題に関する状況を報告した
懇談会など 随時
・「個別の指導計画」及び通知票を提示して説明を
行った
・進路に関する情報交換を行った
Table 4-8　Bに関する連携方法の内容
連携時に用いられたツールや場
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4-7 の心理検査結果から、全般的な知的発達に遅れはないが、聴覚的な情報処理能力の弱
さや注意集中、視覚－運動の協応、注意集中の困難が考えられた。難聴のため、教師の説
明(英語の発音など)を聞いても間違った解釈が想定された。集団生活では一度で指示を聞
いて課題遂行が難しいと考えられた。これらの結果として、学習意欲の低下を招く可能性
を推測した。さらに、群指数では知覚統合が他の 3 つに比べて高く、聴覚的な処理、言葉
の理解や操作は全般的に苦手と考えられた。そのため、授業では視覚的に理解できる工夫
が必要で、クイズや体験的な活動を通して覚えるべき内容を印象づけることも取り入れる
必要性が考えられた。 
 そこで、次の 2 点を基本的な支援方針とした。①B の願いを尊重して、1 年 4 月当初は
交流学級で学習する体制をとる。その際、特別支援学級担任を含む複数の教師が入れ替わ
り、TT で B を含む特別な支援を要する生徒に個別対応する。また交流学級での学習困難
が生じた場合、特別支援学級で指導・支援を受けることを提案する。 
 ②特別支援学級における教科学習ではクイズや体験的な活動を含むものを提示し、体験
的な活動を多く含む生活単元学習への参加を提案する。もともと特別支援学級では、それ
ぞれの生徒の興味・関心に基づいた生活単元学習を実施していたため、B が参加すること 
【数学】
・できたことをたくさん味わい，成就感を味わう
・集中して，教科書の内容の基礎的な事項を理解する
指導項目 方針・手だて
・分数のかけ算
・正の数・負の数の計算
・文字の式
・式の値
・方程式
・反比例
・集団で行う前に個別に事前に予習し，事後に復習する
・１日にする問題数を決めて，できた数をわかるようにする
・ワークシートは穴埋め式にする
様子・評価
　分数×分数の計算はできる．正の数・負の数の整数同士の四則計算については，正解する割合が高くなってきた．分数，小
数などになると，十分考えずに，わからないとあきらめることが多い．しかし，考え方を教師と一緒に確認すると，理解できる．１冊
90円のノートｎ冊の代金などを表す式を，文字で表すことができた．「解けるとうれしい」という声が聞かれた．解き方を□の空欄に
すると，わかりやすかったようで，解き方に慣れてくると，□がなくても正しく計算をしたり，わからない問題では質問をしたりする場
面が多く見られるようになった．
　方程式の解き方について，未習のとき「ｘ－２＝２のとき，ｘ＝４」と適当な数字を当てはめて解を求めることができた．１２月に
入って，ｘ＋○＝△，ｘ－○＝△の解き方については理解することができた．交流学級で教師の横の席につき，わからないことが
あればすぐに手を挙げて質問できるようにした．３０名の中の１人なので，十分ではないが，ずっと指導しやすくなった．
　反比例のグラフについては，交流学級の他の生徒たちと全く同じ内容で指導した．ワークシートも穴埋め式にすると，わかりや
すくなったようである．
　反復する時間などはほとんどとれず，十分定着までには至っていない．３学期は家庭学習と合わせて，定着を図り，充実感，達
成感をさらに味わえるようにしていきたい．
数学（200X年度2学期）
Table 4-9  個別の指導計画（200X年度2学期）
※各教科等の指導項目，手立て，様子・評価について記入していった
72 
 
 
 
Table 4-10   個別の指導計画（200X+1年度8月～10月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記入日　平成ｘ＋１年８月２７日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　懇談日　平成ｘ＋１年８月３０日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記入者　著者○○　○○
１　１学期の様子
　【生活単元学習】
　　○計画の段階から，意欲的に活動に参加することができた．当日は，計画に沿って仲間と楽しんでいた
　　■用具を準備したり，作業したりするのは大変早いが雑になってしまう
　　■教師が，「ゆっくり」「丁寧に」と声をかけるがなかなかうまくできない
　　□注意深く取り組める方法を一緒に考えていきましょう
　　○どういうことをするとおじいちゃん，おばあちゃんが喜んでくれるかを一生懸命考えて意見を出そうとしていた
　　○積極的に話し合い，制作の活動に参加できた
　【国語】
    　 ■漢字の小テストでは，わからない問題があるとすぐにやる気をなくしてしまった
　　○少人数で漢字ゲームを行ったときは，最後まで意欲が持続した
　　○漢字の個別指導では，一字一字ゆっくりと丁寧に書くことができた
　　○いろいろなジャンルの本を集中して読書することができた
　　■音読になると助詞を間違えて読むことが多く，教師がその間違いを指摘すると読むのを嫌がることがあった
　　■作文を書くとき，主語，述語の関係がばらばらになってしまうことがあった
　　○自分の気持ちを上手に表現して伝えようとしていた
   【社会】
    　  ○世界地図を見ながら，模造紙に各州ごとに国の位置関係を確認して描いていくことができた
        ○地図帳から様々な国を探し，国名ビンゴゲームを楽しむことができた
        ○自分が興味を持っていることに対しては集中して取り組むことができた
　　■興味ないことに関してはなかなか取り組もうとせず，インターネットをしたり，ゲームをしたりということがよく
　　　見られた
   【数学】
　　○連立方程式の利用の問題では，式ではなく，適当な数字を文章に当てはめて正しい答えを出すことができた
   　  ○百マス計算では，正の数×負の数，正の数±負の数，などいろいろな計算を試みたが，正の数同士のかけ算が最も意欲を持続
　　　　させることができた
　　○毎回の結果をカードに記入させると，かかった時間，得点などが視覚で理解でき励みになった
    　 ○６月後半から百マス計算，式の計算（５問程度），もし課題が早く終わったら，トランプと最初に決めておくと，一生懸命に課題
　　　　に取り組めるようになった
　　○この形態では，計算しているときもわからないことがあると，自分から真面目に質問することがあった
２　願い
　本人の願い
　　・簡単な勉強ならやってもいい
　　　　１学期にした学習は難しすぎた
　　・ゲーム感覚で取り組める活動をしたい
　　・パソコンで遊びたい
  保護者の願い
　　・中学校の内容の学習をさせてほしい
　　　やらせればできる子なので，しっかりさせてほしい
　　・高校へ入学させたい
  教師の願い
　　・できるだけたくさんの時間，「楽しかった」「できた」などの思いを味わわせたい
　　・いい行動をしたときにはおもいっきりほめたい
　　　これまではどうしても悪いことをしたとき，注意する，叱るなどをしていた．結果的に，自尊感情を下げてしまう
　　　ことになった
　　・本人と保護者の願いが近づくようにしてほしい
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３　保護者と共通理解して取り組みたいこと
　　・毎月１度，個別の指導計画をもとに三者で話し合う時間をとる
　　・毎月１度，授業参観で学校での様子を見る
  　　  ・ペアレントトレーニングを実施する
４　目標
　  ・集中して取り組める時間を増やす
    ・教科書の基本的事項（太字の部分）を理解する
５　指導の方針
   ・第Ⅲ期の生活面、学習面を記載
                                                              　　　　　　　　記入日　平成ｘ＋１年１０月２日
６　９月の各教科の学習内容と授業での様子
　　指導方針に基づいて，教科の授業ではプリント学習を中心に行った
　　【国語】
        学習内容
　　　　　三　心のきずなをとらえる（「ゼブラ」「字のないはがき」）四　古典を楽しむ「扇の的」
　　　　授業の様子
　　　　　○自分で全文を黙読した後，おおまかなあらすじをある程度理解してワークシートに書き込めた
　　　　　○ワークを使ってできる問題があることを自覚できたようで，「中間テストを受けてみる」と尋ねると，
　　　　　　「１回やってみる」という返事があった
　　　　　■「扇の的」については，勝手読みがしばしば見られた
　　【社会】
　　　　学習内容
　　　　　ワーク「教科書の確認」，まんが歴史の本を用いて，１　人類の出現と日本列島からワーク
　　　　　５　古墳文化と渡来人
　　　　授業の様子
　　　　　教科書を見たり，ワークの答えを参照しながら言葉を理解して内容を覚えていった．このやり方でやって
　　　　　いけば，覚えられると感じているようである
　　【数学】
　　　　学習内容
　　　　　数学問題集で式の値，式の計算，関係を表す式（ｐ38～48まで）を行った
        授業の様子
　　　　　○§３　式の値では，途中計算に□があれば，それに従って計算できた
　　　　　■ｘ＝－3のとき，10－5ｘ＝10－5－3という計算をした．やり方を再度指導すると理解できた
　　　　　■§４　式の計算の（○ｘ＋○）－（○ｘ＋○）が理解できなかった
　　　　　■§５　関係を表す式では，文章を読みとり数量の関係を図で表すことができなかった
　　　　　○整数×分数の計算ができるようになった
　　　　　○自分でできたときは，とてもうれしそうな表情だった
　　　　　△前時にはできていても，忘れていることが多かった．しかし，計算の仕方のヒントを出すとできることが
　　　　　　多かった
７  ９月の全体的な様子と今後の課題
　　　　　指導方針のもと，一日の課題を明確にしてプリントにして示すことで，安心して課題に取り組むことができ
　　　　た．数学，英語については，わからないことは指導者に聞きながら，課題に取り組むことができた．学習面に
　　　　ついては，１学期とは大きく違って，意欲的に取り組めるようになった．１学期は，数学など難しい学習をす
　　　　るときには拒否反応を示していたが，２学期に入ってからそのようなことはなくなった．その結果として，本
　　　　人も評価しているように，担任が叱ることは激減した．今後も焦らず，これまで通りの量の課題で，できるこ
　　　　とを確実に増やせるようにしていきたい．進路について，少し話をしたが，高校へ行って勉強したいという気
　　　　持ちにはまだなっていない．しかし，少しずつ学習に対して，できる，わかるおもしろさを体験してきている
　　　　ように思える．９月は学校祭が終わってからは，個別の時間が多く，○組や○組での取組の時間が少なく，今
　　　　後，他の生徒たちと関われる時間も増やしたい
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で学習意欲が増したり、他児との適切な関わりが増したりすると考えたからであった。 
 （６）指導・支援目標 
 上記の指導・支援方針①より、B の学習意欲が高まると考えられた。しかし、同時に実
態から一度の指示では十分に理解できないことや、間違いを指摘されることで意欲の低下
が考えられた。そのため、B の願いと実態に合わせて、交流学級や特別支援学級を柔軟に
利用することが必要と思われた。さらに支援方針②より、特別支援学級では交流学級より
柔軟に B の実態に合った学習内容を提供でき、B の興味の持てる活動を取り入れることが
可能と考えられた。 
 そのため、指導・支援目標を「交流学級や特別支援学級を利用して、教師から与えられ
た学習課題を最初から最後まで自発的に遂行できる」とした。  
（７）指導・支援手続き 
１）Ⅰ期(1 年 4 月)：B は「交流学級のみんなと一緒に勉強したい」との報告がしばし
ばあったので、職員会議で全職員に、①B が交流学級で生活すること、②障害特性に関す
る配慮事項、③TT で複数の教師が B を含む特別な支援を要する生徒への対応を行うこと
を伝え、共通理解を図った。また特別支援学級担任が交流学級の数学の授業を担当し、B
の様子を観察し交流学級の生徒への理解を促すようにした。 
  ２）Ⅱ期(1 年 5 月～2 年 7 月)：1 年 5 月に家庭訪問を行い、4 月の学校での様子を保
護者に伝え、4 月の様子と B、保護者の願いから、以下のように指導・支援手続きを変更
した。この時期は懇談会、家庭訪問、連絡帳、電話連絡などで保護者に日々の様子を伝え、
授業での様子・評価などを個別の指導計画(Table 4-9 参照)に書き込んだ。 
 ①生活面：持ち物に記名し、教科書などをロッカー(教科ごとに整理された場所)に入れ
るように指示した。休み時間も B と極力一緒に行動し、適応行動を賞賛するように努めた。
これらは 4月の様子から自他の区別がつきにくいために人のものを勝手にさわることが多
く、どの行動が良いかわかりにくいのではないかと考えたためであった。 
 ②学習面：国語、社会の時間は特別支援学級で指導を行った。また、1 年生 2 学期途中
から理科、英語も特別支援学級で指導を行った。1 時間で行う課題量を予め決め、できる
ごとにシールを貼り全部できたら B の好きなこと(ものづくりや絵をかくなど)をした。特
別支援学級での生活単元学習の時間に参加するように提案した。これは、B にとって興味
の持てる活動が多く、主体的に参加できることを増やしたいと考えたからであった。また、
これまでの様子から学習に成就感、達成感などを味わう経験が少なかったと考え、教科学
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習と並行して生活単元学習も取り入れ体験的な学習を通して、意欲的に取り組める場面を
増やすことを目指した。これらのことを口頭で保護者にも話し、了解を得た。 
  ３）Ⅲ期(2 年 8 月～2 年 3 月)：Ⅱ期に以下を付け加えた。①生活面：教師と約束事を
する際、カードやメモにして提示しながら教示を行った(2 年 9 月～)。連絡帳に持ち物の
欄を枠で囲み、持ち物を強調して提示した(2 年 9 月～)。 
 ②学習面：授業の初めに 1 日に行う課題(課題の量、どうすれば終わりになるか)を黒板
に提示した。課題が完了したら、線を引いて消すように指示した。これは、視覚的に課題
が完了したことを理解させ、達成感を持たせるためであった。自分のやってみたい課題か
ら選んで進めるように指示した。1 日の各教科の課題をワークシートにしたものをクリア
ホルダーに入れ、自分で課題を進められるようにした。このワークシートは、問題集のコ
ピーや教科書の問題を空欄にした形式であった。問題を読んで答がわからない場合は、教
科書の該当場所を探せば答えられるようになっていた。特別支援学級には 7 名の生徒が在
籍し、一人一人の特性に応じて課題を設定する必要があったため、自分でできる所は自分
でやり、わからない問題は教師に聞くようにしたためであった。 
 （８）記録方法とデータの整理 
 ①各学期の通知票の評価、②休み時間の出来事、③個別の指導計画、④家庭訪問や懇談
時における協議内容をデータとした。①～③の記録方法は、著者が B の行動観察した結果
と評価を整理した。④の記録方法は、協議後、著者が内容を想起して整理した。 
 ３．結果 
 （１）Ⅰ期（1年生 4月）（交流学級） 
  １）B の結果：国語や数学の授業では、消しゴムのくずを丸めたり、鉛筆を転がした
り手遊びが絶えなかった。教師が説明の最中でも、ノートへの落書きや級友に手紙を書い
て渡す場面が見られた。1 ヶ月間の交流学級で行動観察した結果、学習面の困難さや人の
ものを取るなどの行動が目立つようになったので、Ⅱ期前に B に特別支援学級での学習を
提案すると、「交流学級でやってみたいという思いはあるけど、国語、社会は難しいし(特
別支援学級でも)いいよ」と言った。 
  ２）保護者との連携内容：Table 4-11 に、保護者との各期における連携内容を示した。
入学式の数日前の家庭訪問で聴取した保護者のニーズは、「大勢の中で一緒に勉強するこ
と」「極力、特別支援学級には入れたくない」であった。しかし、4 月末に入学後の 1 か
月間の様子を報告して 5 月から教科学習の一部を特別支援学級で行いたい旨を伝えると、 
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了承が得られた。 
（２）Ⅱ期（1年生 5月～2年生 7月）（特別支援学級・交流学級） 
  １）B の結果：①生活面：1 年生 2 学期後半より特別支援学級では、リーダーシップ
をとれるようになった。教科の時間も 1 年 2 学期後半から特別支援学級で過ごすことが増
え、交流学級の生徒と共に活動する時間が相対的に減った。休み時間になると B は、交流
学級へ行って自ら話しかけることがあった。 
 ②行動面：少しずつ他人のものをとる行動は減ったが、特別支援学級担任が B から離れ
る時間が長い時はものをとり、不要物を学校に持ってくることがしばしばあった。そのた
め登校前、カバンの中を見てもらうように保護者に依頼して共通理解を図った。 
 ③学習面：どの教科も中学 1 年の教科書を用いて授業を行い少人数で学習すると、時間
内に 70～80％は正答した。しかし、時間が経つと学習内容を忘れて学習意欲も持続しなか
った。また英語の「This is」のスペルや数学の「10×1/5」「2÷2/3」の分数計算や方程式
の計算の仕方など、計算の仕方を想起できないことがあった。生活単元学習の時間には、
B の好きな釣りを学級でする計画を立てた。B は釣りの本を読んで、どのような竿が良く
主な連携方法
Ⅰ期 １年生４月 電話，連絡帳，家庭訪問，懇談会
B及び保護者のニーズ確認
　　B：「みんなと勉強がしたい」
　　保護者：「通常学級で勉強させたい」「特別支援学級
　　には極力入れたくない」
　　　　　　　　　　↓
通常学級で学校生活の基盤を置く
　　　　　　　　　　↓
通常学級の授業では，行動問題が生起
　　　　　　　　　　↓
Ⅰ期の学校生活の説明及び，一部，特別支援学級での
授業を受けることの了承
Ⅱ期
１年生５月－
２年生７月
電話，連絡帳，家庭訪問，懇談会
教師・保護者・Bのニーズのずれの確認
　　B：「勉強はしたくない」
　  保護者：「もっと学習に力を注いでほしい」
Ⅲ期
２年生８月－
２年生３月
「個別の指導計画」を用いた協議，及び
電話，連絡帳，家庭訪問，懇談会
教師・保護者・Bのニーズのずれが減少
　　B：「高校に行って，釣りの勉強をしたい」
　  保護者：「Bが家庭学習を自発的に行うようになった」
　　「勉強をしてみて，できなかったら，また進路を考え直
　　します」
Table 4-11 　保護者との各期における連携内容
支援期 連携による主な内容
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て、どのような魚がよく釣れるかなどを調べ他児の前で発表できた。 
  ２）保護者との連携内容：母親は、中学卒業後を心配していた。これまで懇談会のご
とに進路に関する協議を行い、特別支援学校も視野に入れていた。家庭では、B は週に 1
度家庭教師と学習し、マンツーマンで集中して教科学習に取り組めることが多いという報
告があった。中学 2 年 1 学期の懇談会では、「もう少しで、中学校を卒業するので学習に
もっと力を入れてほしい」という意見が母親から出された。B は、「勉強はしたくない」
「中学卒業後は働きたい(勉強はもういや)」という意見であった。B、母親と教師の間に進
路に関する考え方のずれがあった。 
（３）Ⅲ期（2年生 8月～2年生 3月） 
１）B の結果：①生活面：朝・帰りの会や休み時間では、仲間を気遣ったり、優しい
言葉をかけたりする場面が増えた。また、同じ学級にいる場面緘黙のある生徒から頼りに
されることが増えてから(2 年 2 学期頃より)、ものをとる行動や不要物を学校に持ってく
る行動がⅡ期より減少した。さらに、持ち物を枠で囲んでからは、ほとんど不要物を持っ
て来なくなった。以前は休み時間になると教室から出て、しばしば落ちているものを勝手
に拾ったり、何も言わずにほしいものがあると触ったりすることが後にわかることがしば
しばあった。さらに、これらのことが良くないと注意を受けても繰り返し行った。しかし、
休み時間も教室で級友に自分から話しかけて遊ぶことが多くなった。 
②学習面：ａ．特別支援学級：最初に提示されたスケジュール確認後は、課題の順を自
分で決めて、時間が余ったら「絵をかく」と言って取り組めた。またクリアホルダーから
課題の枚数を確認して、自分の得意な課題から取り組み、ワークシートに答を書き込むこ
とができた。Ⅱ期まではわからないことがあると、すぐに「いや」「やりたくない」など
と言って課題に取り組まなかったが、Ⅲ期になると手を挙げて「わかりません」と言い、
教師から説明を受けると課題に取り組むことができた。また、「(著者)先生の数学の授業
がわかりやすい」という発言があった。さらに、少しずつ学習意欲が増し、授業中に「勉
強は役に立つなあ」「高校へ行きたい」などの発言があった。以前中学卒業後は、「もう
勉強はしたくない」を繰り返し言っていたが、個別の指導計画(Table 7-10)に基づいた協
議後は、「高校へ行って、釣りに関する勉強がしてみたい」という発言があった。 
 ｂ．交流学級：意見発表会では、夏休みに特別支援学級で行ったキャンプの発表を交流
学級で行った。家庭でも音読を継続したこともあって、ゆっくりと大きな声で読むことが
できた。2 学期は、交流学級と同じ内容の国語の定期テストを受けた。このテストでは、
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普段の授業で活用したワークから類題が出題され、学習内容を正解できた。テスト後、B
は「出来はまあまあやな」と言い、「がんばってテストを受けたね、今度は□点とれると
いいね、などお父さんが言ってくれた」などの発言があった。 
  ２）保護者との連携内容：これまで B と母親の間で進路に対する意識が違ったが、B、
母親の両者にも意識の変容が見られた。実際、以前の母親は「(著者が毎日書いている)連
絡帳を読んでも、どのような学習をしているのかよくわからない」「やればできる子ども
なので、とにかく数学や英語の学習をさせてほしい」などの意見であった。しかし、個別
の指導計画(Table 7-10)をもとにした協議後は、「勉強をできる範囲でやってみて、でき
なかったらできないでまた進路を考える」など。母親からは「家で CD を聴いて英文を覚
えようしている」という報告もあった。 
 ４．考察 
本研究では行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師のニーズが異なる事例を取
り上げ、研究 1-1 で行った保護者と教師の日常的な連携方法に加えて個別の指導計画の活
用によって、保護者と教師が効果的な連携が可能かを 2 年間の経過から検討した。その結
果、①B の実態把握を行い、B の願いを十分に聞いた上で、②母親のニーズも反映させて
指導計画を立てたことと、③個別の指導計画をもとにした協議により、B の学習行動は増
加し、保護者の学校に対する理解が深まったことが示唆された。 
 （１）Bの行動問題の低減と指導・支援手続き 
 Ⅰ期では B の集団で学習したいというニーズを反映させ、4 月は交流学級のみで生活し
た。その結果、授業中の手遊びや他児のものを取る行動が目立った。TT 時の著者による
指導・支援は、手遊びなどの逸脱行動が生起した時の声かけ程度で、この期間では有効な
指導・支援を提供できなかった。この要因として、著者が交流学級における効果的な指導・
支援方法を見い出せず、校内への十分な働きかけができなかったことが考えられた。具体
的には、交流学級で行われる授業は音声教示が多いため指示が十分に理解できず、結果的
に他児との逸脱行動につながった可能性が考えられた。 
 Ⅱ期では B、両親にも説明し、一部の学習を特別支援学級で実施することを提案し了承
を得た。この期間、学習を行っても時間経過と共に正答率が低下し、学習意欲も持続しな
かった。これは、シールが強化子として機能しなかったことに加え、武藤(2007；pp. 12)
によるBのスキルより高いものや興味の持ちにくいものを提示したことが要因と考えられ
た。また、休み時間も極力 B と行動して褒めるよう努めたが、いろいろなものに手を出そ
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うとする行動が目立ち、注意も多々あったために褒めることが十分に強化子として機能し
なかったと考えられる。また、記名やロッカーへの片付けにより、ものを取る行動が減少
したが、教師が B から離れるとしばしば取る行動があった。このことから、教師の存在が
弁別刺激になり、教室以外の場所ではものを取る行動は制御できなかったと考えられる。 
Ⅲ期では Table 4-10 に示すように、B から「1 学期の学習内容が難しすぎた」という発
言があったため、さらに学習内容、課題量の精選を行った。その結果、Ⅱ期に比べて教科
学習に意欲的に取り組めるようになった。特に国語では当該学年の教科書を使用しても、
内容理解できるものが多くあったため交流学級で自発的にテストを受けた。課題量が視覚
的にわかり、学習内容では教科書を少し読むだけで答が得られるものが多くあったため、
反応負荷がⅡ期までに比べて低かったことが要因と考えられる。 
 学習方法は、①B が課題を自分で選択して(平澤・藤原，2002)、②答が明確で、③自分
のペースで進められ、さらに課題の始終がわかる特徴(前川・岡崎・佐藤，1999)があった。
この方法により学習行動が強化され、特に国語では自発的に交流学級でテストを受けたり、
家庭で英単語を覚えたりするようになったと考えられる。さらに、B は進路に対しても前
向きなコメントをするようになったと思われる。 
 さらにⅢ期では、特別支援学級における級友との関わり行動が増加した。特に休み時間
になると、B が特別支援学級に在籍する場面緘黙のある生徒に関わり、笑顔などの反応が
あると自発的に関わることを繰り返した。以前は、ものに執着することがあったが、他児
と関わる行動はものをとる行動より強化価が高まったために、これらの行動は同時に生起
させることは不可能であり(非両立行動分化強化；村本・園山，2008)、ものをとる行動が
低減したと考えられる。 
 （２）保護者との効果的な連携方法 
 保護者と効果的な連携を行うためには、①B の実態把握を行い、②保護者のニーズを反
映させ、③Ⅲ期における個別の指導計画をもとに定期的に協議を行ったことが重要であっ
たと思われる。研究開始時は B、保護者、教師の連携を図るために、研究 1-1 と同様に家
庭訪問、電話、連絡帳などで B、保護者から情報を集めて個別の指導計画を作成した。Ⅰ
期では、それをもとにおもに職員会議や学年部会で共通理解を図った。Ⅱ期では、各教科
でどのような力を身に付けさせたいかを明確にするために、Table 4-9 のように授業の実
践記録、評価などを書き込み、定期懇談会では、それに基づいて協議した。しかし、十分
保護者に取組が理解されなかった。 
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 この要因として、保護者には学習活動の全体像が見えにくく、国語や数学などの教科学
習より生活単元学習で遊んでいる印象を持ったと思われた。一方で、特別支援学級担任は
その都度 B のニーズを聞いていたが、上述したように Table 4-9 の個別の指導計画におけ
る学習内容、指導・支援方法、課題量は十分 B のスキルに合ったものではなく、学習活動
の動機づけを低下させたと考えられた。 
 そこで、Ⅲ期では Table 4-10 に示したように教育活動を全体的に提示したものをもとに
再度、B、保護者のニーズを検討して各教科の様子に説明を加えた。特別支援学級に在籍
する複数名の学習内容・方法が異なっていたため、両者のニーズと実行可能条件を勘案し
た。Table 4-10 を眺めながら、その場で B に実行可能かを確認することから始め、可能の
意思表示をした場合、それを保護者に確認した。このような協議に加え、保護者は B が家
庭で前向きに学習に取り組む様子を見て、実際に B の変容を実感するようになったことに
より、保護者と教師の B の学校生活に対するニーズのずれが減少していったと思われる。
これは、研究 1-1 の結果を支持するものになった。 
 
第４節 考察 
 
 研究 1-1 及び研究 1-2 では、学校をベースにした行動問題を示す保護者と教師の効果的
な連携方法が検討された。研究 1-1 では保護者と連携する際、学校では対象児の実態把握
に基づいた指導・支援を行いつつ、保護者には連絡帳、電話、懇談会で情報共有を行った。
その結果、対象児の適応行動が家庭にも般化し、保護者による支援に対する満足感が示唆
された。しかし研究 1-2 は、研究 1-1 の方法だけでは保護者の理解を得るのに十分とは言
えなかった。この要因として、B の学習行動が家庭に般化しなかったことや特別支援学級
の取組が理解されなかったことが考えられた。そのため、研究 1-2 では研究 1-1 における
対象児への指導・支援に付加して、対象児の願いをもとに保護者のニーズを十分に聞いた
上で、それを個別の指導計画に反映させて、定期的な協議を行う必要があったと考えられ
る。以上のことから、行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師が効果的な連携を図
るためには、①行動問題を示す発達障害児の実態把握を行い、保護者のニーズを反映させ、
③個別の指導計画をもとに定期的に協議を行う要素が必要と考えられた。研究 1-1 及び研
究 1-2 の結果から、保護者から教師の指導・支援で肯定的な評価を得るために、学校場面
で対象児の行動問題が低減、あるいは、適応行動が増加するだけではなく、家庭場面にお
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いても般化していくことが重要であったと考えられる。 
保護者と効果的な連携を行うためには、上記のように家庭場面にも対象児の行動問題が
低減、あるいは、適応行動の増加が要件になると思われる。しかし、必ずしも指導場面で
適応行動が生起しても、家庭場面では十分に生起するとは限らない事例として岡本・井澤
(2013a)の研究がある。 
 岡本・井澤(2013a)では、音声言語による指示理解が困難な自閉症児の実態把握をもとに、
保護者のニーズを反映させて御用学習を行った。指導場面で、まず物品の写真カード 1 枚
のみを提示して、その物品を所定の位置に持って行く行動の形成を目指した。次のステッ
プでは、人・物品または場所・物品の 2 つの指示理解を促す目的で写真カードを 2 枚用い
た。これらの方法により、指導場面と家庭場面で自閉症児が指示者又はそれ以外の人に、
物品を持って行く行動が成立するかを検討することを目的とした。指導Ⅰ期では 1 枚の写
真カードを提示した結果、短い試行数で正反応が生起し、指導Ⅱ期では 2 枚の写真を同時
に提示〔「渡す相手(～に)」「目的物(～を)」〕した結果、対象児は標的行動を自発すること
が明らかになった。しかし家庭場面では、指導場面に比べて正反応率が低い結果になった。
2 場面で異なる結果になった要因として、指導場面は、①構造化された課題場面であり、
②対象児の確立操作を高める場面(多田・加藤， 2006)であった可能性が考えられた。 
 この事例から、上記①に対しては井澤・竹澤(2007)のように、家庭の物理的な環境を十
分にアセスメントした上で指導方略を再検討する必要性が考えられる。上記②には、母親
が「(対象児は)気分がのらない」と指摘したことから、指導場面に比べて家庭では強化さ
れる機会が少ないことが予想された。上述した手続きを家庭に導入して、強化の機会を増
やすことが重要と思われる。 
 さらに、第 2 章では教師が保護者から相談を受けた際は、教師と保護者の家庭場面にお
ける協働的アプローチを検討する意義を示した。これらのことから、対象児の行動問題の
低減や適応行動の増加を家庭場面にも般化させるためには、家庭の物理的な環境を調査す
ることや保護者が負担なく取り組むための条件の検討が課題であると考えられた。 
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第５章 行動問題を示す発達障害児をもつ保護者 
     との協働的アプローチにおけるメタ分析に 
     基づいた効果的な協議の検討（研究２） 
 
第１節 問題と目的 
 
 １．家庭場面における支援の必要性と協働的アプローチにおける課題 
 研究 1-2 の事例のように行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師のニーズの違い
により、子どもへの指導・支援をする際のずれが生じる可能性がある。そのため、行動問
題を示す発達障害児をもつ保護者と教師は共通した目標をもって問題解決することが求め
られる。行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師のニーズが異なる場合でも、効果
的な連携を図るために、①本人の実態把握を行い、②保護者のニーズを反映させるように
し、③個別の指導計画をもとに定期的に協議を行うことが挙げられた。また研究 1-1 及び
研究 1-2 では学校場面における事例を対象にして、対象児の適切な行動が家庭に般化した
ことや学校での取組の共通理解が図られたことなどが示唆された。 
しかし、研究 1-2 の検討課題(岡本・井澤，2013a)として、指導場面では標的行動が生起
しても家庭場面では指導場面に比べて生起しなかった事例が挙げられた。生起しない要因
として、指導場面と家庭場面の物理的環境の違いや対象児の行動を強化する機会が少ない
ことなどが挙げられた。また、小澤・高橋・渡辺・大島・島田(1999)は、通所施設に通う
障害児をもつ保護者と施設職員の障害児の行動問題に関する調査を行い、両者の行動問題
に対する困難感は異なり、保護者は職員より困難感の程度を重く評価する傾向を明らかに
した。さらに、辻野・雄山・田靡(2007)は、5 歳児の子どもが示す行動問題に対して、支
援者である保育士による評価より母親による評価が高いことを示した。この要因として、
評価の差は評価者の立場による子どもを見る目の違い(Reed ＆ Osborne, 2013)と、子ど
もの行動問題が家庭場面と支援場面で異なること(Cai, Kaiser, ＆ Hancock, 2004；
Lecavalier et al., 2006)が起因すると指摘している。さらに第 2 章第 3 節で述べたように、
教師は保護者から家庭での行動問題について助言を求められることがある。 
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 これらのことから、教師と保護者の効果的な連携方法を検討する際には、家庭場面にお
ける物理的環境や教師と保護者の考え方の違いなどがあることを踏まえて、第 2 章第 1 節
で検討した協働的アプローチの参考が有効と考える。 
 藤原(2008)は、家族が無理なく取り組め確実な成果を生み出す方法として、家族と専門
家との協働的アプローチによる「徹底的な協議」が重要と述べている。協議を「専門家と
家族が、対象児者の標的行動や家族が実施する支援手続きを決定したり修正したりするた
めに話し合うこと、あるいは、専門家が対象児者、家族に標的行動や支援手続きを決定・
遂行する上での助言を行ったりすること」と定義する。 
 例えば、五十嵐・武蔵(2005)は、学校で形成された日常生活スキルを家庭に移行し、長
期の維持を検討した。対象児の学校での達成率は 88％であったが、家庭場面では 100％と
なった。この要因として、五十嵐・武蔵は保護者が対象児の将来の生活を考え、スキルの
習得に対する高い意識により家庭での支援の継続につながったと推察した。このように、
協議をして決定した標的行動が家族に合致しているかが、その後の支援の継続性に関わる
と思われる。また竹井ら(2009)は、家族と協働的アプローチを行い、母親と対象児による
活動として掃除場面を設定し、対象児の掃除活動に対して賞賛を与えた。しかし、掃除活
動が減少すると、母親から「誘いにのらない時、どうしたら良いかわからない」という質
問があり再度協議を行い、使用する掃除用具を選択させトークンを随伴する手続きに変更
した。その結果、対象児の掃除活動が増え、母親の対象児への適切な関わり方が上昇した。
このように協議を通して、家族に適合した支援手続きへの修正が重要と示唆される。 
 これらのことから、家族と専門家との協働的アプローチにおいて、標的行動や支援手続
きを決める際の協議の進め方が家庭文脈に適合した支援に影響を与えると考えられる。し
かし課題として、標的行動や支援手続きを協議する際のポイントが明確にされていないこ
とが挙げられる。 
 ２．家庭文脈に適合した支援 
 本研究における家庭文脈に適合した支援を Table 5-1 のように、Albin et al. (1996)の「援
助計画の適合性を査定するための質問紙」(goodness-of-fit survey)を参考にして次のよう
に定義した。 
 すなわち、以下の 6 項目から肯定的な評価が得られた場合、家庭文脈に「適合している」
と定義した。①標的行動の妥当性(標的行動が妥当か)、②支援手続きに対する家族の価値
観や考え方(支援手続きが家族の価値観や考え方に合致しているか)、③支援手続きと家族
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家族への適合性
① 標的行動の妥当性 1 援助チームは，お子さんの一日や重要な場面におけるお子
さんのニーズを理解していると思いますか
3 支援計画は，お子さんやご家族にとっての最優先の目標を実
際に扱っていると思いますか
② 支援手続きに対する家族の価値観や考え方 2 援助計画は，お子さんに関するあなたの理解（行動問題の理
由，適応行動を促進する手立て，好み）を考慮していると思
いますか
4 援助の一部としてあなたに期待されている役割を理解してい
ますか
8 援助計画は，母親や父親としてのあなたのニーズを理解し，
助けるものですか
9 援助計画は，同じ家に住む他のお子さんや祖父母などのご
家族のニーズを理解し，助けるものですか
11 全体的に，援助計画は障害をもつお子さんの育て方や意味
のある家族生活を作り出すあなたの価値観や考え方に適合し
ていますか
14 援助計画は，ご家族の強さを認識し，それを生かしています
か
15 援助計画は，お子さんがご家族に与えているポジテブな影響
を認識し，それを生かしていますか
17 援助計画は，あなたの長期的な社会的・情緒的サポート（例
えば，あなたが問題を一緒に議論する人，あなたと一緒に活
動を楽しむ人）に関するニーズを含んでいますか
③ 支援手続きと家族のライフスタイルの関係 6 コンサルタントや教師やご家族は，援助の役割を理解してい
ますか
10 全体的に，援助計画は食事や買い物や社会的イベントなど
のご家族の日課に適合していますか
16 援助計画は，あなたやご家族が利用できる資源（例えば，配
偶者の助け，レスパイトケア，親支援グループ）を活用してい
ますか
④ 支援手続きの効果 12 援助計画は，家庭や地域における家族活動においてあなた
が利用できる成功的な手だてを含んでいますか
19 援助計画は，効果的であると思いますか
⑤ 支援手続きの継続性 20 もしこの援助計画が効果的であるならば，援助チームのメン
バーをあまり活用できない場合（例えば，コンサルタントがほと
んど得られない，電話による相談援助，学校専門職の関わり
が少ない）にも，長期間（1年以上），この援助計画を継続する
ことができますか
⑥ 支援手続きを実施する上での家族の負担・ストレス 5 あなたに期待されている役割は快適ですか
7 これらの人々がすべきことについて，あなたは快適に思いま
すか
13 援助計画は，結局は，家庭や地域におけるご家族のストレス
や困難を増やし、ご家族の日課を壊していますか
18 あらゆることを考慮して，この援助計画を活用するあなたに
とって大きな困難があるでしょうか
「援助計画の適合性を査定するための質問紙
（goodness-of-fit survey）」で関連が考えられる項目
Albin et al.(1996)の質問紙に関する順序を入れ替えて示してある
Table 5-1　家庭文脈に適合した支援とAlbin et al.(1996)の質問紙の関係
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のライフスタイルの関係(支援手続きが家族のライフスタイルに合致しているか)、④支援
手続きの効果(支援手続きは効果的か)、⑤支援手続きの継続性(支援手続きを継続して実施
できるか、また、研究終了後も継続できるか)、⑥支援手続きを実施する上での家族の負担・
ストレス(支援手続きにより家族の負担やストレスを感じるか)。例えば、Table 5-1 で、「①
標的行動の妥当性」は質問紙における記述「1 子どものニーズ」「3 最優先の目標」の
2 項目に該当すると判断して対応させた。他の②～⑥についても同様に考えた。 
 ３．先行研究のメタ分析 
 複数の文献を分析する方法の 1 つにメタ分析がある。メタ分析とは、一般に独立した研
究結果の統計的な統合で、質的な論文レビューの主観性という欠点を解決する客観的なア
プローチである(小笠原・朝倉・末永，2004)。また、異なる尺度で測定されるデータの比
較を可能にするため、「効果量(得られたデータから算出される処遇効果を表現する指標)」
が利用される。メタ分析の手法を用いて、家族と専門家による協働的アプローチを行った
先行研究の標的行動や支援手続きに関する協議内容と効果量の関係を検討し、協議内容に
よる効果量の高さの比較により、どのような協議を行えば効果量が高くなるか、つまり標
的行動や支援手続き決定時の効果的な協議のポイントが明らかにできると考えた。 
 ４．目的 
 本研究では、家庭場面において専門家と障害児者をもつ家族が協働で実践した研究論文
をメタ分析により検討し、結果をもとに協働的アプローチに基づく標的行動や支援手続き
決定時における効果的な協議のポイントを明らかにすることを目的とした。 
 
第２節 方法 
 
 １．分析対象とする論文の選択基準 
 CiNii(Citation Information by NII)を用いて1995年から2010年までに発表された論文
の検索を行った。家庭場面における行動問題のある対象児者をもつ家族との協働的アプロ
ーチを検索するために、「家庭場面」「家庭支援」「家族支援」「行動問題」「問題行動」
「PBS(積極的行動支援)」のいずれかをキーワードとして含み、家庭場面において専門家
と障害児者をもつ家族が協働で行った事例研究で、指導・支援の結果を数量で示したもの
を対象とした。対象とした論文は、『発達障害研究』『行動分析学研究』『LD 研究』『特
殊教育学研究』と国内の大学における研究紀要であった。検索日時は、2010 年 3 月 30 日
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であった。 
 ２．分析方法 
 分析対象に該当した論文のうち、「対象児者」「標的行動」「支援手続き」の分類を行
った。なお、標的行動に関して後述する「標的行動の選定理由」の①～⑪のいずれか、あ
るいは、支援手続きに関して、「支援手続きの決め方」の①～⑨のいずれかの記述が論文
中にあった場合に、「協議」がなされたと判断して分析の対象とした。 
 （１）対象児者 
 年齢は 0～6 歳、7～12 歳、13～18 歳、19 歳以上の 4 段階に分類した。年齢、障害種、
知能レベル(IQ85 以上を正常、70 以上 85 未満を境界線、50 以上 70 未満を軽度、35 以上
50 未満を中度、20 以上 35 未満を重度、20 未満を最重度、記述のないものは不明と分類)
ごとに各分類カテゴリーが全対象数に対して占める割合を算出した。また、同時に効果の
違いを検討するために、カテゴリーごとに効果量の平均値および標準偏差を算出した。 
 （２）標的行動 
 標的行動の選定理由について、まず「誰が」行ったかを分類し、次に「どのような観点
で」決定したかを論文中から抽出した。そして、類似した内容をカテゴリー化した結果、
以下の 11 種類に分類された。いずれにも属さない場合は、分析対象から除外した。そし
て、分類されたそれぞれが、全対象数に対して占める割合を算出した。同時に効果の違い
を検討するために、カテゴリーごとに効果量の平均値および標準偏差を算出した。 
 ①「家族の希望」：家族の希望、要望、主訴、改善ニーズの最も高い行動、行動問題の
減少の観点から決定した場合。②「家族が支援で必要なこと」：家族が支援で最も必要と
考えるという観点から決定した場合。③「家族の選択」：専門家から提示された標的行動
の中から、家族が選択して決定した場合。④「家族が実行可能」：家族が実行できる観点
から決定した場合。⑤「家族の支援機会」：家族の対象児者への支援機会が豊富という観
点から決定した場合。⑥「家族がビデオ可」：家族がビデオ撮影可能という観点から決定
した場合。⑦「専門家による対象児者のアセスメント」：専門家による対象児者への実態
把握、あるいはアセスメントという観点から決定した場合。⑧「専門家による対象児者・
家族のアセスメント」：専門家による対象児者と家族のアセスメントという観点から決定
した場合。⑨「対象児者の独力」：対象児者が独力で遂行できるスキルという観点から決
定した場合。⑩「対象児者の達成感・選択肢拡大」：対象児者の達成感あるいは選択肢拡
大という観点から決定した場合。⑪「対象児者の選択」：専門家から提示された標的行動
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から対象児者が選択して決定した場合。 
 さらに、選定理由が記された研究(上記①～⑪が該当)において、本研究の目的は、行動
問題のある発達障害児を対象にしたことと、高橋・山田・小笠原(2009)を参考に標的行動
のタイプを抽出した結果から、以下の 3 種類に分類し、それぞれが全対象数に対して占め
る割合を算出した。また、同時に効果の違いを検討するために、カテゴリーごとに効果量
の平均値および標準偏差を算出した。①適応行動の増加：日常生活スキルなど適切な行動
の獲得を目指した研究。②行動問題の減少：自傷、他傷など社会的に不適切な行動の減少
を目指した研究。③適応行動の増加＋行動問題の減少：上記の①と②の両方を含んだ研究。 
 （３）支援手続き 
 支援手続きの決め方について、「誰が（と）誰に（が）」「どのように」決定したかを、
内容によりカテゴリー分けして 8 種類に分類した。いずれも属さない場合は、分析対象か
ら除外した。分類されたそれぞれが、全対象数に対して占める割合を算出した。同時に効
果の違いを検討するために、カテゴリーごとに効果量の平均値および標準偏差を算出した。 
 ①「専門家が手続き説明」：専門家が家族に支援手続きの説明または依頼、教示した場
合。②「専門家が先行研究説明」：専門家が家族に先行研究やその効果を説明した場合。
③「専門家が長期的見通し説明」：専門家が家族に支援手続きの長期的な見通しを説明し
た場合。④「専門家が立案→協議して修正」：専門家が支援手続きを立案し、家族と協議
して具体的な内容を決めたり修正したりした場合。⑤「専門家が立案→家族の実行可能性
から修正」：専門家が支援手続きを立案し、家族の実行可能性(やりやすさ)から修正した
場合。⑥「専門家がライフスタイルを考慮して立案→協議して修正」：専門家がライフス
タイルを考慮した支援手続きを立案し、家族と協議して修正した場合。⑦「家族が選択」：
専門家が支援手続きを複数立案し家族が選択した場合。⑧「家族が立案→専門家が修正」：
家族が支援手続きを立案し、専門家が修正した場合。 
 さらに、支援手続きのタイプを内容ごとにカテゴリー分けし、小笠原・朝倉ら(2004)を
参考に以下の 5 種類に分類した。また、それぞれが全対象数に対して占める割合を算出し
た。そして、支援手続きによる効果の違いを検討するため、それぞれの効果量の平均値と
標準偏差を算出した。 
 ①先行刺激に基づいた手続き：ワークシステム、物理的環境整備といった先行事象の変
化を含んだ手続き、②直接的な教授に基づいた手続き：専門家や家族による PECS、ソー
シャルストーリーなど適切な行動に対する直接的な教授が含まれる手続き、③消去に基づ
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いた手続き：行動問題が生起しても行動に強化刺激を随伴しないようにデザインされた手
続き、④強化に基づいた手続き：適切な行動を増加させるために社会的に適切な行動の生
起に強化刺激を随伴する手続き、⑤罰に基づいた手続き：行動問題の生起後、行動問題に
嫌悪刺激やレスポンスコストなどの随伴提示により、行動問題の減少を目的とした手続き。 
 家族による社会的妥当性が記述された論文に対して「効果」「家族の負担」「本人の負
担」「継続性」という観点から、「継続性」以外は、評価の基準を「とてもあった」から
「ほとんどなかった」まで 5 段階に分類した。「効果」は、家族が主観的に支援手続きの
効果を評価したもので、「家族の負担」「本人の負担」は、それぞれにかかる負担を主観
的に評価したものである。「継続性」は、研究終了後の支援手続きの実行可能性を主観的
に評価したもので、「ずっと継続できる」から「継続できない」まで 5 段階に分類した。
また、社会的妥当性と支援手続きによる効果の違いを検討するため、それぞれの効果量の
平均値と標準偏差を算出した。 
 ３．効果の測定方法 
 （１）効果量の測定 
 標的行動が行動問題の低減を目指した研究に関して、小笠原・朝倉ら(2004)と同様に、
各論文の図表から介入前の最初に導入された BL 期のすべてのデータの平均値と最終のフ
ェイズの最後から連続する 3 セッションの平均値を算出した。その上で、次の方法で効果
量を算出した。 
 効果量(％)＝(BL 期の平均値－介入期の平均値)÷BL 期の平均値×100 
 適応行動の増加を目指した研究において、各論文の図表から、介入前の最初に導入され
た BL 期のすべてのデータの平均値と最終のフェイズの最後 3 からセッションの平均値を
算出した。そして、次の方法で効果量を算出した。 
 効果量(％)＝(介入期の平均値－BL 期の平均値)÷介入期の平均値×100 
 なお、BL 期の測定がない研究は、介入期の最初から連続する 3 セッションから最終の
連続する 3 セッションを用いて上記の方法で測定し、さらに結果がグラフのみで表示され
ている研究については視認を行い、数量を求めて効果量を測定した。 
 （２）社会的妥当性の測定 
 社会的妥当性のデータをとった論文に対して、「効果」「家族の負担」「本人の負担」
「継続」の各観点から 5 段階評価を行った。論文中に段階評価ではなく、エピソードとし
て記述された場合は、その内容を文章から判断して 5 段階評価を行った。論文中にこれら
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の評価の記載が 3 つ(A、B、C)あった場合は、(A＋B＋C)÷3 として求めた。「効果」「継
続」については、数値の大きい方が肯定的な評価を示した。「家族の負担」「本人の負担」
については、数値の小さい方が肯定的な評価を示した。 
 ４．信頼性と妥当性 
 著者と他の 2 名(特別支援学校教員と大学教員)が協議を行い、上記の標的行動、支援手
続きの分類の仕方と分類名は、3 者から同意が得られたものを採用した。また、それらが
どこに分類されるのかを 3 者で協議をして決定した。 
 
第３節 結果                           
 
 家庭場面で専門家と障害児者をもつ家族が協働で行った論文は 34 編であったが、結果
が数量で示されたものは、1996 年から 2010 年までの 31 編であった。さらに、これらの
論文中に「標的行動の選定理由」または「支援手続きの決め方」のいずれかが記述された
論文は Table 5-2 に示す 30 編であったため、これらを分析対象とした。 
 行動問題を扱った研究では、どの障害種においても高い効果量であった。また、専門家
と家族が協議した上で、家族の希望を聞き対象児者と家族のアセスメントをして標的行動
を決めた効果量が高かった。支援手続きに関しては、専門家が立案して先行研究などを説
明し、それをもとに協議して修正する効果量が高かった。  
 １．対象児者 
 Table 5-3 に、対象児者に関する特徴と効果量平均、標準偏差を示した。年齢別で一番
多かったのは 13～18 歳、7～12 歳の順で、13～18 歳は全体の 44.9％を占めた。7～12 歳
以外の適応行動の効果量平均は 70％以上で、行動問題の効果量はどの年齢でも 80％以上
であった。障害種では、自閉症が最も多く 38.8％、次いで知的障害が 28.6％であった。適
応行動の効果量平均は、いずれの障害種も 60～70％程度で、行動問題の効果量平均は自閉
症を除いた障害種において 80％以上であった。行動問題の効果量平均は、中度レベルを除
いて 90％以上であった。 
 ２．標的行動 
 Table 5-4 に、標的行動に関する特徴と効果量平均、標準偏差を示した。標的行動の選
定理由が記述された研究は、26 編であった。標的行動の選定理由では、専門家と家族が協
議して、「家族の希望」に基づいて決定したものが多く、行動問題に関する効果量が 91.5％
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写
真
カ
ー
ド
刺
激
2
9
.9
5
1
S
3 男
1
3
:1
0
ID
記
載
な
し
指
示
待
ち
希
望
＋
独
力
適
応
行
動
①
写
真
カ
ー
ド
＋
強
化
子
変
更
刺
激
＋
強
化
4
6
.5
5
1
希
望
＋
独
力
適
応
行
動
②
写
真
カ
ー
ド
刺
激
4
3
.6
S
4 男
1
1
:1
1
ID
記
載
な
し
自
己
刺
激
行
動
希
望
＋
独
力
適
応
行
動
写
真
カ
ー
ド
刺
激
5
1
.4
5
1
三
浦
(1
99
7)
男
6
:0
8
D
o
w
n
重
度
排
泄
の
未
自
立
希
望
行
動
問
題
⑧
言
語
指
導
，
排
泄
の
教
示
教
授
＋
罰
＋
強
化
1
0
0
.0
高
畑
・武
蔵
・安
達
(1
9
9
9
)
S1
～
S9
男
6女
3
高
等
部
ID
重
度
（N
=1
）
中
度
（N
=3
）
軽
度
（N
=5
）
記
載
な
し
不
明
確
適
応
行
動
①
支
援
ツ
ー
ル
（ゴ
ミ
出
し
ミ
ニ
ブ
ッ
ク
へ
の
励
ま
し
）
に
よ
る
シ
ェ
イ
ピ
ン
グ
強
化
S1
,S
7は
０
．
そ
れ
以
外
10
0
高
畑
・大
村
・武
蔵
(1
9
9
9
)
男
高
等
部
A
u
t
最
重
度
課
題
不
明
確
の
と
き
パ
ニ
ッ
ク
家
族
の
選
択
適
応
行
動
①
②
③
支
援
ツ
ー
ル
（チ
ャ
レ
ン
ジ
日
記
，
フ
ー
プ
と
び
な
わ
，
ふ
っ
き
ん
お
手
玉
）に
よ
る
シ
ェ
イ
ピ
ン
グ
教
授
＋
強
化
1
0
0
.0
5
2
5
武
藤
・唐
岩
・岡
田
・
小
林
 (2
00
0)
な
し
3
:0
6
P
D
D
軽
度
排
泄
の
未
自
立
，
自
傷
行
動
不
明
確
行
動
問
題
①
⑦
短
期
集
中
ホ
ー
ム
・デ
リ
バ
リ
ー
型
支
援
（教
示
，
賞
賛
）
教
授
＋
強
化
8
3
.0
5
2
.5
高
畑
・武
蔵
(2
00
0)
S1
～
S3
男
2女
1
中
学
部
　
　
1・
3
年
，
　
高
等
部
1
年
A
ut
，
ID
，
D
oｗ
ｎ
重
度
（N
=3
）
泣
き
叫
び
，
肥
満
な
ど
S1
:家
族
の
選
択
S2
:希
望
S3
:本
人
の
選
択
適
応
行
動
①
支
援
ツ
ー
ル
（フ
ー
プ
と
び
な
わ
，
が
ん
ば
り
フ
ァ
イ
ル
へ
の
コ
メ
ン
ト）
に
よ
る
シ
ェ
イ
ピ
ン
グ
教
授
＋
強
化
1
0
0
.0
有
川
・衛
藤
・小
林
(2
0
0
1
)
T
君
男
1
4
:0
8
A
u
t
軽
度
他
者
と
の
会
話
に
無
関
心
本
人
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
適
応
行
動
①
機
会
利
用
型
指
導
法
（環
境
随
伴
性
非
直
接
操
作
・直
接
操
作
）
教
授
9
7
.7
竹
内
ら
(2
00
2)
女
8
:0
5
A
u
t
重
度
こ
と
ば
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ほ
と
ん
ど
な
し
，
こ
だ
わ
り
強
い
希
望
＋
独
力
適
応
行
動
④
言
語
プ
ロ
ン
プ
ト，
遅
延
言
語
プ
ロ
ン
プ
ト，
課
題
分
析
教
授
6
4
.9
4
4
有
川
(2
00
3)
T
君
男
中
学
部
１
年
A
u
t
記
載
な
し
指
示
待
ち
希
望
＋
本
人
・家
族
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
行
動
問
題
①
プ
ロ
ン
プ
トフ
ェ
イ
デ
ィ
ン
グ
法
，
時
間
遅
延
法
教
授
＋
強
化
8
1
.4
武
蔵
・高
畑
(2
00
3)
男
高
等
部
２
年
ID
重
度
乱
暴
な
言
葉
，
大
声
希
望
＋
本
人
・家
族
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
適
応
行
動
＋
行
動
問
題
①
②
支
援
ツ
ー
ル
（適
切
な
行
動
を
賞
賛
，
ほ
め
た
よ
日
記
）に
よ
る
シ
ェ
イ
ピ
ン
グ
強
化
9
7
.3
4
.5
1
吉
川
・竹
田
・村
中
・
藤
原
(2
00
3)
女
小
学
校
特
別
支
援
学
級
D
o
w
n
軽
度
強
い
拒
否
，
排
泄
の
失
敗
本
人
・家
族
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト結
果
適
応
行
動
①
物
理
的
環
境
設
定
（ト
イ
レ
が
ん
ば
り
ボ
ー
ド
），
支
援
ツ
ー
ル
（ト
イ
レ
が
ん
ば
り
フ
ァ
イ
ル
）
刺
激
＋
強
化
4
5
.0
5
1
5
小
井
田
・園
山
(2
00
4)
男
3
:1
1
A
u
t
中
度
表
出
言
語
に
顕
著
な
遅
れ
希
望
＋
本
人
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
適
応
行
動
①
②
P
E
C
S
教
授
＋
強
化
9
4
.1
吉
川
・藤
原
(2
00
4)
男
1
0
:0
4
A
u
t
最
重
度
見
通
し
の
な
い
場
所
で
は
拒
否
行
動
本
人
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
適
応
行
動
①
①
物
理
的
環
境
設
定
，
身
体
的
ガ
イ
ダ
ン
ス
刺
激
＋
強
化
＋
教
授
9
0
.0
4
2
4
適
応
行
動
②
教
授
教
授
7
7
.7
5
2
4
適
応
行
動
③
物
理
的
環
境
設
定
（か
ご
の
設
置
）
刺
激
1
0
0
.0
5
4
5
高
畑
・中
道
(2
00
5)
男
高
等
部
１
年
ID
　
　
　
＋
肢
体
不
自
由
最
重
度
他
傷
本
人
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
＋
独
力
適
応
行
動
①
②
③
④
支
援
ツ
ー
ル
（お
手
玉
ふ
っ
き
ん
，
ふ
っ
き
ん
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト，
回
数
シ
ー
ル
）に
よ
る
シ
ェ
イ
ピ
ン
グ
強
化
7
2
.2
5
2
2
4
竹
内
・島
宗
・橋
本
(2
0
0
5
)
男
8
:0
2
A
u
t
重
度
「は
い
」「
い
や
」以
外
の
発
話
に
よ
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
な
し
独
力
＋
達
成
感
＋
選
択
肢
拡
大
適
応
行
動
①
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
，
身
体
的
・言
語
プ
ロ
ン
プ
ト，
賞
賛
刺
激
＋
強
化
＋
教
授
2
2
.8
　
　
　
　
　
　
　
　
T
ab
le
 5
-
2
　
家
庭
場
面
に
お
い
て
専
門
家
と
家
族
が
協
働
で
行
っ
た
研
究
論
文
対
象
児
者
標
的
行
動
支
援
手
続
き
※
合
計
人
数
で
評
価
※
第
三
者
に
よ
る
評
価
A
u
tは
自
閉
症
，
ID
は
知
的
障
害
，
D
ow
n
は
ダ
ウ
ン
症
候
群
，
(H
F
)P
D
D
は
（高
機
能
）広
汎
性
発
達
障
害
を
表
す
．
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論
文
対
象
児
者
・性
年
齢
・学
年
障
害
名
知
能
レ
ベ
ル
行
動
問
題
や
特
徴
選
定
理
由
カ
テ
ゴ
リ
ー
決
定
方
法
処
遇
カ
テ
ゴ
リ
ー
効
果
量
効
果
家
族
負
担
本
人
負
担
継
続
道
城
・松
見
(2
00
6)
男
小
学
特
別
支
援
学
級
４
年
P
D
D
中
度
音
や
身
体
へ
の
過
敏
反
応
，
強
い
こ
だ
わ
り
不
明
確
適
応
行
動
①
⑧
課
題
分
析
，
教
示
（視
覚
，
口
頭
プ
ロ
ン
プ
ト）
，
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
教
授
＋
強
化
1
0
0
.0
難
波
・飯
原
・岩
橋
・
井
上
(2
00
6)
男
1
1
:0
7
A
D
/
H
D
境
界
攻
撃
行
動
不
明
確
行
動
問
題
①
行
動
リ
ハ
ー
サ
ル
，
ロ
ー
ル
プ
レ
イ
，
トー
ク
ン
シ
ス
テ
ム
，
D
R
O
，
レ
ス
ポ
ン
ス
コ
ス
ト
教
授
＋
強
化
＋
消
去
＋
罰
9
0
.8
井
澤
・竹
澤
(2
00
7)
男
2
0
視
覚
＋
A
u
t
記
載
な
し
自
傷
，
他
傷
希
望
＋
本
人
・家
族
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
適
応
行
動
＋
行
動
問
題
④
太
鼓
活
動
の
教
示
，
自
傷
行
動
へ
の
制
止
教
授
8
1
.2
適
応
行
動
＋
行
動
問
題
太
鼓
活
動
の
教
示
，
自
傷
行
動
へ
の
制
止
教
授
1
0
0
.0
藤
原
・福
元
(2
00
7)
S
1 男
小
学
部
６
年
A
u
t
記
載
な
し
記
載
な
し
本
人
・家
族
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
＋
実
行
可
＋
支
援
機
会
＋
ビ
デ
オ
可
適
応
行
動
⑤
物
理
的
環
境
（椅
子
＋
タ
イ
マ
ー
）＋
教
授
刺
激
＋
教
授
3
2
.0
5
2
1
5
S
2 男
中
学
部
２
年
A
u
t
記
載
な
し
記
載
な
し
本
人
・家
族
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
＋
実
行
可
＋
支
援
機
会
＋
ビ
デ
オ
可
適
応
行
動
物
理
的
環
境
（椅
子
＋
タ
イ
マ
ー
）＋
教
授
刺
激
＋
教
授
8
9
.3
5
2
1
5
S
3 男
小
学
部
４
年
A
u
t
記
載
な
し
記
載
な
し
本
人
・家
族
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
＋
実
行
可
＋
支
援
機
会
＋
ビ
デ
オ
可
適
応
行
動
物
理
的
環
境
（手
順
表
＋
タ
イ
マ
ー
）＋
教
授
刺
激
＋
教
授
1
6
.6
5
2
1
4
福
田
・井
上
(2
00
7)
S
1 男
小
学
２
年
H
F
P
D
D
境
界
一
方
的
な
話
本
人
・家
族
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
行
動
問
題
⑤
ソ
ー
シ
ャ
ル
ス
トー
リ
ー
＋
強
化
子
教
授
＋
強
化
8
2
.5
S
2 男
小
学
３
年
H
F
P
D
D
疑
境
界
大
声
本
人
・家
族
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
行
動
問
題
ソ
ー
シ
ャ
ル
ス
トー
リ
ー
＋
強
化
子
教
授
＋
強
化
1
0
0
.0
森
弘
・松
岡
(2
00
7)
A 男
小
学
情
緒
１
年
H
F
P
D
D
記
載
な
し
食
事
中
の
離
席
希
望
行
動
問
題
④
グ
ラ
フ
提
示
，
約
束
カ
ー
ド
，
基
準
変
更
デ
ザ
イ
ン
刺
激
＋
強
化
＋
教
授
9
6
.8
4
3
1
岩
嶋
(2
00
8)
男
小
学
知
的
学
級
５
年
A
u
t
中
度
手
づ
か
み
で
食
事
，
性
器
を
触
る
こ
と
本
人
・家
族
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
＋
指
導
で
必
要
な
こ
と
＋
実
行
可
行
動
問
題
⑥
物
理
的
環
境
設
定
（座
席
の
変
更
）
刺
激
＋
教
授
＋
強
化
6
1
.7
適
応
行
動
声
か
け
，
物
理
的
環
境
設
定
刺
激
＋
教
授
＋
強
化
4
5
.8
飯
島
ら
(2
00
8)
男
6
:0
8
A
u
t
重
度
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
レ
パ
ー
トリ
ー
乏
し
い
希
望
適
応
行
動
①
②
Ｐ
Ｅ
Ｃ
Ｓ
，
機
会
利
用
型
指
導
法
教
授
＋
強
化
8
7
.5
4
2
1
4
倉
光
・趙
・園
山
(2
0
0
8
)
男
3
:1
1
P
D
D
重
度
要
求
が
伝
わ
ら
な
い
と
き
の
奇
声
・泣
き
希
望
適
応
行
動
①
②
Ｐ
Ｅ
Ｃ
Ｓ
教
授
＋
強
化
1
9
.3
平
澤
(2
00
9b
)
S
1 な
し
9
A
u
t
重
度
トイ
レ
に
水
を
流
す
希
望
＋
本
人
・家
族
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
行
動
問
題
④
物
理
的
環
境
設
定
刺
激
1
0
0
.0
4
1
S
2 な
し
5
H
F
P
D
D
境
界
攻
撃
行
動
希
望
＋
本
人
・家
族
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
行
動
問
題
物
理
的
環
境
設
定
＋
教
授
刺
激
＋
教
授
1
0
0
.0
4
2
S
3 な
し
1
1
A
D
H
D
軽
度
も
の
を
投
げ
る
希
望
＋
本
人
・家
族
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
行
動
問
題
物
理
的
環
境
設
定
＋
教
授
刺
激
＋
教
授
1
0
0
.0
4
2
松
下
・園
山
(2
00
9)
A
児
男
5
:0
2
P
D
D
正
常
強
い
こ
だ
わ
り
，
奇
声
希
望
適
応
行
動
①
刺
激
フ
ェ
イ
デ
ィ
ン
グ
，
分
化
強
化
刺
激
＋
強
化
＋
消
去
6
3
.5
5
丸
居
・小
松
・有
光
(2
0
0
9
)
女
4
:0
7
A
u
t
軽
度
言
葉
の
遅
れ
希
望
適
応
行
動
①
P
E
C
S
教
授
＋
強
化
1
0
0
.0
竹
井
ら
(2
00
9)
A
児
6
:0
3
A
u
t
重
度
高
所
に
登
る
，
破
壊
，
性
器
を
触
る
希
望
行
動
問
題
④
物
理
的
環
境
設
定
，
要
求
ス
キ
ル
の
形
成
，
掃
除
活
動
，
Ｐ
Ｅ
Ｃ
Ｓ
刺
激
＋
教
授
＋
強
化
6
8
.5
吉
川
・加
藤
・藤
原
(2
0
0
9
)
S
1 男
特
別
支
援
学
校
中
学
部
２
年
A
u
t
最
重
度
要
求
言
語
行
動
は
，
サ
イ
ン
，
ク
レ
ー
ン
現
象
，
指
さ
し
希
望
適
応
行
動
④
機
会
利
用
型
指
導
法
，
時
間
遅
延
，
分
化
強
化
教
授
＋
消
去
＋
強
化
8
2
.5
5
2
1
5
S
2 男
特
別
支
援
学
校
小
学
部
６
年
A
u
t
最
重
度
要
求
言
語
行
動
は
，
サ
イ
ン
，
指
さ
し
，
手
さ
し
希
望
適
応
行
動
機
会
利
用
型
指
導
法
，
時
間
遅
延
，
分
化
強
化
教
授
＋
消
去
＋
強
化
7
4
.7
岡
村
・井
上
・高
階
(2
0
1
0
)
A
児
男
1
0
:0
2
ID
重
度
自
傷
，
他
傷
希
望
＋
本
人
ア
セ
ス
メ
ン
ト
行
動
問
題
①
キ
ッ
チ
ン
タ
イ
マ
ー
，
視
覚
的
手
が
か
り
，
消
去
刺
激
＋
強
化
＋
消
去
8
9
.8
※
評
価
し
て
い
る
が
，
記
述
な
し
対
象
児
者
標
的
行
動
支
援
手
続
き
　
　
　
　
　
　
　
　
T
ab
le
 5
-
2
　
家
庭
場
面
に
お
い
て
専
門
家
と
家
族
が
協
働
で
行
っ
た
研
究
（続
き
）
A
u
tは
自
閉
症
，
ID
は
知
的
障
害
，
D
ow
n
は
ダ
ウ
ン
症
候
群
，
(H
F
)P
D
D
は
（高
機
能
）広
汎
性
発
達
障
害
を
表
す
．
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であった。さらに、「専門家による対象児者と家族のアセスメント」(専門家による助言)
を実施した上で、標的行動を決定している研究が多く、効果量も高かった。標的行動のタ
対象数 割合
効果量平均
（適応行動）
効果量SD
（適応行動）
効果量平均
（行動問題）
効果量SD
（行動問題）
年齢
0～6歳 9 18.4 72.9 29.5 87.9 13.2
7～12歳 17 34.7 60.1 27.7 90.2 12.3
13～18歳 22 44.9 75.4 34.9 89.4 8.0
19歳以上 1 2.0 100.0 81.2
障害種
知的障害 14 28.6 72.4 37.7 93.6 3.8
自閉症 19 38.8 72.1 29.5 77.9 14.6
ＡＤＨＤ 2 4.1 95.4 4.6
広汎性発達障害 4 8.2 60.9 33.0 83.0
高機能広汎性発達障害 4 8.2 94.8 7.2
ダウン症 4 8.2 58.3 30.1 100.0
肢体不自由＋知的障害 1 2.0 72.2
視覚＋自閉症 1 2.0 100.0 81.2
知能レベル
正常 1 2.0 63.5
境界 4 8.2 93.3 7.3
軽度 10 20.4 67.8 42.9 91.5 8.5
中度 6 12.2 90.0 19.9 61.7
重度 13 26.5 74.3 32.8 91.1 11.9
最重度 5 10.2 85.3 10.7
不明 10 20.4
Table 5-3　対象児者の特徴と効果量
特徴
論文数 割合
効果量平均
（適応行動）
効果量SD
（適応行動）
効果量平均
（行動問題）
効果量SD
（行動問題）
選定理由
　家族の希望 17 65.4 65.3 27.9 91.5 10.4
　家族が指導で必要なこと 1 3.8 45.8 61.7
　家族の選択 2 7.7 100.0 0.0
　家族が実行可能 2 7.7 45.9 27.1 61.7
　家族の支援機会 1 3.8 50.0 31.5
　家族がビデオ可 1 3.8 50.0 31.5
　専門家による対象児者のアセスメント 5 19.2 88.6 10.3 89.8
　専門家による対象児者・家族のアセスメント 8 30.8 54.8 30.0 89.3 12.7
　対象児者の独力 4 15.4 44.1 17.5
　対象児者の達成感・選択肢拡大 1 3.8 22.8
　対象児者の選択 1 3.8 100.0
　　 標的行動のタイプ
　適応行動 16 61.5 67.5 29.3
　行動問題 7 26.9 91.9 10.5
　適応行動＋行動問題 3 11.5 72.9 27.1 80.1 14.6
Table 5-4　標的行動の選定理由・タイプと効果量
標的行動の選定理由・タイプ
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イプは、適応行動の研究が 16 編と最も多く、効果量平均は行動問題の研究が 91.9％で最
も高かった。 
 ３．支援手続きの決定方法、タイプと効果量 
 Table 5-5 に、支援手続きの決定方法と効果量平均、標準偏差を示した。専門家が支援
手続きを立案したものを、家族と協議して決定した方(Table 5-5 の④⑤)が、専門家による
説明のみの場合(Table 5-5 の①)に比べて効果量が高かった。また、支援手続きの説明のみ
の場合(Table 5-5 の①)に比べて、「先行研究」や「長期的な見通し」などの説明を加えた
方(Table 5-5 の②③)の効果量が高かった。 
 Table 5-6 に、支援手続きのタイプと効果量平均、標準偏差を示した。最も多く用いら
れた支援手続きは、強化に基づくもので 70.1％を占めた。効果量平均では、適応行動に関
しては教授、強化によるものが高く、それぞれ 75.9％、75.7％であった。標準偏差は、消
去手続きを除いて 30 程度であった。行動問題に関する効果量平均は、いずれも 86.5％以
上であった。 
 Table 5-7 に、支援手続きと社会的妥当性の関係を示した。社会的妥当性を評価した研
究は 17 編(56.7％)あった。家族による評価では、効果があるとされた手続きは、罰以外が
支援手続きの決め方 対象数 割合
効果量平均
（適応行動）
効果量SD
（適応行動）
効果量平均
（行動問題）
効果量SD
（行動問題）
①専門家が手続き説明 20 66.7 73.0 33.7 88.5 5.7
②専門家が先行研究説明 6 20.0 74.6 29.2 97.3
③専門家が長期的見通し説明 2 6.7 86.1 13.9
④専門家が立案→協議して修正 7 23.3 78.9 12.0 91.1 12.1
⑤専門家が立案→家族の実行可能性から
修正
2 6.7 46.0 31.3 91.3 8.7
⑥専門家がライフスタイルを考慮して立案
→協議して修正
1 3.3 45.8 61.7
⑦家族が選択 1 3.3 83.0
⑧家族が立案→専門家が修正 2 6.7 100.0 100.0
Table 5-5　支援手続きの決定方法
対象数 割合
効果量平均
（適応行動）
効果量SD
（適応行動）
効果量平均
（行動問題）
効果量SD
（行動問題）
先行刺激に基づいた手続き 21 38.9 49.8 25.8 88.1 15.0
直接的な教授に基づいた手続き 33 61.1 75.9 29.2 87.2 12.5
消去に基づいた手続き 5 9.3 73.6 7.8 90.3 0.5
強化に基づいた手続き 38 70.1 75.7 28.1 86.5 12.1
罰に基づいた手続き 2 3.7 95.4 4.6
Table 5-6　支援手続きのタイプと効果量
支援手続きのタイプ
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4.5 以上であった。家族の負担度は、罰による手続き以外が 2.0 前後であった。対象児者
本人の負担度は、刺激、教授、消去に基づく手続きがいずれも 1.0 であった。 
 
第４節 考察 
 
 上記の結果で、知的障害児、広汎性発達障害児を対象として、行動問題に関する効果量
平均はいずれも 90％前後で、どの知能レベルにも効果があることが示された。高橋ら
(2009)の効果量の「効果の大きさ」の評価基準を参考にすると、この数値は効果が「中」
から「大」にあたる。このことから、発達障害児をもつ家族との協議のポイントを検討す
る上で、これらのデータが参考になると考えられる。 
 １．標的行動 
 専門家が対象児者、家族のアセスメントを行い、家族の希望を聴取した上で標的行動を
決定していることが明らかになった。対象児者のみならず家族のアセスメントも行ってい
ることから、藤原・平澤(2001)の指摘する協働的アプローチの手続き(研究 2 のプロセス①
～⑤参照)を踏まえた研究が多いことが示唆された。 
 家族のニーズを尊重することの重要性も示唆されたが、行動問題を複数示す発達障害児
者の場合、標的行動の優先順位をどのように決定しているかは明らかにされなかった。以
下、複数の行動問題がある場合、対象児と家族のニーズに合致した標的行動を決める協議
の観点を考察する。行動問題の低減を目指し、選定理由が明らかにされた研究では Table 
5-4 より、家族の希望(主訴、改善ニーズなど)の観点から決定したものが多くあった。主訴
の要素の 1 つに緊急性(早急に解決する必要性のある高い行動問題：野口，2008)が考えら
れ、この有無が標的行動を決定する上で重要な観点と思われる。また、専門家による対象
児者、家族のアセスメントを行った研究が多いことから、次が考えられる。複数の行動問
題が挙げられた場合、行動問題の生起する頻度や従事時間(井澤・竹澤，2007)の測定によ
効果 効果SD 家族負担
家族負担
SD
本人負担
本人負担
SD
継続性 継続性SD
先行刺激に基づいた手続き 4.7 0.5 2.1 0.8 1.0 0.0 4.7 0.5
直接的な教授に基づいた手続き 4.5 0.7 2.3 0.6 1.0 0.0 4.5 0.5
消去に基づいた手続き 5.0 0.0 2.0 1.0 5.0
強化に基づいた手続き 4.7 0.4 1.9 0.6 1.2 0.4 4.5 0.5
罰に基づいた手続き
Table 5-7 　支援手続きと社会的妥当性との関係
支援手続きのタイプ
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り、支援機会の多少が明確になり、標的行動の優先順位を検討する上で参考になるだろう。 
 さらに、家族のストレスに関する多くの調査研究では、行動問題により家族に高いスト
レスがかかると報告されている(例えば、有川，2002)。このことから、家族に対象児から
受けるストレスの度合いを評価してもらうことも必要であろう。また第 1 章第 2 節に示し
た国内の知的障害児者を対象にした「問題行動」に関する 6 つの調査研究では、6 つの調
査研究のうち、5 つ以上で共通の行動の型として、自傷、他傷が挙げられた。このように、
本人・他者への危険性(加藤，2008；野口，2008)が及ぶものがあるため、その観点も重要
である。 
 以上から、複数の行動問題のある発達障害児をもつ場合、家族の希望という側面から「緊
急性」、専門家による家族・対象児へのアセスメントという側面から「家族のストレス」
「本人への危険性」「他者への危険性」「従事時間・頻度」などの観点を考慮した上で、
標的行動の優先順位を協議することが重要であると思われる。 
 ２．支援手続き 
 （１）支援手続きの提案  
 Table 5-2 より、青木・山本(1996)は、対象児が日常的な生活技能を一人で遂行できるよ
うにカードの活用を試みた。しかし、研究に参加した保護者 4 名中 2 名は、カードの活用
に負担を感じた。専門家からは比較的使用が容易と思われたカードの提案も、実行者側か
らすれば普段行う声かけの方が取り組みやすいという報告があった。 
 支援手続きを説明する際、そのメリットやデメリットを加えて説明し、Table 5-5 の②
③の結果より、家族に標的行動が達成されるまでの支援の見通し(予想される結果)なども
説明することで、家族が支援手続きを実行する上での容易さ、期待される効果など、複数
の観点で考える機会の提供になるだろう。 
 また Table 5-6 より、いずれの支援手続きも適応行動の増加を目指した研究では効果量
平均に相当なばらつきがみられた。一方、行動問題の低減を目指した研究では、適応行動
に比べてばらつきが小さく、どの手続きも 86.5％を超えたことから、いずれの支援手続き
も効果があったと考えられる。さらに社会的妥当性の観点では Table 5-7 から、家族や対
象児者の負担度、継続性などに関する評価は、支援手続きにより多少の差はあったが、特
定の支援手続きが効果的という判断はなかったと考えられる。学校場面におけるコンサル
テーションの研究では、専門家が教師に 1 つの介入方法を提示する時に比べて、教師は複
数提示されたものから選択して、実際に指導した方の支援行動が向上したという報告があ
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る(Kern, Childs, Dunlap, Clarke, & Falk, 1994)。 
 以上のことから、専門家から効果的と思われる複数の支援手続きを提示して、それらか
ら家族が選択して実行した方が、家庭文脈に適合した支援を提供できることが想定される。 
 （２）家族による評価 
 Table 5-2 より、平澤(2009b)のように家族が効果はあったと評価し家族にかかる負担が
少なかった事例と、青木・山本(1996)のように効果があると評価しても負担が高かった場
合もある。よって、専門家から家族に対する支援手続きの説明をした後、家族による効果
の有無を判断する観点以外に、取り組みやすさという観点が必要であろう。また、Table 5-2
より、効果と継続性に関してもこれと同様なことが言え、上記と同様な理由から継続性と
いう観点も重要と考える。さらに、家族に行ったアセスメントと支援手続きが合致してい
るかという評価も必要である。特に PBS では、家族のライフスタイル、価値観を重要視(平
澤，2003)しているため、それらの観点からの評価が必要である。 
 以上のことから、①専門家は、機能的アセスメントに基づいた支援手続きを複数提示し、
それぞれの「メリット」「デメリット」「予想される結果」を家族に説明する。そして、
②家族は各支援手続きに対する「取り組みやすさ」「負担」「継続性」「ライフスタイル」
「価値観」などの観点から評価を行う。このことによって、家族の支援手続きに対する選
択機会が得られ、家族が支援手続きの優先順位をつけ、対象児者に対する支援行動が高ま
ると思われる。 
 さらに実際に実行した支援手続きも、上記と似た観点から評価を行う必要がある。実行
前の説明を聞いた評価と、実行後とは異なることが予想されるため、実行後における「家
族の負担度」や「対象児の負担度」の評価を行う必要がある。評価の低い観点があれば、
それを解消する検討を行うことで、支援手続きに関する家庭文脈に適合した支援が高まる
と考えられる。 
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第６章 行動問題を示す発達障害児をもつ保護者 
     との協働的アプローチにおける「協議ツー 
     ル」の開発とその効果の検討（研究 3～5）  
 
第１節 研究３：行動問題を示す発達障害児をもつ保護者との協働的 
    アプローチにおける「協議ツール」の効果の検討(１) 
 
 １．問題と目的 
 研究 2 では、家庭文脈に適合した支援の提供にあたり行動問題や支援手続きを決定する
協議の進め方が家庭の支援に影響を与えるとして、メタ分析を用いて効果的な協議の検討
を行った。行動問題を選定する際は「緊急性」「親のストレス」「本人への危険性」「他
者への危険性」「頻度」「従事時間」の 6 観点から総合的に判断すること、支援手続きを
選定する際は専門家から提示した複数の方法に対して、家族から支援手続きの「取り組み
やすさ」「効果」「ライフスタイル」「価値観」「継続性」の 5 観点で検討することが重
要であると指摘した。支援者及び家族がこのような協議の視点を共有することにより、家
庭文脈に適合した支援が提供されると思われる。 
 ところで研究 1-2 及び第 2 章第 2 節では、行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と協
議する際、個別の指導計画の活用により共通理解が得られやすくなったことを示した。研
究 1-2 の個別の指導計画には、各教科の学習内容や学習での習得箇所と今後の課題が具体
的に記述された。このことから効果的な協議を行うためには、家族と共通した個別の指導
計画のように具体的な様子が相手に正確に伝わるツールが重要である。 
 さらに、研究参加者による支援手続きの妥当性(容易度、実行可能度など)を検討した社
会的妥当性に関する先行研究で、大久保・高橋ら(2011)は、研究参加者に支援手続きの効
果や負担などに関して 5 段階評価を依頼した。研究実施者はその評価を見て高い評価が得
られれば支援手続きは妥当と判断し、逆に低い箇所があれば改善策を講じることができる。 
 このように研究実施者は、研究参加者が段階評価を行うことで研究実施における支援手
続きの妥当性の評価が客観的になり、得られた数値を見て支援手続きの改善箇所を明らか
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にできる。これを協議場面に置換して考えると、例えば、支援者(研究実施者)と家族(研究
参加者)が行動問題や支援手続きを決定する際に、支援者が家族に段階評価を依頼すること
で、支援者はその評価の高低から行動問題のニーズの高さを理解し、支援手続きに対して
も評価結果から家族に実施可能かを判断できる。結果として、支援者と家族の価値観など
のずれは生じにくくなると思われる。 
 これらのことから、行動問題を示す発達障害児をもつ家族との協働的アプローチで、研
究 2 で検討した協議における複数の観点をもとに、5 段階評価を行うツールを作成して行
動問題や支援手続きに関する協議により、支援者の提案に対する家族の意見を客観的に捉
えることが可能になると思われる。また、評価の低い箇所に対して改善方法を検討でき、
結果として家庭文脈に適合した支援が提供できると考えられる。本研究では、行動問題(協
議ツール⑴)や支援手続き(協議ツール⑵～⑷)に関する協議に用いる文書からなる 4種類の
「協議ツール」を作成した。また、支援者と保護者による一層の連携の重要性が示唆され、
「協議ツール」の有効性が示されれば学校など様々な文脈に汎用される可能性もあり、「協
議ツール」の効果を検討する意義があるだろう。 
 そこで本研究では、行動問題を示す発達障害児をもつ家族と研究 2をもとに作成した「協
議ツール」を活用した協働的アプローチを行うことによって、家庭文脈に適合した支援を
提供できるかと発達障害児の行動問題の変容を検討することを目的とした。 
２．方法 
 （１）対象 
 小学校特別支援学級に在籍する6年生の自閉症男児Cとその母親であった。Cと母親は、
毎月 2 回の割合で大学相談機関(以下、相談機関)に来所し、C は個別指導を受け、母親は
大学で応用行動分析を専門とする大学教員からスーパーバイズを受ける大学院生による面
接を受けていた。現在 C が通う小学校では、「耳を叩く」「つばをはく」「奇声をあげる」
「ものを破る」などの行動問題が生じていた。小学 6 年時(生活年齢 12 歳 2 ケ月)に受けた
新版 K 式発達検査結果は、姿勢・運動が 3 歳 6 ケ月以上、認知・適応が 5 歳 7 ケ月、言
語・社会が 4 歳 6 ケ月、全領域が 5 歳 1 ケ月であった。母親は、行動問題の対応方法を尋
ねることがあった。著者がそれに対して、写真カードの活用などの支援手続きを提案する
と、母親はやってみると言うものの実行までに及ばないことがしばしばあった。 
（２）支援期間・支援場所 
 期間は、20XX 年 2 月から 7 月までの約 6 ケ月間であった。協議は著者と母親が相談機
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関の面接室や大学の一室で行い、実際の支援は母親が家庭で行った。前述の通り、C と母
親の来所は月 2 回であったが、研究期間中は協議を行うために母親におよそ 1 週間に 1 度
の割合で来所してもらった。また、支援手続きの提案から家庭での実行に関して、著者か
らの提案はおよそ月に 1 回とした。そのおもな理由は、支援の効果を確認することと、母
親の適応行動の増加に対する新たなニーズが挙げられており、それに応じるためであった。
また、それらに合わせて各期を設定した。BL 期は 4/2～4/11 の 10 日間(セッション 1～10)
で、支援期間はⅠ期(4/12～5/17)の 34 日間(セッション 11～44)、Ⅱ期(5/18～6/14)の 28
日間(セッション 45～72)、Ⅲ期(6/15～7/3)の 19 日間(セッション 73～91)の 3 期であった。 
 （３）「協議ツール」を活用した協働的アプローチ 
  １）協議ツール：研究 2 を基に以下の 4 種類の協議ツール⑴～⑷(資料 1-1～資料 1-4-2)
を作成した。それぞれは A4 用紙に印刷された。これらは、①専門家と母親の役割が明確(例
えば、専門家が支援方法を提示→母親が選択)、②専門家と母親による価値観のずれの観点
を視覚的に確認でき、それを基に修正が可能、③複数観点による記述のため、協議の観点
が整理しやすくなると考え作成した。  
 ①協議ツール⑴：行動問題の優先順位を決定するために作成され、「緊急性」「親のス
トレス」「本人への危険性」「他者への危険性」「頻度」「従事時間」の 6 項目からなり、
それぞれ母親が 5 段階評価するものであった。5 段階評価では、数字の大きい方が行動問
題のニーズが高いことを示した。 
 ②協議ツール⑵：著者が機能的アセスメントに基づいた支援計画から複数の支援手続き
の「方法」「メリット」「デメリット」「予想される結果」を記述したものであった。 
 ③協議ツール⑶：母親が、協議ツール⑵を基に「取り組みやすさ」「期待される効果」
「ライフスタイル」「価値観」「継続性」の 5 項目を 5 段階評価するものであった。例え
ば、協議ツール⑵で写真カードの活用方法に関して提示された場合、協議ツール⑵の「目
標」「メリット」「デメリット」「予想される結果」の観点から 5 項目を評価するもので
あった。5 段階評価では、数字の大きい方が肯定的な評価を示した。 
 ④協議ツール⑷：母親が家庭で実施した後、行動問題と支援手続きを評価するものであ
った。行動問題では母親がその低減の度合いやストレスなどを加味して 100 点満点で評価
し、気になる様子を自由記述できるようにされた。100 点満点の理由は、尺度の大きい方
が 5 段階ではできない評価を自由にできると考えたためであった。100 点満点では、数字
の大きい方が肯定的な評価を示した。支援手続きは「家族の負担度」「子どもの負担度」
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「ライフスタイル」「価値観」「継続性」の 5 項目を 5 段階評価するものであった。5 段
階評価では、数字の大きい方が肯定的な評価を示した。 
  ２）協議方法と協働的アプローチのプロセス：「協議ツール」を活用した協働的アプ
ローチを以下のように行った。①協議の回数と形態：母親との協議は合計 18 回で、1 回目
から 5 回目までの 5 回は C の好み・苦手などのアセスメント、家族の特徴の聞き取りと行
動問題の選定［協議ツール⑴］であった。6 回目から 18 回目までの 13 回は、著者から支
援手続きの提案［協議ツール⑵]、母親の支援手続きの評価［協議ツール⑶］、母親の支
援実行後の評価［協議ツール⑷］という一連の流れに沿った。1 回あたり 2～4 時間程度行
った。また、1 回あたり 30～40 分程度、C と母親が相談機関に来所し、大学院生が個別
指導室にて C への個別指導を行う様子をモニターで見ることや相談に応じることも行っ
た。C の特別支援学級担任の同席もあった。協議は、BL 期に 1 回、Ⅰ期に 5 回、Ⅱ期に
4 回、Ⅲ期に 3 回行われた。 
 ②アセスメント方法：C および家族の特徴に関するアセスメントは、1 回平均 2 時間程
度であった。 
 a．C のアセスメント：行動問題や支援手続きに関する情報として、C の好きな活動は
ゲーム DS やパソコンの無料ゲームを見ることであった。好きな食べ物はガムなどであっ
た。また「トイレ行く」などの 2 語文が表出した。言語理解では、「歩く」「食べる」な
ど日常的な動作を表す言葉がわかった。その他、苦手な活動は運動、人前に出ること、い
ろんな音を聞くことであった。苦手な食べ物はごはん、野菜全般などであった。コミュニ
ケーションでは、要求手段としてお店に行きたい時、母親の顔を見て店名を言った。人名
は覚えにくかった。拒否の言葉は「こわい」と言うことであった。保育園頃から下半身を
さわるなどの行動問題があった。 
学習面に関して、漢字の読みは小学 3～4 年生程度で、漢字の書き取りは小学 1～2 年生
程度であった。計算に関して、1 ケタ同士の加減は可能であった。10 前後の数を正しく数
えることができた。書字に抵抗があり、ワークシートの課題が苦手であった。宿題は、平
日のみ、ほぼ同じ内容の課題(ノート 1 ページ分の漢字練習、教科書の音読、加減の計算プ
リント 1 枚 50 問程度の 3 種類)が出された。宿題に取りかかるまでに時間を要することが
多かった。また、宿題中にもマンガ本を読んだり、ゲームをしたりすることがあった。 
 b．家族の特徴：家族構成は C、父親(40 代)、母親(40 代)の 3 人家族であった。母親は、
教育熱心で以前親の会で効果的と聞いた支援や、自閉症に関する書籍を読んで有効と思わ
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れる支援を試みることが何度もあった。しかし、効果がない時は支援を 2～3 週間でやめ
た。平日は C の学校への送迎を車で行った。これまで母親が家庭で実施した取組は、相談
機関で課題を終えた後、ファーストフード店へ行ってハッピーセットを注文することや、
良い行動がとれたら 10 円を貯金して 300 円以上貯まれば C の好きなマンガ本を購入する
ことであった。ストレス改善の場は、親の会での情報交換や相談機関における相談であっ
た。気軽に相談できる人は、夫、親の会、大学スタッフとされた。 
 行動問題や支援手続きを考える際に考慮すべき情報として、次のことが挙げられた。父
親は平日仕事で夜遅く帰宅するため、ほとんど C と顔を合わせることはなかった。休日は、
3 人で父親の運転する車で買い物に出かけることが多かった。父親から C に積極的に関わ
ることは少なかったが、C の好きな本を一緒に買いに行くことがあった。母親による C の
増やしたい適応行動は、言葉でのやりとり、指示に従う行動であった。家庭で大切にして
いることは、「おはよう」「ありがとう」などの挨拶が言えることや家族と一緒に楽しめ
ることであった。 
 ③行動問題に関する協議：協議ツール⑴と具体的な行動問題の例を母親に提示した。母
親は C の気になる行動を挙げ、点数をつけた。そして、著者が行動問題の合計点数を出し
優先順位をつけ、上位 2 つを支援対象の行動問題として提案した。Table 6-1 に母親が挙
げた気になる行動(以下、行動問題)を示した。全部で 10 の行動問題を挙げ、協議ツール⑴
の結果、上位は手を噛む行動(以下「手を噛む」)が合計 26 点、繰り返し気になる言葉を言
う行動(以下「気になる言葉」)が合計 20～21 点で、これらを支援対象の行動問題とした。 
 ④支援手続きに関する協議：著者による支援手続きの提案から実行後の評価までの協議
は、以下①～⑤のように行った。 
 ①機能的アセスメントに基づいた支援計画をもとに、協議ツール⑵を用いた。機能的ア
セスメントでは、母親から行動問題の聞き取り、ABC 記録、MAS(Motivation Assessment 
Scale)により行動問題の機能の推定を行い、支援計画を立案した。本研究で用いた ABC 記
録は、著者が予めインタビューで聞き取った行動問題のきっかけと生起後の事象を複数記
述し、生起時に該当箇所へのチェックと、およその従事時間を記入するように構成された。
②母親は、協議ツール⑶を活用し複数の支援手続きに対して 5 段階評価を行い点数化した
(25 点満点)。③協議ツール⑶の合計点数の高い支援手続きをもとに、そのまま家庭で実施
できる部分と改良した方が良い部分を母親に聞いた。母親が具体的な意見を述べた場合は
それを採用し、支援手続きに関する質問があった場合は、それに答える程度にした。④上 
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記③の時間的な流れに沿ったものを文書化して説明し、実際に支援手続きを遂行したかを
チェックするチェック表や必要な教材を渡した。⑤家庭の実行結果をもとに、母親は協議
ツール⑷で評価した。行動問題の評価では、80 点未満や前回と比べ下がった場合は理由を
聞き、新たな支援計画の立案の参考にした。80 点以上であれば、ある程度は行動問題が改
善され、母親の行動問題から受けるストレスもそれほど高くないと判断した。支援手続き
のいずれかの観点で評価段階が 5 以外の場合は母親に理由を尋ね、母親から支援手続きの
代替案が出ればそれをもとに修正した。さらに実行上困難な点があり母親から質問があっ
た場合は、新たに支援手続きの提案を行った。  
 （４）支援計画と支援手続き 
  １）機能的アセスメントに基づく支援計画：母親から標的行動に関する聞き取り、母
親によるABC記録(チェックリスト法)、MASにより行動問題の機能の推定を行った。ABC
緊急性
親の
ストレス
本人への
危険性
他者への
危険性
頻度 従事時間 合計
手を噛む 5 5 5 1 5 5 26
気になる言葉を言う 5 5 3 1 2～3 5 21～22
本を破る 4 4 1 1 5 5 20
本に落書きをする 4 4 1 1 5 5 20
外出することが難しい 4 3 1 1 5 5 19
指示に従わない 3 4 1 1 5 5 19
気になる音がある 2 3 3 3 3 4～5 18～19
人の視線が気になる 4 3～4 1 1 3 5 17～18
いろんなボタンを押す 2 3 3 2 3 4 17
下半身を触る 4 4 1 1 2 4 16
評価段階
本人への危険性　5：非常に高い　4：やや高い　3：どちらでもない　2：やや低い　1：とても低い
他者への危険性　5：非常に高い　4：やや高い　3：どちらでもない　2：やや低い　1：とても低い
頻度　5：1日に非常に高頻度で　4：1日に何度も　3：1日に数回　2：週に数回　1：月に数回
従事時間　5：およそ5分～　4：およそ1分～5分　3：およそ30秒～1分　2：およそ10秒～30秒　1：およそ10秒
　　　　　未満
気になる行動
Table 6-1　母親が挙げた気になる行動[協議ツール⑴]
緊急性　5：すぐにでも改善したい　4：できれば改善したい　3：どちらでもない　2：将来的に改善したい
　　　　1：改善しなくてもよい
親のストレス　5：非常に高い　4：やや高い　3：どちらでもない　2：やや低い　1：とても低い
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記録では、行動問題の生起する直前と直後の状況を母親に尋ねて、それらを書き込んだ。
また、行動問題が生起した時にレ点をつけ、およその従事時間を記録するように教示した。 
 協議ツール⑴により選定された 2 つの行動問題の機能的アセスメント結果を、Fig. 6-1、
Fig. 6-2 に示した。また、①行動問題を起こしやすい先行事象、②その先行事象に関連し
た望ましい行動、現在の行動問題、行動問題と等価な機能を果たす代替行動、③これらの
行動に伴う結果事象として整理した。母親にインタビューしながら 2 つの行動問題に関す
る MAS を評価してもらった。その結果、「手を噛む」は最高得点 6.0 点中、「感覚」機
能が 4.8 点、「注目」機能が 3.0 点、「逃避」機能が 3.0 点、「要求」機能が 2.8 点とな
り、感覚機能が優先的に高かった。 
次に、母親による ABC 記録の結果、手を噛むは C が両手に何も持っていない時や「宿
題するよ」などの声かけをきっかけに生起していた。また、宿題をしている場面、母親が
いる場面、何もすることがない場面でも行動問題が生起していた。噛むこと自体から得ら
れる感覚刺激の機能の他、嫌悪的な場面からの逃避の機能があることも推定された。噛み
すぎて出血した時は母親に見せに行く行動をしている頻度も多かったことから、母親から
の注目獲得の機能も果たしていると考えられた。 
 そこで、噛んで良いものとよくないものの区別を明確にし、ガムなど別のものを噛むよ
うな機会を設定し、C にとって宿題が嫌悪的ではない場面になり、適切な行動がとれた時
に母親から注目を得られれば手を噛む事態は回避できると考えられた。 
 一方、「気になる言葉」について、MAS では最高得点 6.0 点中、「感覚」機能が 1.5 点、
「注目」機能が 1.5 点、「逃避」機能が 1.8 点、「要求」機能が 1.9 点となり、特定の機
能が高くはなかった。次に ABC 記録によれば、父母がいる場面、父母から声かけがある
場面で「静かにして」「やめて」「いや」「息はーして」などの気になる言葉を繰り返し
生起させていた。また、宿題をしている場面、突然の変化が起こった場面などで生起し、
その行動を起こすと注意を受けたり、父母からも気になる言葉を言い返してもらったりし
ていた。「気になる言葉」は、父母からの声かけ、宿題など嫌悪的な事態などをきっかけ
にして起こり、C のコミュニケーション不足を背景に適切に関わる技能がないために、現
在の行動問題によって注目を得たり、言葉の要求をしたり、逃避の機能を有していると考
えられた。 
 そこで、適切なコミュニケーションを教示する場面を設定し、C にとって宿題が嫌悪的
ではない場面になり、適切なコミュニケーションがとれた時に父母から注目を得られれば、 
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行動問題は低減すると考えられた。上記の推定結果から、Fig. 6-1、Fig. 6-2 の下部のよう
な「先行事象の方略」「行動への方略」「結果事象の方略」を立案した。 
 「手を噛む」では、「状況要因への方略」として正しい行動の取り方を「○手は膝の上 
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×噛む→バイ菌」などの写真カードにして提示したり、ゲームや本をする機会を与えたり
する。また、現在の宿題から、C が取り組みやすいものに変更する。「直前のきっかけへ
の方略」として、ガムを提示して感覚刺激を得る機会を設定したり、正しい行動の取り方(手
を膝の上に置く)をソーシャルストーリー(以下、SS とする)にしたりして教える。「結果事
象への方略」として、手を噛まずにいる時に積極的に話しかけ、逆に手を噛んで見せに来
る時は極力反応しない。また、SS の読み聞かせの話が聞けた時にも賞賛する。 
 「気になる言葉」では、「状況要因への方略」として適切なコミュニケーションの取り
方を SS で教える。また、事前に予定を伝えたり、課題の始まりと終わりを明確にしたり
する。さらに、課題が飽和化しないように定期的に課題の内容を変更する。「直前のきっ
かけへの方略」として、その時々の気持ちを言葉で言う練習をする(ソーシャルスキルトレ
ーニング：以下 SST とする)。「行動への方略」として課題が難しい時に母親に「教えて」
「応援して」などの適切な言葉を言えるようにする。「結果事象への方略」として「教え
て」とか今の気持ちは「イライラ」などその場に合った言葉で言えたら、積極的に関わる。
行動問題に要求や逃避の機能が考えられたので、行動問題が生起した場合は、「もう終わ
ります」と言ってその後は反応しないようにしたり、C の傍まで行って「静かにします」
と対応したりする。 
  ２）具体的な支援手続き：上記の検討により各期の具体的な支援計画を作成し、具体
的な手続き表や使用する教材、チェック表(手続きを簡単な単語で示しレ点でチェックする
用紙)、ABC 記録用紙などの使い方の説明を加えて渡した。 
 ①BL 期：母親が ABC 記録を行い、家庭で普段と同じように C に関わり、支援対象の
行動問題が生起する度に記録用紙に生起した時刻とおよその従事時間を記録した。 
 ②Ⅰ期：a．写真カードの提示：「手を噛む」を予防するために、下校時、乗車前に写
真カードを提示し口頭で説明を加えた。b．宿題場面に関する時間予告：「気になる言葉」
の生起予防のために、開始の予告を数回行った。台所にタイマーセット表を貼付し、宿題
開始 30 分前に時計を C に見せて「長い針が○になったら宿題するよ」と声をかけタイマ
ーを 20 分間セットした。タイマーが鳴ったら時計を C に見せて「長い針が○になったら
宿題するよ」と声をかけ、タイマーを 4 分間セットした。またタイマーが鳴ったら、時計
を C に見せて「長い針が○になったら宿題するよ」と声をかけ、タイマーを 3 分間セット
した。さらにタイマーが鳴ったら、時計を C に見せて「長い針が○になったから宿題する
よ」と声をかけた。宿題開始直前の本の片付けでは、すぐに本を閉じて取りかかれたら「ち
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ゃんと時間守れたね」と褒め、「宿題終わったら読もうね」と伝えて台所に設置したかご
に入れるように指示した。すぐに取りかかれない場合は、時計を見せて時間が過ぎている
ことを伝えた。本を見続けるようであれば「宿題の時間だよ」と声かけを行った。時間が
過ぎても、マンガ本を閉じたら「マンガ止められたね」と褒めた。15 分経過しても片付け
なかったら、本を取り上げてかごに片付け宿題が終わってから渡すことを伝えた。また、
「もう終わります」ときつく言ってその後は反応しないようにしたり、C の傍まで行って
「静かにします」と対応したりした。 
 本片付け後、スケジュール表を提示して課題を伝えた。これまで行っていた通り、本読
みは C の傍で聞き、読み終えたら「上手に読めたね」と褒めた。その後、時々は様子を見
に行き、進んでいれば褒め、そうでなければ励ますように声をかけた。C が「応援して」
「こっちに来て」などと言うことがあれば、近くまで行ったり声かけをしたりした。課題
が終わるごとに、母親か C がスケジュールに印をつけて消した。すべての課題終了後、最
後まで頑張ったことを褒め、「よく頑張ったね。全部終わったから本を返すよ」と伝えて
本を渡した。噛んだ指を見せても、極力反応をせずに家事などを続けた。 
 c．入浴場面に関する時間予告：宿題場面と同様の目的と手続きで行った。d．SS1：「手
を噛む」の代替行動の生起を目的に、母親に余裕のある時間で C が特に気になる行動をし
ていない時に読み聞かせを行った。「本読もうか」などと言って、本を C に見せながら誘
った。C に文字、絵が見えるようにして読んだ。読み終わったらクイズを出し、質問して
正解したら「正解」と言った。読み聞かせ、クイズが終わったら話が聞けたことを褒めた。
噛まなかったことを褒めると噛み出すことが考えられたので、それには触れなかった。読
んでいる途中、噛んだ指を見せに来ても極力反応しないようにした。e．話題：上記 d と同
じ目的で、SS1 の読み聞かせの時間以外の場面で、C が手を噛んでいない時があれば、母
親から噛むこと以外の話をして関わった。 
 4/28～5/17 では、入浴場面に関してはタイマーセットをなくして直前に声かけのみにし
た。下校時は、C の乗車後も母親は担任と話すことがあったので、写真カードを提示して
説明した後、ガムか飴を C に渡して車中で食べて待つように伝えた。 
 ③Ⅱ期：a．箱の設置：「気になる言葉」のきっかけの宿題場面で見通しを持たせるた
めに、宿題開始直前、C の前に始まりと終わり用の箱 2 つとスケジュールボードを用意し
た。左側の箱に課題のすべてを入れ、1 つ終わるごとに右の箱に入れることを伝えた。b．
「教えて」カード：「気になる言葉」の代替行動として、課題がわからない場合は、「教
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えて」とか「応援して」などと言うようにカードを見せて伝え方を教示した。c．新規の課
題：宿題に飽和した状態時(宿題が進まずに飽和した状態)に「気になる言葉」が生起した
ので、それを回避するために宿題の内容は学校で出された国語の音読に加え 4 種類［給食
の内容を選択式で書く課題、ひらがな・漢字・カタカナ混じりで 80 字程度のなぞりの課
題、計算・お金・長さ・時計の中から毎日 2 種類(1 枚当たり 10 問以下)］とした。d．SS2：
Ⅰ期のものは行わず、宿題場面で「気になる言葉」の代替行動が生起するように宿題に関
する SS の読み聞かせを行った。e．余暇活動前の写真カード提示：余暇活動中に「手を噛
む」があったために、5/26～6/14 は余暇開始前に写真カードを提示して口頭で説明した。
余暇時間中に噛むことがあれば写真カードのみを C の前に提示して、それ以外の注目を与
えなかった。これら以外はⅠ期と同様であった。 
 ④Ⅲ期：a．表情シート：「気になる言葉」の代替行動の生起を目的として、帰宅後、余
暇前、就寝前の 3 回、表情シートを提示して「今どんな気持ち」と尋ねた。表情に合致し
た表情を選択した場合は、「そう、今は○○だね」とフィードバックした。しかし、数秒
待っても指差ししなかったり、明らかに異なるものを選択したりした場合は言い方を教示
した。b．SS3：上記 a と同様の理由で、平日は母親に関する内容、休日は父親に関する内
容のものの読み聞かせを行った。Ⅰ期、Ⅱ期で読み聞かせをした内容のものは使用しなか
った。これら以外はⅡ期と同様であった。 
 （５）アンケート 
研究終了後の 7 月 29 日に実施され、「アセスメント方法」「行動問題」「支援手続き
の提案から評価まで」「支援手続きの修正」などの項目を設け、「とてもそう思う」から
「全くそう思わない」まで各 5 段階評価の依頼をした。また、「増加した適応行動」「取
組で良かったこと」などの自由記述欄を設けた。 
（６）記録方法と家庭文脈に適合した支援の評価方法 
 母親が、家庭で C の行動問題が生起するごとに ABC 記録に行動問題の従事時間、生起
した時刻を記録した。母親がチェック表に毎日の特記事項を記述した記録や、協議に活用
した協議ツール⑴～⑷への記述や口頭による意見もデータとした。Albin et al. (1996) を
参考に、次の観点で評価を行い、以下①～⑥の各項目で母親の肯定的な評価があった時、
家庭文脈に「適合している」と評価した。①行動問題：支援対象の行動問題が家族のニー
ズに合致したかを、アンケート結果より評価した。②支援手続きに対する家族の価値観：
協議ツール⑷により評価した。③支援手続きと家族のライフスタイルの関係：協議ツール
109 
 
⑷により評価した。④支援手続きの効果：協議ツール⑷と ABC 記録結果より評価した。
⑤支援手続きの継続性：協議ツール⑷、チェック表のチェックやコメント、アンケート結
果により評価した。⑥支援手続き実施上における家族の負担・ストレス：協議ツール⑷に
より評価した。アンケートの評定では評価段階が 4 以上、協議ツール⑷では評価段階が 4
以上の割合が 80％以上の時に肯定的な評価と判断した。 
 ３．結果 
（１）支援手続きに関する協議 
  １）Ⅰ期：協議の流れを Fig. 6-3 に示した。Ⅰ期では、「手を噛む」について写真カ
ード、本の片付けと宿題、ガムの提示と SS に関する方法を提示した。「気になる言葉」
では、宿題開始前の予告、消去手続き、SS、本の片付けと宿題に関するものを提示した。
母親の評価では、「手を噛む」は本の片付けと宿題、ガムの提示と SS に関して点数化し、
それぞれの行動において合計点が 21 点以上のものを選択した。評価しながら「実際にや
ってみないとわからない」という発言があった。選択した方法に対して、家庭での使いや
すさや、継続した取組といった点を考慮して母親から意見を聞いた上で具体的な支援手続
きを決定した。 
 写真カードは、母親より免許証のように持ち運び可能なサイズであれば、どこでも見ら
れるという意見があったので、そのサイズにしてラミネートしたものを作成した。宿題前
の本の片付けは、最初にすべての本を完全に見えなくすると見つけるまで探し続けること
が予想されるという意見があった。すべての本を隠さなくても、時間がきたら読んでいる
本を見えない場所に片付けて宿題が終了したら本を渡す、としてもできるかも知れないと
いう意見もあった。そこで、本片付け用の箱を用意して、時間がきたらそこに入れること
を指示して、入れられたら賞賛し、課題が終わったら戻すことを伝えるようにした。 
 時間の予告は、以前から 30 分前に声かけすることがあったので、取り組むことは難し
くないが、継続して取り組めず忘れてしまうことが多かったことが報告された。また、台
所にキッチンタイマーがあるから、それを C に押させると良いかという質問があった。C
に渡すと投げたり壊したりして、行動問題が生起する可能性を伝え、台所でキッチンタイ
マーをセットしてタイマーが鳴ったらその都度、時計を提示して残り時間を知らせたらど
うかと提案した。また、忘れてしまうことに対して、台所の見える位置にタイマーセット
時間を書いた紙の提示を提案した。 
 SS は、「手を噛む」「気になる言葉」の両方の行動に関するものを選択したが、一度 
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Ⅰ期に提案した支援手続き[協議ツール⑵]
手を噛む行動
方法 メリット デメリット 予想される結果
写真カード 　写真カードを提示して，口
頭でも伝える［○手は膝の上（車，トイレ）
×噛む→ばい菌］．また，乗車時はゲー
ムや本を持たせる
・壁などに提示するだけな
ので，容易に毎日継続でき
る
・お母さん，Cにかかる負担
は低い
・写真カードに注目するよ
うに，その都度声かけを
する必要がある
・手を噛む行動は減少し
ていくが，それに替わる
適切な行動は増加しにく
い
本の片付け　①宿題が終わるまで本を
見えない場所に片付ける
宿題　②宿題を兼ねて課題をする時，お
母さんがCに「○と△のどっちにする」と
聞いて，選択させる．課題は，Cが取り組
みやすいように，計算，漢字などはカー
ド形式にしたもの，ジグソーパズル，トラ
ンプ，オセロ，黒ひげ，などを用意する．
また，計算や漢字の課題では，正解した
時は，その都度「正解」と言う．余暇活動
の時は，「上手だね」などと言って褒める
・余暇活動を通して，やりと
りが増える
・ゲーム以外にも楽しみに
する活動が増える（相談機
関では，左のような方法を
用いた結果，逸脱行動がほ
とんどなく課題に取り組めて
いる）
・何もしない時間がないた
め，必然的に手を噛む行動
は減っていく
・楽しみながら勉強ができる
・以前より宿題を早く終わら
せることができる
・課題が終わるまで本が
見られないので，「本はど
こ」「ちょうだい」などと言っ
て何度も要求してくるかも
知れない
・お母さん自身，このやり
方に慣れるまで時間がか
かって大変かも知れない
・お母さんの一人で過ご
す時間が以前より減る
・将来的には，Cの余暇
活動のひとつになる
・学習に対して，関心が
高くなる
・Cがお母さんとのやりとり
を楽しむようになる
ガムの提示とSS　①家の中で噛んで良
いもの，例えば，ガム，あめなどを１つず
つ渡し，なくなったらお母さんに「ちょうだ
い」と言うように伝える．また，言えたら「よ
く言えたね」と言って渡す．②お母さんが
SSの読み聞かせを行う
・比較的簡単な方法なので
継続して実行できる
・①では，ガムなどを用意し
て渡すだけなので，関わる
負担は低い
・②の実施について，どこか
で適当な時間を10分程度
設定すれば済む
・Cにかかる負担は低い
・ガムなどの購入に費用
がかかる
・１つずつ渡すため，少し
面倒かも知れない
・手を噛む行動は減少し
て，適切な言葉が増加す
る
気になる言葉を繰り返し言う行動
方法 メリット デメリット 予想される結果
時間の予告　予定している活動の30分く
らい前から，時計を見せながら，長い針
が○になったら「ごはん」「勉強」すること
を口頭で伝え，その後も10分前，5分前
になったら声かけをする
・何度も予告しておくこと
で，Cにとって活動の切り替
えがしやすくなる
お母さんが時計を見て，
何度も伝えなければなら
ない
・時計を見る回数が増え
るので，時刻を気にしな
がら行動する
消去　Cが「静かにして」と言ってきても，
「勉強するよ」「お風呂に入るよ」などと言
う．その後，「静かにして」と言ってきても，
繰り返し「勉強するよ」などと言い続ける
・言われたことに対して，本
来するべき課題に対する声
かけをするだけで良い
・最初のうちは，何度も大
きな声で「静かにして」と
言うことが予想される．言
わなくなるまで，相当な時
間がかかる
・途中で要求通りに対応
したり，一貫性のない対
応をとったりすると，さらに
「静かにして」の激しさを
増す
・一貫した対応をとり続け
ると，「静かにして」などの
言葉は言わなくなる
SS　①SSの読み聞かせを行う（例：「勉
強するよ」「お風呂入るよ」などと言われ
た時，「わかったよ」と言えると良い）．②
実際の場面において，Cが①のような対
応ができたら賞賛する
・適切な言葉で言う行動が
増える
・①の実施について，どこか
で適当な時間を10分程度
設定すれば済む
・お母さん，Cにかかる負担
は低い
・お母さんが準備をする
のに時間を要する
・適切な言葉で言う行動
が増える
本の片付けと宿題　「手を噛む」の２と同
じ
「手を噛む行動」の２と同じ 「手を噛む行動」の２と同
じ
「手を噛む行動」の２と同
じ
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に 2 つを扱うと C が混乱する可能性があるという理由から、手を噛む行動に関するものだ
けにした。また、著者が実際に作成したものを提示した。文字はすべてひらがなで書かれ
たものであった。しかし、読める漢字も多いことや絵なども入っている方が理解しやすい
という意見があった。この意見を受けて、漢字に直してルビを振り、イラストをのせたも
のを提示した。 
 Ⅰ期の手続き実行後、宿題に時間を要し、入浴に関しては宿題開始前と同様の 30 分前
からの声かけが難しいという意見があった。実際、宿題に時間がかかった日は、30 分前か
らではなく、直前に声かけをしたが C の抵抗はなく、すぐに入浴できたという報告があっ
た。このことから、入浴前では直前に声かけを行うのみに変更した。 
母親による評価[協議ツール⑶]
手を噛む行動 気になる言葉を繰り返し言う行動
具体的な
支援手続き
取組
み
効果
ライフ
スタイ
ル
価値
観
継続
性
合計
具体的な
支援手続き
取組
み
効果
ライフ
スタイ
ル
価値
観
継続
性
合計
写真カード 4 5 4 4 5 22 時間予告 4 4～5 5 5 5 23～24
①本の片付け 4 4 4 4 5 21 消去 4 3 4 3 5 19
②宿題 3～4 4 5 5 5 22～23 SS 4 4 4 4 5 21
①ガム 4 3 4 4 5 20 本の片付けと宿題 4 4 4 4 5 21
②SS 4 4 4 4 5 21
選択した支援手続きの変更点
母親が選択した
支援手続き
写真カード
本の片付け
時間の予告
スケジュール
SS
免許証サイズにしたものをラミネートして提示した
母親からの意見 変更点・理由
30分前の声かけは前からしているので抵抗はない．しか
し，これまでは継続して取り組んだことはなく，つい忘れて
しまうことが多くあった．台所にキッチンタイマーがたくさん
あるので，タイマーをセットしてCに押させるのが良いか
どこでも簡単に持ち運びができるように免許証サイズの大
きさのものが良い
宿題開始直前の対応
　本片付け用の箱を台所（Cが見えない場所）に設置し，時間がきたら
声かけして，Cあるいは母が本を箱に片付けるようにした
　毎日忘れず継続して取り組んでもらうために，タイマーセットのラミネー
トしたものを台所に提示してもらうようにした．また，Cに触らせると壊す
可能性があり，行動問題が起こることも考えられるので，お母さんがそ
の都度タイマーをセットして声かけしてもらうように依頼した
Fig. 6-3　Ⅰ期に提案した支援手続きから変更に至るまでの協議
上記の「写真カード」「時間の予告」から見通しを持たせる
と良い，という説明を聞いた上で，著者からスケジュールの
提示に関する説明を受けると，そのようなことはこれまでし
たことがないので，「やってみたい」という意見が出された
漢字は読めるので，漢字が混じっているものが良い．また，
絵などがあった方が興味を示すと思う．２種類するとCが混
乱するから，とりあえず宿題をするときの読み聞かせを行っ
たらどうか
帰宅後の予定，宿題の予定をカードにして，活動を終えるごとに線で消
していくスケジュールを提示した
宿題をするときの話題にして，漢字にルビをふり，イラストなどものせた
Ⅰ期の具体的な支援手続き（本文）
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Ⅱ期に提案した支援手続き[協議ツール⑵]
気になる言葉を繰り返し言う行動
方法 メリット デメリット 予想される結果
課題の変更１
課題を次のように変更し，課題中お母さ
んがずっとそばについて関わる．【国語】
①視写（ひらがな，カタカナ，漢字が混
ざったもの），②作文（出来事などを選択
させて文章を完成するもの），③読み聞
かせ（従来から行っている活動）を行う．１
課題が終わるごとに賞賛する．【算数】１
問１答のカード形式（あるいはホワイト
ボード）にして，たし・ひき算をする．お母
さんがカードに書かれた数字を読み，C
が答え，解答用紙に答を書く．正解して
いれば，お母さんが「正解」と言う．また，
各課題が終わるごとに「よくできました」な
ど賞賛する
・選択式，１問１答形式なの
で，以前よりCにとって興味
を持って取り組みやすい課
題になる
・以前に比べて短時間で終
わる可能性が高いので，そ
の後に予定している活動，
余暇などへ有意義に時間を
活用することができる
・昨年度の相談機関におけ
る個別指導の様子から，１
課題が短時間で終わるもの
や，カード形式にしたものは
取りかかりやすい
・始めたばかりの時は興
味を示すが，少し日が経
てば飽きるかも知れな
い．その都度，少しずつ
内容を検討する必要があ
る
・現在，学校から出された
ものではないので，学校と
大学の連携が必要となる
・読み聞かせの時間以外
にも，お母さんがCに直接
関わらなければならない
・以前に比べて短時間で
宿題を済ませるようになる
・集中して宿題に取り組
めるようになる
・お母さんから必要以上
に宿題に関する声かけを
しなくて済むようになり，
気になる言葉を言わなく
なる
課題の変更２
１．の方法で，国語①②はCが一人で取
り組み，その他は１と同様の方法にする
・方法１に比べて，お母さん
がCに直接関わる時間が短
いため，お母さんへの負担
は軽い　　　　　　　　　　　・
その他は，方法１のメリットと
同じ
・方法１に比べて，多少宿
題に時間を要するかも知
れない
・その他は，方法１のデメ
リットと同じ
・方法１と同じ
スケジュール
１つの課題（課題は現在と同じ）が終わっ
たら，カードに線を引いて消していく
・終わったことが目に見える
ので見通しが持ちやすい
・１つの課題を終えるたび
に，お母さんがCにカードを
見せてチェックするだけな
ので，負担は低い
・課題自体は従来から変
わらないので，宿題そのも
のにかかる時間は変わら
ないかも知れない
・終わる時間は以前とそ
れほど変わらないことか
ら，お母さんやCにストレ
スがかかるかも知れない
・お母さんの声かけの量
が以前より増え，結果とし
てCの気になる言葉が増
えるかも知れない
始終の明確化
Cの前にかごを２つ用意する．最初，１つ
のかごにその日にする課題をすべて入
れておく．そして，課題に取りかかり，１つ
終了したらもう１つのかごに入れるように
伝える．時々様子を見に行ってできてい
たら賞賛する
・Cにとって始まりと終わりが
見やすいので，課題に取り
かかりやすくなる
・かごを用意するだけなの
で，お母さん，Cにとって負
担は低い
・課題自体は従来から変
わらないので，宿題そのも
のにかかる時間は変わら
ないかも知れない
・終わる時間は以前とそ
れほど変わらないことか
ら，お母さんやCにストレ
スがかかるかも知れない
・お母さんの声かけの量
が以前より増え，結果とし
てCの気になる言葉が増
えるかも知れない
カードの提示
具体的にわからないときは，「教えて」と
いう話し方をすると良いということをカード
にして伝える．実際，課題中にこのように
言えれば，賞賛する
・何かを要求するとき，具体
的に言う言葉を視覚的に理
解できるために，正しい言
葉を使いやすくなる
・Cにカードを提示して言い
方を伝えるだけなので，お
母さんにかかる負担はそれ
ほど高くない
・カードに示した言葉をつか
う頻度が高くなったら，他の
場面における言葉にも適用
できる
・日がたつとカードへの興
味が薄れてしまう
・最初は関心をもって
カードを見るかも知れな
いが，日がたつと興味が
薄れてしまうことが予想さ
れる
SS
①SSの読み聞かせを行う．②実際の場面
において適切な行動がとれたときに，声
かけや賞賛などを行う
・適切な言葉で言う行動が
増える
・①の実施について，どこか
で適当な時間を10分程度
設定すれば済む
・お母さん，Cにかかる負担
は低い
・お母さんが準備をする
のに時間がかかる
・適切な言葉で言う行動
が増える
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  ２）Ⅱ期：協議の流れを Fig. 6-4 に示した。Ⅱ期では、「気になる言葉」は、すべて
宿題の場面に関する支援を提示した。宿題内容の変更、スケジュールの提示、課題の始終
を明確にする箱の設置、わからない時に「教えて」「応援して」カードの提示、「教えて」
「応援して」などの SS の説明を行った。提示した 6 つの具体的な支援手続きのうち、ス
母親による評価[協議ツール⑶]
取組
み
効果
ライフ
スタイ
ル
価値
観
継続
性
合計
5 5 5 5 5 25
5 5 5 5 5 25
5 4 5 5 5 24
5 5 5 5 5 25
5 5 5 5 5 25
5 5 5 5 5 25
選択した支援手続きの変更点
母親が選択した
支援手続き
課題の変更１
スケジュール
始終の明確化
カードの提示
SS
始終の明確化
カードの提示
SS
名刺サイズの方が使いやすい
具体的な
支援手続き
課題の変更１
課題の変更２
スケジュール
母親の意見をもとに，国語と算数の課題を次のようにし
た．国語では，漢字，カタカナ，ひらがなが毎日書けるよ
うに，単元「白いぼうし」を１枚80マス程度で文字を薄い灰
色にして，上から鉛筆でなぞれるようにした．また，毎日
の給食のメニューや全部食べた・少し食べたなどと選択
式にしたものを提示した．算数では，現在学習している計
算，お金などを１枚あたり5～10問程度にして提示した
母親からの意見 変更点・理由
現在使っているので，特に問題はない
これまで学校では，同じような課題を毎日続けて出す
ことがあった．新しい課題を出しても，飽きてしまうこと
が考えられるので，同じような課題が２日続かないよう
に，違った種類のものができるだけたくさんあった方が
良いと思う
国語については，毎日漢字の書き写しの宿題が出て
いるが，滞ってなかなか進まない．漢字だけではなく，
ひらがな，カタカナも続けて学習しないと忘れてしまう．
80マスノート１枚に漢字を書いている．現在は，４年生
の「白いぼうし」を学習している．以前，作文の課題で，
文章を書くのではなく，選択式にされたものでは，すぐ
にできて「簡単」と言うことがあった
算数については，計算，時計，お金，長さなどを授業
で扱っているので，それらに関連したものが良いと思
う．どのプリントにもCの名前と日付を記入する欄を設け
てほしい
Ⅱ期の具体的な支援手続き（本文）
Fig. 6-4　Ⅱ期に提案した支援手続きから変更に至るまでの協議
それぞれの箱に始め，終わりなどと書いた方が良いか
現在使っているので，特に問題はない
箱は家庭で用意してもらい，始め，終わりなどと書いてあ
るとより丁寧であることを伝えた
名刺サイズにしたものを提示した
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ケジュール以外は評価得点の合計が 25 点であった。課題の変更 1 は変更 2 より、母親が
C の傍で指導する時間が長くなる手続きであった。しかし新規に取り組む課題で、母親か
ら、「私が心配なので慣れるまではずっと傍でいます」という意見があったため課題の変
更 1 を選択した。宿題内容の変更は、著者が母親に国語科、算数科の学習内容で具体的に
課題にして欲しい内容を聞き取った。これまでの宿題では 1 枚当たりの分量が多いことが
予想されたので、算数の問題を 1 枚当たり 5～10 問程度にしたものを毎日 2 枚するように
指示した。内容は、母親からの要望をそのまま実現できるようなものであった。Ⅱ期の手
続き実行後、宿題が早く終わるようになった分、パソコンをして過ごす時間が増え、その
時間中に手を噛む行動が見られたという報告があった。そこで、宿題が終わって余暇の時
間に入る前に C に写真カードを提示しながら説明をして、それでも噛むようなことがあれ
ば極力注目を与えないようにして写真カードを C に見せるだけにするように提案した。 
  ３）Ⅲ期：協議の流れを Fig. 6-5 に示した。Ⅲ期では、「気になる言葉」について、
母親に対して言う言葉と父親に対する言葉とを分けた SS の提示、表情シートを用いてそ
の時の気持ちを言葉で答える練習をする SST、気になる言葉を言って来ても無視し続ける
消去手続きの説明を行った。母親の評価では、消去手続き以外は 25 点の評価であった。 
SS では、これまで使ったものの中で今の C にとって一番合って良いという評価であった。
平日は父親の帰宅が遅いため、平日は母親用、休日は父親用のものを読み聞かせすること
にした。最近は SS のクイズに興味を示さなくなってきたことから、本文のみを提示した。 
 SST では、表情シートの大きさは持ち運びができるようなもので、その時の表情を言葉
で言うことと気持ちを点数で表すことの両方は難しいので、Ⅲ期では表情シートのみを使
用した。Ⅰ期からⅢ期まで、著者が母親の意見を聞いて SS1～SS3 を作成した。 
 （２）行動問題 
 「手を噛む」について、1 日当たりの生起回数と従事時間の合計を Fig. 6-6 に示した。 
BL 期では、1 日当たり多い時で 5 回、従事時間の合計が 300 秒で、平均回数 2.5 回、従
事時間の平均 126.7 秒であった。Ⅰ期では、0 回が 13 日あり、平均回数 0.9 回、従事時間 
の平均 17.5 秒であった。Ⅱ期ではⅠ期と比べて回数、時間が短縮され、平均回数 0.75 回、
従事時間の平均 6.0 秒であった。Ⅲ期では 1 回あったのが 1 日のみで他はすべて 0 回であ
った。平均回数 0.05 回、従事時間の平均 0.26 秒であった。 
 「気になる言葉」について、1 日当たりの生起回数と従事時間の合計を Fig. 6-7 に示し
た。BL 期では、1 日当たり多い時で 12 回、従事時間の合計が 560 秒で平均回数 6.3 回、
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従事時間の平均 204 秒であった。Ⅰ期では BL より平均回数、時間ともに減少し、平均回
数 3.3 回、従事時間の平均 106 秒であった。Ⅱ期では、1 度だけ従事時間が 600 秒という
日もあったが、それ以降は短時間で終わることが増えた。Ⅰ期と比べて回数、時間がさら
に短縮され、平均回数 1.9 回、従事時間の平均 40.5 秒であった。Ⅲ期では、1 回当たりの
従事時間がⅡ期同様短縮された。平均回数 1.8 回、従事時間の平均 14.6 秒であった。 
 宿題時間中、Ⅰ期(機会は 19 回)では「手を噛む」が 15 回、「気になる言葉」が 34 回(合
計 640 秒)あったものが、Ⅱ期(機会は 19 回)では、「手を噛む」が 2 回、「気になる言葉」
が 9 回(合計 95 秒)に減少し、課題遂行に要した時間も大幅に短縮された。 
 
 
Ⅲ期に提案した支援手続き[協議ツール⑵]
気になる言葉を繰り返し言う行動
方法 メリット デメリット 予想される結果
SS
①SSの読み聞かせを行う．お父さん，お
母さんに関わるときの言葉の遣い方（お
父さんに対して「あっち行って」→「お父
さん，遊ぼう」，お母さんに対して「（息）は
あして」→「イライラする」「疲れた」など）
に関する話題を2つ用意して提示する．
②実際の場面において，Cが①のような
対応ができたら賞賛する
・適切な言葉で言う行動が
増える
・①の実施について，どこか
で適当な時間を10分程度
設定すれば済む
・お母さん，Cにかかる負担
は低い
・お母さんがこれを作ろう
とすると時間がかかる
・お父さん，お母さんと関
わるときに，適切な言葉
が増え，結果的にお父さ
ん，お母さんもストレスを
感じることなく，Cと関わる
ようになる
SST
①登校前・下校後・余暇前などの時間
に，表情シートを用いて，その時々のCの
気持ち（楽しい，悲しい，イライラ，心配，
恥ずかしい）を選ぶように伝える．また，
そのときの点数も100点満点でつけるよう
伝える．
そして，その気持ちに合った言葉による
表現を教える．例えば，イライラ80点の場
合は，「お母さん，イライラするよ」と言うよ
うに教える．また，このような言葉で言え
たときの相手の気持ちも絵で示すように
する．
②①で指導したとき以外に，その場に
合った表現ができたら大いに関わるよう
にする
・適切な言葉で言う行動が
増える
・複数のシートから自分の気
持ちを選択したり，点数を
つけたりするのは，Cにとっ
て理解しやすくやりやすい
作業である
・複数回の場面で気持ち
を聞き，それに合った言
葉を教える必要があるの
で，お母さんが一人で過
ごす時間が減る
・自分の気持ちをそれに
合った言葉で表現できる
ようになる
そのため，今まではどのよ
うな意味で言っていたの
かわからなかった言葉が
わかるようになる
その結果，お父さん，お
母さんもストレスを感じる
ことなく，Cと関わるように
なる
消去
Cが気になる言葉を言ってきても，無視し
（目線を合わさず，部屋を移動するなど）
続ける．気になる言葉以外を遣って関
わってきたときには，大いに関わるように
する
・気になる言葉以外のとき
は，これまで関わっている
通りに対応すれば良いの
で，改めて新しいことを教え
る必要がない
・最初のうちは，何度も大
きな声で気になる言葉を
繰り返し言うことが予想さ
れる．言わなくなるまで，
相当な時間がかかる
・途中で要求通りに対応
したり，一貫性のない対
応をとったりすると，さらに
気になる言葉の激しさを
増す
・一貫した対応を継続し
てとると，気になる言葉を
言わなくなる
・しかし，わずかでも注目
を引くような対応をする
と，言わなくなるまで相当
長引くことが予想される
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 （３）母親による行動問題・支援手続きに関する評価 
  １）Ⅰ期：協議ツール⑷の評価を Table 6-2 に示した。Ⅰ期は、3 回の評価を行った。
「手を噛む」は 1 回目(評価①)から順に 90 点、80 点、95 点であった。評価②では日によ
って多いとか宿題場面でよく見られることがあったが、3 回目の評価で(手を噛まなくなっ
たので、手が)きれいになっているという報告があった。「気になる言葉」は、50～80 点
までの評価であった。父との言い合いや、車中で起こること、また、両親がつくため息を
嫌がり、それが発展する場合があると報告された。 
 支援手続きに関して、評価①はすべての観点で評価段階は 4 以上で、次の報告があった。
写真カードの提示では、C が車中で大切に手に持っていたが日が経つにつれて関心が薄れ
た。宿題の時間予告では、C の切り替えがしやすく自発的に本の片付けができるようにな
った。入浴前の時間予告では入浴前の宿題に数時間も要し、3 回の声かけ、タイマーセッ
トは家族への負担が示された。 
母親による評価[協議ツール⑶]
取組
み
効果
ライフ
スタイ
ル
価値
観
継続
性
合計
5 5 5 5 5 25
5 5 5 5 5 25
2 3 3 3 3 14
選択した支援手続きの変更点
母親が選択した
支援手続き
SS
SST
Fig. 6-5　Ⅲ期に提案した支援手続きから変更に至るまでの協議
母親から意見があったように，平日は母親，休日は父親
と関わるときのSSを読み聞かせするようにした．これまで
使用していた手を噛む，宿題中のソーシャルストーリーに
は関心を示さないことと，多くのものを読み聞かせすると
混乱する恐れがあることから，今回提示したSSの読み聞
かせを行うことにした．また，クイズには関心を示さなく
なってきていることから，今回は読み聞かせをするだけと
した
母親からの意見 変更点・理由
表情シートの大きさは持ち運びができるように，名刺サ
イズにしてほしい．表情と点数と両方は難しいから，今
回は表情だけにしてみてはどうか．テキスト（上野・岡
田,2008）のイラストでは８個の表情と表情の間に区切り
がないので，間を線で区切ってほしい．
登校前はばたばたしているので，就寝前はどうか
これまで使っていた宿題場面のものよりずっと合ってい
て良いと思う．お母さん，お父さんの２種類あるが，平
日は私と関わることがほとんどなので，平日はお母さん
用を休日はお父さん用を使うようにしたら良いか
母親から意見があったように，大きさは名刺サイズにし，
表情と表情の間を区切った．また，上野ら（2009；ｐ79）を
見て，家庭で遣う言葉に変更した．例えば，「ほかほか」
→「だいじょうぶ」，「ふあん」「どきどき，わくわく」→削除．
行う時間帯について，最初は「うれしい」などポジティブな
気持ちを答えられるようにした方が良いと思うので，帰宅
後・余暇前・就寝前に決めた
SST
消去
具体的な
支援手続き
SS
Ⅲ期の具体的な支援手続き（本文）
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協議後、入浴直前の声かけを行ったが、気になる言葉を言うことはなく手続きも高い評
価であった。SS1 では、母親が「本読むよ」と声かけすると、C はゲームを止めて聞きに
来たり、自分で読んだりすることもあった。また、「手を噛むとお母さんが悲しいです」
の部分を読むと、「何で」と聞いて来ることもあった。また、SS1 とは全く別の絵本を持
評価①（4/19）
標的行動の評価 支援手続きの評価
標的行動 評価 様子
家族
負担
子負担
ライフ
スタイ
ル
価値観 継続性
4 4 5 5 5
宿題の時間予告 5 4 5 5 5
入浴前の時間予告 4 4 4 5 4
5 5 5 5 5
評価②（4/28）
標的行動の評価 支援手続きの評価
標的行動 評価 様子
家族
負担
子負担
ライフ
スタイ
ル
価値観 継続性
4 2 4 4 5
宿題の時間予告 5 4 5 5 5
入浴前の時間予告 2 4 4 4 5
5 5 5 5 5
評価③（5/10）
標的行動の評価 支援手続きの評価
標的行動 評価 様子
家族
負担
子負担
ライフ
スタイ
ル
価値観 継続性
4 3 4 4 5
宿題の時間予告 5 4 5 5 5
入浴前の時間予告 5 4 5 5 5
5 4 5 5 5
気になる言葉を
繰り返し言う
手を噛む
具体的な支援手続き
写真カード
SS１
減ってきた感じ．SSの読み聞
かせを始めてから「かんだら
あかんの？」と聞いてきた
90
50
パソコンをしているとき，Ａか
ら父親への声かけがあった．
父から反応がないと，父に対
して「静かにして」と言った
後，言い合いが長引いた
具体的な支援手続き
手を噛む 80
学校での評価と合わせると60
点くらい．日によって多い日
が気になる．最近は宿題場
面ですることが多い
写真カード
気になる言葉を
繰り返し言う
80
出かけているとき（休日，車
中）に多い．車中ではナビを
よく触り，父から叱られる SS１
70
母や父がついたため息を嫌
がり，それが奇声に発展して
しまうことがある SS１
具体的な支援手続き
手を噛む 95 きれいになってきている
写真カード
Table 6-2　　Ⅰ期における協議ツール⑷の評価
気になる言葉を
繰り返し言う
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って来て「読んで」と要求することもあった。 
  ２）Ⅱ期：協議ツール⑷の評価を Table 6-3 に示した。2 回の評価を行い、「手を噛
む」は評価①では 85 点、評価②では 90 点、「気になる言葉」は、日によって多い日とそ
うでない日があるため、50～95 点という評価であった。支援手続きに関する評価段階はす
べて 4 以上であった。入浴前は、直前の声かけで問題がなかったから、宿題場面でも 3 回
から 2 回に減らしても良いかという質問があった。新規課題を導入した以降は、平均 1 時
間程度で終了していることが報告された。 
  ３）Ⅲ期：協議ツール⑷の評価を Table 6-4 に示した。2 つの行動問題の評価は 2 回
とも 90 点以上であった。「手を噛む」では、きれいになってきているという報告があっ
た。「気になる言葉」では、切り替えが早くできるようになったことが示された。支援手
続きについて、評価①では評価段階がすべて 5 で、SS3 はこれまでの中で最も効果がある
という評価であった。2 回目の評価では、SST の子どもの負担の評価段階は 2～3 であっ
た。理由は、提示する顔の中に怒っているものが含まれて、イラストであっても嫌かもし
知れないということであった。 
 （４）アンケート結果 
 Table 6-5 で、アセスメント方法、標的行動、支援手続きの提案から評価、具体的な支
評価①（5/26）
標的行動の評価 支援手続きの評価
標的行動 評価 様子
家族
負担
子負担
ライフ
スタイ
ル
価値観 継続性
5 5 5 5 5
宿題の時間予告 5 4 5 5 5
SS2 5 4 5 5 5
新規の課題 5 5 5 5 5
スケジュール 5 4 5 5 5
5 5 5 5 5
評価②（6/10）
標的行動の評価 支援手続きの評価
標的行動 評価 様子
家族
負担
子負担
ライフ
スタイ
ル
価値観 継続性
5 5 5 5 5
宿題の時間予告 5 4 5 5 5
SS2 5 4 5 5 5
新規の課題 5 5 5 5 5
スケジュール 5 4 5 5 5
5 5 5 5 5
Table 6-3　　Ⅱ期における協議ツール⑷の評価
具体的な支援手続き
手を噛む 85 （特記事項なし）
写真カード
具体的な支援手続き
写真カード
80 （特記事項なし）
気になる言葉を
繰り返し言う
50～95
日によって多い時とそうでな
い時がある
終始の明確化
終始の明確化
手を噛む 90 （特記事項なし）
気になる言葉を
繰り返し言う
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援手続きはすべて 5 の評定であった。母親は文章にすることが苦手なので、「協議ツール」
を用いて気楽に 5 段階評価ができて良かったと述べていた。さらに、「夏休みも継続して
取り組んでいるし、今後もやっていこうと思う」という感想があった。  
 （５）家庭文脈に適合した支援の評価 
 ①行動問題の妥当性について、アンケート結果が 5 で、研究終了後のインタビューでは
C の母親は「当時はあの行動が一番気になっていたので、頻度が下がればストレスが下が
ると思っていた」と評価した。②価値観や考え方に関して、Table 6-2～Table 6-4 の協議
ツール⑷の結果より、Ⅰ期からⅢ期の評価段階はすべて 4 以上で、5 の割合は 94.4％であ
った。③ライフスタイルに関して、Table 6-2～Table 6-4 の協議ツール⑷の結果より評価
段階 5 の評価が 88.9％であった。④効果に関して、Table 6-2～Table 6-4 の協議ツール⑷
の結果より、「手を噛む」はすべての評価日において 80 点以上であった。「気になる言
葉」はⅠ期、Ⅱ期の評価①までは 50～95 点と変動したが、それ以降は 80 点以上の評価で
あった。ABC 記録の結果によれば、Fig. 6-6、Fig. 6-7 より、2 つの行動問題は期を追う
ごとに低減した。⑤継続性に関して、Table 6-2～Table 6-4 の協議ツール⑷の結果より、
評価①（6/24）
標的行動の評価 支援手続きの評価
標的行動 評価 様子
家族
負担
子負担
ライフ
スタイ
ル
価値観 継続性
5 5 5 5 5
宿題の時間予告 5 5 5 5 5
新規の課題 5 5 5 5 5
終始の明確化 5 5 5 5 5
SS3 5 5 5 5 5
5 5 5 5 5
評価②（7/8）
標的行動の評価 支援手続きの評価
標的行動 評価 様子
家族
負担
子負担
ライフ
スタイ
ル
価値観 継続性
5 5 5 5 5
宿題の時間予告 5 4 5 5 5
新規の課題 5 4 5 5 5
終始の明確化 5 5 5 5 5
SS3 5 4 5 5 5
5 2～3 5 5 5
手を噛む 95
気になる言葉を
繰り返し言う
90
最近まで父親とはずっと関係
が良かったが，休日車中で
久しぶりに言葉のやりとりが
長引くことがあった SST
気になる言葉を
繰り返し言う
90
今までは長時間引きずること
があったが，今は切り替えが
早くなった
具体的な支援手続き
（特記事項なし）
写真カード
手を噛む 90
最近，きれいになってきてい
る
写真カード
Table 6-4　　Ⅲ期における協議ツール⑷の評価
具体的な支援手続き
SST
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１．アセスメント方法　　
① 負担・抵抗なく答えることができた 5 4 3 2 1
② 質問の内容はわかりやすかった 5 4 3 2 1
③ アセスメントにかけた時間は妥当であった 5 4 3 2 1
④ アセスメントにかけた回数は妥当であった 5 4 3 2 1
２．標的行動
① 決定した標的行動は妥当であった 5 4 3 2 1
② 評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 点数化（５段階評価）するのは容易であった 5 4 3 2 1
３．支援手続きの提案から評価まで
① 支援手続きの説明はわかりやすかった 5 4 3 2 1
② 提案された支援手続きの数は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 協議ツールの評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
④ 点数化（５段階評価）するのは容易であった 5 4 3 2 1
４．具体的な支援手続き
① 一日の流れに沿った説明はわかりやすかった 5 4 3 2 1
② 支援手続きチェック表は便利であった 5 4 3 2 1
③ 記録方法は容易であった 5 4 3 2 1
④ 記録のチェックは容易であった 5 4 3 2 1
５．支援手続きの修正
① 標的行動の評価は容易であった（達成度を100点とした評価） 5 4 3 2 1
② 支援手続きの評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 支援手続きの点数化（５段階評価）は容易であった 5 4 3 2 1
④ 支援手続きを修正する際、意見は反映された 5 4 3 2 1
⑤ 修正時における協議の時間・回数は妥当であった 5 4 3 2 1
６．自由記述
・どのような適応行動が増加しましたか。
・今回の取組で良かったことや改善点はありますか。
・その他
（特になし）
・時計やタイマーを気にするようになった
・以前はイライラするとすぐに紙を破っていたが，我慢ができることが増えた
・一人では決してできなかったが，背中を押してもらえたので最後までできた
・結果的に良い方向に向かっていった
Table 6-5　　 アンケート
と
て
も
そ
う
思
う
ど
ち
ら
か
と
言
う
と
そ
う
思
う
ど
ち
ら
か
と
言
う
と
そ
う
思
わ
な
い
全
く
そ
う
思
わ
な
い
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い
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Ⅰ期からⅢ期において評価段階 5 の割合が 97.2％であった。チェック表や記録表にも、毎
日家庭で遂行した内容を継続して記録していた。さらに、研究終了後も継続していると報
告した。⑥家族の負担では、Table 6-2～Table 6-4 の協議ツール⑷の結果より、Ⅰ期から
Ⅲ期において評価段階 5 の割合が 86.1％、評価段階 4 の割合が 11.1％、評価段階 2 の割
合が 2.8％であった。 
 ４．考察 
 本研究は、研究 2 をもとに考案した「協議ツール」の効果を検討するために「協議ツー
ル」を用いた協働的アプローチを行った。「協議ツール」を活用した協働的アプローチを
行うことで、家庭文脈に適合した支援を提供でき、「手を噛む」「気になる言葉」は低減
し、余暇活動の時間が増加した。 
 （１）支援手続きと行動問題の関係 
  １）Ⅰ期：写真カードの提示、宿題・入浴時の声かけ、SS1 の読み聞かせを行った結
果、2 つの行動問題は BL 期に比べて低減した。写真カード提示直後、車中で写真カード
を手に持って見る行動が観察された。しかし、日が経つにつれて写真カードを母親から渡
されてもすぐに床に置いて手を噛むことがあった。写真カード提示に加えてガムを渡され
てからも、噛むことが数回あった。藤原・福元(2007)が指摘するように、C に提示するだ
けで即時的な効果はあったと考えられる。しかし、車中で待たされる時間が長くなると、
C にとってガムを噛むより手を噛む方の強化価が高くなったことが予想された。そのため、
C の担任と立ち話でその日の出来事を話す時間を極力減らすなど、学校側の環境を操作す
る必要があったと考えられる。 
 宿題前の声かけを 30 分前から複数回行い、宿題開始直前の声かけ後、読んでいた本を
自発的に片付ける行動が増えた。また、以前は宿題開始後も宿題を中断してマンガ本を読
むことがあったが、Ⅰ期では見られなかった。これは、課題中、C からは台所に設置した
箱が見えず、すぐに本が手の届かない位置にあったために反応負荷が高まったことが要因
と考えられる。また、C にとって嫌悪的な宿題場面では、直前の声かけよりも予告を複数
回行う方が有効であったと考えられる。しかし、この手続きだけでは宿題遂行時間の短縮
にはならなかった。 
 SS1 について、母親から読み聞かせの声かけがあると、C はそれまでのゲームを止めて
読み始めた。また、読み聞かせ直後、手を母親に見せて「噛んだらあかんの」と言いに来
たり、楽しそうに読んでいたりしたという報告があった。これらのことから、SS1 を読む
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方がゲームより強化価が高まったこと、自発的に読む頻度が高かったことから、
Gray(1994)が提示するガイドラインに沿った SS が提供できたと考えられる。 
  ２）Ⅱ期：宿題場面の①箱の設置、②スケジュールボード、③「教えて」カード、④
新規課題、及び、⑤余暇活動場面における写真カードの提示、⑥SS2 の読み聞かせを行っ
た。その結果、2 つの行動問題はⅠ期に比べてさらに低減した。Ⅰ期までの宿題は、毎日
類似した内容で構成され、C にとって飽和が考えられた。相談機関での関わり(岡本・井澤，
2012a)から、新規課題を好む傾向が見られた。またⅠ期の宿題は、1 枚を遂行するまで時
間を要することが考えられた。そこで、1 枚当たりに要する時間を短縮させ、終わりを視
覚的に知らせる必要があると考え、新規課題を用意し、始終を明確にする箱を設置した。
課題がわからない時は、「教えて」を「気になる言葉」の代替行動として教示した。 
 宿題時間中に生起した行動問題の結果より、宿題に要する時間が大幅に短縮されたこと
から、特に①箱の設置、④新規課題の提示が遂行時間の短縮や行動問題の減少に寄与した
と考えられる。Kern and Dunlap(1998)は、課題全体の長さを短くすることで行動問題が
減少すると指摘している。本研究では、全体的な量を変えず 1 枚当たりの課題量を減らし、
質的に内容を変化させたことで C の飽和を遅延させることができたと考えられる。 
  また、Dunlap, Kern-Dunlap, Clarke, and Robbins(1991)は、課題の提示を視覚的にわ
かりやすくした時にだけ、行動問題の改善が見られたことを示している。本研究でも、課
題量を視覚的に提示したことと始終を示す箱の設置により、課題遂行時間の短縮に関与し
たと思われる。さらに、C のスキルに合致した学習内容が提供できたことと、C が課題に
滞ると母親から積極的に「頑張れ」などの声かけがあり、それをきっかけに再び課題に取
り組めたことなどから、「教えて」カードは使用されなかったと考えられる。 
 一方、宿題時間の短縮に伴い余暇活動の時間が増え、その時間中の「手を噛む」が見ら
れるようになった。手を噛んだ直後に母親が写真カードを提示すると、すぐに噛むのを止
めた。このことから、母親は C に注目を与えずに適切な関わりができたと考えられる。 
３）Ⅲ期：「気になる言葉」の低減を目指して表情シート、SS3 の活用を試みた。表
情シートは、ほぼその場面に応じた気持ちを選択し、設定した場面以外のゲームで負けた
時は「悔しい」と言うことがあった。しかし、1 日当たりの「気になる言葉」の平均回数
はⅡ期と変わらなかった。一方、Ⅱ期より一度気になる言葉が生起しても、1 回当たりの
従事時間は、短時間で終わる頻度が増えた。これは、母親が自らの対応を工夫し、「大き
な声で言い返す」「もう一度 C と同じように言う」などと、C の表情などを手がかりにし
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ていたことが予想された。 
しかしながら、「気になる言葉」は場面で異なる機能が考えられ、それぞれに合った複
数の対応を必要とされた。村本・園山(2008)は、「自然な文脈において消去手続きを適用
する場合は、その人に関わる周囲の人によって対応の仕方が統制できないことが多く、消
去と強化を使い分けることが少なくない」と述べている。Ⅱ期では、余暇中に手を噛んで
いたら、母親は写真カードを提示して注目を与えないようにできた。これは「ある場面で
○○行動が生起したら、△△をする」という行動随伴性が、母親にわかりやすい形で示さ
れていたために対応できたと考えられる。 
「気になる言葉」の場合は、予想されない複数の場合があったために、消去手続きを誤
用した可能性も考えられる。著者は、母親から「気になる言葉」に関するインタビューを
追加して、細かく場合分けした行動随伴性を提示する必要があった。また、Whitham(1991)
が提案しているチェックリストを用いて、母親自身に不適切な行動への適切な対応ができ
たかを、セルフチェックしてもらう必要があったとも考えられる。 
 表情シートについて、この期間ではシートの使用が嫌悪的にならないように比較的 C に
とって楽しい場面で使用した。しかし、母親の報告によれば、笑っている場面以外のイラ
ストを嫌がる様子が見られた。イラストを使用せず言葉のみを載せたシートを提示してい
く必要があったかも知れない。  
 Fig. 6-7 の結果より父親がいる休日には、「気になる言葉」が長引くこともあった。こ
れは、父親と母親の対応の仕方が一貫していなかったことが要因と考えられる。中田
(2009)、近藤ら(2002)が指摘するように C への一貫した対応をとるためには、父親との協
議も必要であったと考えられる。 
 SS3 導入後も、そこに記述された適切な言葉は生起しなかった。岡田・大竹・柳原(2009)
が行ったように、読み聞かせだけではなくトークンなどを随伴させる必要があったかも知
れない。あるいは「息はーする」は、C にとって嫌悪事態であった可能性もあるため、C
が既に獲得している行動に関する SS を読んだ後に、このような内容を導入した方が効果
的であったかも知れない。 
 「手を噛む」について、余暇中に C 自らがガムを噛んでいたというエピソードがあった。
余暇時間中は、手を噛む行動は感覚刺激の機能を有していたと考えられる。ガムを噛むこ
とは、「手を噛む」と機能的に等価な代替行動であったため、Fig. 6-6 よりⅢ期では「手
を噛む」はほとんど観察されなかったと考えられる。 
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 （２）家庭文脈に適合した支援 
 家庭文脈に適合しているかの評価観点としての 6 項目(①行動問題の妥当性、②支援手続
きに対する価値観、③支援手続きとライフスタイル、④支援手続きの効果、⑤支援手続き
の継続性、⑥支援手続き実施上の負担・ストレス)で肯定的な評価を得られたため、家庭文
脈に適合した支援を提供できたと考えられる。 
  １）行動問題：協議ツール⑴活用前、母親が捉えた行動問題は「下半身をさわる(C の
アセスメント時)」、増やしたい適応行動は「言葉でのやりとり」「運動」などであったた
め、行動問題として「下半身をさわる」「言葉のやりとり」などが選定された可能性もあ
る。仮に「下半身をさわる」を行動問題として選定した場合、①「下半身をさわる」は母
親の目につきやすく(頻度が高い)、ストレスがかかるため、②C の危険性に及ぶ行動問題
を無視し、③その結果としてますます自他を傷つける行動の頻度が増す可能性が高くなる。
結果的に、④C の身体を傷つける可能性があることから、十分 C のニーズを満たす行動問
題とは言えない。このことと研究終了後のアンケート結果を合わせて、C と母親のニーズ
に合致させた行動問題を選定するために、母親が普段目にする行動問題の生起頻度や母親
のストレスなどだけではなく、C の危険性などの観点の吟味により C のニーズに合致した
行動問題になり、協議ツール⑴の複数の視点から検討することに意義があったと考える。  
  ２）支援手続き：協議ツール⑵では「ライフスタイル」「価値観」などを加味して母
親に支援手続きを提示し、協議ツール⑶では母親はそれらに合致したものを選択した。こ
のことから、協議ツール⑵と協議ツール⑶の 2 つの協議ツールの活用が「ライフスタイル」
「価値観」の高い評価に関与したと考えられる。 
 効果について、上述した支援手続きにより 2 つの行動問題は低減した。支援手続きは、
協議ツール⑵から母親が協議ツール⑶を用いて高い評価を行ったもので、具体的な支援手
続きは協議ツール⑶評価後の協議で決定された。さらに、修正の必要な箇所の情報は協議
ツール⑷で得られたものであった。これらのことから、協議ツール⑵～⑷と協議により、
効果のある支援手続きを提供できたと考えられる。   
 継続性について、協働的アプローチ開始前、母親から行動問題に対する質問を受け、そ
の都度、著者は助言を行ったが、それを実行し継続させることはほとんどなかった。しか
し、協働的アプローチ開始後、ABC 記録や研究終了後のアンケート結果にあるように、母
親の継続した支援行動が確認された。この要因の 1 つとして、協働的アプローチの手続き
から記録表・チェック表への記録や協議の継続的な開催などが関与していたと考えられる。 
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 支援手続き実施上の負担・ストレスについて、Ⅰ期では入浴前のタイマーセットと声か
けが負担とされたが、その後の協議により支援手続きの修正により入浴前の行動問題は生
起せず、母親の負担はないと評価された。また、支援開始前の 2 つの行動問題に対するス
トレスは評価段階 5 であったが、支援開始後の協議ツール⑷や研究終了後のアンケート結
果では行動問題の低減や行動問題から受けるストレスに対する肯定的な評価が得られた。
これらのことから、協働的アプローチの一連の手続き「協議ツール⑷の評価→支援手続き
の具体化→家庭での実行→協議ツール⑷の評価」を 1～2 週間ごとに行うことで、母親の
負担を最小限にできたと思われる。 
以上１）と２）の考察から、協議ツール⑴により行動問題の選定を行い、協議ツール⑵
～⑷と記録の活用、継続的に開催された協議により支援手続きを決定することで、家庭文
脈に適合した支援の提供ができたと考えられる。   
 特に記録表について、本研究では ABC 記録におけるチェックリスト法の活用を行った。
記録前に予め行動問題の生起する先行事象と結果事象をインタビューし、それらの項目を
書いておいた。そうすることで、母親は家庭で実施して行動問題が生起した時にレ点、時
間などの記入だけで良かった。本研究に参加した母親は書くことに抵抗があったが、この
形式には負担はなかったとコメントした。このことから、O’Neill et al. (1997)も推奨する
ように、使いやすい記録方法であったと言える。 
 ３．検討課題 
 本研究は 1 事例であるため、複数の事例で「協議ツール」の効果の検討が求められる。
また、学校場面で教師が活用するための「協議ツール」の活用方法を検討する必要がある。
さらに、保護者の支援行動を継続させるために、「記録表・チェック表への記録」「協議
の継続的な開催」が必要か検討する必要があると考えられる。本研究は 6 か月間で終了し
ているが、長期にわたる場合、行動問題に対する新たなニーズが出される可能性もあり、
そのための協働的アプローチの手続きを検討する必要もあるだろう。 
 
第２節 研究４：行動問題を示す発達障害児をもつ保護者との協働的 
    アプローチにおける「協議ツール」の効果の検討(２)  
 
１．問題と目的 
 研究 3 では、行動問題を示す自閉症児をもつ母親と大学スタッフが「協議ツール」を用
128 
 
いた協働的アプローチを大学の相談機関で行った。「協議ツール」などの適用により、家
庭文脈に適合した支援が提供され、自閉症児の行動問題は低減したことを示した。「協議
ツール」は、専門家と家族の双方の遂行すべきことが具体的に記述されており、これを参
考にすることで障害児をもつ保護者と教師による「協議ツール」を用いた協働的アプロー
チを行うことが可能と思われる。 
 学校場面における保護者との協議に関して、研究 2 では中学校特別支援学級に在籍する
ADHD 児をもつ母親が月に 1 度の割合で学校を訪問し、個別の指導計画の評価を行った。
その結果、学校における取組が理解され共通理解も得られやすくなった。しかし、この懇
談会は特別支援学級担任が独自に設定したもので、月 1 度の懇談会はどの学校でも行える
とは限らない。 
 教師と保護者が児童生徒の行動問題の解決を図るために、継続した連携が必要と思われ
る。本研究が行われた学校では、年間 4 回(年度初め、各学期)の個人懇談と家庭訪問が実
施された。このような定例のみの協議回数では、定期的に顔を見合わせた協議(例えば、研
究 1-2；研究 3；岡村ら，2010)はできないだろう。その問題に対応するために、連絡帳が
有効活用できるのではないだろうか。連絡帳には、児童生徒が学校の教育活動の日課を記
入して予定を確認する欄や、教師と保護者が学校と家庭の様子を記入して互いの情報共有
する欄が設けられている。また教師と保護者は連絡帳を用いて、毎日やりとりを行う。坂
本(2001)は、連絡帳を通じて教師から障害児をもつ母親へのコンサルテーションを行った
結果、対象児の適応的な行動が増加したことを示した。このことから、学校において連絡
帳は日常的に活用され、教師、保護者のやりとりを行う上で有効と思われる。そこで研究
3 の手順に沿って、基本的に「協議ツール」とそれに関する必要文書を連絡帳に挟んで保
護者とやりとりを行うことを試みた。 
 ところで、研究 3 では研究終了後に母親による支援行動が維持されたかは未検討であっ
た。維持に関する先行研究において、保護者の支援行動を維持させるために、保護者によ
る標的行動に関する記録(竹内ら，2002 など)が重要と示唆される。一方で、Lucyshyn et al. 
(2007)は、行動問題を示す子どもへの家族による適切な支援行動が 7 年以上にわたって維
持された事例を報告した。どの手続きが長期にわたる研究を促進させたかは明確でないが、
協働的アプローチが支援行動の維持に関与したと考察している。 
 これらの結果を学校と家庭の長期的で継続的な連携という観点で考えてみると、家庭文
脈に適合した支援を提供した後も協働的アプローチを継続させる必要があるか、あるいは
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協働的アプローチを一時終了した後、負担低減の観点から記録ありの条件、記録なしの条
件でも支援行動が維持されるかの検討は重要と思われる。 
 以上から本研究では、研究 3 の方法に基づいて、行動問題を示す発達障害児をもつ保護
者と教師の「協議ツール」を用いた協働的アプローチを学校場面に適用し、「協議ツール」
とそれに関する文書を連絡帳に挟んで保護者と継続的にやりとりを行うことにより、家庭
文脈に適合した支援を提供でき、発達障害児の行動問題が低減するか検討することを第一
の目的とした。また、家庭文脈に適合した支援を提供した後、一時、協働的アプローチを
終了した。協働的アプローチ終了後、行動問題に関する記録のみ、あるいは記録なしでも
支援行動が維持するか定期的な聞き取りにより検討することを第二の目的とした。 
 ２．方法 
 （１）対象 
 特別支援学校小学部に在籍する知的障害を伴う自閉症男児 D(6 年)とその母親であった。
D は「はさみで紙を切る」「両面テープで貼る」「文字を書く」「テレビ CM の曲を口ず
さむ」などを好んだ。国語科や算数科の個別学習では、D の対面に教師が座り、D の後方
を壁、左右には衝立をして教示すると、指示に応じた行動をとることができた。しかし、
日常生活では、突然走り出したり目にしたものを触ったりすることがしばしばあったため、
常に教師が D に付き添って行動していた。4 月当初、学校では着替えなどに時間を要した。 
 D は 3 人兄弟で、家庭では母親がおもに D を含む兄弟に対応していた。家庭でも、窓を
開けておくと D は突然家から飛び出すことがしばしばあった。睡眠のリズムが崩れると、
夜中に目を覚まして朝まで起きていることがあった。また母親は、D だけではなく弟へ学
習面や対人関係の対応にも悩んでいるとの報告があった。 
 （２）支援期間・場所・支援者 
 支援期間は、20XX 年 4 月から 20XX+1 年 3 月までの約 1 年間であった。5 月から 7 月
までの約 3 か月間は D と家族のアセスメントを行った。後述する 2 つの支援対象の行動問
題に関して、「着替え」は、BL 期(6/5～8/2 の 31 日間：S1～31)と支援 3 期(Ⅰ期：8/3～
9/17 の 46 日間：S32～77、Ⅱ期：9/18～10/26 の 15 日間：S78～92、Ⅲ期：10/27～11/8
の 13 日間：S93～105)で構成された。「下半身をさわる」は BL 期((6/5～8/2 の 31 日間：
S1～31)と支援期(8/3～11/8 の 74 日間：S32～105)で構成された。S105 時点で家庭文脈に
適合した支援が提供され、それ以降は維持期(記録あり)(11/9～1/10 の 63 日間：S106～
168)、維持期(記録なし)(1/11～3/10 の 59 日間：S169～227)が設定された。セッション数
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は、S1 から S168 までは母親が記録をとった日を表し、S169 以降は 1/11 が S169、1/12
が S170 のように日が 1 日追うごとにセッション数も 1 増え、期日とセッション数が対応
した。「着替え」の各支援期の期間は、およそ 2～6 週間で、それらに合わせて各期を設
定した。これは支援効果を確認することと、母親から支援手続き上、新たなニーズが挙げ
られたためであった。一方、「下半身をさわる」は支援開始後、母親から支援手続きの高
い評価が得られたため、手続きの変更はなかった。 
 家庭における D への支援は母親が家庭で行い、「協議ツール」を用いた母親との協議は
D の担任、副担任である著者がおもに連絡帳を通じて行った。定期懇談会や家庭訪問時に
も、行動問題に関連した協議を行った。1 日の日課のうち、大半は担任や副担任のどちら
かに空き時間が設けられ、その時間を利用して連絡帳にその日の出来事を書き込んだ。副
担任が放課後に「協議ツール」などの原案を作成して担任と協議を行い、後日修正したも
のを母親に提示した。放課後は、職員会議や教材研究に充てられたため、事前に「協議ツ
ール」に関する協議日を担任と決めておいた。 
 （３）インフォームド・コンセント 
 担任は D が特別支援学校に入学以前から小学部に所属し、これまで D との関わりがあ
り、D の母親とも顔見知りで関係が良好であった。教育相談担当者からは、母親が D と弟
たちの年齢が増すにつれて対応に苦慮しているとの報告を受けた。4 月末の懇談会(1 回目)
では母親のニーズに応じる観点から、担任が母親に協働的アプローチの概要を文書にして
説明を行い、教師と母親が協力をしながら指導を行うことが了承された。研究終了後は、
母親から論文発表による公表の同意を得た。 
 （４）「協議ツール」を活用した協働的アプローチ 
  １）協議ツールを含めた依頼文書：「協議ツール」は、研究 3 と同様であった。「協
議ツール」のやりとりは、母親への依頼文書(例、A4 用紙に「気になる行動を書いてくだ
さい」「記録をとってください」などの趣旨が記述)を連絡帳に挟んで行った。依頼文書は、
具体的に「協議ツール」で何を行ってもらうかを説明するためのものであった。 
  ２）協議方法と協働的アプローチのプロセス：「協議ツール」を活用した協働的アプ
ローチを以下のように行った。①協議の回数と形態：D と家族のアセスメントから協議ツ
ール⑷の評価までのやりとりは、連絡帳(10 回程度)、定期懇談会(2 回)、家庭訪問(1 回)、
電話やメール(随時)により行われ、「着替え」は家庭文脈に適合した支援後、協働的アプ
ローチを終了した。その後、記録の有無条件で母親の支援行動の維持に関するアンケート
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1 を S137(12/10)、S168(1/10)、S199(2/10)、S227(3/10)の合計 4 回実施し回答を求めた。
アンケート 1 では、母親に行動問題に関する支援手続きを継続性や負担の観点から 5 段階
評価を求めた。行動問題が気になる場合や支援手続きが負担な場合は、その理由を尋ねた。
3 月は、協働的アプローチの全般的な手続きに関するアンケート 2 と電話による聞き取り
を実施した。連絡帳では、協議ツールを提示して回答までの期間を 1 週間程度とした。家
庭訪問時なども利用して聞き取りなどを行った。 
 ②アセスメント方法：担任が研究 3 で使用したアセスメントシートを提示して、記入を
依頼した。 
 a．D のアセスメント：D の好きな活動は、「砂遊び」「自転車に乗ること」「料理」
「マークや文字を書くこと」などで、好きな食べ物は、寿司、濃い味付けのもの、お菓子
などであった。苦手な活動はボール遊びであった。要求手段は、既知単語で「○○ちょう
だい」と言って伝えた。日常的な単語(ものや人の名前)や動作を表す言葉が理解できた。
余暇活動は、ミニカーで遊ぶこと、折り紙、絵や文字・マークをかくことなどであった。
突然泣き出すことや、自分の思いと違うことがあると大声を出して怒ることがあった。 
学習面に関して、ひらがな・カタカナの書字ができ、気に入った漢字は画数が多くても
正確に書けた。好きなロゴを見ると、ローマ字が入ってもその名前を読むことができた。
数字に関して、事物が 3 までであれば正確に数えることができた。4 以上は、「よん」と
音声提示しても対応した数をとれなかったが、数字カードを提示すると正しくとることも
あった。休み時間は、黒板に文字や図形をかいたり、折り紙を折ったり、家やガソリンス
タンドなどのペーパークラフトをしたりした。放課後の週に 1～2 回は、福祉施設で過ご
した。また、普段は 10 時頃就寝するが、休日は平日に比べて体を使った動きが少なく寝
付きが遅く夜中に目を覚ますことが平日より多かった。 
 b．家族の特徴：家族構成は、D、父親、母親、弟 2 人、祖母の 6 人家族であった。母親
は D だけでなく弟への対応で悩み、学校などにも相談をしたが、問題解決にまでは至らな
かった。普段は、母親がほとんど一人で着替えなどの対応を行っていた。 
 母親からは、D の増やしたい行動として「一人でできること」「落ち着いた行動(衝動的
な動きがおさまる)」が挙げられた。これまで行動問題を改善するために、予定表を提示し
たり行動問題の生起後に注意したりしたことはあったが、改善されなかった。家族で大切
にしていることは「あいさつを元気にする」「食事をそろって食べる」「できることは自
分で、手伝えることは進んでする」とされた。また、D の行動問題以外のストレス源とし 
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て、家族としてのコミュニケーションが少ないことが挙げられた。 
 c．行動問題に関する協議：家庭で困っている行動を母親に挙げてもらい、協議ツール⑴
に困っている行動の記述と点数化を依頼した。点数化した後、母親は自分で一度つけた点
数を消して「順位付けではなく、どの行動も日々積み重ねて改善させたい」「学校で、こ
れはと思う行動から取り組んでほしい」という意見があった。そこで学校において、協議
ツール⑴の 6 観点において優先順位の高かった行動と、母親から挙げられた優先順位の高
かった行動に合致したものを支援対象の行動問題とした。母親は D の行動問題を 9 つ挙げ
た(Table 6-6)。しかし、協議ツール⑴の評価結果、どの行動問題も従事時間は記入されな
かった。合計点数の高い行動は、「他人の下半身が気になる(さわる)」「高い所に登る」
行動が 21 点、「今するべきことができない」が 16 点であった。 
 また、母親の挙げた上位の行動問題と学校場面で観察機会(頻度)の多い行動を照合した。
これは、学校において指導・支援機会が増え、効果的な指導・支援方法を提示できると考
えたからであった。「他人の下半身が気になる(さわる)」は、近くに児童や教師がいた時
に生起することが多かった。「今するべきことができない」は、朝・帰りの着替え、身の
回りの整理時に生起した。「高い所に登る」は、上記した 2 つの行動に比べて低頻度であ
ったことから、「他人の下半身が気になる(さわる)」(以下「下半身をさわる」)、「今する
べきことができない」が支援対象の行動問題とされた。 
 次に、「今するべきことができない」について、具体的に困っている場面を特定した。
気になる行動 緊急性
スト
レス
本人
危険性
他者
危険性
頻度
従事
時間
合計
他人の下半身が気になる 4 4 4 5 4 21
高い所に登る 4 4 5 4 4 21
今するべきことができない 2 4 3 3 4 16
人前でも「ちんちん」などの好ましくない言葉を言う 2 3 3 3 4 15
後始末ができない 2 3 3 3 4 15
あいさつの声が小さい 2 3 3 3 3 14
ありがとうが言えない 2 3 3 3 3 14
食事の時手を使うことが多い 2 3 3 3 3 14
怒ると知っている言葉を大声で言う 2 3 3 3 3 14
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頻度　5：1日に非常に高頻度で　4：1日に何度も　3：1日に数回　2：週に数回　1：月に数回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従事時間　5：およそ5分～　4：およそ1分～5分　3：およそ30秒～1分　2：およそ10秒～30秒　1：およそ10秒未満
Table 6-6 　母親が挙げた気になる行動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評価段階
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　緊急性　5：すぐにでも改善したい　4：できれば改善したい　3：どちらでもない　2：将来的に改善したい　1：改善しなくてもよい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　親のストレス　5：非常に高い　4：やや高い　3：どちらでもない　2：やや低い　1：とても低い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本人への危険性　5：非常に高い　4：やや高い　3：どちらでもない　2：やや低い　1：とても低い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他者への危険性　5：非常に高い　4：やや高い　3：どちらでもない　2：やや低い　1：とても低い
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その結果、特に朝・帰宅後・入浴後の着替えの時間を要することが挙げられた。これは、
学校でも同様な様子が観察されたことから、「着替えに時間を要する行動」(以下、「着替
え」)を支援対象の行動問題とした。 
  ４）支援手続きに関する協議：研究 3 に基づき、担任、副担任による支援手続きの提
案から実行後の評価までの協議方法は、「協議ツール」を連絡帳に挟んで行い、およそ 1
～2 週間から月に 1 度の割合で母親は協議ツール⑷を用いて点数化した。行動問題あるい
は支援手続きの評価で点数の低いものがあれば、それを改善する方法の検討を行った。以
下、「母親における支援の実行」と「支援手続きの修正」を繰り返した。 
 （５）支援計画と支援手続き 
  １）機能的アセスメントに基づく支援計画：Fig. 6-7、Fig. 6-8 に、上記の 2 つの行動
問題の機能的アセスメントの結果を示した。母親が MAS を行った結果、2 つの行動問題
は感覚刺激の機能が優先的に高かった。D の学級の教師 2 名が学校場面での D の行動を想
起して MAS を行っても、母親と同様な結果が得られた。 
 次に、これらの結果をもとにして支援計画を立案した。「着替え」(Fig.6-7-参照)では、
目の前に着替えがあっても着替えの服以外のものを見たり触ったりする感覚刺激の結果条
件が随伴した。そこで、着替えの服そのものが弁別刺激になるように、先行条件として、
①次に着る服を目の前に提示する、②次に着る服の写真カードを目の前に提示する、③服
以外は、視覚に入らないような部屋づくりが考えられた。また、最後まで着替えが完了で
きたら、感覚刺激として D の好きなことができる(好きな紙を折る、文字を書くなど)とし
た。上記の工夫をしても、着替えとは異なる行動をとった場合は、その行動をやめさせ、
着替えるべき服が視野に入るように再度提示したり、声かけしたりする。なお、学校場面
では担任か副担任のいずれかの教師と 1 対 1 で関わることが可能であり、上記①の方法が
効果的であった。 
 「下半身をさわる」(Fig. 6-8 参照)は、弟や男の人が近くにいる時に生起し、さわった直
後は手に得られる感覚刺激が考えられた。望ましい行動として、下半身ではなく弟たちと
握手する行動が考えられた。この行動をすれば手に感覚刺激が随伴した。そこで先行条件
として、母親が弟と D の間に入って下半身をさわる生起回数が減少するようにする。また、
結果条件として、感覚的なもので遊ぶ機会をもつ。これらの支援計画をもとに、それぞれ
の行動問題に対して協議ツール⑵を作成した。 
  ２）具体的な支援手続き：①着替え：a．BL 期：時々、母親が D に声をかける程度で 
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あった。b．支援期：Ⅰ期：(ⅰ)着替え前に、着替え後「好きな紙を折る」「文字を書く」
など D の好きな活動ができることを約束した。(ⅱ)D の前に、ラミネートされた着るべき
服の写真カード(A4 判)を提示しながら、「シャツ着るよ」などと時々声かけをした。写真 
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カードに向いたのを確認してから、写真カードを提示した。(ⅲ)着替え後、D の好きな活
動ができる機会をもった。 
 Ⅱ期：Ⅰ期のⅰ以外に「お菓子が食べられる」を追加し、ⅱの写真カードにおいて、ラ
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ミネートをやめて写真を厚紙に貼り付けて提示した。それ以外は、Ⅰ期と同様であった。 
 Ⅲ期：Ⅱ期で、好きな活動提示に負担を感じることがあったため、母親に余裕のある時
のみ、着替え前に着替えが終わったら「好きな紙を折る」「文字を書く」「お菓子が食べ
られる」など D の好きな活動ができることを約束した。それ以外はⅡ期と同様であった。 
 c．維持期：記録あり：週に 2～3 回記録をとるように指示した。母親の支援手続きはⅢ
期と同様であった。 
 記録なし：記録は全くとらないで良いことを伝えた。支援手続きはⅢ期と同様であった。  
 ②下半身をさわる：a．BL 期：弟との座る位置などの環境操作は特別行わず、下半身を
さわった後に「さわりません」などの注意をしていた。 
 b．支援期：さわる機会を未然に防ぐために、母親が D と弟との間に入った。自分の下
半身をトイレ以外でさわることがあれば、できるだけすぐにその行動を止めさせた。トイ
レの近くでさわっている時は、トイレまで連れて行った。トイレに入った後で、さわって
いるのを見ても禁止はしなかった。 
 c．維持期：記録あり：週に 2～3 回記録をとるように指示した。母親の支援手続きは支
援期と同様であった。 
 記録なし：記録は全くとらないで良いことを伝えた。支援手続きは支援期と同様であっ
た。 
 （６）協働的アプローチ終了後の手続き 
 協働的アプローチ終了後、母親が週に 2～3 回の割合で記録をとる条件、または、全く
記録をとらない条件に加え、月 1 度の割合でアンケート 1 への記入を依頼した。行動問題
や支援手続きへの否定的な評価があった場合は、再度、協働的アプローチを提案した。3
月に、本研究の全般的な手続きに関するアンケート 2 と電話による聞き取りを実施した。 
 （７）記録方法と家庭文脈に適合した支援の評価方法 
 家庭で、母親が D の行動問題に要した時間と生起回数を記録した。協議に活用した協議
ツール⑴～⑷への記述や口頭による意見もデータとした。さらに、家庭文脈に適合した支
援の評価方法は、研究 3 と同様であった。 
 ３．結果 
 （１）支援手続きに関する協議 
  １）Ⅰ期：Fig. 6-9 にⅠ期の協議を示した。Ⅰ期では、着替えに関して写真カードの
提示、刺激の少ない場所、着替え前の約束などを提案した。下半身をさわるに関して、母
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親が弟たちの間に入る、感覚遊び、トイレでのみさわるなどを提案した。このうち協議ツ
ール⑶では、写真カード、着替え前の約束、母親が弟たちの間に入る、トイレでのみさわ
る支援方法の点数が高かったため、これらを具体的な支援手続きとした。 
  ２）Ⅱ期：Fig. 6-10 にⅡ期における協議を示した。Ⅰ期の協議ツール⑷の着替えに関
する評価では、ラミネートした写真で遊び、多くの時間を要することが報告された。そこ
で、手に触れて遊ぶ時間を短縮するために、壁に着替えの手順を示す方法、弟たちと同一
場所で着替える方法、ラミネートから厚紙に変更する方法を提示した。 
 協議ツール⑶の評価ではいずれも 22～23 点であったため、Ⅰ期とやり方は変わらない
写真カードを厚紙に添付する方法を提案した。環境調査では、遊びに飽きて、遊びよりも
チョコなどの食べ物の方の反応が良い時もあるという報告があった。そのため、Ⅰ期の好
きな活動以外に「好きな食べ物」を追加した。 
  ３）Ⅲ期：Ⅱ期の協議ツール⑷の「着替え後の好きな活動機会の保障」のライフスタ
イルでは、「2 どちらかというと合っていない」という評価であった。学校場面では活
動後、好きな活動を随伴させなくても活動が滞ることはなかった。ライフスタイルも勘案
して、母親の余裕のある時だけ活動機会を保障するように提案し、実施を依頼した。 
 （２）行動問題の変容 
 Fig. 6-11 に「着替え」に関する結果を示した。BL 期では平均 21.1 分(範囲：15 分～25
分)であったが、Ⅲ期は平均 11.4 分(範囲：5 分～20 分)、維持期(記録あり)は、平均 9.5 分
(範囲：5 分～25 分)まで短縮され、着替え後の遊び時間が増えたことが報告された。Ⅰ期
直後は急激に時間短縮したが、8/13 以降は着替えをせずラミネートを触り続けることがあ
った。そのためⅡ期では厚紙に変更し、着替え後のお菓子も提示した。支援手続き変更後
は時間を要していたが、9 月下旬以降は、10/28 を除いてほぼ一定の割合で遂行できた。
12 月以降のアンケート結果(Table 6-7)では、すべての評価日で着替えは「どちらかという
と気にならない」、支援に関する負担はなく毎日継続できているという評価であった。 
Fig. 6-12 に、「下半身をさわる」に関する結果を示した。BL 期は 1 日平均 0.48 回(31
日中 15 回)であったが、支援開始後、1 日平均 0.15 回(74 日中 11 回)まで減少した。維持
期(記録あり)では、1 日平均 0.21 回(24 日中 5 回)であった。BL 期では、ほとんど弟が近
くにいる場面で生起したが、支援開始後は D が一人で過ごす時に起こることが多かった。 
12 月以降のアンケート結果(Table 6-7)では、すべての評価日において「どちらかというと
気にならない」、支援に関する負担はなく毎日継続できているという評価であった。 
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協議ツール⑵
方法 メリット デメリット 予想される結果
服の提示
　Dの前に，着るべき服を提示しながら，
「シャツ着るよ」などと声かけをする．
　例：シャツ提示し「シャツ着るよ」と声か
け→D：シャツを着る→ズボン提示し「ズ
ボンはくよ」と声かけ→・・・
・服を提示するだけなので，特に用
意するものはないので，すぐに取り
組める．
・着替えるべき服が目の前にあるの
で，それを短時間でとる可能性が
高い．
・着替えが終わるまで，お
母さんがそばについてい
る必要がある．
・繰り返し行っていくと，短時間
で着替えが終えられるようにな
る．
写真カード
　Dの前に，着るべき服の写真カードを提
示しながら，「シャツ着るよ」などと声かけ
をする．
・将来的には，写真カードを自分で
めくりながら，着替えができるように
なる．
・たたむなどの映像を提示すること
ができるので，何をすればよいかが
具体的に伝わりやすい．
・はじめのうちは，着替え
が終わるまで，お母さん
がそばについている必要
がある．
・写真カードをさわった
り，ひらひらさせてその音
などを楽しむことがある．
・将来的に，自分で写真カード
をめくって，それを手がかりに
独力で着替えができるようにな
る．
場所の設定
　着替え時，着替え以外の余分な刺激
（耳で聴いたり，目で見たり，触ったりす
るもの）が目に入ったり，手に触れたりで
きないような場所にする．
・刺激が目に入ったり，手に触れた
りできないような場所にすることで，
着替えるべき服が目に入りやすく
なる．
・刺激が少ない場所で
あっても，感覚的な遊び
などを見つけてする可能
性がある．
・この方法だけで試みると，感
覚的な遊びをする可能性があ
る．他の方法と組み合わせるこ
とにより，効果が出る．
着替え前の約束
　着替えをする前，着替えが終わったら，
「好きな紙を折る」「文字を書く」などDの
好きな活動ができることを約束しておく．
そして，着替えが終わったら，好きな活
動ができる機会をもつ．
・好きなことができるのが明確にな
るため，今までより早く着替えがで
きるようになる．
・Dにとって楽しみな活動
も繰り返し，続けて提示し
ていくと，徐々に飽きてく
るかも知れない．
・着替え後に，好きなことがで
きるのがわかると，着替えは早
くできるようになる．しかし，い
つも好きなことが同じ場合は，
飽きてくる可能性があるため，
いろいろな励みになるものを用
意しておく必要がある．
方法 メリット デメリット 予想される結果
未然に防ぐ
　さわる機会を未然に防ぐために，お母
さんがDと弟との間に入る．
・特に用意するものはないので，す
ぐに取り組める．
・問題が起きないように，
絶えずお母さんが間に入
る必要がある．
・お母さんの目の届かない場
所で，さわる可能性がある．
遊ぶ機会
　手を使う感覚遊び（紙折り，文字を書
く，おもちゃで遊ぶなど）をする機会を多
くもつ．
・感覚遊びに従事することで，さわ
ることに対する飽和が起こるため，
下半身をさわる機会が減少する．
・Dの余暇活動にもつながる．
・ずっと同じ活動を続けて
いくと，活動自体に飽和
する可能性があるので，
感覚的な遊びのレパート
リーを増やしていく必要が
ある．
・この機会が増えていくと，
徐々に他人の下半身をさわる
行動は減少する．
トイレ
　自分の下半身をトイレのみでさわる．
・この行動をすることで，さわること
に対する飽和が起こるため，他人
の下半身をさわる機会が減少す
る．
・D自身の将来的に身につけるスキ
ルとしても有用である．
・さわって良い場所，時間
などをお母さんが直接，
指導する必要がある．
・指導に多くの時間を要する
が，これを実施することで，他
人の下半身をさわる行動は減
少する．
絵カードの提示
　さわって良いものと良くないものを絵
カードに提示して説明する．
　（例：トイレで自分の下半身をさわる絵
→○　他人の下半身をさわる絵→×）
・これを提示することで，実際に視
覚から入るので，どうすることが良い
行動なのかが具体的にわかりやす
くなる．
・必要な情報が１枚のシートに記さ
れているので，比較的簡単にどこ
でも持ち運びができ，説明も可能
である．
・下半身の絵ばかりに興
味をもつ可能性もある．
そのため，結果的に○×
の説明が十分理解されな
いかも知れない．
・指導に多くの時間を要する
が，これを実施することで，他
人の下半身をさわる行動は減
少する．
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 （３）母親による標的行動・支援手続きに関する評価 
Table 6-8 にⅠ期の評価を示した。1 回目の評価(以下、評価①)について、「下半身をさ
わる」では弟がトイレに行く時などは問題という報告があった。支援手続きの評価段階は
すべて 4 以上であった。評価②について、「下半身をさわる」では関わる側の配慮で改善
されるという報告があった。「着替え」では、ラミネートに気になりだして時間を要する
ことが指摘された。Ⅱ期(Table 6-9)では、いずれの行動問題も高い評価であったが、着替
え後の活動提示がライフスタイルと合っていないことが報告された。Ⅲ期(Table 6-10)で
は、いずれの標的行動も 85 点以上で、支援手続きに関しても評価段階はすべて 4 以上で
あった。 
 （４）アンケート結果 
Table 6-11 に、アンケート 2 の結果を示した。「改善したい行動の点数化」「記録のチ
ェック」の評価段階は 2 であったが、それ以外の「改善したい行動の妥当性」「支援手続
きの説明・評価」などは肯定的な評価であった。自由記述では、次のような記述があった。
身支度・洗面・入浴など自分でできることが増えた。弟たちが D のことを理解する機会を
もて、問題解決の糸口を見つけられた。電話での聞き取りでは、「記録をとることで行動
が起こる理由に気づけるようになった」「支援方法を提案してもらえたので、こういうの
もあると気づけた」「先生も手を貸してくれたので、力強く思えた」などの感想があった。 
 （５）家庭文脈に適合した支援の評価 
 協議ツールの評価から行動問題、支援手続きの高い評価が得られた。また Table 6-7 よ
り、協働的アプローチ終了後は、「下半身をさわる」「着替え」の支援行動において、継
母親による評価[協議ツール⑶]
着替え 下半身をさわる
具体的な
支援手続き
取組
み
効果
ライフ
スタイ
ル
価値
観
継続
性
合計
具体的な
支援手続き
取組
み
効果
ライフ
スタイ
ル
価値
観
継続
性
合計
服の提示 2 4 3 5 2 16 未然に防ぐ 5 5 5 4 5 24
写真カード 4 4 4 5 5 22 遊ぶ機会 4 4 4 4 5 21
場所の設定 2 4 4 5 5 20 トイレ 4 4 5 5 5 23
着替え前の約束 4 4 4 4 5 21 絵カードの提示 2 3 3 2 5 15
継続性　　5：毎日　4：2日～3日に1度　3：週に1度　2：たまに　1：気が向いたときだけ
価値観　　5：とても適合している　4：どちらかというと適合している　3：どちらでもない　2：どちらかというと適合していない
　　　　　　 1：全く適合していない
ライフスタイル　  5：とても適合している　4：どちらかというと適合している　3：どちらでもない　2：どちらかというと適合していない
　　　　　　　　　　 1：全く適合していない
効果　5：とてもある　4：どちらかというとある　3：どちらでもない　2：どちらかというとない　1：全くない
取り組みやすさ　5：とても取り組みやすい　4：どちらかというと取り組みやすい　3：どちらでもない　2：どちらかというと取り組みにくい
　　　　　　　　　　 1：とても取り組みにくい
Fig. 6-9　Ⅰ期における支援手続きに関する協議
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続性、負担、取り組みやすさの観点から高い評価が得られた。 
 
 
 
協議ツール⑵
方法 メリット デメリット 予想される結果
手順を提示
　Dの前に，着るべき服の順番を写真
カードにして，壁に提示する．時々様子
を見て，着替えに向いていないようであ
れば，注意を引いてから，「シャツ着るよ」
などと声かけをする（方法として，手順を
左から右に示す方法，上から下に順に示
す方法などがある．本人の得意とするや
り方に従って提示する）．
・手順を目で見て，自分で
確認しながら着替えができ
るようになる．
・前回のラミネートに比べる
と，目に入る情報は同程度
であるが，さわってヒラヒラさ
せることはないため，逸脱の
時間は短縮されると思われ
る．
・はじめのうちは，着替え
が終わるまで，お母さん
がそばについている必要
がある．
・お母さんがDから離れた
後で，Dが着替えと異なる
行動をしていたとき，再び
お母さんがDの注意を引
くのに時間がかかる．
・将来的に，自分で写真
カードを見て，それを手
がかりに独力で着替えが
できるようになる．
・ある程度時間が経つと，
前回のラミネートと同様
に，写真に注目しなくなる
可能性がある．
弟たちと同じ場所
　Dだけではなく，弟たちも含めて同じ場
所で着替えをすることを伝える．Dの目の
前に着替える服を提示して，「着替える
よ」と声かけをする．
　着替えだしたら，弟たちにも同様に声を
かけたり，着替える服を提示したりする．
　着替えの合間に，弟の近くに行こうとす
るそぶりがあった場合は，弟との間に壁
をつくって行けないようにする．
・服以外のものをさわる刺激
がないため，逸脱行動が減
少する．
・お母さんがずっと着替え場
面にいることで，Dに着替え
に注目させる機会を適度に
持たせることができる．
・Dだけではなく，弟たちに
も注目する機会を与えるこ
とにもなる．
・着替えの間中，ずっと誰
かに関わる必要があるの
で，お母さんの負担が増
える．
・周りに弟がいるので，体
をさわりに行く可能性があ
る．
・この方法であれば，将
来的に支援者がお母さん
以外の人でも，確実に着
替えができるようになる．
写真→厚紙
　現在行っている方法と内容的には同じ
で，提示しているラミネートを厚紙に変更
する．
　つまり，Dの目の前に，着るべき服の厚
紙に貼られた写真カードを提示しなが
ら，「シャツ着るよ」などと声かけをする．
前回，提示したものと同じで
す．
・将来的には，写真カードを
自分でめくりながら，着替え
ができるようになる．
・たたむなどの映像を提示
することができるので，何を
すればよいかが具体的に伝
わりやすい．
・はじめのうちは，着替え
が終わるまで，お母さん
がそばについている必要
がある．
・写真カードをさわった
り，ラミネートとは別の方
法で遊ぶ可能性がある．
前回，提示したものと同じ
です．
・将来的に，自分で写真
カードをめくって，それを
手がかりに独力で着替え
ができるようになる．
母親による評価[協議ツール⑶]
着替え
具体的な
支援手続き
取組
み
効果
ライフ
スタイ
ル
価値
観
継続
性
合計
手順を提示 5 5 4 4 5 23
弟たちと同じ場所 5 4 4 4 5 22
写真→厚紙 5 4 4 5 5 23
Ⅱ期の具体的な支援手続き（本文）
Fig. 6-10　Ⅱ期に提案した支援手続きから変更に至るまでの協議
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 ①標的行動について、アンケート 2 の結果が 5 であったことから妥当と判断した。②支
援手続きに対する価値観や考え方に関して、Table 6-8～Table 6-10 の協議ツール⑷より、
評価段階 5 が 94.4％、4 が 5.6％であった。③ライフスタイルに関して Table 6-8 ～Table 
6-10 の協議ツール⑷より評価段階 5 が 83.3％、4 が 11.1％、2 が 5.6％であった。④支援
手続きの効果に関して、Table 6-8～Table 6-10 の協議ツール⑷の 3、4 回目の評価では 85
点以上であった。また、Fig. 6-11、Fig. 6-12 より、2 つの行動問題は期を追うごとに低減 
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評価①（S39）
標的行動の評価 支援手続きの評価
標的行動 評価 様子
家族
負担
子負担
ライフ
スタイ
ル
価値観 継続性
4 4 5 5 5
写真カードの提示 5 5 5 5 5
5 4 5 5 5
5 5 5 5 5
評価②
標的行動の評価 支援手続きの評価
標的行動 評価 様子
家族
負担
子負担
ライフ
スタイ
ル
価値観 継続性
5 5 5 5 5
写真カードの提示 3 5 4 4 4
さわる機会の減少 5 5 5 5 5
5 5 5 5 5
着替え前の約束
さわったらトイレへ
連れて行く
起きるとしばらくぼーとしているが，
カードを見つけ着替え始める．着
替えずにうろうろしていると部屋に
連れて行くとすぐに着替え始める．
この頃は起きるとしばらくごろごろし
た後，トイレに行って着替えてから
部屋を出てくることが多くなっている70
60
私が弟の間に入ってガードするが
さわることは少なくなっているように
思う．しかし，弟が「お風呂へ行きま
す」「トイレに行ってくる」と言ったと
きはNG．自分の下半身について
は居間などでさわることは少なくさ
わっているのを見つけると注意．注
意すると「トイレで」と自分で言って
やめる．トイレに行くとさわることが
多い
具体的な支援手続き
着替え 50
カードを使い始めた頃はカードを見
ながら一人で早くできていたが慣
れてきた？のかラミネートがすごく
気になり，次に閉じてあったひもま
でとりはずし音を楽しんで取り組む
ことができない様子
着替え前の約束
下半身をさわる 85
１学期のことを思うと他人のものもさ
わるという行動は減っていると思う．
そして，接する側が配慮すること
で，その行動はますます改善され
ていると感じる．続けていくことで本
人にも自覚が出てきたのか「バツ」
とか「トイレで」と返してくることも多く
なってきていることがうれしくありが
たい
さわったらトイレへ
連れて行く
Table 6-8　　Ⅰ期における協議ツール⑷の評価
さわる機会の減少
下半身をさわる
着替え
具体的な支援手続き
145 
 
 
 
 
 
した。⑤継続性に関して、Table 6-8～Table 6-10 の協議ツール⑷の結果より、評価段階 5
が 88.9％、評価段階 4 が 11.1％であった。維持期の記録の有無にかかわらず、Table 6-7
より支援行動の維持が示された。⑥家族の負担について、Table 6-8 ～Table 6-10 の協議
ツール⑷より評価段階 5 が 77.8％、評価段階 4 と 3 がそれぞれ 11.1％であった。 
 
評価（S90）
標的行動 評価 様子
家族
負担
子負担
ライフ
スタイ
ル
価値観 継続性
5 5 5 5 5
3 5 5 5 4
5 5 2 5 5
5 5 5 5 5
5 5 5 5 5
Table 6-9　　Ⅱ期における協議ツール⑷の評価
具体的な支援手続き
着替え 90
この頃は，カードを見せながら一緒
に着替えている．一人で任せて着
替えさせるよりぐーんと早くなって
遊びの時間も増えている．いい感
じ
下半身をさわる 90
弟たちのものも自分のものもあまりさ
わらなくなった気がするが，お風呂
ではたまに見られる．しかし，いず
れの場合も「あー」とか「あれ？」と
言うと「トイレで」と言って止めること
ができる．しかし，トイレに要する時
間が長すぎることもあるが・・ さわったらトイレへ
連れて行く
さわる機会の減少
着替え前の約束（お菓
子を含む）
写真カードの提示（厚
紙）
着替え後の好きな活動
提示
評価（S113）
標的行動の評価 支援手続きの評価
標的行動 評価 様子
家族
負担
子負担
ライフ
スタイ
ル
価値観 継続性
5 5 5 5 5
4 5 4 5 5
5 4 5 5 5
5 5 5 5 5
5 5 5 5 5
さわる機会の減少
100
暇な時間があるとついさわってしま
うと思う．それと弟と一緒にお風呂
に入る時は要注意．しかし，注意さ
れると「×，トイレで」と言えるように
なっているので，この考え方が行動
となって定着してくれると良いと思う
具体的な支援手続き
着替え前の約束（お菓
子を含む，余裕のあると
きのみ）
着替え後の好きな活動
提示（余裕のあるときの
み）
さわったらトイレへ
連れて行く
Table 6-10　Ⅲ期における協議ツール⑷の評価
写真カードの提示（厚
紙）
着替え 85
着替えた後にできるお楽しみを提
示しなくても着替えがスムーズに行
えるようになっている．ただ着替え
の行動に移るまでに時間がかかる
気がしますが朝なのでまだ眠いの
かもしれない．ただ体がしっかり目
覚めるまで待っていれば以前のよう
に遊びながらという行動ではないの
でありがたい
下半身をさわる
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１．本人や家族の様子の聞き取り（本人の好き・苦手活動や日課，家族の特徴などを尋ねる質問紙）
① 負担・抵抗なく答えることができた 5 4 3 2 1
② 質問の内容はわかりやすかった 5 4 3 2 1
２．改善したい行動
① 決定した改善したい行動（下半身をさわる）は妥当であった 5 4 3 2 1
② 決定した改善したい行動（着替え）は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 評価の観点（緊急性，危険性，頻度など）はわかりやすかった 5 4 3 2 1
④ 点数化（５段階評価）するのは容易であった 5 4 3 2 1
３．支援方法の提案から評価まで
① 支援方法の説明はわかりやすかった 5 4 3 2 1
② 提案された支援方法の数は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 協議ツールの評価の観点はわかりやすかった 5 4 3 2 1
④ 点数化（５段階評価）するのは容易であった 5 4 3 2 1
４．具体的な支援方法
① 一日の流れに沿った説明はわかりやすかった 5 4 3 2 1
② 記録のチェックは容易であった 5 4 3 2 1
５．支援手続きの修正
① 改善したい行動の評価は容易であった（達成度を100点とした評価） 5 4 3 2 1
② 支援方法の評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 支援方法の点数化（５段階評価）は容易であった 5 4 3 2 1
④ 支援方法を修正する際，お母さんの意見は反映された 5 4 3 2 1
⑤ 5 4 3 2 1
６．自由記述
・どのような適応行動が増加しましたか。
・今回の取り組みで，良かったことや改善点はありますか。
・弟たちがDのことを理解してくれるための機会を持つことができた
・問題解決の糸口を見つけられたこと
・今後も継続して，今回の取り組みを教師と行っていきたいですか。
・その他
Table 6-11　アンケート2の結果
支援方法の修正までの期間や連絡帳を通じたやりとりの回数は妥当であった
先生方にはお手数をおかけするばかりで誠に申し訳ございませんでした．しかし，一緒に考えお力添えをいただけまし
たことは私自身心強く思いました．ありがとうございました
自分でできることが増えた（身支度・洗面・お風呂など）
お力添えをいただけるのでしたらありがたく思います
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 ４．考察 
 本研究では、研究 3 の方法に基づいて、行動問題を示す自閉症児をもつ母親と教師の「協
議ツール」を用いた協働的アプローチを学校場面に適用し、「協議ツール」の効果と学校
における「協議ツール」活用方法の検討を行った。その結果、家庭文脈に適合した支援を
提供でき、D の行動問題は低減した。また協働的アプローチ終了後、記録の有無の条件に
かかわらず母親による支援行動は維持された。 
 （１）支援手続きと行動問題の関係 
 「着替え」について、Ⅰ期では、好きなことができる約束と写真カードの提示を行った。
支援開始直後は短時間で遂行できたが、10 日経ったあたりから時間を要した。最初写真カ
ードが弁別刺激として機能したが、飽和と共にラミネートによる感覚刺激が随伴したこと
が考えられた。研究 3 では協議ツール⑶による評価後、具体的な手続きに至る前に母親に
家庭で取り組みやすい材質などを聞いた。しかし、Ⅰ期開始時は夏期休業中であり、連絡
帳を用いたやりとりが困難であったため、さらに電話やメールなどを通じて追加した調査
が必要であったと考えられる。 
 Ⅱ期では、ラミネートから厚紙に変更した。これは、学校の行動観察からラミネートに
比べて強化価が低いと考えられたからであった。厚紙で遊ぶことはなかったが、9/28 まで
は 20 分程度要することが多かった。しかし、9/29 以降は、母親が D から離れずに声かけ
を行ってカードを提示すると、10 分程度で完了できた。また、母親は D の反応を見なが
ら、上記の支援手続きを基本にして、着替えの立ち位置を示すレジャーシートを設置した
という記述があった。 
 もともと教師から提案した支援手続きは、D から離れずに声かけしてカード提示するこ
とであった。しかし、母親は弟への対応や D の反応を見て対応方法を変更した。この「D
から離れずに」という手続きはライフスタイルに合致していなかったと思われる。自発的
に用意したレジャーシートは、適応行動を高めるために有効かも知れない。しかし、介入
の厳密性の観点からは、協議ツール⑶から具体的な支援手続きに至るまでに、母親の実行
可能条件を詳細に検討する必要があったと思われる。この支援は学校場面と同様に、感覚
刺激で維持された行動問題の場合、青木・山本(1996)の事例のようなカード提示のみによ
る正反応は生起しにくく、直接的な関わりが必要であったことを示している。 
 Ⅲ期では着替え後の約束について、「毎日」から「母親の余裕のある時のみ」に変更し
た。これは、母親から「着替え後に好きなことを提示すると一時的にはできるが、毎回早
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くできるとは限らない」というコメントがあったことと、学校でも同様の様子が観察され
たことに加え、好きな活動の飽和や家族のライフスタイルに合致していないことが考えら
れたためであった。この結果、10 分程度で完了することが多かった。このことから、着替
え後に D の好きなことを随伴させるより、「シャツを着る」「靴下を履く」など着替えの
ポイントを弁別刺激として機能させるための声かけが必要であったと思われる。 
 「下半身をさわる」について、支援期に母親が D と弟の間に入って未然に防ぐ支援を行
ってからは、生起する割合が減少し母親からも高い評価が得られた。このことから、物理
的な環境整備(例えば、岩嶋，2008)により行動問題が生起しにくくなり、支援者の負担が
低減するという先行研究と一致する結果になった。しかしながら、母親がそばにいない時
や D が独りで過ごした時に生起しやすかった。今後は上記に加えて、さわる場合はトイレ
に限定した随伴性を検討する必要がある。 
（２）「協議ツール」と家庭文脈に適合した支援の関係 
本研究も、研究 3 と同様に家庭文脈に適合した支援に関する 6 項目で肯定的な評価が得
られたため、家庭文脈に適合した支援が提供できたと考えられる。行動問題について、ア
セスメント時、母親は「落ち着いた行動」「一人でできること」を増やしたい希望があっ
た。協議ツール⑴実施後は、行動問題の 1 つとして「着替え」が選択され、実施前の希望
を具体的に記述できた。協議ツール⑴実施後は、行動問題の 1 つとして「着替え」が選択
され、実施前の希望をより具体的に記述できた。これは、協議ツール⑴の活用により希望
する行動を改善したい行動の観点から具体的に記述できることを示唆する。 
母親は、協議ツール⑴記入時、従事時間の記入はなく一度点数を書き入れた後はすべて
消した。しかし、消した跡が残っていたため、それを参考にして行動問題の優先順位を求
めると、学校と同様な行動問題であった。母親は、「先生がすすめる行動を教えてほしい」
「どの行動も継続して改善させたい」というコメントをした。 
 母親に協議ツール⑴への記入の依頼と同時に、教師も同時に記入して「学校と家庭で一
緒に考えていきましょう」などのメッセージを文書に付け加える必要があったと思われる。
その上で、双方の優先順位に合致した行動問題から順に支援対象にしたり、母親が負担に
ならない程度に希望する行動問題の数を選定し、協議を行いながら支援対象を絞る方法を
提供したりすれば、母親も点数を消さずに行動問題を評価できたかも知れない。 
 支援手続きについて、協働的アプローチ実施前、母親は予定表を提示し行動問題の生起
後は D を注意したが改善されなかった。しかし、実施後は母親の支援により、D の行動問
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題は低減し協議ツール⑶では支援手続きに対する「価値観」「ライフスタイル」の高い評
価が得られた。また協議ツール⑷やアンケート 1、2 の結果から、支援手続きの「効果」
「負担」「継続性」などの観点からも高い評価が得られた。協働的アプローチの手続きと
これらの結果の関係から、協議ツール⑵～⑷の活用が家庭文脈に適合した支援手続きに関
与したと考えられる。以上の考察から、協議ツール⑴～⑷の活用が、家庭文脈に適合した
支援に寄与したと考えられる。 
学校で効果的な支援方法を家庭へ導入(藤原・福元，2007)することはできなかった。例
えば、Ⅰ期の協議ツール⑵では、普段学校で行っていた物理的な環境整備と服の提示に関
する支援を提示した。しかし、「取り組みやすさ」「ライフスタイル」の観点から両方と
も低い評価であった。このことから、学校で容易にできる支援が必ずしも家庭でも同様に
できるとは限らないことを示し、支援実行者が協議ツール⑶のように複数の支援手続きか
ら選択する必要があると思われる。 
 （３）支援行動の維持要因 
 生起時間や生起頻度を測定する事象記録法を用いて、協働的アプローチ終了後は母親の
記録行動と支援行動の関係を検討するために、段階的に記録をフェイドアウトした後、月
1 度はアンケート 1 を実施した。その結果、日々の記録を完全にフェイドアウトしても母
親の支援行動は維持された。この要因として、①アンケート 1 では支援手続きに負担がな
かったことと、協議ツール⑷の評価では支援手続きの「価値観」「ライフスタイル」「効
果」「継続性」「負担やストレス」のいずれも高い評価が得られたことから、家庭文脈に
適合した支援手続きが提供できたこと、②Fig. 6-11、Fig. 6-12 の行動問題が低減した結果
より、母親は「行動問題→支援の実施→行動問題の低減」、担任と副担任は「行動問題→
支援方法の提供→行動問題の低減」という正の行動随伴性が機能したこと、③本研究の協
働的アプローチの手続き(日常的に連絡帳のやりとりが可能)や電話でのやりとり(教師から
の励ましや賞賛)により、母親は「行動問題→支援の実施→教師から強化」という上記②と
は異なる正の行動随伴性が機能したことが考えられた。 
 担任と副担任が日常的な業務がある中でも母親と協働的アプローチを継続させ、家庭文
脈に適合した支援を提供できた。この要因として、行動問題の選定から支援手続きの評価
までの手順が明確に示されたことが挙げられる。また、副担任が作成した機能的アセスメ
ントに基づく支援計画や協議ツール⑵を担任と共有できた。連絡帳を通じたやりとりでは、
その時々に提示する「協議ツール」があるため、母親から応答があれば、その内容を検討
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した上で次に提示するべき資料を、協働的アプローチの手順に沿って渡すことができた。
さらに、基本的に連絡帳を通じたやりとりで、母親と教師が協議に費やす時間的な負担は
研究 3 に比べて低かった。本研究の協働的アプローチは、教師と保護者の遂行するべき役
割が明確であり、具体的に連携の手続きが示されたことにより、文部科学省(2009)が指摘
する学校と家庭の具体的な連携という意味で示唆を与えるものと考えられる。 
 （４）負担を低減させる記録 
 母親が記録を継続できた要因として、①Fig. 6-11、Fig. 6-12 の結果より、記録により行
動問題の低減を実感できたこと、②研究終了後の電話での聞き取りより、着替えの時間が
増加しても教師から励ましなどが得られたことが考えられた。アンケート 2 の結果から、
記録に対して「どちらかと言うと負担」と評価され、肯定的な評価をした研究 3 と異なる
結果になったが、記録量は研究 3 とほとんど変わらなかった。本研究に参加した母親は D
以外にも弟への対応に時間を要しており、今後はより簡便な記録方法を検討する必要があ
る。家庭文脈に適合した支援の提供後、日々の記録を中止しても支援方法に負担があまり
ないため支援行動は維持する可能性がある。1 つの方法として、厳密な支援手続きの評価
とはいかないが、支援開始前には行動問題の気になる程度の段階評価をし、支援開始後は
協議ツール⑷で定期的に点数をつける。また、家庭文脈に適合した支援を提供した後は、
月 1 度程度のアンケート 1 を実施して、再度行動問題の気になる程度の段階評価を依頼す
ることで、記録に対する負担は低減すると思われる。 
 
第３節 研究５：行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師との 
    「協議ツール」を解説したマニュアルブック活用による効果 
    の検討 
 
１．問題と目的 
 研究 4 では、特別支援学校に在籍する小学部 6 年で行動問題を示す自閉症児をもつ母親
と教師が「協議ツール」を用いた協働的アプローチを行った。協議ツール⑴により、支援
対象の行動問題として「着替え時に時間を要する行動(着替えをせず周囲を見たり触ったり
する行動)」が選定された。教師が協議ツール⑵で機能的アセスメントに基づいた支援計画
を立案し、保護者が協議ツール⑶で支援手続きの優先順位を評価した。保護者は、選定さ
れた支援手続きを家庭で実施し協議ツール⑷で行動問題と支援手続きの評価を繰り返し
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た。その結果、保護者の写真カードの提示や声かけなどにより、保護者が継続して負担な
く取り組めるなど家庭文脈に適合した支援を提供でき、自閉症児の家庭での行動問題の低
減が示唆された。 
 研究 4 に参加した教師は「協議ツール」の考案者で機能的アセスメントの知識を有した
が、教師は必ずしも機能的アセスメントの知識を有するとは限らず、「協議ツール」の活
用方法を知らない。そこで汎用性を高めるために、「協議ツール」を活用した協働的アプ
ローチを実施できる内容を解説したマニュアルブックが必要と考える。教師はそれを参照
することで、「協議ツール」を活用した協働的アプローチの流れが理解できると考える。 
 しかし、大久保・井口・野呂(2011)は、機能的アセスメントに基づいた支援計画に関す
る講義・演習によって、参加者の情報収集スキルと支援計画の妥当性は改善されたが、支
援計画における般化・維持と文脈適合性に関する妥当性に課題が残されたことを示唆した。
さらに、大久保ら(2011)の事後テストで、参加者の「支援計画は行動の機能に関連してい
るか」「行動問題と置き換わる行動が同定されているか」の項目で改善が見られた。しか
し、4 回の講義終了後(1 回あたり 60～90 分で構成)の中間テストでは、それらの項目で十
分な改善が見られない参加者がいた。機能的アセスメントの知識を有さない教師がマニュ
アルブックを参照しても、前述の項目の視点を十分に踏まえられずに支援計画を立案する
可能性が考えられる。これらのことから、機能的アセスメントの知識を有さない教師がマ
ニュアルブックを活用する場合、立案した支援計画の妥当性に関して文脈適合性だけでな
く、支援計画が機能的アセスメントに基づくかという技術的基準の両側面から助言が必要
と思われる。 
 以上から本研究では、行動問題を示す自閉症児をもつ保護者に対して、教師が支援計画
に関する助言を受けながら「協議ツール」を解説したマニュアルブックを活用することに
よって、家庭文脈に適合した支援を提供できるかと、保護者による家庭での支援の効果を
検討することを目的とした。 
 ２．方法 
 （１）対象 
 A 特別支援学校に在籍する自閉症児 C1、C2、C3 とそれぞれの保護者及び自閉症児の担
任教師 T1、T2、T3 であった。対象児はいずれも家庭で複数の行動問題を示し、保護者は
行動問題に対するニーズがあった。保護者は、5 月の家庭訪問時に教師からの本研究の趣
旨説明を受け、研究への参加を希望した。 
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  １）生徒：①C1：中学部 1 年の知的障害を伴う自閉症児であった。学級には 7 名の生
徒が所属し、3 名の教師が担当した。S-M 社会生活能力検査(20XX 年 1 月 15 日)の結果は、
社会生活年齢 1 歳 10 か月(以下、1:10)、身辺自立 2:0、移動 2:11、作業 1:6、意志交換 1:3、
集団参加 1:6、自己統制 2:2 であった。好きな活動は、オーボール遊び(網目状のボール)
や物を叩く、紙破きなどの感覚遊びであった。要求手段は、相手の手をクレーンにした要
求か、左右の掌を合わせた所謂「お願い」の動作で、言語表出はなかった。言語理解では、
「待って」の言葉は理解できた。言語以外では、相手の指さしの方向が理解できた。 
 ②C2：高等部 1 年で、自閉症、四肢まひ、てんかんがあった。学級には 4 名の生徒が所
属し、3 名の教師が担当した。S-M 社会生活能力検査(20XX-1 年 11 月 26 日)の結果は、社
会生活年齢 1:10、身辺自立 1:8、移動 1:11、作業 2:2、意志交換 2:0、集団参加 1:10、自己
統制 2:2 であった。好きな活動は、アニメの DVD を繰り返し観ること、紙破り、ブロッ
クを手に持つことであった。嫌いなものは、カメハメハの言葉や歌、戦争や爆発シーンの
ある DVD などであった。要求手段は、「～ください」と言葉で言うことや相手の肩を叩
くことであった。日常的な単語や動作(起きる、飲む)などは理解できた。家庭では、支援
計画立案した 11 月に家を建て、12 月はその家に引っ越しを行うなどして、C2 は 1 月末
までは落ち着かない様子であった。 
 ③C3：小学部 5 年の中度自閉症児であった。学級には 8 名が所属し、4 名の教師が担当
した。S-M 社会生活能力検査(20XX-1 年 3 月 20 日)の結果は、社会生活年齢 2:8 であった。
要求手段としては、例えば「お茶」「ガム」等のように自分の欲しい物の単語がわかれば
言葉で要求できた。単語がわからない場合には、「ください」と言った。言語表出では、
「ゲーム」のように 1 語文であった。拒否する場合は、「バイバーイ」と言う時があれば
首を横に振る時もあった。言語理解では、およその日常的な単語や動作などがわかった。
言語以外では、行き先の場所の写真を提示すると理解できた。 
  ２）教師：以下に示す T1、T2、T3 の 3 名であった。支援計画立案のために、マニュ
アルブック以外で参考にした書籍はなかった。また、機能的アセスメントの知識は持たな
かった。支援計画は、マニュアルブックを参照して立案した。立案後は、後述する自立活
動専任の T に支援計画を提示して個々に相談(相談内容は、「(3)著者及び T の役割」の２）
T の役割を参照)を行った。しかし、3 名とも T に技術的基準に関する質問はしなかった。 
 ①T1：教員経験年数が 12 年(特別支援学校 4 年)で、特別支援学校の免許状を有してい
なかった。C1 が中学部 1 年時より担任となり、日常生活の指導、個別学習、体育、音楽
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の時間を担当した。機能的アセスメントに基づいた支援計画は、放課後の時間(合計 5 時間
程度)を利用して作成した。 
 ②T2：教員経験年数(特別支援学校)が 4 年で、特別支援学校の免許状を有した。午前中
の作業学習以外の時間は基本的にC2と関わった。C2が中学部3年時から担任をしていた。
機能的アセスメントに基づいた支援計画は、放課後の時間(合計 4 時間程度)を利用した。 
 ③T3：教員経験年数が 22 年(特別支援学校 3 年)で、特別支援学校の免許状を有した。
C3 が小学部 3 年時に C3 の担任をしたことがあった。機能的アセスメントに基づいた支援
計画は、放課後の時間(合計 5 時間程度)を利用した。 
 （２）支援期間・支援場所・支援者 
 研究期間は、X 年 5 月から X＋1 年 3 月までであった。研究を行った場所は、アセスメ
ント、支援計画の立案は教師が生徒の家庭の情報を収集して行った。実際の支援は保護者
が家庭で行い、協働的アプローチは学校や家庭の両場面で行った。対象児への直接的な支
援者は、それぞれの保護者であった。 
 T1 は 6 月にアセスメント、7 月に協議ツール⑴、10 月中旬から 11 月下旬にかけて協議
ツール⑵と協議ツール⑶、12 月に協議ツール⑷を実施した。支援Ⅰ期は、アイスノン、紙
や布を提示したり、マッサージを行ったりして、感覚刺激や注目が随伴する支援手続きを
実施した。支援Ⅱ期では、支援Ⅰ期で評価の高い支援手続きを実施した。T1 は保護者に、
2 週間程度、BL 期のデータ収集を依頼した。保護者が協議ツール⑶⑷の評価を行い、保護
者が 2 回目に提示された協議ツール⑵の内容を実施可能と判断した段階で、T1 は支援Ⅰ
期からⅡ期へ移行した。著者が T2 に BL 期のデータを 2 週間程度とった後、支援実施を
依頼したため、BL 期、支援期に分けられた。支援は、BL 期(セッション 1～14)(9/2～9/16)、
支援Ⅰ期(セッション 15～71)(9/17～11/17)、支援Ⅱ期(セッション 72～84)(11/18～11/29)
に分けられた。 
 T2 は 5 月にアセスメント、6 月に協議ツール⑴、11 月に協議ツール⑵、2 月に協議ツ
ール⑶、3 月に協議ツール⑷を実施した。著者が T2 に BL 期のデータを 2 週間程度収集し
た後、支援を実施するように依頼したため、BL 期(セッション 1～11)(1/30～2/9)、支援期
(セッション 12～20)(2/22～3/2)に分けられた。 
 T3 は、6 月にアセスメント、8 月に協議ツール⑴、11 月に協議ツール⑵を実施した。記
録は BL 期(9/22～10/4)のみ測定され、支援期は実施されなかった。 
 BL 期は、支援対象の行動問題が生起したら制止する対応を行い、ABC 記録用紙に記録
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した。C1 及び C2 の研究デザインは、AB デザインであった。本来であれば支援効果を検
討するために反転デザインなどが必要であるが、支援対象の行動問題は緊急性や危険性が
高く、支援手続きの中止による自他への危険性を最小限にする必要があったために AB デ
ザインを採用した。 
 （３）著者及び Tの役割 
 教師へのコンサルテーションは、著者と T が行った。著者は研究機関に所属し、T(教員
経験 21 年、特別支援学校一種免許状所有)は A 特別支援学校に勤務する教師であった。著
者による訪問の了解は A 特別支援学校より得られなかったが、T を通じて電話やメール、
郵送などにより教師へのコンサルテーションを行う了解が得られたため、T に調整役を依
頼した。T は自立活動専任として、おもに高等部教師へのコンサルテーションを行ってい
た。応用行動分析の関心は高く、書籍や講演会によって相応の知識を有していた。以前、
著者の所属する研究機関で共同研究を行った。 
  １）著者によるコンサルテーション：①マニュアルブック活用目的の説明：T より行
動問題の改善の相談を受けた際、マニュアルブックの活用目的を説明した。最初、T に文
書(マニュアルブック活用の目的・方法等の趣旨説明)及びマニュアルブックを提示した。
次いでTに、行動問題へのニーズをもつA特別支援学校の教師に文書を提示してもらった。
文書には、マニュアルブック活用効果の評価について、「最終的に保護者より協議ツール
⑷で高い評価が得られることが必要(生徒の行動問題が低減し、保護者より支援手続きへの
肯定的な評価が必要)」と示された。さらに、研究の趣旨に賛同した教師に保護者用の説明
文書を配布した。文書には、教師と取り組む目的、取組内容及び支援や記録を行う上で負
担の説明が記述された。 
 ②支援計画に関する助言：技術的基準では、支援対象の行動問題の機能が適切か、支援
対象の行動問題の機能と設定した代替行動の機能が等価か、支援対象の行動問題を予防す
る先行事象の有無の評価を行った。文脈適合性では、生徒の実態や興味・関心が反映され
たかという点から評価を行った。文脈は、支援計画の対象者、支援計画の実行者、支援計
画が適用される環境のそれぞれがもつ特徴を指す(平澤，2003)。このことから、文脈適合
性を検討する上で生徒以外に保護者の実行可能性なども考慮する必要があるが、協議ツー
ル⑶により反映されると考えた。また、生徒の実態や興味・関心を示す支援手続きであれ
ば、生徒が取り組みやすく、結果的に保護者の負担も低減すると考え、著者は生徒に関わ
る観点から評価した。著者が、支援計画が妥当と判断した場合は、そのことを教示し、そ
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うでない場合は教師に支援計画の修正を求めた。 
 ③進捗状況の確認：T と月 1 回程度、メールや電話で教師の実践の進捗状況を確認した。
T が教師に著者の連絡を伝え、支援結果のデータの提示を依頼した。T から T2 のマニュ
アルブックに沿った実践が進まない旨の報告を受け、著者が T2 にメールや電話で理由を
尋ねた。引越後に C2 の落ち着きが確認されたため、「○月○日までに協議ツール⑵を提
示して、○日までに協議ツール⑶で評価を行ってもらって下さい」などのように具体的な
スケジュールを提示した。 
 ④情報収集：教師、生徒に関する聴取事項を T 宛に返信用封筒を同封して郵送した。回
収でき次第、T に返送を依頼した。 
 ⑤アンケート：研究終了後に、著者が作成した教師及び保護者に対するアンケートを T
宛に郵送した。また、T に教師及び保護者へ渡すように依頼した。回収方法は、上記④と
同様であった。 
 ⑥電話での聞き取り：著者が T1 及び T から、対象児の学校及び家庭の様子などを電話
で聞き取った。 
  ２）T の役割：上記の連絡調整に加え、教師の相談に応じた。相談内容は、立案した
支援計画の記述内容が生徒や保護者に正確に伝わるかであった。具体的に、教師から提示
された支援計画に「声かけ」のような一般的用語があった場合、T から「どのような声か
けをすると、生徒や保護者の手がかりになりやすいか」と指摘し、「お手伝いしてね」の
ようにより具体化させる記述を求めた。しかし、技術的基準の質問は受けなかった。   
 （４）マニュアルブックを活用した協働的アプローチ  
  １）マニュアルブック：A4 用紙 42 ページで構成され、内容は「協議ツール」を活用
した協働的アプローチの手順などの説明が 28 ページ、教師と保護者が活用する資料が 14
ページであった。資料[調査シート 1(対象児の好み・苦手・コミュニケーション・余暇・そ
の他及び生徒の日課)、調査シート 2(行動問題や適応行動に関する情報及び家族に関する情
報)、ABC 記録用紙、MAS、機能的アセスメントに基づく支援計画、協議ツール⑴～⑷]
及び、その適用例が示された。各事項は、教師や保護者が、どのような手順で何をどのよ
うにすれば良いかを具体例を挙げて説明された(例：「1．保護者の方は調査シート 1 にご
記入下さい。記入後は、先生に渡して下さい」「2．保護者の方は記入例を参考に、協議
ツール⑴に気になる行動を書いて点数をつけて下さい」など)。  
  ２）マニュアルブックを活用した全般的な手続き：研究 4 をもとに保護者と教師がマ
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ニュアルブックを参照して、以下の①～⑪の手順で実践を行った。①保護者が、調査シー
ト 1 及び協議ツール⑴に記入して教師に渡した。②教師は、協議ツール⑴の結果から支援
対象の行動問題を選定し、保護者に調査シート 2 への記入を依頼した。③保護者は調査シ
ート 2 に記入し教師に渡した。④教師は調査シート 2 の結果をもとに、ABC 記録用紙に
支援対象の行動問題の直前、直後に起こり得る事象を記入して保護者に渡した。さらに、
支援対象の行動問題に関する MAS の実施を依頼した。⑤保護者は家庭で対象児と普段通
りに関わり、支援対象の行動問題が生起したら ABC 記録用紙に記録をとり、記録結果を
教師に渡した。⑥保護者は MAS を家庭で実施して、教師に結果を渡した。⑦教師は調査
シート 1、調査シート 2、ABC 記録及び MAS の結果から機能的アセスメントに基づいた
支援計画を立案した。立案後、著者に提示して修正の必要の有無を確認した。T1 は修正の
必要がなかったので支援計画をもとに協議ツール⑵を作成し、保護者に提示した。T2 は修
正を行い、さらに保護者から情報を収集し、再度、支援計画を作成し著者に提示して了解
が得られた後、保護者に協議ツール⑵を提示した。T3 については、支援計画の提示後、以
下⑧以降は実施しなかった。⑧保護者は、協議ツール⑵に対して協議ツール⑶で評価を行
い、教師に結果を渡した。⑨教師は前記⑧をもとに、具体的な支援手続きを決定して保護
者に提示した。⑩保護者は、前記⑨の支援手続きを家庭で実施した。支援対象の行動問題
が生起したら ABC 記録用紙に記録をつけて、記録結果を教師に渡した。⑪保護者は支援
実行後、協議ツール⑷で評価を行った。C1 の保護者は 2 回の評価を行った。1 回目は口頭
で行われ、保護者や C1 に負担が増したため支援手続きを変更した。C1 の保護者は、T1
が 2 回目に提示した協議ツール⑵の支援手続き実施後、協議ツール⑶の評価を口頭で行っ
た。さらに後日、協議ツール⑷で 2 回目の評価を行った。C2 の保護者は支援手続きの変
更がなく、協議ツール⑷で 1 回の評価を行った。          
 （５）保護者との連携方法 
 「（３）著者及び T の役割」の④情報収集から、以下の情報が得られた。 
  １）C1 の保護者：T1 との連携では、毎朝、母親が学校に C1 を送ってきたため、ほ
ぼ毎日の 2～3 分間、母親から家庭の様子や支援対象の行動問題に関する情報交換を行っ
た。連絡帳に挟んでマニュアルブックを活用し、電話や直接会って協議を行った。協議ツ
ール⑶で高い評価が得られなかった場合は、その時間帯を利用して協議ツール⑵を提示し
口頭でやりとりを行った。 
  ２）C2 の保護者：T2 との連携では、直接協議する場は家庭訪問時(10 分程度)、支援 
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         Table 6-12 保護者が挙げた気になる行動 
 
 
会議や来校時(2～3 か月に 1 回の割合で、3～5 分程度)であった。連絡帳でマニュアルブッ
クのやりとりを行い、不明な点は電話やメールで追加して行った。 
  ３）C3 の保護者：T3 との連携では、連絡帳を活用してマニュアルブックのやりとり
を行い、参観日や行事の迎え時などの時間を利用して行動問題に関する情報交換を行うこ
とがあった。 
 （６）行動問題の選定 
 Table 6-12 に、保護者が協議ツール⑴を用いて対象児の家庭での行動問題を記入した結
果を示した。この結果から、支援対象の行動問題は、C1 では「自己刺激行動」、C2 では
「妹を叩く行動」、C3 では「物(食べ物)を落とす行動」であった。C1 の自己刺激行動は、
左耳や腕を手で叩く行動で、前年度から見られていた。自己刺激行動により、耳を叩きす
ぎて腫れ上がったり出血したりするといった本人の身体の危険性が伴った。また、脱衣行
動より合計が上回ったことから支援対象とされた。C2 では、同点の行動問題が複数挙げ
られたが、自分の顔や頭を叩く行動は「カメハメハ」などの C2 の嫌いな言葉が提示され
緊急性
スト
レス
本人
危険性
他者
危険性
頻度
従事
時間
合計
自己刺激行動 4 4 5 4 4 1 22
脱衣行動 4 4 1 5 2 3 19
妹を叩く 5 5 3 5 5 3 26
物を落とす 5 5 4 4 3 5 26
自分の顔や頭を叩く 5 5 5 3 4 4 26
服を脱いで着ない 4 4 4 3 3 5 23
性器をさわる 5 3 3 3 4 4 22
服を破く 5 5 3 3 2 4 22
物や食べ物を落とす 4 4 1 4 5 3 21
奇声，大声で騒ぐ（食後） 4 4 1 1 3 5 18
オシッコの頻度 4 4 1 1 4 3 17
性器いじり（さわる） 2 4 1 1 3 5 16
刺身，キムチを噛まずに飲み込む 2 2 3 1 2 5 15
数枚のカードを階段の上から落とす 4 4 1 1 1 3 14
C3
C1
C2
気になる行動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頻度　5：1日に非常に高頻度で　4：1日に何度も　3：1日に数回　2：週に数回　1：月に数回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従事時間　5：およそ5分～　4：およそ1分～5分　3：およそ30秒～1分
                                                   　2：およそ10秒～30秒　　1：およそ10秒未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評価段階
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　緊急性　5：すぐにでも改善したい　4：できれば改善したい　3：どちらでもない
                                                 　2：将来的に改善したい 　１：改善しなくてもよい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　親のストレス，本人・他者への危険性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5：非常に高い　4：やや高い　3：どちらでもない　2：やや低い　1：とても低い
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る時に生起しやすかった。C2 の嫌いな言葉を極力避けることで、予防が可能であると判
断されたので支援対象から外した。また、物を落とす行動に比べて叩く行動は妹への危険
性を伴うことからより緊急性が高いと判断されて、支援対象とされた。C3 の物や食べ物
を落とす行動は、緊急性やストレスの観点からは他に挙げられた行動問題と変わらなかっ
たが、他者危険性の観点からは他より点数が高かったため選定された。 
 （７）マニュアルブック活用及び助言による支援計画と支援手続き 
  １）機能的アセスメントに基づいた支援計画：①C1 の「自己刺激行動」(Fig. 6-13)：
MAS では、いずれの機能も 3.0 点であった。次に ABC 記録の結果、特に何もすることが
ない時や起床・就寝時に生起した。耳や腕への感覚刺激を得たり、自己刺激行動の直後は
母親から反応を得たりすることも多く、注目獲得の機能も推定された。そこで、オーボー
ルや紙・布などの提示や夕飯の手伝いに誘って両手に何かを持つ機会を増やすことにより、
感覚刺激や注目が得られ、自己刺激行動の事態は回避できると考えられた。 
 ②C2 の「妹を叩く行動」(Fig. 6-14)：MAS では、要求 1.5 点、注目 1.3 点、感覚刺激
0.8 点、逃避 0.8 点でいずれも低い点数であった。ABC 記録は 2 度の記録しかなく、懇談
会などの情報を整理した結果、C2 が母親などとのやりとり時に妹が近くに来て、母親た
ちと会話をしようとする時に行動問題が生起し、母親や妹から注意を受け母親とのやりと
りが再開されることから、注目の機能を果たしていると考えられた。状況要因として、テ
レビやおもちゃなど遊びに集中していない時や機嫌が悪い時が考えられた。そこで、新し
いおもちゃや DVD の提示や大人が妹の間に入り、今やるべきことの提示や妹と一緒に食
事をする予告などを行い、妹に「やめて」と言う行動の形成により、母親などから注目が
得られ、行動問題が低減すると考えられた。 
 ③C3 の「物(食べ物)を落とす行動」(Fig. 6-15)：MAS では、感覚刺激 3.0 点、要求 2.8
点、逃避 0.8 点、注目 0.5 点で、感覚刺激と要求が相対的に高かった。次に ABC 記録の結
果、食事の時間帯に近くに器やコップがある時に落とすことが多くあった。ABC 記録と
T3 が追加した情報収集の結果、落とした後は大人の反応を伺う様子も見られたため、注目
獲得の機能も推定された。そこで、茶碗を持って食べる行動の形成により、触覚・味覚に
よる感覚刺激が得られ、注目の機会を獲得できると考えた。さらに、適切に食事をとるこ
とで、好きなデザートが食べられる(要求)ようにすることで、行動問題は低減すると考え
られた。 
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  ２）具体的な支援手続き 
 ①C1 
 BL 期：普段通りに関わり、支援対象の行動問題が生起したら制止する対応を行った。  
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 支援Ⅰ期：C1 が両手に何も持っていない時に、アイスノンやオーボール、マッサージ
を提示して、感覚刺激や注目が獲得されるようにした。支援Ⅱ期：(a)母親が C1 に「お手
伝いしてね」と声をかけて、お手伝いになる活動を用意した(夕食の準備の時などに皿を並 
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べる、ごみを分別して箱に入れる、買い物したものを冷蔵庫に入れるなど)。(b)手に何も
持っていない時に、オーボールやちぎる紙などを提示した。(c)好ましい姿が見られた時は、
C1 に笑顔を向けて言葉で賞賛した。 
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 ②C2 
 BL 期：普段通りに関わり、支援対象の行動問題が生起したら制止する対応を行った。 
 支援期：帰宅後の予定を、「1：テレビ 2：お風呂 3：ごはん」と端的に伝え、入浴、
食事の 5 分前には再度声かけを行った。最後に「OK」と尋ねて、C2 が「OK」と返事す
るまで繰り返し伝えた。このように予定を伝えて、予定通りの行動が生起したら賞賛した。 
 C3 に対しては、具体的な支援手続きは行われなかった。 
 （８）電話での聞き取りとアンケート 
 アンケートは、教師と保護者に対して 3 月中旬に実施した。教師にアセスメント方法の
有用性、協議ツール⑵の作成の容易さ、支援計画を立案する上でのマニュアルブックの有
用性及び協議の時間・回数の妥当性に関して、「とてもそう思う」から「全くそう思わない」
までの 5 段階評価と、本実践の「良かった点」「改善点」の記述を求めた。保護者にはア
セスメント方法の負担・わかりやすさ、支援対象の行動問題の妥当性、協議ツール⑶⑷の
評価の観点の妥当性・段階評価の容易さ、記録方法の容易さ及び本実践の「良かった点」
「改善点」の記述を求めた。3 月下旬、電話で T と T1 に生徒の学校及び家庭の様子を聞
き取った。 
 （９）記録方法と家庭文脈に適合した支援の評価方法 
保護者が、家庭で生徒の行動問題の生起回数を ABC 記録用紙や連絡帳に記録した。「協議
ツール」への記述や、教師がまとめた資料もデータとした。家庭文脈に適合した支援と評
価方法は、研究 4 をもとに、①行動問題：行動問題が家族のニーズに合致したかを、アン
ケート結果、②支援手続きに対する家族の価値観：協議ツール⑷、③支援手続きと家族の
ライフスタイルの関係：協議ツール⑷、④支援手続きの効果：協議ツール⑷と ABC 記録
結果、⑤支援手続きの継続性：協議ツール⑷、ABC 記録、連絡帳の記録や電話での聞き取
り、⑥支援手続き実施上における家族の負担・ストレス：協議ツール⑷により評価した。
上記①～⑥に関わるアンケートの評定では 4 以上、協議ツール⑷の最終評価で行動問題に
関しては 80 点以上、支援手続きに関しては 4 以上の割合が 80％以上の時に肯定的な評価
と判断した。 
 ３．結果 
 （１）支援手続きに関する協議 
１）C1：Fig. 6-16 に支援期の協議を示した。「起床時と就寝時のマッサ―ジ」「夕食
作りの手伝い」「手先を使う用具や活動の提示」を提案した。しかし、「起床時と就寝時 
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のマッサージ」は家族に負担がかかり、「夕食作りの手伝い」に限定すると、C1 と家族
の負担度が増し継続も困難であったことから、「具体的な支援手続き」のように変更を行
った。また、「好ましい姿への賞賛」は、家族との協議により笑顔や賞賛によって好まし
い行動を強化できれば行動問題が低減するという理由で新たに設定された。評価は、協議
ツール⑵⑶を見ながら口頭でほぼ評価段階が 3 以上であった。 
  ２）C2：Fig. 6-17 に支援期の協議を示した。「新しいおもちゃ、DVD」「やるべき
協議ツール⑵
方法 メリット デメリット 予想される結果
起床時と就寝時のマッサージ
　お母さんがC1の起床時と就寝時に「マッサージす
るね」と声をかけて，腕や肩，頭や首，肩などをマッ
サージや指圧する．就寝時のマッサージは，お母さ
んの体にC1さんがもたれかけて，お母さんの足をC1
の肩にのせてあげてマッサージを行う
・比較的簡単な方法なので，
継続して実行できる
・お母さんの朝の時間が減
り，起床時のマッサージは
難しい時があるかもしれな
い
・C1にとって必要で本人が要求している
感覚刺激がマッサージによって入り，安
定する時間が増えると考えられる
夕食作りのお手伝い
　夕食を作る時に，お母さんが「お手伝いしてね」と
声をかけて，お手伝いになる活動を用意する．例え
ば，玉ねぎの皮むき，レタスをちぎる，切った食材を
ボールへうつすなぢ．また，家族みんなのコップに
お茶を注いだり，ご飯をよそったり箸や茶碗を並べ
たりする
・お母さんと一緒に取り組める
活動が増える
・することのない時間が減るの
で，耳や腕に手が行きにくい
・C1の役割や仕事が増える
・お母さんが，何をどのよう
に手伝ってもらうかを考
え，材料などを準備するの
が大変かも知れない
・お母さんと一緒にいることができ，お手
伝いをしてお母さんに喜ばれ，お手伝い
をする時間が楽しくなるだろう
・将来的に，人の役に立つことができるよ
うになってくる
アイスノン，ちぎる紙，裂く布，オーボール，凍らせタ
オル等手先を使う用具や活動の提示
　手に何も持っていない時に，アイスノンやちぎる
紙，裂く布などを用意しておいて提示する．破いて
もよい紙，裂いてもよい布はまとめて箱に入れて用
意しておき差し出す
・C1が一人でできる活動
・手に何か必ず持っていたり
手で何かをしていたりするの
で，耳や腕に手が行きにくい
・お母さんにかかる負担は低
い
・アイスノン，凍らせタオル
を冷凍庫にいつも用意し
ておく必要がある
・破いてもよい紙や裂いて
もよい布の容易をしておく
必要がある
・C1が一人で楽しめる余暇が増える
・やることがない時間が減るので自己刺
激行動が減っていくと考えられる
・さらに，一人でできそうな手先を使った
活動を考えていく必要がありそう
協議ツール⑶
具体的な支援手続き
取組
み
効果
ライフ
スタイ
ル
価値
観
継続
性
合計
起床時と就寝時のマッサージ 4 2 3 3 2 14
夕食作りのお手伝い 4 4 4 4 4 20
手先を使う用具や活動の提示 4 3 2 4 1 14
F ig . 6-16　支援期におけるC1の支援手続きに関する協議
ライフスタイル，価値観　  5：とても適合している　4：どちらかというと適合している　3：どちらで
もない　2：どちらかというと適合していない   1：全く適合していない
継続性　　5：毎日　4：2日～3日に1度　3：週に1度　2：たまに　1：気が向いたときだけ
取り組みやすさ　5：とても取り組みやすい　4：どちらかというと取り組みやすい　3：どちらでもな
い　2：どちらかというと取り組みにくい　 1：とても取り組みにくい
効果　5：とてもある　4：どちらかというとある　3：どちらでもない　2：どちらかというとない　1：全く
ない
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ことの提示」「「やめて」と言うことのパターン化」を提案した。「やるべきことの提示」
は、他 2 つに比べてどの評価も高かったため、これが採用された。さらに、具体的な支援
手続きを提案し帰宅後にスケジュールを提示した。 
 ３）C3：支援計画作成後、T3 は協議ツール⑵を作成しなかったが、C3 の母親に支援計
画に基づいて支援方法を助言した。母親は、「その当たりから支援対象の行動問題が低減
したが、別の行動問題が生起した」ことを報告した。T3 は、写真カード(食べ終わったら、
C3 の好きなことができる)を作成して母親に渡したが、母親の評価は「あまり有効ではな
かった」であった。  
 （２）行動問題の変容 
  １）C1：Fig. 6-18 に「自己刺激行動」の結果を示した。BL 期では平均 5.1 回(範囲：
2 回～9 回)であったが、支援Ⅰ期では平均 0.8 回(範囲：0 回～3 回)まで低減した。支援開
始前は、耳から出血するほどの自己刺激行動が多く見られ、傷が深くならないように袖口
を縛ることが多々あったが、支援開始 2 か月後からは耳への自己刺激行動が低減し袖口を
縛らずに過ごせる日が増加した。 
  ２）C2：Fig. 6-19 に「妹を叩く行動」の結果を示した。BL 期は、平均 0.7 回(範囲：
0 回～1 回)であったが、支援期は平均 0.3 回(範囲：0 回～1 回)まで減少傾向を示した。支
援開始前は、行動問題が生起すると妹と別の場所で食事をとることが多かったが、支援開
始後は妹と一緒に食べられるようになった。 
  ３）C3：Fig. 6-20 に「物を落とす行動」の結果を示した。BL 期は、平均 1.8 回(範囲：
1 回～4 回)であった。T3 から支援方法に関する助言を行った後は、母親から BL 期に比べ
て行動問題は低減したことが報告された。 
 （３）保護者の行動問題・支援手続きに関する評価 
 C3 は未実施であり、C1、C2 の評価は以下のようであった。C1 では 2 回の評価が行わ
れ、1 回目は支援手続きの負担や継続の観点で評価が低かった。2 回目は、自己刺激行動
の達成度は 95 点、支援手続きの評価段階は「夕食作りのお手伝い」「好ましい姿の賞賛」
の「継続性」がそれぞれ 3、4、それら以外は 5 であった。C2 では妹を叩く行動の達成度
は 90 点、支援手続きの評価段階は「家族の負担度」が 4、「子どもの負担度」が 3、「価値
観」が 4、「ライフスタイル」「継続性」が 5 であった。 
 （４）アンケート結果と電話での聞き取り 
 Table 6-13～Table 6-18 に、T1～T3、C1～C3 の保護者のアンケート結果を示した。ア
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ンケートでは、「支援計画を立てる上でマニュアルブックは参考になったか」に対して、
教師 3 名の評価段階はそれぞれ 4 以上であった。「協議ツール⑵の作成は容易か」に対し
て、T1、T2、T3 の評価段階はそれぞれ 3、4、2 であった。支援計画の修正時における保
護者との協議の時間・回数の妥当性に関して、T1 の評価段階は 4 であった(T2 は支援計画
の修正はなかった)。本実践での「良かった点」として、T1 は「気になっていた行動が目
立たなくなった」「今回取り上げた行動問題以外にも見られる他の行動問題も保護者と日
常的に話題をして情報や支援方法を共有化できた」、T2 は「支援対象の行動問題以外に、 
 
 
 
協議ツール⑵
方法 メリット デメリット 予想される結果
新しいおもちゃ，DVD
１，２か月に一度，新しいおもちゃ，DVDを与える．
飽きるまでそのおもちゃ，DVDで遊ぶようにする
・与えるこ とは すぐ でき るの
で，その場でのお母さんの負
担は低い
・新しいものだと，集中して遊
ぶ時間が増える
・準備するのにお金がかか
る
・気に入らないと飽きるの
も早い
・遊びに集中していると，妹の姿を見ても
特に反応しない
やるべきことの提示
帰宅後に「１：テレビ ２：お風呂 ３：ごはん」と予定
を端的に伝える．できれば最後に「OK？」と聞き，
「OK」と返事するまで繰り返し伝える
・言葉で伝えるだけなので，
容易に毎日継続できる
・学校でも行っている方法の
ため，本人も慣れている
・予定が変わった時 に混
乱する可能性がある
・妹を叩くことを制止されても，次の活動
（やるべき活動）にすぐ移ることができる
「やめて」と言うこともパターン化
妹が話をしている時に叩きに行ったら，「やめてっ
て言うんだよ」と教える．慣れてきたら，「何て言うの」
と聞き，「やめて」と本人に言わせるようにする
・言葉で伝えるだけなので，
容易に毎日継続できる
・「やめて」の言葉は，日常で
本人が使うこともあるので，パ
ターン化しやすい
・「やめて」と言われたら話
を止めなければならない
ので，妹の負担が増える
・妹が話を止めることで，本人がそれ以
上不安定にならない
協議ツール⑶
具体的な支援手続き
取組
み
効果
ライフ
スタイ
ル
価値
観
継続
性
合計
新しいおもちゃ，DVD 4 3 3 4 2 16
やるべきことの提示 4 4 4 4 5 21
「やめて」と言うことのパターン化 2 2 2 3
＊「やめて」と言うことのパターン化の「継続性」は評価されなかった
ライフスタイル，価値観　  5：とても適合している　4：どちらかというと適合している　3：どちらで
もない　2：どちらかというと適合していない   1：全く適合していない
Fig. 6-17 　支援期におけるC2の支援手続きに関する協議
継続性　　5：毎日　4：2日～3日に1度　3：週に1度　2：たまに　1：気が向いたときだけ
取り組みやすさ　5：とても取り組みやすい　4：どちらかというと取り組みやすい　3：どちらでもな
い　2：どちらかというと取り組みにくい　 1：とても取り組みにくい
効果　5：とてもある　4：どちらかというとある　3：どちらでもない　2：どちらかというとない　1：全く
ない
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Fig. 6-19 C2の「妹を叩く行動」の支援結果
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Fig. 6-20 C3の「物を落とす行動」の生起頻度
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家族で一緒に食事ができるようになったなどの良い結果が得られた」「生徒の家庭での過
ごし方がわかった」が挙げられた。「困難な点」は、T1 では「多忙な日常の学校の業務に
追われ、「協議ツール」を使ったやりとりが思った以上に難しかった」、T2 では「手書き
の資料が多いので、支援計画や協議ツール⑵はパソコンで作れる枠のデータがあると嬉し
い」であった。 
 「アセスメント方法の負担の少なさやわかりやすさ」について、C1、C2、C3 の保護者
の評価段階はそれぞれ 4、5、3 と 4 であった。「支援対象の行動問題は妥当であったか」
について、保護者 3 名の評価段階は 5 であった。「協議ツール⑶⑷での評価の観点の妥当
性や段階評価の容易性」について、C1、C2 の保護者の評価段階はそれぞれ 3、5 であった。
記録方法の容易さについて、C1、C2 の保護者の評価段階は共に 3 であった。本実践の「良
かった点」は、C1 の保護者では「気がかりだった自己刺激が少しずつおさまった」、C2
の保護者では「やるべきことの提示は良かったと思う」「まだ薬を使うが、荒れても行動
に移せるようになった」であった。「困難な点」は、C1 の保護者では「家事もやらなけ
ればならなかったので、細かい記録をその都度つけるのは難しかった」、C2 の保護者は
「妹に対しての暴力は予測できないことが多く、また荒れる時には離れることしかできな
かった」であった。 
 電話の聞き取りでは、T1 は C1 の自己刺激行動は学校と家庭の両場面で 12 月以降は目
立たなくなったことを報告した。連絡帳のやりとりでは、保護者による C1 の家庭のお手
伝いに関する記述の増加や、賞賛機会の増加が報告された。T によると、T2 と保護者の連
絡帳や保護者からの感想などをもとに、C2 の支援開始後は妹と落ち着いて食事ができ、
支援手続き自体も容易で、保護者が喜んでいることが伝えられた。さらに、研究終了後も
支援を継続していることが報告された。 
 （５）家庭文脈に適合した支援の評価 
 C3 には未実施で、C1、C2 に対しては以下のようであった。C1 と C2 の①行動問題の
妥当性：アンケートの評価段階が共に 5 であった。②支援手続きに対する価値観：協議ツ
ール⑷結果より、C1、C2 の保護者の評価段階はそれぞれ 5 の割合が 100％、4 であった。
③支援手続きとライフスタイル：協議ツール⑷結果より、C1、C2 の保護者の評価段階は
それぞれ 5 の割合が 100％、5 であった。④支援手続きの効果：協議ツール⑷結果より、
C1、C2 の保護者の評価段階はそれぞれ 95 点、90 点で、ABC 記録、連絡帳より行動問題
の頻度が低減した。⑤支援手続きの継続性：協議ツール⑷結果より C1、C2 の保護者の評 
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１．アセスメント方法①（資料2-1，資料2-2，資料2-4，資料2-5）　　
支援を検討する上で役に立った 5 4 3 2 1
２．アセスメント方法②（資料2-7，資料2-8）　　
支援を検討する上で役に立った 5 4 3 2 1
３．標的行動（資料2-3：協議ツール(1)）
5 4 3 2 1
４．支援手続きの提案から評価まで
① 5 4 3 2 1
② 支援計画を検討する上で，活用マニュアルの例（ｐ１４～20）は参考になった 5 4 3 2 1
③ 資料2-10の協議ツール(2)を作成することは容易であった 5 4 3 2 1
④ 5 4 3 2 1
⑤ 5 4 3 2 1
⑥ 修正時における協議の時間・回数は妥当であった 5 4 3 2 1
５．活用マニュアルについて
・活用マニュアルの活用が容易であった点，困難であった点があれば記述してください．
・今後も，行動問題を示すお子さんをもつ保護者の方と活用マニュアルを使った実践を行ってみたいですか．
・機会があれば行ってみたいです
６．この取組で「良かった点」「改善点」をお書きください．
良かった点
・気になっていた行動が目立たなくなったこと
困難な点
・多忙な日常の学校の業務に追われ，「協議ツール」を使ってのやりとりが思った以上に難しかった
７．その他に何かありましたら，お書きください．
・今回取り上げた問題行動以外にも見られる他の問題行動についても保護者と日常的に話題にし情報や支援の方
法を共有できたこと
このような研究に参加させていただき，対象の生徒や保護者にとってよりよい支援を行うことができました．ありがとうございました
活用マニュアルの説明を読んで，標的行動を具体的に記述することは容易であった
ABC記録（資料2-6）とMAS（資料2-7）から，支援計画を立てるのは容易であった
支援手続きを修正する際には，資料2-12，資料2-13が手がかりになった
支援手続きを修正する際，保護者の意見を反映させるのは容易であった
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Table 6-13 アンケート結果（T1）
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１．アセスメント方法①（資料2-1，資料2-2，資料2-4，資料2-5）　　
支援を検討する上で役に立った 5 4 3 2 1
２．アセスメント方法②（資料2-7，資料2-8）　　
支援を検討する上で役に立った 5 4 3 2 1
３．標的行動（資料2-3：協議ツール(1)）
5 4 3 2 1
４．支援手続きの提案から評価まで
① 5 4 3 2 1
② 支援計画を検討する上で，活用マニュアルの例（ｐ１４～20）は参考になった 5 4 3 2 1
③ 資料2-10の協議ツール(2)を作成することは容易であった 5 4 3 2 1
④ 5 4 3 2 1
⑤ 5 4 3 2 1
⑥ 修正時における協議の時間・回数は妥当であった 5 4 3 2 1
５．活用マニュアルについて
・活用マニュアルの活用が容易であった点，困難であった点があれば記述してください．
・保護者の考え，意見が点数で出るので分りやすい
・一人で決めにくい内容は，（自立活動専任）と話をして決めたので助かった
・今後も，行動問題を示すお子さんをもつ保護者の方と活用マニュアルを使った実践を行ってみたいですか．
・はい（家庭環境によってですが）
６．この取組で「良かった点」「改善点」をお書きください．
良かった点
・対象の行動問題以外に，家族で一緒に食事ができるようになったなど，良い結果が多かった
困難な点
・手書きの資料が多いので，「支援計画」や「協議ツール(2)」はパソコンで作れる枠のデータがあると嬉しい
７．その他に何かありましたら，お書きください．
一年間通して，生徒の行動も変化し，自分自身も勉強になることが多くありました．保護者からも「マニュアルをやって良かった」と
言って頂けました．本当にありがとうございました
※T2は，支援手続きの修正を行わなかったため，４の④～⑥の評価はない
活用マニュアルの説明を読んで，標的行動を具体的に記述することは容易であった
ABC記録（資料2-6）とMAS（資料2-7）から，支援計画を立てるのは容易であった
支援手続きを修正する際には，資料2-12，資料2-13が手がかりになった
支援手続きを修正する際，保護者の意見を反映させるのは容易であった
・生徒の家庭での過ごし方がわかった
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Table 6-14 アンケート結果（T2）
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１．アセスメント方法①（資料2-1，資料2-2，資料2-4，資料2-5）　　
支援を検討する上で役に立った 5 4 3 2 1
２．アセスメント方法②（資料2-7，資料2-8）　　
支援を検討する上で役に立った 5 4 3 2 1
３．標的行動（資料2-3：協議ツール(1)）
5 4 3 2 1
４．支援手続きの提案から評価まで
① 5 4 3 2 1
② 支援計画を検討する上で，活用マニュアルの例（ｐ１４～20）は参考になった 5 4 3 2 1
③ 資料2-10の協議ツール(2)を作成することは容易であった 5 4 3 2 1
④ 5 4 3 2 1
⑤ 5 4 3 2 1
⑥ 修正時における協議の時間・回数は妥当であった 5 4 3 2 1
５．活用マニュアルについて
・活用マニュアルの活用が容易であった点，困難であった点があれば記述してください．
・今後も，行動問題を示すお子さんをもつ保護者の方と活用マニュアルを使った実践を行ってみたいですか．
・保護者との関係をつくってから始めることと，もう少し保護者がこのマニュアルを知ってもらった上で考えたい
６．この取組で「良かった点」「改善点」をお書きください．
良かった点
・問題行動について，いろいろな角度から考えることができた
困難な点
・時間がかかった
・一人でかかわるのではなく，チーム担任4人で考えて進めたい
７．その他に何かありましたら，お書きください．
※T3は，支援手続きの修正を行わなかったため，４の④～⑥の評価はない
　変化していく子どもの様子から適切に支援をするためには，それぞれの状況でどう対応するのか，いろいろなパターンを考えて
いくのが難しい．また，支援がわかりやすく単純である方が保護者にも伝えやすいし実践しやすいと思う
活用マニュアルの説明を読んで，標的行動を具体的に記述することは容易であった
ABC記録（資料2-6）とMAS（資料2-7）から，支援計画を立てるのは容易であった
支援手続きを修正する際には，資料2-12，資料2-13が手がかりになった
支援手続きを修正する際，保護者の意見を反映させるのは容易であった
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Table 6-15 アンケート結果（T3）
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１．アセスメント方法①（資料2-1，資料2-2，資料2-4，資料2-5）　　
① 負担・抵抗なく書くことができた 5 4 3 2 1
② 質問の内容はわかりやすかった 5 4 3 2 1
③ アセスメントにかけた時間は妥当であった 5 4 3 2 1
２．アセスメント方法②（資料2-7，資料2-8）　　
① 負担・抵抗なく実施できた 5 4 3 2 1
② 質問の内容はわかりやすかった 5 4 3 2 1
③ アセスメントにかけた時間は妥当であった 5 4 3 2 1
３．改善したい行動（資料2-3：協議ツール(1)）
① 決定した改善したい行動は妥当であった 5 4 3 2 1
② 評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 点数化（５段階評価）するのは容易であった 5 4 3 2 1
４．支援手続きの提案から評価まで
① 支援手続きの説明（資料2-10：協議ツール(2)）はわかりやすかった 5 4 3 2 1
② 協議ツール(2)による提案された支援手続きの数は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 資料2-11の協議ツール(3)の評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
④ 資料2-11の協議ツール(3)で点数化（５段階評価）するのは容易であった 5 4 3 2 1
５．記録方法（資料2-6）
① 記録方法は容易であった 5 4 3 2 1
６．支援手続きの評価（資料2-12，資料2-13：協議ツール(4)）
① 資料2-12で標的行動の評価は容易であった（達成度を100点とした評価） 5 4 3 2 1
② 資料2-13で支援手続きの評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 資料2-13で支援手続きの点数化（５段階評価）は容易であった 5 4 3 2 1
④ 支援手続きを修正する際，意見は反映された 5 4 3 2 1
⑤ 修正時における協議の時間・回数は妥当であった 5 4 3 2 1
７．この取組で「良かった点」「改善点」をお書きください．
良かった点
・気がかりだった自己刺激が，少しずつおさまっていった
困難な点
・家庭のこともやらなければならなかったので，細かい記録をその都度つけるのは難しかった
８．その他に何かありましたら，お書きください．
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Table 6-16 アンケート結果（C1の保護者）
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１．アセスメント方法①（資料2-1，資料2-2，資料2-4，資料2-5）　　
① 負担・抵抗なく書くことができた 5 4 3 2 1
② 質問の内容はわかりやすかった 5 4 3 2 1
③ アセスメントにかけた時間は妥当であった 5 4 3 2 1
２．アセスメント方法②（資料2-7，資料2-8）　　
① 負担・抵抗なく実施できた 5 4 3 2 1
② 質問の内容はわかりやすかった 5 4 3 2 1
③ アセスメントにかけた時間は妥当であった 5 4 3 2 1
３．改善したい行動（資料2-3：協議ツール(1)）
① 決定した改善したい行動は妥当であった 5 4 3 2 1
② 評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 点数化（５段階評価）するのは容易であった 5 4 3 2 1
４．支援手続きの提案から評価まで
① 支援手続きの説明（資料2-10：協議ツール(2)）はわかりやすかった 5 4 3 2 1
② 協議ツール(2)による提案された支援手続きの数は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 資料2-11の協議ツール(3)の評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
④ 資料2-11の協議ツール(3)で点数化（５段階評価）するのは容易であった 5 4 3 2 1
５．記録方法（資料2-6）
① 記録方法は容易であった 5 4 3 2 1
６．支援手続きの評価（資料2-12，資料2-13：協議ツール(4)）
① 資料2-12で標的行動の評価は容易であった（達成度を100点とした評価） 5 4 3 2 1
② 資料2-13で支援手続きの評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 資料2-13で支援手続きの点数化（５段階評価）は容易であった 5 4 3 2 1
④ 支援手続きを修正する際，意見は反映された 5 4 3 2 1
⑤ 修正時における協議の時間・回数は妥当であった 5 4 3 2 1
７．この取組で「良かった点」「改善点」をお書きください．
良かった点
・やるべきことの提示は良かったと思う．まだ薬を使うが，荒れても行動に移せるようになった
困難な点
・妹に対しての暴力は予測できないことが多く，また荒れる時には離れることしかできなかった
８．その他に何かありましたら，お書きください．
※T2は，支援手続きの修正を行わなかったため，６の④⑤の評価はない
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Table 6-17 アンケート結果（C2の保護者）
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１．アセスメント方法①（資料2-1，資料2-2，資料2-4，資料2-5）　　
① 負担・抵抗なく書くことができた 5 4 3 2 1
② 質問の内容はわかりやすかった 5 4 3 2 1
③ アセスメントにかけた時間は妥当であった 5 4 3 2 1
２．アセスメント方法②（資料2-7，資料2-8）　　
① 負担・抵抗なく実施できた 5 4 3 2 1
② 質問の内容はわかりやすかった 5 4 3 2 1
③ アセスメントにかけた時間は妥当であった 5 4 3 2 1
３．改善したい行動（資料2-3：協議ツール(1)）
① 決定した改善したい行動は妥当であった 5 4 3 2 1
② 評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 点数化（５段階評価）するのは容易であった 5 4 3 2 1
４．支援手続きの提案から評価まで
① 支援手続きの説明（資料2-10：協議ツール(2)）はわかりやすかった 5 4 3 2 1
② 協議ツール(2)による提案された支援手続きの数は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 資料2-11の協議ツール(3)の評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
④ 資料2-11の協議ツール(3)で点数化（５段階評価）するのは容易であった 5 4 3 2 1
５．記録方法（資料2-6）
① 記録方法は容易であった 5 4 3 2 1
６．支援手続きの評価（資料2-12，資料2-13：協議ツール(4)）
① 資料2-12で標的行動の評価は容易であった（達成度を100点とした評価） 5 4 3 2 1
② 資料2-13で支援手続きの評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 資料2-13で支援手続きの点数化（５段階評価）は容易であった 5 4 3 2 1
④ 支援手続きを修正する際，意見は反映された 5 4 3 2 1
⑤ 修正時における協議の時間・回数は妥当であった 5 4 3 2 1
７．この取組で「良かった点」「改善点」をお書きください．
良かった点
・特にないです
困難な点
・記入してみて，あまり改善されなかったように思うし，書いてある内容がわかりにくかったです
８．その他に何かありましたら，お書きください．
※T3は，協議ツール(2)以降の手続きを実施しなかったため，４以降の評価はない
と
て
も
そ
う
思
う
ど
ち
ら
か
と
言
う
と
そ
う
思
う
ど
ち
ら
か
と
言
う
と
そ
う
思
わ
な
い
全
く
そ
う
思
わ
な
い
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い
C3の保護者
Table 6-18 アンケート結果（C3の保護者）
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価段階は、それぞれ 4 以上の割合が 66.7％、4 で、C1 の保護者の評価は 80％未満であっ
た。しかし、2 名とも ABC 記録や電話での聞き取りでは遂行した内容を継続して記録でき
た。⑥支援手続き実施上の負担、ストレス：協議ツール⑷結果より C1、C2 の保護者の評
価段階は、それぞれ 5 の割合が 100%、4 であった。 
４．考察 
 本研究では、行動問題を示す自閉症児をもつ保護者に対して、機能的アセスメントの知
識を持たない教師が助言を得ながら「協議ツール」を解説したマニュアルブック活用によ
って、家庭文脈に適合した支援を提供できるかと保護者による支援効果を検討した。その
結果、C1 及び C2 の保護者の家庭文脈に適合した支援を提供し、C1 及び C2 の行動問題
は低減した。C3 では支援計画立案時に行動問題はすでに低減し、それ以降の支援は提供
されなかった。 
 （１）支援手続きと行動問題の関係 
 支援開始前、C1 の自己刺激行動により耳から出血する程度であったが、支援Ⅰ期及び
Ⅱ期では注目機会の設定、感覚刺激を随伴させる支援を行った結果、BL 期に比べて自己
刺激行動の頻度は低減し、それに伴い袖口を縛らずに過ごせたことが報告された。支援手
続きと結果から、T1 の立案した支援計画は有効であった。また、支援Ⅰ期及びⅡ期の支援
手続きと Fig. 6-18 の結果は、非両立行動分化強化により手伝いで皿を並べたり、オーボ
ールで遊んだりする行動が強化されたことを示す。つまり、T1 はアセスメント結果と協議
ツールの適用により、自己刺激行動より強化価の高い支援手続きを提供できたことを示す。
C2 では、支援開始前は妹を見ると妹を叩く行動があり、食事を一緒にできなかった。機
能的アセスメントでは、注目の機能が推定された。支援では、保護者がその都度提示する
行動の予告が適切な行動を生起させる弁別刺激として機能し、行動生起後は保護者と関わ
る機会(注目の機能)が得られたと推察された。食事も妹とできることが増加したことに伴
い、保護者以外からも注目の機会が得られたために、適切に関わる行動が強化され、妹を
叩く行動が低減したと考えられる。 
C3 について、T3 が機能的アセスメントに基づいた支援計画を立案後、C3 の保護者に
有効と考えられる支援内容を提示した。保護者は、提案された支援を試みたが継続するこ
とはなかった。この要因の 1 つは Fig. 6-20 に示され、保護者の報告にあったように支援
実施する時期には支援対象の行動問題が減少傾向を示していたことが考えられた。そのた
め、当初、協議ツール⑴に挙げた保護者による緊急性の低下が想定された。2 つ目には、
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T3 は学校で活用したカードを保護者に渡して支援手続きを提示したが、保護者からは効果
がなかったという報告があったことが考えられた。しかし、T3 は保護者にカードをいつ、
どのタイミングでどのように提示するといった具体的な支援手続きを示しておらず、保護
者と支援手続きに関する共有が十分ではなかった。 
 （２）マニュアルブック活用による知見 
 C1、C2 の保護者に対して、アンケート結果、協議ツールや T1、T2 の資料から、T1、
T2 は家庭文脈に適合した支援を提供できたと考えられる。C1(C2)の家庭文脈に適合した
支援は、「協議ツール」を活用した協働的アプローチの一連の手続きである協議ツール⑵の
提示→協議ツール⑶による評価(→協議ツール⑵の再提示→協議ツール⑶による再評価)→
支援の実施により提供された。このように、協議ツールを活用して家庭文脈に適合した支
援手続きを提供する過程は、研究 3、研究 4 と同様であった。 
 第 2 章第 2 節で示したように、多くの先行研究では応用行動分析を専門とする大学スタ
ッフが学校を定期的に訪問して、担当の教師と協議をしながら対象児へ支援を行っていた。
しかし、本研究に参加した教師はいずれも機能的アセスメントの知識を有さなかったが、
マニュアルブックを参照し、助言を得ながら機能的アセスメントに基づいた支援計画を立
案し、3 名中 2 名はその後の支援を実施し家庭文脈に適合した支援を提供できた。機能的
アセスメントに基づいた支援計画の立案に要した時間は合計 4～5 時間程度で、教師 3 名
中 2名に対しては支援計画の修正を依頼したが電話やメールでのやりとりを行う程度であ
った。応用行動分析学に関するスタッフトレーニングでは系統的に教授を行うため多くの
時間を要するが、本研究では基本的にマニュアルブックで補うことができた。これらのこ
とから、「協議ツール」を解説したマニュアルブックは、機能的アセスメントの知識や協議
ツールの活用方法を知らない T1、T2 にも、家庭文脈に適合した支援を提供するガイドの
役割を果たしたと考えられる。さらに、マニュアルブックの活用により、人的(専門家)・
時間的コストを低下させて協働的アプローチを実施できたことはマニュアルブック活用に
よる成果と言えるだろう。 
 マニュアルブックに関する先行研究では、対象児の保護者(高橋，2000)や専門家(廣瀬・
伊藤・井伊，2003)がマニュアルブックを作成し、通常学級の教師がそれを活用して自閉
症児の特性や行動パターンなどを理解した。これらの研究では、マニュアルブックの作成
者は対象児に起こり得る問題を想定しながらマニュアルブックを作成する必要があった。
本研究では、基本的に保護者と教師のやりとりにより、事例の特徴に合わせて行動問題の
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問題解決を図れた点が先行研究とは異なり、新たな知見が得られた点である。 
 （３）マニュアルブックの記述内容に関する追加・修正点 
 協議ツール⑴の評価後の留意点として、支援対象を決めてから支援開始までの時期が考
えられる。C2 では、家庭に引っ越しがあったため、協議ツール⑴から協議ツール⑵提示
までに時間を要した。結果的には、当初、支援対象にされた行動問題は時間が経過しても
優先順位の高い行動問題であった。しかし C3 では、支援開始前には支援対象の行動問題
の低減が報告された。井上(2010)は、長期にわたる家族支援を考える際は、その時々のニ
ーズを考慮した支援の実施の必要性を指摘している。これらのことから、協議ツール⑴で
支援対象の行動問題が選定された後、スケジュールの明示(機能的アセスメントの実施、協
議ツール⑵の実施のスケジュールをどのくらいまでに実施するか)や、家庭の事情ですぐに
は開始できない場合には実施可能と判断された段階で、再度、協議ツール⑴を実施するこ
とが必要かも知れない。このような場合には、マニュアルブックに「再度、協議ツール⑴
で行動問題の優先順位を決定」と明記することが考えられる。 
 記録方法について、研究 4 と同様に保護者による記録の負担が指摘された。改善策とし
て、行動問題の生起する時間帯によるが、保護者に比較的記録の可能な日・時間帯や、段
階的な評価(行動問題が「とても多く見られる」から「まったく見られない」までの 5 段階
評価など)などいくつか記録方法を提示し、保護者にとって負担の低い方法を選択してもら
うことをマニュアルブックに明記しておくことが考えられる。 
 教師による支援結果の分析方法について、T3 のカード提示によるデータは示されていな
いため、その効果は不明であった。この要因として、マニュアルブックに支援開始前後に
とる記録の意義は、十分触れていなかったことが挙げられる。そのため、マニュアルブッ
クに記録の分析方法に関する項目を設定し、教師が記録結果から、どの支援手続きが行動
問題の低減に寄与したかを分析する視点を持てるようにする必要がある。 
 マニュアルブックに掲載する参考事例について、T1 と C1 の保護者のように連携をとり
やすい事例がある一方で、家庭の事情や対象児の行動問題によって継続した連携が困難な
事例も存在する。また、マニュアルブックの内容の理解に困難を示す場合も考えられる。
中野・松岡(2012)では、支援を行う大学院生が大学教員にデータを提示して、大学教員か
ら賞賛などを受けることにより、大学院生の支援行動が維持したことを示している。これ
らのことから、マニュアルブックの理解を促すために、機能的アセスメントの支援計画の
立案時の例示を増加させたり、「協議ツール」を活用した協働的アプローチの先行研究を紹
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介し全体像を提示したりする工夫が考えられる。その上で、マニュアルブックを提示して、
基本的にはそれに基づいて支援を行うように教示するとともに、定期的に進捗状況を確認
して相談に応じたり、賞賛したりする機会を設け、事例に応じて徐々に支援をフェイドア
ウトしていくことが考えられる。 
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第７章 本研究の総合考察 
 
第１節 本研究の成果 
 
 本研究の主要な目的は、行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師による効果的な
連携方法と、その効果を上げるためのツールを作成し、効果を検討することであった。 
 １．保護者と教師の効果的な連携方法 
研究 1-1 では、行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師の行動問題のニーズがほ
ぼ一致した事例として取り上げた。日常的な連携方法、つまり、教師が保護者に、おもに
指導・支援手続きの結果などを含む学校の様子を連絡帳、電話や定期懇談会などで情報共
有を行うことにより、対象児の行動問題は学校場面だけではなく家庭場面においても低減
した。また、保護者からは支援手続きに対する肯定的な評価が得られた。 
 研究 1-2 では、他児のものを取ったり、学習時に逸脱活動をしたりする ADHD 児をも
つ保護者と教師の行動問題に対するニーズが異なる事例を取り上げた。研究 1-1 で行った
日常的な連携方法と個別の指導計画の活用によって、保護者と教師が効果的な連携が可能
かを 2 年間の経過から検討した。その結果、教師が、①対象児の実態把握を行い、対象児
の願いを反映させた上で、②保護者のニーズも反映させて個別の指導計画を立てたことと、
③個別の指導計画をもとにした協議により、対象児の学習行動は増加し、保護者の学校に
対する理解が深まったことが示唆された。 
 保護者と教師の行動問題に対するニーズがほぼ同様の場合には、教師のニーズが保護者
のニーズでもあった。そのため、学校での行動問題に関する情報は、家庭でも参考になっ
た。しかし、保護者と教師のニーズが異なる場合では、対象児の教育的ニーズをもとに個
別の指導計画を立案しても、保護者には理解されることはなかった。つまり、上述した連
携方法の過程「②保護者のニーズを反映」について、研究 1-1 のように保護者と教師のニ
ーズがほぼ一致した事例では、必然的に保護者のニーズが反映されていると考えられる。
しかし、研究 1-2 のように保護者と教師のニーズが異なる事例では、対象児の実態把握を
した上で保護者のニーズを反映させる必要があることが示唆された。また、個別の指導計
画が効果的な連携方法に関与したことが示唆された。 
 先行研究では、保護者と教師のニーズが異なる場合の保護者の困難さ(松村・岩崎，1998)
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を感想などで紹介したもの、調査結果を示したもの(三宅，2012)や、対象児と保護者の願
いを書き込んだ個別の指導計画の様式例の紹介(文部科学省，2004)は示されているものの、
保護者と教師のニーズが異なる場合は、保護者と教師がどのように個別の指導計画を活用
して効果的な連携を行えば良いのかは示されていなかった。事例研究として保護者と教師
のニーズがほぼ一致している事例、異なる事例として効果的な連携方法を示すことができ
たことは、本研究の成果の 1 つであると言えるだろう。 
 ２．「協議ツール」の開発 
 上記 1 の①から③の連携方法を行った結果、指導場面では適応行動が増加しても、家庭
場面には般化しない事例があった(岡本・井澤，2013a)。そこで、研究 2 では家庭場面に
おいて専門家と障害児者をもつ保護者が協働で行われた研究論文のメタ分析を行い、その
結果をもとに研究 3 では家庭場面で活用できる個別の指導計画として、4 種類で構成され
る「協議ツール」が検討された。協議ツール⑴は、支援対象の行動問題を選定するために
用いられた。研究 3～研究 5 に参加した保護者は、全員が協議ツール⑴で選定された行動
問題及び評価の観点が妥当であると評価した。したがって、メタ分析に基づいて作成した
協議ツール⑴の評価の観点は、保護者の優先順位の高い行動問題のニーズを選定する上で
妥当であったと考えられる。 
 協議ツール⑵～⑷は、支援手続きに関して用いられた。協議ツール⑵は、機能的アセス
メントに基づいた支援計画を立案し、保護者に複数の支援手続きを提示するものであった。
協議ツール⑶は、保護者が協議ツール⑵を評価し、支援手続きの優先順位を決定するため
に用いられた。協議ツール⑷は、保護者が支援を実施した後に支援手続きの再評価を行う
ために用いられた。研究 3～研究 5 に参加した保護者 5 名中 4 名は提示された支援手続き
を実施することで、対象児の行動問題は低減し、最終的な協議ツール⑷の評価は高かった。
残りの 1 名は、教師より具体的な支援手続きの助言をしてもらった段階で、既に支援対象
の行動問題の低減が示され、支援手続きの実施には至らなかった。 
 また、個別の指導計画や教師と保護者の連携の困難さとして、教師は「個別の指導計画
に保護者の願いをどのように反映すればよいかが難しい」、保護者は「家庭での困ったこ
とを教師に話しづらい(安藤・上村，2012)」とある。しかし、「協議ツール」の活用によ
り、教師は「保護者の考え、意見が点数で出るのでわかりやすい(研究 5)」、保護者は「言
いたいことを聞いてもらえた(研究 4)」「背中を押してもらえて最後までできた(研究 3)」
などのように、双方から肯定的な意見が挙げられた。  
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 これらのことから、保護者と教師が協議ツール⑴～⑷の活用することにより、家庭文脈
に適合した支援を提供することが示唆された。つまり、「協議ツール」は、効果的な連携
方法を行う際の、家庭で活用可能な個別の指導計画の役割を果たしたと考えられる。 
 ３．保護者と教師の「協議ツール」を活用した連携方法の過程 
 さらに、上記 1 の連携方法の過程①から③は、「協議ツール」の開発により、以下に示
す連携方法の提示が可能になった。 
 （１）アセスメントシート 1の記入依頼 
 教師が保護者にアセスメントシート 1(資料 2-1-1、2-1-2)を提示して、記述を依頼する。
アセスメントシート 1 には、対象児の好き・苦手な活動や食べ物、言語に関する質問など
が記述された。 
 （２）支援対象の行動問題の選定 
 保護者に、家庭で困っている行動を挙げてもらう。保護者が直接、協議ツール⑴に困っ
ている行動を記述する、あるいは、教師が保護者より挙げられた行動を書き取る。すべて
の困っている行動が挙げられたら、保護者に点数化をしてもらう。そして、合計点数を出
して順位づけを行い、上位を支援対象の行動問題とする。点数をつけることが難しい箇所
があれば空欄にしておく。その場合は学校でも同様に教師が点数化を行い、家庭場面と比
較して上位になった行動を支援対象の行動問題とする。 
 （３）アセスメントシート 2の記入依頼 
教師が保護者にアセスメントシート 2(資料 2-2-1、2-2-2)を提示して、記述を依頼する。
これらの資料では、対象児の支援対象の行動問題に関する詳細なアセスメント、増やした
い適応行動、家族で大切にしていることや家族の日課などの記入欄が設けられた。 
 （４）MASと行動観察の依頼 
 教師は、保護者に支援対象の行動問題に関する MAS へのチェックと支援対象の行動問
題に関する記録の依頼を行う。 
 （５）機能的アセスメント 
 教師は、MAS の結果と対象児の支援対象の行動問題に関する聞き取りをもとに機能的
アセスメントを行い、支援対象の行動問題の機能の推定をする。 
 （６）機能的アセスメントに基づいた支援計画の立案 
 教師は、機能的アセスメント結果とアセスメントシート 1、2 の結果を踏まえて、機能
的アセスメントに基づいた支援計画を立案する。協議ツール⑵を用いて、複数の支援手続
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きを立案する。 
 （７）協議ツール⑵の作成と提示 
 教師は、上記（６）で立案した支援計画をもとに、協議ツール⑵に複数の支援手続きを
記述して、保護者に提示する。 
 （８）保護者による支援手続きの評価 
 保護者は、協議ツール⑵の説明を読んだ後(教師から聞いた後)、協議ツール⑶を用いて
各観点に沿って点数化する。そして、合計点数を出して順位づけを行い、上位のものを実
際に用いる支援手続きとする。 
 （９）場面ごとの具体的な支援手続きの説明 
 教師は協議ツール⑶で上位の支援手続きを、場面ごとにより詳細に決定する。決めた場
面ごとの支援手続きを文書にして、保護者に提示して説明を加える。 
 （10）家庭における支援の実行 
 保護者は、決められた場面や時間帯ごとの支援手続きを家庭で実施し、記録を収集する。 
 （11）支援手続きの見直し 
 保護者は、協議ツール⑷を用いて点数化する。また、家庭で実際にとった記録と保護者
による協議ツール⑷の評価をもとに、教師と保護者が支援手続きの見直しを行う。以下、
「（10）家庭における支援の実行」「（11）支援手続きの見直し」を繰り返す。 
 （12）アンケート 1の実施 
 「（11）支援手続きの見直し」で、支援対象の行動問題と支援手続きに対する肯定的な
評価が得られたら、一時、協働的アプローチを終了する。また、月に 1 度の割合でアンケ
ート 1 を実施して、「支援対象の行動問題に対する評価」「支援行動の維持」を検討する。
行動問題に対する評価が低い場合や支援行動が維持していない場合には、再度協議ツール
⑷の評価を依頼する。さらに、上記（７）～（11）を繰り返す。 
 
第２節 行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師の連携時にお 
    ける留意点 
 
 １．「協議ツール」の活用時の留意点  
 「協議ツール」活用前においても、保護者と強化される関係を構築することが重要であ
る。つまり、「教師からの助言→子どもに実践して成果が得られる」「教師からの助言→
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保護者のストレス軽減」などのように、教師に相談すれば保護者は何らかのメリットが得
られることを普段から経験することが重要である。保護者がこのような経験を積めるよう
に、教師は連絡帳や電話、家庭訪問などを通じた連携が必要である。互いに強化される関
係の構築が、保護者の協議ツール活用を高める確立操作として機能すると考えられる。 
 では、双方の強化関係がなければ、「協議ツール」を活用した協働的アプローチは実施
できないだろうか。重要なのは、教師に相談すれば保護者がメリットを得る経験を積むこ
とである。したがって、本項で後述するように、教師は、機能的アセスメントの技術的基
準及び文脈適合性に関する知識や、実験デザインの知識を修得した上で協議ツールを作成
して保護者と連携することが求められる。 
 以下は、協議ツール活用時の留意点を述べる。協議ツール⑴では、支援対象の行動問題
の選定後、支援期間が長くなる場合(研究 4)や、行動問題選定後、支援開始までに行動問題
の優先順位が低くなる場合(研究 5)、支援対象の行動問題と異なる別の行動問題が生起する
場合などのように、家族の行動問題に対するニーズが変わることも考えられる。このよう
な場合には、定期的にアンケートを実施して新たなニーズの聴取や支援開始までの時期を
早めるなどの方策が必要である。保護者の中には、行動問題の点数化の難しい場合がある。
この場合は保護者の負担にならないように、点数化の難しい評価項目には無理に点数をつ
けなくて良いことを伝える。さらに、教師が保護者に学校でも同様に協議ツール⑴で行動
問題の評価を行うことを伝え、両者がつけた点数が優先的に高いものを支援対象の行動問
題にしても良いだろう。 
 さらに、研究 3、4 に参加した母親は専業主婦で、子どもの緊急性の高いニーズを相当
数もっていた。しかし、研究 5 の C3 の保護者や坂本(2001)の事例のように家族に緊急性
があっても仕事のために子どもへの十分な対応が難しい場合や、母親にも知的障害がある
場合などの様々な家族構成のケースが考えられる。そのような事例において、家庭文脈に
適合した支援を行う要件の検討は今後の課題とする。 
 協議ツール⑵の作成にあたっては、機能的アセスメントの知識が必要であり、立案した
支援計画に家庭文脈に適合した支援の観点から検討を行うことが重要になる。機能的アセ
スメントの知識の修得にあたり、本論文の資料 2 や応用行動分析の書籍を参照し、応用行
動分析の専門家から助言を得ることが望ましい。家庭文脈に適合した支援の観点からは、
アセスメントシート 2 で得られた家庭の情報をもとに支援計画を立案するが、中田(2009)
の指摘する就労、就職、結婚、転勤や老齢化などによって家族のライフスタイルは変化す
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ることも念頭に置く必要がある。また、研究 1-1 から研究 5 までの対象のおもな保護者は
母親であった。中田(2009；pp28)は、夫婦によって子どもの認識が異なることを指摘する。
研究 3 では母親と父親の対応の相違によって行動問題に影響したことから、今後は父親の
子どもへの関わり方や考え方なども踏まえた支援計画を立案する必要があるだろう。 
 協議ツール⑵を文書で説明するだけではイメージしにくい場合があるので、教師は保護
者に支援手続きをモデルで示したり、保護者に体験してもらったりするなどの工夫が必要
である。 
 協議ツール⑶では、研究 3 のⅡ期のように提示したすべての手続きを選択する可能性も
あり、結果として家族の負担になることが考えられる。そのため、1 回の協議に提案する
支援手続きの数は、今後検討する必要があろう。 
 協議ツール⑷では、保護者に支援対象の行動問題と支援手続きの評価を行ってもらう。
それらの評価結果に加えて、保護者から提出された記録を分析して、総合的に支援手続き
の修正の有無を検討する必要があるだろう。例えば、BL 期に支援対象の行動問題が低減
し、支援開始後も低減を続ける可能性がある。この場合、協議ツール⑷の行動問題の評価
が 80 点以上で、支援手続きの評価段階はいずれの項目も 4 以上となる可能性がある。し
かし、ABC 記録の分析を行うことで、支援を行う前の BL 期から支援対象の行動問題が低
減し続けていることに気づく。支援手続きと ABC 記録の結果から、「支援手続きとは別
の要因で支援対象の行動問題が低減した可能性が考えられる」と分析する必要がある。し
たがって、協議ツール⑷で評価を行う際には、AB デザイン(Barlow ＆ Hersen, 1984)な
どの基礎知識を必要とする。 
 平田(2015)は、子どもに問題があった場合、保護者は学校の問題にしがちで、教師は親
の躾や養育態度の問題にしがちであると指摘する。つまり、「協議ツール」を活用した協
働的アプローチを実施しても、教師及び保護者に成果が実感できない時は平田(2015)にあ
るように、互いに相手に責任転嫁する可能性が考えられる。研究 4 及び研究 5 で指摘した
ように、双方に強化随伴性が機能する仕組みをつくることが重要である。そのために、協
議ツール⑴で選定した支援対象の行動問題は妥当かの検討(BL 期に既に低減していない
か、あるいは、BL 期間中に新たに別の行動問題が生起していないか)、協議ツール⑵を家
庭文脈に適合するように作成することや、支援実施後は定期的に協議ツール⑷で評価をし
て保護者にフィードバックすることなどに留意が必要である。 
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 ２．介入の厳密性を高めるチェック表活用の必要性 
 支援手続きは、保護者によって正確に遂行される必要がある(介入の厳密性；例えば、野
口・加藤，2010)。本研究では、支援実行の弁別刺激として支援手続きのチェック表を活
用した。研究 3 の対象児 C、研究 5 の対象児 C2 の母親に対して大学スタッフや教師はチ
ェック表へのチェックを依頼した。この 2 名は、研究実施中は支援を行い、チェック表へ
の記録を行うことができた。しかし、研究 4 の対象児 D、研究 5 の対象児 C1 の母親には
チェック表を提示しなかった。保護者が協議ツール⑶で評価を行って、優先順位の高い支
援手続きが決まった後、チェック表を用いずに直ちに支援が開始されると、教師が依頼し
ていない支援を実行する可能性がある。このような場合に支援を開始して行動問題が低減
した場合には、協議ツール⑶で決定した支援手続きに効果があったか、保護者自らが家庭
文脈に適合した支援手続きを追加したものに効果があったかが不明になる可能性が考えら
れる。そのため、協議ツール⑶で優先順位の高い支援手続きを決定した後、さらに具体的
な支援手続きを決定して教師はチェック表への依頼をすることが介入の厳密性を高めてい
くためには重要であると考える。 
 ３．負担を低減させる記録方法  
研究 3～研究 5 では、保護者に事象記録を依頼した。記録用紙には、予め必要事項(行動
問題の従事時間、生起日時など)を記入した。保護者は家庭で行動問題生起時にレ点、時間
などを記入した。研究 3 に参加した母親は書くことに抵抗があると述べていたが、この形
式のものであれば負担はなかったとコメントしていた。一方、研究 4、研究 5 に参加した
母親は「どちらかと言うと負担」と評価した。この 3 つの事例の記録量は、それほど変わ
りはなかった。研究 4 や研究 5 では、対象児以外の兄弟への対応や家事と同時にしなけれ
ばならなかったことが負担の一因になった可能性が考えられた。 
 記録の負担を低減させるために、①記録を行動問題が起こりやすい日や時間帯に限定す
る方法、②段階評価を行う方法、③協議ツール⑷で評価を行う方法が考えられる。①研究
3～研究5では対象児が支援対象の行動問題を生起するたびに記録をとる必要があったが、
これに比べて日・時間帯を限定されるので記録行動は減少する。②段階評価による記録で
は、1 日の終わりに行動問題の頻度を想起して、例えば、「とても多く見られた～全く見
られなかった」までの 5 段階評価に対して、どれに該当するのかを選択するだけで良い。
③協議ツール⑷による記録では、1～2 週間に 1 度程度、行動問題の達成度と支援手続きの
段階評価を行うだけで済む。 
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 上記の①日や時間帯を限定した記録に比べて、②段階評価による記録、③協議ツール⑷
による記録は、記録回数が減少するため記録への負担は下がるのかも知れないが、これら
の方法は支援効果の評価の観点から考えると信頼性が低い。しかし、家庭文脈という観点
からは妥当と言えるかも知れない。今後、記録を依頼する場合には、保護者に、これらの
中から負担の低いと考える記録方法を選択してもらうことが考えられる。 
 さらに、家庭文脈に適合した後では、支援行動の維持を検討するために、研究 5 のアン
ケート 1 で行ったように、月に 1 度程度、支援対象の行動問題の「気になる程度」、支援
手続きの「継続性」「負担」「取り組みやすさ」の段階評価を依頼することが考えられる。 
 
第３節 今後の課題と展望 
 
 今後の課題と展望として、以下の 4 点を述べる。 
 １．対象児と保護者の実態の相違による効果的な連携方法の検討 
 研究 1-1 及び研究 1-2 は、保護者と教師のニーズがほぼ一致した事例と異なる事例であ
った。対象児の所属学校は、それぞれ特別支援学校中学部 2 年、中学校特別支援学級 2 年
で、障害種は自閉症、ADHD であった。支援対象の行動問題は、研究 1-1 では活動への滞
り、バスの乗降車や排尿など、研究 1-2 では学習に取り組まないことや他者のものを取る
行動であった。保護者は、家族構成、対象児の他に特別な支援を必要とするきょうだいの
有無、対象児に関わることのできる時間、対象児に対するニーズなどが異なっていた。研
究 3～研究 5 における「協議ツール」の活用に関しても上記と同様なことが言える。研究
3～研究 5 の対象児 5 名は、すべて自閉症児で、年齢層は小学 6 年生から高校 1 年生まで
であった。所属学校は、特別支援学級と特別支援学校であった。行動の型は、自傷行動(研
究 3、研究 5 の C1)、他害行動(研究 5 の C2)、繰り返し同じ言葉を言う行動(研究 3)、着替
えとは異なる行動(研究 4)、物を落とす行動(研究 5 の C3)であった。支援にあたる保護者
は母親が多く、きょうだいへの支援や仕事の関係で対象児の支援が限られる事例があった。 
 今後は、LaVigna and Willis (2012)の指摘する行動問題の強度や頻度の観点に加え、対
象児の障害種、年齢、所属学校や、保護者の対象児を取り巻く環境の違いがある場合にお
いても、保護者と教師の効果的な連携方法や「協議ツール」の効果を検討する必要がある。 
 ２．他機関間における「協議ツール」の活用方法の検討 
 特別支援学校の学習指導要領(文部科学省，2009)には、家庭及び地域や医療、福祉、保
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健、労働等の業務を行う関係機関との連携を行い、長期的な視点で児童又は生徒への教育
的支援を行うために、個別の教育支援計画を作成することが義務付けられた。行動問題を
示す発達障害児の中には、下校後に福祉施設を利用するケース(研究 4 の対象児)や就労を
目的として福祉施設と連携するケース(例えば、高畑・牧野，2004)などが想定される。 
 例えば、高畑・牧野(2004)では、特別支援学校高等部 3 年に在籍する重度知的障害を伴
う自閉症生徒に対して、リネン会社における校外現場実習から卒業後の作業行動と行動問
題を通して、学校と福祉施設の連携の在り方が検討された。対象生徒は、支援ツール(キッ
チンタイマーとチェックリストから構成)を用いて洗濯機やおむつたたみなどの作業を行
った。また、卒業後のスムーズな移行のために、卒業時に関係機関の担当者を招いて「個
別の移行会議」を試行的に実施した。対象生徒は支援開始前、校内外への飛び出し、大声
のエコラリア、落書きなどの行動問題が頻発し、持続的な作業が困難であった。実践の結
果、おむつたたみ業務では安定して作業に取り組めたが、洗濯機操作業務では会社の水準
を満たせず、リネン会社への就労は実現しなかった。 
 高畑・牧野(2004)の考察では、対象生徒が在学中に就労支援担当者と工場長との協議が
できていたら、より効果的な支援方法が検討でき、対象生徒を取り巻く環境を具体的で計
画的なものに整備できたかも知れないと述べられている。この考察にあるように、他機関
との連携を考える時、計画的に関係者間で協議を行って、就労であれば、その環境で求め
られるもの(標的行動)、効果的な支援方法(支援手続き)は何かを具体的に検討して、両機関
で情報を共有する必要がある。そのために、「協議ツール」は学校と家庭だけではなく、
それ以外の他機関との連携にも活用が可能と思われる。 
 ところで、研究 1-1、1-2 ではおもに学校場面での指導・支援結果を示し、家庭場面での
結果は保護者からの聞き取りであった。逆に、研究 3～研究 5 ではおもに家庭場面の結果
が示され、学校場面での記録はなかった。研究 1-1～研究 5 の研究計画は、いずれも AB
デザインであった。Barlow and Hersen(1984)は、「B 段階での変化は治療介入の導入と
は無関係に生じたのかも知れないし、何かの偶然の出来事との相関の結果によるのかも知
れない」と指摘している。上段と合わせて考えると、今後は学校場面あるいは家庭場面だ
けではなく、両場面さらには福祉施設など対象児が利用している機関においても「協議ツ
ール」を活用して、その効果の検討が求められる。さらに他機関との連携において、それ
ぞれの文脈に適合した「協議ツール」の活用方法を、実際の事例で検討することが求めら
れるだろう。しかしながら、行動の型が同じであっても、行動の機能が異なる可能性があ
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るため、場面ごとに機能的アセスメントを実施し、機能的アセスメントに基づいた支援計
画を立案して、その効果を検討することには留意が必要である。 
 ３．適応行動の増加を目指した連携方法の検討 
 本研究では、いずれも行動問題を示す発達障害児が対象で、行動問題を低減させること
が目的の 1 つであった。著者の教育相談の事例(岡本，2014c)では、小学校 5 年で特別支援
学級に在籍する発達障害児をもつ保護者のニーズとして「漢字書字」が挙げられた。発達
障害児の学習スキルを獲得させるためには、学校の指導だけではなく、家庭場面で保護者
の協力を得ながら進めていくことが重要であると思われる。例えば、保護者が専門家と連
携を図り、発達障害児に学習スキルを獲得させた事例として道城・松見(2006)が挙げられ
る。この研究では、大学スタッフが定期的に家庭訪問を行い、自閉症児をもつ母親に対し
対象児に算数科の学習を教授する際の助言を行った。その結果、母親の協力により対象児
の計算スキルの習得に貢献したことが示唆された。このように、保護者が家庭場面で子ど
もに学習スキルの支援を行う場合は、専門家との連携が重要と思われる。 
 保護者が子どもに支援を行う際は、専門家は保護者に指導方法の教授だけでなく、保護
者を取り巻く環境(例えば、保護者が対象児以外のきょうだいへの対応を同時に行う状況)
の検討を行い、対象児及び保護者の負担や取り組みやすさなどにも配慮する必要があるだ
ろう。 
 発達障害児の学習スキルの獲得を目的として保護者と専門家が連携を行った先行研究で
は、家庭場面を訓練室と類似した物理的な環境に設定して、効果的な指導方法の助言(竹内
ら，2005)や、応用行動分析の手法に基づいた指導方法の助言(道城・松見，2006)が行われ
ている。これらの研究では、実際に支援を行う保護者の支援手続き上の「負担」「取り組
みやすさ」などの観点に関する記述は見られなかった。研究 2 では、専門家が保護者に支
援手続きの提案を行う際には、これらを含む複数の観点から保護者に評価を依頼して、評
価の高いものを実際の支援手続きにすることが重要であると指摘された。これらのことか
ら、専門家が保護者に学習スキルに関する助言を行う際にも、保護者の支援手続き上の「負
担」や「取り組みやすさ」などを踏まえて検討を行う必要がある。 
 こうした観点から、発達障害児をもつ保護者と専門家との「協議ツール」を活用した協
働的アプローチ(研究 3～研究 5)を参考にして実践を行うことにより、問題解決につながる
可能性が考えられる。「協議ツール」は、発達障害児の行動問題を低減させるために用い
られたが、学習スキルを獲得させるためにも適用可能であると思われる。 
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 岡本(2014c)を例にして、発達障害児 E の漢字書字スキルの獲得を試みた「協議ツール」
の活用方法を検討する。岡本(2014c)の研究の目的は、漢字書字スキルの獲得を試みる発達
障害児をもつ保護者との「協議ツール」を活用した協働的アプローチを実施し、その効果
を検討することであった。対象は、E とその母親であった。「協議ツール」の一部は、加
筆修正されて適用された。支援計画は心理検査結果から検討され、協議ツール⑵から協議
ツール⑷までの過程は、研究 3 の手順に従った。協議ツール⑵と協議ツール⑶を活用した
結果、聴覚法(例えば、「木」の上に「立」つのが「親」のように、既知部分を組み合わせ
て覚える方法)が選定された。支援対象の漢字は、漢字書字が未習得であった小学 1 年から
3 年のうちの 83 字であった。約 13 か月の支援の結果、支援対象の多くは漢字書字が可能
となり、協議ツール⑷よりEと母親のこの取り組みに対する負担はないことが示唆された。
結果から、対象児の認知機能には、聴覚法が効果的であるとする先行研究の知見を支持し
た。また漢字書字のために用いられた教材は、対象児と母親の負担を低減させるために貢
献したことが示唆された。この研究結果から、「協議ツール」は行動問題の低減だけでは
なく、漢字書字スキルの獲得を目的とする場合にも活用が可能であることを示唆している。
ただし、母親は当初から E の漢字書字スキルの獲得を希望していたので、協議ツール⑴は
適用されなかった。今後は、漢字書字だけではなく、他の学業スキル(例えば、買い物スキ
ル(岡本・井澤，2011)や計算や図形の指導(岡本，2010)など)に関しても、「協議ツール」
の活用方法の検討が必要であると考えられる。 
 さらに、別の例として、研究 1-2 の事例では保護者のニーズとして「通常学級で勉強さ
せたい」が挙げられた。このように、家族は発達障害児の学習行動(着席して課題に取り組
む)などの適応行動を希望する場合もある。しかし、希望として挙げられる背景には、学習
を妨げる行動(例えば、離席行動、私語を続ける行動、漫画を読む行動など)のある場合が
考えられる。その場合、学習を妨げる行動が必然的に行動問題として挙げられる。これら
を勘案して「離席行動の低減と課題従事行動の増加」が選定される場合も考えられる。こ
の場合、協議ツール⑵では機能的アセスメントに基づいて「離席行動」「課題従事行動」
の視点からの検討により、具体的な支援手続きの提案が可能と思われる。このような事例
研究については、今後検討する必要があるだろう。 
 ４．改訂したマニュアルブックの活用による効果の検討 
 第 6 章及び本章第 2 節の考察をもとに、マニュアルブックの改訂(資料 2)を行った。改
訂箇所は、協働的アプローチの具体例を、「Ⅲ．「協議ツール」を活用した協働的アプロ
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ーチの実際」として提示したこと、協議ツール⑴決定後から支援の実施までのスケジュー
ルに関する留意点、教師の記録の分析結果への検討に関することであった。研究 5 では、
特別支援学校に在籍する小・中学部及び高等部に在籍する自閉症児に対して、改訂前のマ
ニュアルブックの効果を検討した。今後は、改定後のマニュアルブックを、小・中学校の
通常の学級、特別支援学級に在籍する発達障害児に対して活用して、その効果を検討する
ことにより、マニュアルブックの活用の効果に関する妥当性を高めていくことが課題であ
ると考える。 
 
注 
 （注 1） 「適応行動」とは、「日常生活において機能するために人々が学習した概念的、
社会的及び実用的なスキルの集合」(AAMR，2002)である。 
 （注 2） 「(指導・)支援計画」とは、複数からなる(指導・)支援手続きをすべて合わせ
たものである。教師が対象児への指導・支援を行うものを「指導・支援計画」とし、保護
者が家庭で対象児への支援を行うものを「支援計画」と呼ぶ。 
 （注 3） 「保護者のニーズ」とは、対象児の行動問題の改善、適応行動の増加、効果的
な支援方法の提供希望、就学・進路に関する希望などを総称して指す言葉とする。   
 （注 4） 「ABC 分析」は、行動問題の「先行事象」及び「結果事象」を推定する分析
方法であり、本論文では「機能的アセスメント」のように行動問題の機能は分析されてい
ないものと捉えた。 
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保護者と協力して子どもの 
改善したい行動を解決しよう!! 
―教師のためのマニュアルブックー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
はじめに 
 
 本書は、家庭で気になる行動を示す子どもをもつ保護者と話し合いながら解決方法を
考える教師のためのマニュアルブックです。文部科学省（2009）や中央教育審議会初
等中等教育分科会（2012）、文部科学省初等中等教育局特別支援教育課（2013）では、
教師と保護者が連携をする重要性について述べています。本書は、その具体的な連携方
法の 1つとして、応用行動分析学をもとにした保護者との子どもの気になる行動につい
て協働的アプローチを取り上げています（藤原・平澤，2001）。保護者との協働的アプ
ローチは、最初に、家庭で気になる行動のある子どもをもつ保護者と特別支援教育の専
門家が協議をしながら、子どもの改善したい行動を決定します。次に、特別支援教育の
専門家が保護者に効果的な支援方法を提供し、実際の支援は保護者が行うというもので
す。特別支援教育の専門家には、保護者が無理なく取り組め、確実に成果を出せるよう
な支援方法を検討する必要性が求められています。 
 保護者との協働的アプローチを実施するにあたって、気になる行動や支援方法を選定
する時の協議がとても重要という指摘があります（藤原，2008）。そこで、この協議を
うまく進めるためのツールとして、4種類の「協議ツール」を開発しました。協議ツー
ル⑴は、気になる行動を選定するものです。協議ツール⑵は、教師が支援方法を考案し
て、保護者に支援方法を提示するものです。協議ツール⑶は、保護者が協議ツール⑵を
評価するものです。協議ツール⑷は、保護者が支援を実施した後、気になる行動及び支
援方法を評価するものです。「協議ツール」は、兵庫教育大学大学院 井澤信三教授と
共同で開発したものです。本書では、4種類の「協議ツール」を活用した協働的アプロ
ーチの流れを具体的に示しています。 
 本書は、2章と附録で構成されています。第Ⅰ章は、「解説編：「協議ツール」を活用
した協働的アプローチ」と題して、教師と保護者が「協議ツール」を活用して、それぞ
れの立場で具体的に何をすればよいかを具体例を通して説明しています。第Ⅱ章は、「実
  
践編：「協議ツール」を活用した協働的アプローチ」と題して、3 つの実践事例を通し
て、「協議ツール」を活用した協働的アプローチの流れをイメージしていただくために
設けてあります。附録では、「協議ツール」やその他の協働的アプローチを実施するた
めに必要なデータを付けてありますので、ご自由にコピーして活用ください。 
 家庭で気になる行動を示す子どもをもつ保護者は、調査研究の結果からも大勢いるこ
とが予想されます。教師と保護者が連携・協力しながら解決方法を検討していくこと、
すなわち、本書を活用することで、子どもの気になる行動が減少すると共に、望ましい
行動が増え、保護者の不安やストレスなどが減少していくこと、さらには教師の支援に
関する専門性が向上していくことを願っています。 
 
                           平成 28年 2月 
                              岡本邦広 
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第Ⅰ章 解説編：「協議ツール」を活用した協働
的アプローチ 
 
第１節 「協議ツール」を活用した協働的アプローチ 
 
 １．「協議ツール」とは 
 
 協議ツールは、岡本・井澤（2012b）を基に作成した以下の 4 種類の協議ツール⑴～⑷を
指します。協議ツール⑴～⑷のそれぞれは、A4 用紙のサイズに印刷されています。各協議
ツールの様式については、附録をご覧ください。協議ツールを活用することで、①特別支
援教育の専門家（以下、専門家）と保護者の役割が明確になり（例えば、専門家が支援方
法を提示→保護者が選択）、②専門家と保護者による価値観や考え方のずれの観点を視覚的
に確認でき、それを基に修正が可能で、③複数観点による記述であるため、協議の観点が
整理しやすくなると考えました。 
  （１）協議ツール⑴ 
 保護者に気になる行動を挙げてもらい、その優先順位をつけて、支援対象とする気にな
る行動（以下、改善したい行動）を選定するために作成しました。保護者が、「緊急性」「親
のストレス」「本人への危険性」「他者への危険性」「頻度」「従事時間」の 6 項目のそれぞ
れを 5 段階評価するように構成しています。5 段階評価では、数字の大きい方が気になる行
動の支援ニーズが高いことを示しています。 
  （２）協議ツール⑵ 
機能的アセスメント（注 1）に基づいた支援計画より、改善したい行動に対する複数の支援 
 
 
 
 
 
（注１）機能的アセスメントは、応用行動分析から発展してきた方法論の一つで、①関係者や本人に対する
インタビューや質問紙、②直接観察による記述的分析、③環境条件の操作による実験的分析の三つの方法に
より、改善したい行動に関する情報収集から、なぜその行動が生起するかといった機能を明らかにする
(O’Neill, Horner, Albin, Sprague, Storey, 1997)。 
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手続きの「方法」「メリット」「デメリット」「予想される結果」を記述したものです。 
  （３）協議ツール⑶ 
保護者が 、専門家の作成した協議ツール⑵の説明を受けて、「取り組みやすさ」「期待さ
れる効果」「ライフスタイル」「価値観」「継続性」の 5 項目のそれぞれを 5 段階評価するも
のです。例えば、協議ツール⑵で写真カードの活用方法に関して提示された場合、協議ツ
ール⑵の「目標」「メリット」「デメリット」「予想される結果」の観点から 5 項目を評価す
るものです。5 段階評価では、数字の大きい方が肯定的な評価を示します。 
（４）協議ツール⑷ 
保護者が家庭での改善したい行動に対して、支援手続き（協議ツール⑶で優先順位の高
かった支援）を実施した後、支援対象とする気になる行動と支援手続きの評価を行うもの
です。改善したい行動では、保護者がその低減の度合いやストレスなどを加味して 100 点
満点で評価し、気になる様子を自由記述できるようになっています。100 点満点に設定した
理由は、尺度の大きい方が 5 段階ではできない評価を自由にできると考えたためです。100
点満点では、数字の大きい方が肯定的な評価を示しています。支援手続きは、「家族の負担
度」「子どもの負担度」「ライフスタイル」「価値観」「継続性」の 5 項目のそれぞれを 5 段
階評価するものです。5 段階評価では、数字の大きい方が肯定的な評価を示しています。 
 
 ２．「協議ツール」を活用した協働的アプローチとは 
 
家庭で気になる行動を示す子どもをもつ保護者と専門家による「協議ツール」を活用
した協働的アプローチでは、以下に示すプロセスを踏まえて、最終的には、家庭文脈に
適合した支援（注２）（子どもの改善したい行動が減少すると共に、保護者に負担などがな
い支援手続き）を提供することを目的としています。 
 「協議ツール」を活用した協働的アプローチのプロセスは、最初に、家庭で気になる
行動を示す子どもをもつ保護者と専門家が協議ツール⑴を活用して、子どもの改善した
い行動を決定します。次に、専門家が協議ツール⑵を用いて、保護者に効果的と考えら
れる機能的アセスメントに基づいた支援方法を提供します。保護者は、専門家より提供
された協議ツール⑵の説明を受けて、協議ツール⑶で評価を行います。専門家は、保護
者が行った協議ツール⑶の評価から、保護者による優先順位の高い支援手続きを選定し、
実際に、保護者が実施する支援手続きを提示します。 
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 次に、保護者に、家庭で実際の支援を行っていただきます。さらに、支援実施後、保
護者に協議ツール⑷で、改善したい行動と支援手続きを評価していただきます。専門家
は、協議ツール⑷の結果を見て、必要に応じて支援手続きを修正して、再度、保護者に
支援手続きを提示していきます。以下、保護者が支援を実施して、協議ツール⑷で再評
価を行うプロセスを行います。専門家は、最終的に、家庭文脈に適合した支援を提供す
ることが求められます。 
 
 ３．なぜ「協議ツール」を活用した協働的アプローチを行うのか 
 
 （１）協働的アプローチにおける徹底的な協議 
 松村・岩崎（1998）は、障害児者をもつ保護者と支援者の連携が十分に図れない場
合、保護者は「これ以上話しても仕方ない」と投げやりな気持ちになり、相談意欲を失
うことがあると報告しています。この要因の 1 つとして、保護者や支援者の考え方や価
値観のずれが考えられます。そのため、保護者や障害児者のニーズに応じて、支援者と
保護者が共通の目標をもって、問題を共に解決していくことが求められます。 
 このような観点から、近年、障害児者をもつ家族との協働的アプローチが注目されて
います。例えば、視覚障害のある自閉症成人における自傷行動の低減（井澤・竹澤，2007）
などを試みた研究が報告されています。この協働的アプローチは、次の①～⑤で構成さ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注 2） 家庭文脈とは、平澤（2003）が示す 3 つの特徴を参考に、①支援の対象者、②支援実行者の家
族、③支援が適用される家庭場面のそれぞれがもつ特徴と考えます。 
本書では、Albin, Lucyshyn, Horner, and Flannery（1996）を参考に、以下①～⑥の各項目で家族の肯定
的な評価があった時に、家庭文脈に「適合している」と評価しました（本書Ⅱ章の第 2 節の事例 4、5 を
参照）。①改善したい行動の妥当性：行動問題が家族のニーズに合致したか否かをアンケート結果より評価、
②支援手続きに対する価値観：協議ツール⑷により評価、③支援手続きとライフスタイルの関係：協議ツ
ール⑷により評価、④支援手続きの効果：協議ツール⑷と ABC 記録結果より評価、⑤支援手続きの継続
性：協議ツール⑷，チェック表のチェックやコメント，アンケート結果により評価、⑥支援手続き実施上
の負担・ストレス：協議ツール⑷により評価しました。アンケートの評定では 4 以上、協議ツール⑷では
4 以上の割合が 80％以上の時に肯定的な評価と判断しました。 
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れます。専門家が，①改善したい行動の機能的アセスメントと家族の価値観や好みなど
を収集し、②これらの情報を統合した支援計画を家族や関係者に提示し、③家族と専門
家の協議により、④家庭や地域で実行可能なプログラムを作成し，専門家が支援手続き
を家族に教授し、⑤家族がそれを実行し，そのプログラムを実行結果に基づいて修正し
ます。この協働的アプローチを展開する上で藤原（2008）は、家庭文脈に適合した支
援を提供する上で、すなわち、家族が無理なく取り組め確実な成果を生み出す方法とし
て、家族と専門家との「徹底的な協議」が重要と述べています。 
 
 （２）気になる行動と支援手続きの協議の観点 
 岡本・井澤（2012b）は、気になる行動を示す発達障害児をもつ保護者との協働的ア
プローチにおいて、家庭文脈に適合した支援の提供にあたり改善したい行動や支援手続
きを決定する協議の進め方が家庭の支援に影響を与えるとして、メタ分析（注３）を用い
て効果的な協議の検討を行いました。改善したい行動を選定する際には、「緊急性」「親
のストレス」「本人への危険性」「他者への危険性」「頻度」「従事時間」の 6 観点から総
合的に判断すること、支援手続きを選定する際には専門家から提示した複数の方法に対
して、家族から支援手続きの「取り組みやすさ」「効果」「ライフスタイル」「価値観」
「継続性」の 5 観点で検討することが重要と指摘しました。支援者も家族もこのような
協議の視点での共有によって、家庭文脈に適合した支援が提供されると思われます。 
 
 （３）個別の指導計画の活用 
 ところで岡本（2008）は、気になる行動を示す発達障害児をもつ母親と協議する際、
個別の指導計画を活用することにより、共通理解が得られやすくなったことを示しまし
た。個別の指導計画には、各教科の学習内容や学習でできるようになった部分と今後の
課題が具体的に記述されました。このことから、効果的な協議を行うために、家族と共
通した個別の指導計画のように具体的な様子が相手に正確に伝わるツールが重要と予
想されます。 
 
 
 
 （４）段階評価の必要性 
（注 3）メタ分析とは、一般に独立した研究結果の統計的な統合で、質的な論文レビューの主観性とい
う欠点を解決する客観的なアプローチを指します（高橋・山田・小笠原，2009）。 
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 研究参加者による支援手続きの妥当性（容易度，実行可能度など）を検討した社会的
妥当性に関する先行研究で、例えば大久保・高橋・野呂（2011）は、研究参加者に支
援手続きの効果や負担などに関して 5 段階評価を依頼しました。研究実施者はその評価
を見て高い評価が得られれば支援手続きは妥当と判断し、逆に低い箇所があれば改善策
を講じることができます。 
 このように研究実施者は、研究参加者が段階評価を行うことで研究実施における支援
手続きの妥当性の評価が客観的になり、得られた数値を見て支援手続きの改善箇所を明
らかにできます。これを協議場面に置換して考えると、例えば、支援者（研究実施者）
と保護者（研究参加者）が支援対象とする気になる行動や支援手続きを決定する際に、
支援者が保護者に段階評価を依頼することで、支援者はその評価の高低から気になる行
動の支援ニーズの高さを理解し、支援手続きに対しても評価結果から家族に実施可能か
を判断できます。結果として、支援者及び保護者の価値観などのずれは生じにくくなる
と思われます。 
 これらのことから、気になる行動を示す子どもをもつ保護者との協働的アプローチで、
岡本・井澤（2012b）が検討した協議における複数の観点を基に、5 段階評価を行うツ
ールを作成して気になる行動や支援手続きに関する協議を行うことにより、支援者の提
案に対する保護者の意見を客観的に捉えることが可能になると思われます。また、評価
の低い箇所に対して改善方法を検討できます。その結果として、家庭文脈に適合した支
援が提供できると考えられます。 
 以上の理由から、「協議ツール」を活用した協働的アプローチを行って行く意義があ
ります。 
 
第 2節 「協議ツール」を活用した協働的アプローチを行ってみよう 
      ―「協議ツール」を活用した協働的アプローチのプロセス― 
 
 本書で紹介している「協議ツール」を活用した協働的アプローチは、次の①から⑨の
ように構成されています（表 1-1）。 
 ①最初に教師が子どもの家庭での様子を把握するために、保護者に子どもの特徴を調
査シートに書き込んでいただきます。②協議ツール⑴を用いて、教師が子どもの優先順
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位の高い気になる行動を選定して、保護者に選定された行動を伝えます。また、③保護
者に、改善したい行動（対象となった気になる行動）を調査シートに記入していただき
ます。④さらに、保護者に、改善したい行動がどのような場面で起こりやすいかを記録
用紙に記録していただきます。次に、⑤保護者に、質問紙 MAS（Motivation Assessment 
Scale）（注４）（Durand，1990）に改善したい行動に対する回答をしていただきます。 
 教師は、上記の情報をもとにして支援仮説を立てます。次に、その支援仮説をもとに
協議ツール⑵を用いて、保護者が実施可能と思われる複数の支援手続きを提示します。 
 ⑥保護者に、協議ツール⑶に、協議ツール⑵を「取り組みやすさ」「期待される効果」
「ライフスタイルに合致しているか」「保護者の価値観に合致しているか」「継続性」の
観点から評価していただきます。 
 教師は、上記⑥で合計点数の最も高いものを選定し、保護者が具体的に実施する支援
手続きとして提案します。さらに、上位に挙げられた支援方法に使用教材などがあれば、
その大きさや支援を行う時間帯などを保護者に尋ねて詳細な支援手続きを決定します。 
 ⑦保護者に 1～2 週間程度、決められた支援方法の実施と記録を依頼し、実施後、協
議ツール⑷で評価を行っていただきます。 
 教師は、改善したい行動の結果と協議ツール⑷の結果を見て、支援方法を変更した方    
が良いか否かを検討します。協議ツール⑷で 2 以下の評価があれば保護者にその理由を                       
保護者に尋ね、代替案を提示します。以下、協議ツール⑷で保護者の方が高い評価（5
段階表ではすべて 4 以上で、100 点満点の評価では 80 点以上）をするまで、表 1-1 の
⑥→(7)→⑦→⑧を繰り返します。以下、教師が実施すること、及び、保護者に実施し
ていただくことを説明していきます。 
 
 
 
 
 
（注 4）MAS(Motivation Assessment Scale；Durand,1990)は，改善したい行動の 4 種類の機能（注目要求，
嫌悪事態からの逃避，物や活動の要求，感覚）を検討する 16 項目 7 段階からなる評定尺度です。詳しくは、
資料 6、7 を参照してください。 
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   表１－１ 「協議ツール」を活用した協働的アプローチに全般的な流れ 
 
 
 
教師が行うこと 活用する資料 保護者が行うこと 活用する資料
（１）調査シート１－１，１－２の提示 ①調査シート１－１，１－２への記入
　普段の様子を思い浮かべて，調査
シート１－１，１－２に記入→教師に提
出
資料2-１
　　調査シート１－１
資料2-２-1,2-2-2
　　調査シート１－２
（２）改善したい行動の決定
　保護者が合計点数を出したら，改善し
たい行動を確認
資料2-３
　　協議ツール(1)
②気になる行動の書き上げ
　子どもの気になる行動について挙げ，
それぞれの合計点数を出す→教師に
提出
資料2-３
　　協議ツール⑴
③調査シート２－１，調査シート２－２へ
の記入
　調査シート２－１に気になる行動の起
こりやすい時間帯，家族の願いなどを
記入する→教師に提出
資料2-４-1,2-4-2
　　調査シート２－１
　　調査シート２－２
（３）子どもの行動の特徴・家族の特
徴の把握
　資料2-１から資料2-4-1,2-4-2を確
認して，子どもの行動の特徴と家族の
特徴の把握
資料2-１～
資料2-４-2
（４）記録用紙の作成
　資料2-４を参考にして，資料2-5-1の
上部にある「直前」「行動」「直後」に書
き込んで，保護者に渡す．資料2-5-1，
2-5-2のやりやすい方を選択してもらう
資料2-５-1,
資料2-5-2
④記録用紙への記入
　資料2-６（記入例）を参考に，資料2-
５-1,2-5-2に記録をとる（１～２週間程
度：いつも決まった時間帯に可能な範
囲で行う）
資料2-５-1，2-5-2
資料2-6-1,2-6-2
（５）機能的アセスメント
⑤MASへの回答
　資料2-6記入例を参考に，資料2-6-1
へ記入→教師に渡す
資料2-6-1
　①MAS
　保護者から受け取ったMASの点数を
転記し，各機能の平均点数を求める
（資料2-6の上部：教師が実施の部分）
資料2-７，資料2-８
　②支援計画の立案
　資料2-7記入例を参考に，資料2-７ま
での情報を総合的に検討して，機能的
アセスメントに基づいた支援計画を立て
る
（６）協議ツール⑵の作成
　資料2-7と特に資料2-１～2-5-2の情
報をもとに，保護者が実施可能と思わ
れる複数の支援方法を記入→保護者
に渡す
資料2-7
　　協議ツール⑵
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 表１－１ 「協議ツール」を活用した協働的アプローチに全般的な流れ（続き） 
 
 
 
 
 
教師が行うこと 活用する資料 保護者が行うこと 活用する資料
⑥協議ツール⑶の評価
　協議ツール⑵（資料2-8）を読んで，
協議ツール⑶（資料2-9）で評価→教師
に渡す
資料2-9
　　協議ツール⑶
（７）具体的な支援方法の提示
　協議ツール⑶の各支援方法の合計点
数を出し，最も点数の高いものを実際に
提示し，支援手続き表を作成→保護者
に渡す
⑦家庭における支援の実行
　支援手続き表をもとに，支援を２週間
程度行い，資料2-５-1,2-5-2に記録を
とる
資料2-５-1,2-5-2
⑧協議ツール⑷の評価
　⑦を終えた後，協議ツール（４)への評
価を行う→教師に渡す
資料2-10-1
　協議ツール⑷①
資料2-10-2
　協議ツール⑷②
（８）支援方法の見直し
　①修正が必要な場合
　協議ツール（４）への評価を見て，協
議ツール⑷の①で「気になる行動」の達
成度が80点未満，あるいは，協議ツー
ル⑷の②のいずれかの観点で「２」以下
の評価があった場合は，それらの理由
を加味しながら，支援方法を検討し，再
度支援方法を提示。
　※大まかな支援方法の修正が必要な
場合には，再度，協議ツール(2)を作
成。一部分の修正の場合には，変更部
分がわかるようにした支援手続き表を提
示
　②支援を継続する場合
　協議ツール⑷の①②で，達成度が80
点以上，また，すべての観点で「３」以
上であれば，同じ支援方法で支援の継
続を依頼
資料2-10-1
　協議ツール⑷①
資料2-10-2
　協議ツール⑷②
⑨家庭における支援の実行
　A.支援に修正があった場合
　大まかな修正があった場合には，⑥
→（７）→⑦→⑧になる
　B.部分的な修正の場合
　新たな支援手続き表を受け取って，
支援を行い記録を２週間程度とる
　C.支援を継続する場合
　上記⑦→⑧→教師に渡す
13 
 
 １．【保護者】調査シートの実施１ 
 保護者に、子どもの家庭での様子を思い出して、記入例（資料 2-1 記入例、資料 2-2
記入例）を参考に資料 2-1 及び資料 2-2-1、資料 2-2-2 に記入していただきます。記入
後、教師に渡すように伝えてください。 
 
 ２．【保護者】協議ツール⑴ 
 ①保護者に、資料 2-3 記入例を参考にして、子どもの気になる行動を思いつくだけ協
議ツール⑴の「気になる行動」の欄に記述していただくように伝えてください。②それ
ぞれの気になる行動に対して、「緊急性」「家族のストレス」「本人への危険性」「他者へ
の危険性」「頻度」「従事時間」の 6 観点から点数をつけるように伝えてください（資料
2-3）。記入後、教師に渡すように伝えてください。 
 
 ３．【教師】「改善したい行動」の決定 
 上記 2 において、それぞれの気になる行動に対して合計点数を出して、最も点数の高
かった行動を「改善したい行動」（支援対象の気になる行動）にして、そのことを保護
者に伝えます。もし、協議ツール⑴の「緊急性」などの観点のうちで、評価されていな
い観点があれば、その観点の列を省いて合計点数を出して下さい。それでも優先順位が
決まらない場合は、学校での様子と照合して緊急性の高いものを考えて下さい。  
 そして、その行動は具体的に記述されているかを調べます。例えば、「座っていない」
であれば「食事中の離席行動」、「ふざけて宿題をしない」であれば「宿題時に落書きす
る行動」のように行動を書き直す必要があります。 
 同点の気になる行動が複数ある場合は、「緊急性」が最も高いものを「改善したい行
動」にします。保護者が 1 度に複数（2 つくらいまで）の行動の改善を希望する場合は、
その意見を尊重します。 
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 ※注意 
 「改善したい行動」が選定されたら、すぐに、保護者に「４．【保護者】調査シート
の実施」から「８．【保護者】質問紙 MAS（Motivation Assessment Scale）」までの実
施を依頼して、なるべく早く「９．【教師】MAS の結果の解釈及び行動の機能の推定」
における支援計画を立案し、保護者が支援計画に基づいた支援を行えるようにしてくだ
さい。これは、優先順位の高い行動を決めても、支援計画を立てるまでの時期が長引い
てしまうと、協議ツール⑴を実施した地点では優先順位の高い行動であっても、支援を
開始する時期では、他より優先順位の高い行動がある場合や、すでに何らかの要因によ
り改善したい行動が目立たなくなっている場合があるからです。 
 
 ４．【保護者】調査シートの実施 
 保護者に、資料 2-4-1、2-4-2 記入例を参考にして上記 3 で具体的に決められた「改
善したい行動」の場所・時間帯や子どもの増やしたい行動などを調べるための調査シー
ト（資料 2-4-1、2-4-2）に記入いただくように伝えてください。記入後、教師に渡すよ
うに伝えてください。 
 
 ５．【教師】→【保護者】記録のための調査 
 教師は、保護者に記録をとってもらうために、資料 2-4-1「調査シート 2-1」記入例
の「2．改善したい行動は、どのようなときに起こって、その結果、どうなりますか」
をもとに、どういう場面で「改善したい行動」が起こりやすく、その行動が起こった後
にはどのような変化があるかを、資料 2-5-1(1)記入例を参考に、資料 2-5-1 に聞き取っ
た内容を行動の直前、直後に書き込んでください。 
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調査シート１－１ 
 お子さんの様子を詳しく知りたいと思いますので、以下の項目についてご記入をよろしくお願いします。 
 
好
み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
活動 
 
 
ビーズの色分け、ベルトで遊ぶ、音の出る絵本を聴く、特定のビデオを再生して繰り返し観
る 
 
食べ物 
 
 
ハンバーグ、濃い味のついた食べ物、お菓子全般 
 
 
その他 
 
 
自転車をこぐ 
 
 
苦
手 
 
 
 
 
 
 
 
活動 
 
 
体を動かすこと 
 
 
食べ物 
 
 
牛乳、ごはん 
 
 
その他 
 
 
特定の子どもの声、いつもと違う所で活動すること 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
要求手段 
 
 
何かしたいことがあるときや、欲しいものがあるときには、どのようにして要求しますか。 
 （例）マクドナルドで食べたいとき、お母さんの顔を見て「マクド」と言う。 
 
   欲しいものを指さして「ください」と言う。 
 
言語表出 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
相手に何かを伝えるときはどのようにしますか。あてはまる番号に○をつけて下さい。 
 
例えば、ゲームがしたいとき、相手にどのようにして伝えますか。 
 
 １．ゲームを指さす。     ２．ゲームの絵や写真を持ってきて渡す。 
 ３．発声する。（具体的にどのように発声しますか：例：「ゲームする」と言う）            
  
 コミュニケーション機器（絵や記号を示したボタンを押すと音声が出る機器）を使う。 
 
 ４．その他（特徴的なことがありましたらお書き下さい） 
  
   苦手なものがあると「いや」と言ったり、耳をふさいだりする。 
 
言語理解 
 
 
 
どれくらいの言葉が理解できますか。あてはまる番号に○をつけて下さい。 
 １．日常的な単語（ものや人の名前）がわからない。 ２．日常的な単語（ものや人の名前）がわかる。 
３．日常的な動作を表す言葉（起きる、着る、飲む、など）がわかる。 
 ４．「多い」「少ない」「どちらが多い」がわかる。  ５．「○の隣」「○の上」など関係がわかる。 
 ６．その他：特徴的なことがありましたらお書き下さい。 
 
 
言語以外 
 
 
 
コミュニケーションに関することで、上記以外に何か特徴的なことがありましたら、お書き下さい
。 （例）絵や写真があると、相手の話していることが理解できる。 
学校のある日は、母親とスケジュールボードに書いた文字を見て、予定を確認すると、比較
的落ち着いて過ごせる。 
余
暇 
 
※家で楽しんでしていると思われることを、お書き下さい。 
 （例）マンガ本「○○」を読む、△△のゲームをする 
・帰宅後、テレビをみる。  
 
そ
の
他 
 
 
 
※上記に挙げられたもの以外にも、特徴的なことがありましたらお書き下さい。 
 （例）お腹がすいたときに、気になる行動が起こりやすい。  
・急に暴れ出したり、泣き出したりすることがある。 
・同じ言葉を繰り返し言う。 
 
 
 
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン 
資料 2-1 記入例 
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調査シート１－２
  0:00
 
  1:00 夜中突然目を覚ますことがある
  2:00
  3:00
  4:00
  5:00
  6:00 起床 母親に起こされることが多い
食事の時間まで居間で休憩
  7:00 朝食
  8:00 予定確認 日課をスケジュールボードで確認する
  9:00 バスで登校
 10:00
学校で過ごす
 11:00
 12:00
 13:00
 14:00
 15:00 バスで下校
帰宅
 16:00 余暇活動
 17:00
 18:00
夕食 母親と２人で食べることが多い
 19:00
 20:00 余暇活動
入浴 母親と入浴する
 21:00
就寝
 22:00
 23:00
 24:00
週に１度部活動のある日は学校まで迎
えに行く
【平日用】
時刻 活動内容 特記事項
資料 2-2 記入例 
園山(2000)を参考 
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突然泣き出す 3 4 1 1 3 5 17
家の中や外にものを投げる 5 5 1 4 2 4 21
性器をさわる 2 3 1 1 3 5 15
自分の分以外の食事に手を出す 4 4 1 1 2 5 17
自分の頭を叩く 5 5 5 1 3 4 23
手を噛む 5 5 5 1 5 4 25
緊急性 ストレス
危険性（本
人）
危険性（他
者）
頻度 従事時間
5
すぐにでも改
善したい
非常に高い 非常に高い 非常に高い
１日に非常に
高頻度で
およそ５分～ 5
4
できれば改
善したい
やや高い やや高い やや高い １日に何度も
およそ１分～
５分 4
3
どちらでもな
い
どちらでもな
い
どちらでもな
い
どちらでもな
い
１日に数回
およそ30秒
～１分 3
2
将来的に改
善したい
やや低い やや低い やや低い 週に数回
およそ10秒
～30秒 2
1
改善しなくて
もよい
とても低い とても低い とても低い 月に数回
およそ10秒
未満 1
緊
急
性
家
族
の
ス
ト
レ
ス
本
人
へ
の
危
険
性
頻
度
従
事
時
間
合
計
気
に
な
る
行
動
他
者
へ
の
危
険
性
資料 2-3 協議ツール(1) 記入例 
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資料 2-4-1 調査シート 2-1 記入例 
調査シート２－１
【子どもの行動に関する質問】
１　改善したい行動がみられる場所や時間帯を教えてください（平日や休日に分けて）。
改善したい行動
【平日】 【休日】
２　改善したい行動は、どのようなときに起こって、その結果、どうなりますか。
どのような時に起こりますか？
・お母さんが振り向いた時 ・何もしていない時
・ゲームをしている時 ・近くに誰かがいる時
その結果、どうなりますか？
・注意を受けた ・「かんだらだめ」と言い続けていた
・かまってもらえた ・出血した
３　お子さんの増やしたい行動は何ですか。
・落ち着いて過ごせる時間が増えること。
・意思表示ができること。
・声かけを聞いて、動ける場面を増やすこと。
４　改善したい行動を減らし適切な行動を増やすために、今までどのような手立てをとられてきましたか。
５　改善したい行動を減らし適切な行動を増やすために、どのような人や資源が活用できますか。
人： 父親、子どもの担任の先生、福祉施設の職員、親の会の会員
人以外： 学校、福祉施設、大学
手を噛む
用いた手立て ごぼうび 結果
写真カードを見せた。 特に使用しなかった。 変わらなかった。
居間 午後５時～６時の間 居間 不特定
場所 時間帯 場所 時間帯
食卓 食事中 玄関 午前７時
平澤・藤原(2002)を参考に著者作成 
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調査シート２－２
【家族に関する質問】
１　家族で大切にしているものは何ですか。
・一緒に食事をすること
・家族でも「ありがとう」が当たり前に言えること
２　家族にとって、お子さんの行動以外のストレス源は何ですか。
・小さな子どもがいるので、時間をとられてしまうこと
・夜はなかなか眠れず、朝は疲れがのこってしまうこと
３　あなたがストレスを改善するために役立ったことは何ですか。
・親の会への参加 ・先生との懇談
・夫 ・学校の先生
（例：家族みんなで過ごす時間、家族でも何かしてもらったときには「ありがとう」を言葉にし
て伝えること、お互いに尊敬し合うこと、など）
（例：レスパイトケア、親支援グループへの参加、他の家族による子どもの養育や家事に関
する手助け）
４　あなたが一緒に問題を話し合って、その解決方法を見いだす人、あなたと一緒に余暇活動をする人
は誰ですか。
資料 2-4-2 調査シート 2-2 記入例 
平澤・藤原(2002)を参考に著者作成 
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直前 行動 直後
具体的
行動
／
時刻
注
意
を
受
け
る
宿
題
の
と
き
す
る
こ
と
が
な
い
と
き
ゲ
ー
ム
・
パ
ソ
コ
ン
を
か
ゆ
い
と
き
手
を
か
む
お
母
さ
ん
に
見
せ
に
行
く テ
ィ
ッ
シ
ュ
で
ふ
く
お
母
さ
ん
か
ら
の
反
応
・
声
・
表
情
バ
ン
ド
エ
イ
ド
と
言
う
止
め
さ
せ
る
反
応
な
し
「
か
ん
だ
ら
あ
か
ん
」
と
時
間
月
日
資料 2-5-1(1) 記入例 
↑このように記入する 
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直前 行動 直後
具体的
行動
／
時刻
時間
○：○○ レ レ レ 10秒
○：○○ レ レ レ ３０秒
○：○○ レ レ レ 1分
○：○○ レ レ レ ２０秒
○：○○ レ レ レ １分
○：○○ レ レ レ ３０秒
○：○○ レ レ レ ４０秒
○：○○ レ レ レ １分
○：○○ レ レ レ ２分
○：○○ レ レ レ ３０秒
○：○○ レ レ レ ４０秒
○：○○ レ レ レ １分
○：○○ レ レ レ ２分
記録記入例
注
意
を
受
け
る
宿
題
の
と
き
す
る
こ
と
が
な
い
と
きゲ
ー
ム
・
パ
ソ
コ
ン
を
し
て
い
る
と
き
か
ゆ
い
と
き
手
を
か
む
お
母
さ
ん
に
見
せ
に
行
く
テ
ィ
ッ
シ
ュ
で
ふ
く
お
母
さ
ん
か
ら
の
反
応
・
声
・
表
情
バ
ン
ド
エ
イ
ド
と
言
う 止
め
さ
せ
る
反
応
な
し
「
か
ん
だ
ら
あ
か
ん
」
と
聞
い
て
く
る
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 ６．【保護者】記録収集 
 保護者の記録の負担に配慮して、以下の(1)から(5)までの記録方法から選択していた
だくことを伝えてください。 
 
 （１）方法 1：附録の資料 2-5-1 に、「改善したい行動」が見られた都度、記録をとる 
        方法 
 （２）方法 2：方法 1 で、「改善したい行動」が見られやすい時間帯に毎日、限定的 
        にとる方法(例えば、平日の毎日 19 時～20 時に限定) 
 （３）方法 3：方法 2 の「毎日」から、2～5 日に 1～2 度にする方法 
 （４）方法 4：附録の資料 2-5-2 に、その日の「改善したい行動」の頻度を想起して、 
       今日は改善したい行動が、①とても多く見られた、②やや多く見られた、 
       ③あまり多く見られなかった、④全く見られなかった」の段階評価を毎 
       日、行う方法 
 （５）方法 5：方法 4 の「毎日」から、2～5 日に 1～2 度にする方法 
 
 これらの記録方法のうち、最も負担の少ないと思われる方法を選択して、記録をとる
ように依頼します。支援を開始して、1～2 週間ほど経過したら、教師にその記録を渡
すように伝えてください。方法 1～3、方法 4 か 5 を選択した場合には、それぞれ、書
き込んだ資料 2-5-1、資料 2-5-2 を複数枚コピーして保護者に渡してください。 
 
 ７．【教師】記録結果の分析 
 保護者による記録を、整理・分析します。教師が提案して最終的に決定した支援手続
きをもとに、保護者が支援を行ってからとった記録と、それ以前の記録を分けて考えて
ください。これは、教師の提案した支援手続きに効果があるかを検討するために行うも
のです。 
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 例えば、保護者が、支援開始前後で自傷行動の回数を記録していたとします。以下の
例では、支援前後の行動の変化のわかりやすさを示すために、支援開始前後で、それぞ
れ 5 回ずつの記録が書かれています。 
 
 （例 1）支援を開始前の自傷記録の回数（回）12,10,13,15,14（平均 12.8 回） 
      支援を開始後の自傷記録の記録（回）2,0,3,1,2（平均 1.6 回） 
 この場合は、支援を開始したことによって、1 日平均 11 回も自傷行動が減少してい
ることがわかります。すなわち、子どもにとって、現在行っている支援が有効であるこ
とがわかります。 
 
 （例 2）支援を開始前の自傷記録の回数（回）12,10,13,15,14（平均 12.8 回） 
      支援を開始後の自傷記録の記録（回）12,11,13,8,16（平均 12 回） 
 この場合は、支援を開始しても、支援開始前とほとんど変わりはありませんから、あ
まり効果が見られないことがわかります。ただし、すぐに支援を開始したからと言って
すぐに支援の効果が出るとは限りませんので、もう少し続けて支援を行うことは間違い
とは言い切れません。 
 
 （例 3）支援を開始前の自傷記録の回数（回）15,13,6,4,4（平均 8.4 回） 
      支援を開始後の自傷記録の記録（回）4,3,2,2,1（平均 2.4 回） 
 この場合は、自傷行動の平均回数を見ると、例 1 と同様に、支援開始後は、開始前に
比べて減少していることがわかります。だからと言って、例 1 と同様に、効果的な支援
を行ったとは必ずしも言えません。それは、支援開始前の記録を見ると、特別な支援を
行っている訳ではないのに、1 回目の記録時は 15 であったのに対し、5 回目では 4 回
まで減少しています。 
 さらに、支援開始後も着実に減少傾向にあることから、自傷行動が減少したのは、支
援以外の別の要因が働いていることが考えられます。このように、支援開始前から減少
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傾向を示すような場合には、分析を慎重にする必要があります。 
 例 3 のような事例では、保護者に、支援開始前の記録を続けてもらって、もし、その
まま減少するようであれば、再度、協議ツール⑴を用いて、「改善したい行動」が妥当
であるかどうかを検討する必要があるかも知れません。 
    
 これらの例を参考にして、保護者から収集した記録を分析して、現在の支援方法が妥
当であるかを検討する資料にしてください。 
 
 ８．【保護者】質問紙 MAS（Motivation Assessment Scale） 
 さらに保護者に「改善したい行動」に対して、資料 2-6 記入例（「保護者に実施依頼」
の部分）を参考に、資料 2-6-1 に質問紙 MAS のあてはまる箇所にチェックするよう依
頼して下さい。1 から 16 までの各問いに対し普段の行動を思い出して、「まったくしな
い 0」から「必ずする 6」までのうち、該当するものを選んで○をつけて下さい。記入
後、教師に渡してください。MAS は、行動の機能（目的）を査定するための質問紙で
す。 
 
 ９．【教師】MASの結果の解釈及び行動の機能の推定 
 教師は、資料 2-6 記入例（「教師が実施」の部分）を参考に、上記 7、8 の結果から、
「改善したい行動」の機能について考えます。最初に、「保護者に実施依頼」の箇所に
ある○をつけた番号と「教師が実施」の箇所を照合して、枠の中に点数を書き込んで下
さい。そして、「各機能（感覚、逃避、注目、要求）の合計点」及び「各機能の平均点」
を算出して下さい。 
 この例では、問 1、5、9、13 では、それぞれ 5 点、5 点、5 点、4 点をつけているの
で、それらを表に書き込みます。次に、縦列の合計を求めます。この場合では、5＋5
＋5＋4＝19 なので、「各機能の合計点」には「19」と書き込みます。さらに、これは 4
つの合計なので、「各機能の平均点」は、19÷4＝4.75（四捨五入して 4.8）となります。
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他の 3 か所「逃避」「注目」「要求」も同様に求めていきます。 
 次に、行動の機能について説明を行います。 
 
 （１）行動の機能とは？ 
 大きく分けて、次のような 4 つの行動の機能があることが知られています（なぜその
ような行動を起こすのか、理由を考えます）。例えば、「泣く」行動について考えます。 
 
  ①泣く→自分の声に反応する（泣き声を楽しむ） 【感覚刺激の獲得】 
②泣く→お母さんが「どうしたの」と寄ってくる 【注目要求の獲得】 
③泣く→ジュースがもらえる          【活動・ものの獲得】 
④泣く→課題をしなくて済む          【逃避の獲得】 
 
 ①では、体育館などで泣いて、自分の声が響いている場合を考えてみましょう。泣け
ば泣くほど声が響いていきます。この場合、泣いた結果として感覚刺激を得ることがで
きていると考えます（これを「感覚刺激の獲得」と呼びます）。   
 ②では、泣いたらお母さんが心配そうに近づいてきました。これは、泣くことによっ
て、お母さんから注目を得られたことを示しています（「注目要求の獲得」と呼びます）。 
 ③では、泣くことによって好物のジュースがもらえました。不適切な行動をとること
によって、自分のほしいものを入手できたことを示しています。もの以外に活動の場合
もあるので、この場合を「活動・ものの獲得」と呼びます。 
 ④では、宿題をしていましたが大声で泣き叫んだために、「もうしなくていい」と言
われて宿題を取り下げられました。結果的に宿題をしなくて済んだわけですから、宿題
をしていた子どもにとっては好都合な結果になりました。この場合を「逃避の獲得」と
呼びます。 
 このように、同じ「泣く」行動であっても、その直後の様子によって機能が大きく異
なっていることがわかります。 
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資料 2-6 記入例 
←教師が実施 
↓保護者に実施依頼 
平澤・藤原(1996)「資料 問題行動の動機づけアセスメント尺度（MAS: Motivation 
Assessment Scale；Durand, 1990）と評価票」(p.147)をもとに著者作成  
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 （２）記録から行動の機能を考える 
 これを上記 6 の記録結果に当てはめて考えてみましょう。行動が起こった後、上の①
～④のどの機能が考えられますか。1 つだけの場合があれば、複数あるいは 4 つすべて
の機能が該当する場合もあります。 
 
 （３）質問紙 MASから行動の機能を考える 
 保護者にとってもらった質問紙 MAS から、各機能の平均点数を求めて相対的にどの
機能が高いか、下の例を参考にして調べてみましょう。2 つの平均値の差が 0.5 以内で
あれば、両方の機能を有すると考えます。 
 
 （例 1）感覚 4.0  注目 2.5  要求 1.5  逃避 1.5 
    ※この場合、「感覚」の機能が優先的に高いことを示しています。 
 （例 2）感覚 2.0  注目 4.5  要求 4.0  逃避 1.5 
    ※この場合、下線部の平均の差は 0.5 なので、「注目」「要求」の 2 つ 
     の機能が優先的に高いことを示しています。 
 （例 3）感覚 4.5  注目 5.0  要求 4.8  逃避 4.5 
※この場合、すべての機能の点数が高く、4 つの機能を有すると考えます。 
 
 （４）支援計画を立てる 
 上記の（２）（３）から総合的に判断して、どの機能が相対的に高いかを考えて、資
料 2-7 を活用して支援計画を立てましょう。 
 
  １）支援計画への書き込み 
 次の具体例では、「手を噛む行動」をする児童を取り上げています。これを参考にし
て、支援計画を立ててみましょう。質問紙 MAS と ABC 記録をもとに考えていきます。 
 まず、保護者に手を噛む行動に関して MAS で評価してもらった結果では、「感覚」
が 4.8 点、「注目」が 3.0 点、「逃避」が 3.0 点、「要求」が 2.8 点となり、感覚機能が優
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先的に高くなりました。 
次に、ABC 記録の結果、手を噛む行動は児童が両手に何も持ってないときや「宿題
するよ」などの声かけをきっかけに生起しました。また、宿題をしている場面、母親が
いる場面、何もすることがない場面でも起こりました。  
 これらのことから、噛むこと自体から得られる感覚刺激の機能の他、嫌悪的な場面か
らの逃避の機能があることも推定されました。また、噛みすぎて出血したときは、母親
に見せに行く行動をしている頻度も多かったことから、母親からの注目獲得の機能も果
たしていると考えられました。 
 これらの結果を支援計画に書き込むと、資料 2-7 記入例の太枠①のようになりました。 
 
  ２）「望ましい行動」の書き込み（資料 2-7記入例 ①’’）  
 ここでは、「手を噛む行動」ではなく、子どもに期待される社会的に望ましい行動を
記述します。ここには、次に述べる「機能的に等価な代替行動」を含む行動です。 
 「手を噛む行動」の代わりに考えられる望ましい行動として、例えば、「両手で本を
持って読書などをする」「お手伝い活動を遂行する」「与えられた課題を遂行する」など
があてはまります。次に、このような行動がとれたら、「賞賛を受ける」「別の感覚刺激
が得られる」「課題以外の活動実施可能」という結果が得られます。 
 このように、①’ ’には子どもに、とれるようになってほしい行動を書き出していきま
す。 
 
  ３）「機能的に等価な代替行動」の書き込み 
 上記１）では、次の 3 つの機能が考えられました。 
  ア）手を噛む→母親から注目される（注目） 
  イ）手を噛む→口への感覚刺激（感覚刺激） 
ウ）手を噛む→宿題からの逃避（逃避） 
 
 次に、手を噛む行動と機能的に等価な代替行動を考えます。 
 ①アの場合 
 例えばア）では、手を噛んだらお母さんから注目されています。つまり、不適切な行
動をとったら注目されるという結果を招いています。 
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 これを、望ましい行動がとれたら注目されるように変えていきます。 
 例えば、ア’）手を膝の上に置いていたら、お母さんが話しかけるということが考え
られます。ア）とア’）を比較すると、 
 ア）手を噛む→母親から注目される（注目） 
 ア’）手を膝の上に置く→母親が話しかける（注目） 
が、ア）は不適切な行動をとった後に注目されています。それに比べて、ア’）は適切
な行動をとった後に注目されています。 
 両方とも行動をとった後は、お母さんから注目されていますは適切な行動をとった後
に注目されていますので、こちらの方が望ましいと言えます。 
 このように、ア）とア’）の行動は異なりますが、結果は同じになっているため、ア’）
のような行動を、機能的に等価な代替行動と言います。 
 
 ②イの場合 
 イ）では、手を噛むというあまり社会的に適切とは言えない行動により、口への感覚
刺激を得ています。これを望ましい行動により口への感覚刺激を獲得できるようにしま
す。 
 例えば、イ’）ガムを噛んだら、口への感覚刺激が得られるということが考えられま
す。イ）とイ’）を比較すると、 
 イ）手を噛む→口への感覚刺激あり（感覚刺激） 
 イ’）ガムを噛む→口への感覚刺激あり（感覚刺激） 
となっています。両方とも行動をとった後は、感覚刺激を得ていますが、イ’）はイ）
に比べて社会的に望ましい行動と言えると思います。 
 
 ③ウの場合 
 ウ）では、宿題の時間中、手を噛んでいる間は宿題をしなくて済んでいます。つまり、
宿題から免れることができる状況になっています。これをより望ましい行動により、宿
題を終えられるようにしていく必要があります。 
 例えば、ウ’）宿題を終えたら、別の楽しい活動がある（宿題を短時間で終えられれ
ば、宿題から免れることができる）ということが考えられます。ウ）とウ’）を比較す
ると、 
30 
 
資料 2-7 記入例 
↑① 
②→ 
↑①’ 
↑③ 
↑①’’ 
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 ウ）手を噛む→宿題から逃れられる（逃避） 
 ウ’）宿題を短時間で遂行する→宿題から逃げられる（逃避） 
となっています。両方とも行動をとった後は、逃避機能ですが、ウ’）はウ）に比べて
社会的に望ましい行動と言えると思います。 
 
 この例を参考にして、結果的には同じ機能を獲得できるように資料 2-7 に書き込んで
下さい。 
 
  ４）状況要因 
 
          表 1-2 状況要因と行動の関係 
状況要因 直前のきっかけ  行動       結果 
 
空腹時  課題あり     遂行     クッキーがもらえる 
 
満腹時  課題あり     遂行しない  クッキーがもらえない 
 
 
 さらに、支援計画には資料 2-7 の太枠②のように、行動の前に「直前のきっかけ」「状
況要因」という 2 つの欄があります。 
 直前のきっかけとは、気になる行動を起こす直接的な手がかりになるものです。これ
に対して、状況要因とは間接的な要因と考えて下さい。 
 例えば、教師が課題を提示して、児童が課題を遂行したらご褒美にクッキーがもらえ
る場合を考えます（表 1-2 参照）。この場合の行動は、課題を遂行することです。直前
のきっかけは、児童の目の前に課題が提示されることです。状況要因として、空腹時、
満腹時が考えられます。この場合を比べてみると、表 1-2 のように、課題を終えたらク
ッキーがもらえる条件は変わりませんが、空腹時と満腹時によってとる行動に影響を与
えることが予想されます。 
 実際の事例でも、このような状況要因が考えられるかどうかを保護者にインタビュー
した結果をもとに検討して下さい。 
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  ５）支援案の作成 
 上記２）をもとに、「先行事象への方略」「行動への方略」「結果事象への方略」をそ
れぞれ考えてみましょう（資料 2-7 の太枠③）。 
 手を噛む行動は、「両手に何も持っていない」「お母さんが近くにいる」「宿題時の声
かけ」があった時に起こりやすいので、具体的な支援として「両手にゲームや本を持つ」
「お母さんと本読み（ソーシャルストーリー）」「ガムを食べる」などが考えられます。 
 また状況要因として、「宿題の時間」「何もすることがないとき」などが考えられます。
これらへの支援として、「取り組みやすい課題の提示」が考えられます。さらに、行動
への方略として、「写真カードの提示」「取り組みやすい課題の提示」「ゲーム・パソコ
ンなどの機会を与えること」などが考えられますので、これらを太枠③の中に記入しま
す。 
 ではこの例を参考に、実際の支援案を作成して、支援計画表の下段に記入して下さい。 
 
 １０．【教師】協議ツール(2)の作成                     
 
          表 1－3 協議ツール⑵の作成例 
 
方法 メリット デメリット 予想される結果
写真カード 　写真カードを提示して，口
頭でも伝える［○手は膝の上（車，トイレ）
×噛む→ばい菌］．また，乗車時はゲー
ムや本を持たせる
・壁などに提示するだけな
ので，容易に毎日継続でき
る
・お母さん，A君にかかる負
担は低い
・写真カードに注目するよ
うに，その都度声かけを
する必要がある
・時間が経つにつれて写
真カードに飽きてしまう可
能性が考えられる
宿題　取り組みやすいように，計算，漢字
などはカード形式にしたもの，ジグソーパ
ズル，トランプ，オセロ，黒ひげ，などを用
意する．また，計算や漢字の課題では，
正解したときは，その都度「正解」と言う
・余暇活動を通して，やりと
りが増える
・ゲーム以外にも楽しみに
する活動が増え
・何もしない時間がないた
め，必然的に手を噛む行動
は減っていく
・楽しみながら勉強ができる
・以前より宿題を早く終わら
せることができる
・お母さん自身，このやり
方に慣れるまで時間がか
かって大変かも知れない
・お母さんの一人で過ご
す時間が以前より減る
・将来的には，Ａ君の余
暇活動のひとつになる
・学習に対して，関心が
高くなる
・Ａ君がお母さんとのやり
とりを楽しむようになる
ガムの提示とSS　①家の中で噛んで良
いもの，例えば，ガム，あめなどを１つず
つ渡す．②お母さんがSSの読み聞かせ
を行う
・比較的簡単な方法なので
継続して実行できる
・①では，ガムなどを用意し
て渡すだけなので，関わる
負担は低い
・②の実施について，どこか
で適当な時間を10分程度
設定すれば済む
・Ａ君にかかる負担は低い
・ガムなどの購入に費用
がかかる
・１つずつ渡すため，少し
面倒かも知れない
・手を噛む行動は減少し
て，適切な言葉が増加す
る
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 次に、上記 8 で立てた支援計画表と調査シート 1-1、1-2-1、1-2-2 をもとにして、保
護者が無理なく実行できそうな複数の支援方法を検討します。 
 支援計画では、「写真カード」「取り組みやすい宿題」「ガム」「ソーシャルストーリー
（表 1-3 では SS と記述）」の提示などが考えられました。また、適切な行動がとれて
いたら賞賛（注目）、課題をすぐに終える（逃避）、ガムによる口への刺激（感覚）など
が与えられるようにしました。 
 これらを組み合わせたものを、表 1-3 にまとめました。 
 写真カードの支援では、手を膝の上に乗せている写真を提示して、実際にその行動が
できていたら褒めるというものです。次にこの方法の「メリット」「デメリット」「予想
される結果」を考えます。「メリット」は、写真カードを壁などに貼り付けておくだけ
すむので、お母さんに負担はかからない点です。「デメリット」は、時間がたつととも
に写真カードに注目しなくなることが考えられるので、その都度、声かけが必要になる
点です。  
 また「予想される結果」として、時間が経つにつれて写真カードに飽きたり、破いて
しまったりする可能性が考えられる点です。 
 この例のように、「先行事象への方略」「結果事象への方略」を組み合わせて支援方法
を考えます。また、その方法におけるメリットなども合わせて考えていきます。保護者
に評価してもらうために、これらの情報を加えていきます。 
 では、例を参考にして、実際の支援方法を複数考えて協議ツール⑵（資料 2-8）に書
き込んで下さい。完成したら、保護者に渡してください。 
 
 １１．【保護者】協議ツール(3)の評価 
 保護者に、協議ツール(2)の複数の支援方法を見て、協議ツール(3)におけるそれぞれ
の観点から点数をつけるように依頼してください（資料 2-9）。ここでは、教師が提示
したそれぞれの方法の「メリット」「デメリット」「予想される結果」から判断して、次
の 5 観点から 5 段階の評価を行うように伝えてください。 
 「取り組みやすさ」とは、その方法が容易に取り組めるかを評価するものです。「期
待される効果」は、「予想される結果」を聞いた上で方法を試みた結果の効果の有無を
評価するものです。「ライフスタイルの適合性」とは、その方法が家庭の普段の日課活
動に組み込まれたものになっているかを評価するものです。「価値観」とは、その方法
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（やり方）は保護者の価値観に合ったものかを評価するものです。「継続性」とは、保
護者がその方法をどの程度継続して取り組むことができるかを評価するものです。評価
を終えたら、教師に渡すように伝えてください。 
 
 １２．【教師】→【保護者】具体的な支援方法の提示 
 教師は、保護者が評価した協議ツール⑶の各支援方法の合計点数を出して、点数の高
いものを実際の支援方法として保護者に提示します。もし、提示した協議ツール⑶でど
れも高い場合は、それらを組み合わせたものを提示します。 
 この評価から保護者に提示するものが決まった場合に、保護者が支援を実施する際に
使用教材などがあれば、その大きさなども確認していきます。 
 上の例で、保護者が写真カードを提示する支援方法の点数が高かった場合には、保護
者からいつでも提示できるように免許証サイズが良いという要望があった場合には、そ
れに応じるようにします。また、ソーシャルストーリーを作る時、「漢字にルビを振っ
てほしい」「イラストもつけてほしい」などの要望があれば、それらにも応じるように
します。これらの意見に添うことで、保護者が家庭でより取り組みやすくなると思われ
ます。 
 そして、最終的に決まった方法を表 1-4 のような支援手続き表と、表 1-5 のような支
援手続きチェック表を作成して渡します（これらは、事例によって異なるので、資料は
ありません）。 
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表 1-4 支援手続き表 
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           表 1-5 支援手続きチェック表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 １３．【保護者】支援の実施 
 保護者に、上記 12 の支援方法表をもとに支援を実施し、記録を依頼してください。
また、記録方法は、「６．【保護者】記録収集」の項目で選んだものと同じやり方で行っ
てもらってください。支援を開始してから、1～2 週間ほど経過したら、教師にその記
録を渡すように伝えてください。 
 
 １４．【教師】協議ツール(4) 
 支援開始 1～2 週間後に、保護者に協議ツール⑷を渡して評価を依頼してください。 
 
 １５．【保護者】協議ツール(4)による評価 
 保護者に、支援の結果をもとに協議ツール(4)の評価を依頼します。「改善したい行動」
の評価について、実際に取り組んでその行動の頻度や保護者が受けるストレスなどを総
合的に判断して、100 点満点で点数をつけてもらうようにしてください。また、特記事
項や感想などがありましたら、記入するように依頼してください。 
時間帯 チェック項目 / / / / / / / / / / / / / /
下校 カードの提示
予定
３０分前タイマー声かけ
宿題 １０分前
５分前
本片付け
宿題カードの提示
３０分前
入浴 １０分前
５分前
本片付け
ソーシャル 読み聞かせ
ストーリー 話題
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 支援方法に関する評価について、「家族の負担度」とは、保護者が実際にその支援方
法を用いた負担度を評価するものです。例えば、支援した結果、子どもの改善したい行
動が減少したとしても、その支援方法を用いるのに労力を要する場合の点数は低くなる
かも知れません。 
 「子どもの負担度」は、保護者が子どもに支援方法を用いた結果、保護者から見た子
どもにかかる負担度を評価するものです。例えば、子どもの改善したい行動は減少する
と共に笑顔が増加したというのであれば、負担度は低いことが予想されます。しかし、
「これができなかったら、ご褒美が減ります」という教示をした後、泣く頻度が増えた
というのであれば、子どもの負担度が高くなることが予想されます。 
 「ライフスタイルの適合性」は、保護者が実際に支援を試みた結果、それは家族のラ
イフスタイルに合ったものであるか否かを評価するものです。「価値観」とは、実際の
支援方法（やり方）は保護者の価値観に合っていたか否かを評価するものです。「継続
性」とは、保護者がその方法をどの程度継続して取り組むことができたか否かを評価す
るものです。 
 
 １６．【教師】支援方法の評価① 
 上記 15 の評価より、「気になる行動」に関しては 80 点未満、あるいは「支援方法」
に関していずれかの項目で評価が 2 の場合は、保護者になぜその評価をつけたのかを尋
ねます。 
 支援方法に関して、例えば「毎日支援を実施するのは大変」という評価であれば、「保
護者に余裕のある時だけ」に変更という修正を行っても良いと思います。また、「写真
カードを使ったけど、途中から見なくなった」という評価であれば、「別の絵カードに
変更」という修正を行っても良いと思います。 
 保護者の意見を聞いて、どの方法なら無理なく成果の出せる支援になるかという観点
から再度話し合いを行います。 
 また、「気になる行動」の支援の開始前後に保護者が収集した記録を整理します。支
援開始前後に行動の変化が見られない場合や、「気になる行動」の評価が極端に低い場
合、再度、記録に関するインタビューを追加して行い、支援計画表の行動の機能の見直
しを行います。 
 支援方法の修正個所がない場合は、さらに同じ支援方法で保護者に記録をつけてもら
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います。修正個所がある場合には、その箇所を明らかにした支援方法表を保護者に渡し
て、再度記録を依頼します。 
 
 １７．【教師】支援結果の分析 
教師は、上記 15 の項目に加えて、上記 7 の視点からも保護者の記録を分析して、現在
行っている支援が適切か否かを判断するように、記録結果を活用します。 
 
 １８．【保護者】再実施・再評価 
 教師との話し合い後、特に支援方法の変更がなかった場合には、最初の時と同じ方法
で支援を行い、記録をつけてもらいます。また、修正個所があった場合には、その箇所
に留意しながら支援を実施して記録をつけてもらいます。 
 
 １９．【教師】【保護者】支援方法の評価② 
 教師と保護者は、以下、上記 16、17 と同様のことを実施していきます。続けて「気
になる行動」の評価が 80 点以上、「支援方法」の評価がどの観点も 4 以上の場合は、
保護者の支援は無理なく確実な成果が出ている、つまり家庭文脈に適合した支援を提供
できたと判断します。 
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第Ⅱ章 実践編：「協議ツール」を活用した協働 
的アプローチ 
 
 １．実践事例 1（研究 3） 
２．実践事例 2（研究 4） 
３．実践事例 3（研究 5） 
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調査シート１－１ 
 お子さんの様子を詳しく知りたいと思いますので、以下の項目についてご記入をよろしくお願いします。 
 
好
み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
活動 
 
 
 
 
 
 
 
食べ物 
 
 
 
 
 
 
 
その他 
 
 
 
 
 
 
苦
手 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
活動 
 
 
 
 
 
 
 
食べ物 
 
 
 
 
 
 
 
その他 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
要求手段 
 
 
 
 
何かしたいことがあるときや、欲しいものがあるときには、どのようにして要求しますか。 
 （例）マクドナルドで食べたいとき、お母さんの顔を見て「マクド」と言う。 
 
言語表出 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
相手に何かを伝えるときはどのようにしますか。あてはまる番号に○をつけて下さい。 
 
例えば、ゲームがしたいとき、相手にどのようにして伝えますか。 
 
 １．ゲームを指さす。     ２．ゲームの絵や写真を持ってきて渡す。 
 ３．発声する。（具体的にどのように発声しますか：例：「ゲームする」と言う）            
【                               】 
 
 ４．その他（特徴的なことがありましたらお書き下さい） 
【                               】  
 
言語理解 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
どれくらいの言葉が理解できますか。あてはまる番号に○をつけて下さい。 
 
 １．日常的な単語（ものや人の名前）がわからない。 
 ２．日常的な単語（ものや人の名前）がわかる。 
 ３．日常的な動作を表す言葉（起きる、着る、飲む、など）がわかる。 
 ４．「多い」「少ない」「どちらが多い」などの量がわかる。 
 ５．「○の隣」「○の上」など位置関係がわかる。 
 ６．その他：特徴的なことがありましたらお書き下さい。 
【                               】 
 
言語以外 
 
 
 
コミュニケーションに関することで、上記以外に何か特徴的なことがありましたら、お書き下さい
。 （例）絵や写真があると、相手の話していることが理解できる。 
 
 
 
余
暇 
 
※家で楽しんでしていると思われることを、お書き下さい。 
 （例）マンガ本「○○」を読む、△△のゲームをする 
 
 
そ
の
他 
 
 
※上記に挙げられたもの以外にも、特徴的なことがありましたらお書き下さい。 
 （例）お腹がすいたときに、気になる行動が起こりやすい。  
 
 
 
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン 
資料 2-1 調査シート 1-1 
  
【平日用】
  0:00
  1:00
  2:00
  3:00
  4:00
  5:00
  6:00
  7:00
  8:00
  9:00
 10:00
 11:00
 12:00
 13:00
 14:00
 15:00
 16:00
 17:00
 18:00
 19:00
 20:00
 21:00
 22:00
 23:00
 24:00
 
時刻 活動内容 特記事項
資料 2-2-1 調査シート 1-2-1（平日用） 
  
調査シート１－２
  0:00
  1:00
  2:00
  3:00
  4:00
  5:00
  6:00
  7:00
  8:00
  9:00
 10:00
 11:00
 12:00
 13:00
 14:00
 15:00
 16:00
 17:00
 18:00
 19:00
 20:00
 21:00
 22:00
 23:00
 24:00
【休日用】
時刻 活動内容 特記事項
 
資料 2-2-2 調査シート 1-2-2（休日用） 
  
 
 
 
 
緊急性 ストレス
危険性（本
人）
危険性（他
者）
頻度 従事時間
5
すぐにでも改
善したい
非常に高い 非常に高い 非常に高い
１日に非常に
高頻度で
およそ５分～ 5
4
できれば改
善したい
やや高い やや高い やや高い １日に何度も
およそ１分～
５分 4
3
どちらでもな
い
どちらでもな
い
どちらでもな
い
どちらでもな
い
１日に数回
およそ30秒
～１分 3
2
将来的に改
善したい
やや低い やや低い やや低い 週に数回
およそ10秒
～30秒 2
1
改善しなくて
もよい
とても低い とても低い とても低い 月に数回
およそ10秒
未満 1
緊
急
性
家
族
の
ス
ト
レ
ス
本
人
へ
の
危
険
性
頻
度
従
事
時
間
合
計
気
に
な
る
行
動
他
者
へ
の
危
険
性
資料 2-3 協議ツール(1) 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料 2-4-1 調査シート 2-1 
調査シート２－１
【子どもの行動に関する質問】
１　改善したい行動がみられる場所や時間帯を教えてください（平日や休日に分けて）。
改善したい行動
【平日】 【休日】
２　改善したい行動は、どのようなときに起こって、その結果、どうなりますか。
どのような時に起こりますか？
その結果、どうなりますか？
３　お子さんの増やしたい行動は何ですか。
・
・
・
４　改善したい行動を減らし適切な行動を増やすために、今までどのような手立てをとられてきましたか。
５　改善したい行動を減らし適切な行動を増やすために、どのような人や資源が活用できますか。
人：
人以外：
用いた手立て ごぼうび 結果
場所 時間帯場所 時間帯
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
調査シート２－２
【家族に関する質問】
１　家族で大切にしているものは何ですか。
２　家族にとって、お子さんの行動以外のストレス源は何ですか。
３　あなたがストレスを改善するために役立ったことは何ですか。
（例：家族みんなで過ごす時間、家族でも何かしてもらったときには「ありがとう」を言葉にし
て伝えること、お互いに尊敬し合うこと、など）
（例：レスパイトケア、親支援グループへの参加、他の家族による子どもの養育や家事に関
する手助け）
４　あなたが一緒に問題を話し合って、その解決方法を見いだす人、あなたと一緒に余暇活動をする人
は誰ですか。
資料 2-4-2 調査シート 2-2 
  
 
 
 
 
 
直前 行動 直後
月日
具体的
行動
／
時刻
時間
資料 2-5-1 ABC記録用紙 
  
 
①とても多く見られた、   ②やや多く見られた 
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例．3月 10日（ 月）  （  ② ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
 
 
資料 2-5-2 段階記録用紙 
  
気になる行動：
起こる場面（いつ、どこで、何をしている時など）：
1 お子さんは長い間放っておかれるとその行動を繰り返しますか。 0 1 2 3 4 5 6
2 お子さんは難しいことをするように求められるとその行動をしますか。 0 1 2 3 4 5 6
3
お子さんはあなたがそのお子さんのいる場所で他の子どもや大人に関わってい
るとその行動をするようですか。 0 1 2 3 4 5 6
4
お子さんは「だめ」と言われている食べ物・おもちゃ・教材を得るためや、「しては
だめ」と言われている活動をするためにその行動をするようですか。 0 1 2 3 4 5 6
5
お子さんは周りに誰もいない時にその行動を繰り返し同じやり方で長時間します
か（例えば、身体を前後に揺するなど）。 0 1 2 3 4 5 6
6 お子さんはあなたが何かするように求めるとその行動をしますか。 0 1 2 3 4 5 6
7 お子さんはあなたが注目するのを止めるとその行動をしますか。 0 1 2 3 4 5 6
8
お子さんは好きな食べ物・おもちゃ・教材・活動を禁止されるとその行動をします
か。 0 1 2 3 4 5 6
9
お子さんはその行動を楽しんでいるようですか（その行動で感覚、味、臭い、見
ること、音などを楽しんでいる）。 0 1 2 3 4 5 6
10
お子さんはあなたが何かさせようとするとあなたを慌てさせたり困らせたりするた
めにその行動をしているようですか。 0 1 2 3 4 5 6
11
お子さんはあなたが注目していないとその行動をするようですか（例えば、あな
たが他の場所で他の人と関わっていると）。 0 1 2 3 4 5 6
12
お子さんは欲しがっていたおもちゃ・食べ物・教材が与えられたり、やりたがって
いた活動を許されるとその行動をしなくなりますか。 0 1 2 3 4 5 6
13
お子さんはその行動をしていると周りで起こっていることにも気づかずおとなしく
していますか。 0 1 2 3 4 5 6
14
お子さんはあなたがお子さんに何かを促したり要求したりするのを止めるとすぐ
に（5分以内に）その行動をしなくなりますか。 0 1 2 3 4 5 6
15 お子さんはあなたに一緒にいて欲しいためにその行動をするようですか。 0 1 2 3 4 5 6
16 お子さんはやりたいことを「しちゃだめ」と言われるとその行動をするようですか。 0 1 2 3 4 5 6
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資料 2-6-1 質問紙 MAS① 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
気になる行動：　　　　　　　　　　　　　　　場面：
感覚 逃避 注目 要求
1 2 3 4
5 6 7 8
9 10 11 12
13 14 15 16
各機能の合計点
各機能の平均点
所見
資料 2-6-2 質問紙 MAS② 
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資料 2-7 支援計画 
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資料 2-9 協議ツール(3) 
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資料 2-10-2 協議ツール(4)② 
あとがき 
 
2009 年 4 月、兵庫教育大学大学院に入学以降の 2 年間は、兵庫教育
大学大学院 井澤信三教授の研究室に所属して、応用行動分析に基づい
た指導・支援方法について学ぶ機会を得ました。大学院への入学以前か
ら学校現場では、「行動問題」「保護者との連携」に課題意識を持ってい
ました。井澤教授から指導・助言を受けて、修士論文の研究課題「行動
問題を示す発達障害児をもつ家族との協働的アプローチに基づく『協議
ツール』の開発と有効性の検討」に辿り着くことができました。大学院
では研究課題を中心にしながら、ゼミ、ケースや加東市保育所巡回指導
などで多くのことを学ぶことができました。大学院修了後も、井澤教授
からは指導・助言を受ける機会を得て、修士論文は 2 本の査読付き論文
として掲載されるに至りました。また、修士論文で明らかになった今後
の課題については、大学院の内地留学期間を終えた後の学校現場で実践
研究を行う機会を得ました。この研究についても、指導・助言を受けな
がら、査読付き論文として公表されました。この後はさらに、井澤教授
から修士論文で考案した「協議ツール」が多くの教師に活用できるよう
に、マニュアルブックとしてまとめて研究を進めるように指導・助言を
いただきました。この研究の実施にあたっては、特別支援学校の教師の
協力を得て、研究論文にまとめることができました。  
 以上のように、2009 年度の兵庫教育大学大学院への入学以降は 8 年
が経過しますが、井澤教授からは現在に至るまで継続的に指導・助言を
受ける機会を得て、修士論文の研究課題に関連する複数の研究論文を公
表することができました。本博士論文の執筆にあたっては、井澤教授よ
り指導・助言を受けながら、大学院に入学前からまとめていた研究論文
を含めて全体の構成を検討しました。独自で学校での実践をまとめ、研
究論文を書き始めたのが 10 年前になります。当時は何もわからず見様
見真似でしたが、井澤教授と出逢う機会を得て、研究についての教授を
受け、本博士論文の執筆に至ることができたことは誠に感慨深いです。
ここまで辿り着けたことに対して、井澤教授には心より感謝申し上げま
す。今後とも、ご指導・ご助言をよろしくお願いします。  
 今後は、さらに質の高い研究及び教育を目指して、邁進していく所存
です。2009 年度以降は、研究の機会を与えて下さった福井県教育委員会
をはじめとする教職員の方々、独立行政法人国立特別支援教育総合研究
所、研究でご協力をいただいた児童生徒の皆さん、保護者の皆様にも感
謝申し上げます。  
 最後になりますが、長きにわたって単身赴任生活を支えてくれた妻 
美紀、一生懸命に努力する姿勢を常に示してくれた長女優陽、長男証生、
次男践、いつも心配をしてくれた母靜子、天国から見守ってくれた父故
國男にも、心より感謝申し上げます。  
 
                  2016 年 8 月吉日 岡本 邦広  
